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令和７年度公益財団法人山梨総合研究所事業報告書 

事    業    報    告 

 

事 業 概 要 

「地域から未来が見える」をテーマに掲げ、地域づくり・まちづくり、経済・産業・労働政策、観光・交通・ 

環境政策、教育・文化・福祉政策など地域の諸課題について新しい地域社会のあり方を求め、産・学・官・ 

ＮＰＯなどと連携し、自主研究・自主事業、公益目的事業の調査・研究、人材育成などを実施した。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 地域社会の健全で持続可能な発展を目的とした自主研究・自主事業等の実施  

（１）“シン”やまなし未来共創プロジェクト（令和6年度から継続） 

当財団が目指す「幸福な地域社会の実現」に向けて、今年度はWell-being指標のアンケート結果に

基づき、県民が抱く幸福度・満足度について様々な角度からデータ分析を行うとともに、総合計画策定

を通じて行った各自治体のアンケート結果を組み合わせた分析を行うなど、研究内容の充実を図った。 

また研究成果をフォーラムで発表するとともに、その成果をカルテとしてまとめることで、情報発信を強

化することができた。 

中央市との連携により、市の住宅取得補助金利用者を対象としたアンケート調査結果の詳細な分析

を行った。加えて補助金利用者へのインタビューを行い、その結果をもとに本制度の効果を検証し、今

後の施策の方向性について検討を行った。 

 

【フォーラムの概要】 

  テーマ：「データで考える山梨の今とこれから」 

  日 時：令和8年2月25日（水）13:30～16:30 

  場 所：やまなし地域づくり交流センター 

  ＜プログラム＞ 

  ○幸福度の指標からみた山梨県民の意識 

  ○第1部：幸福度指標の分析報告 －山梨県におけるデータの傾向と深層－ 

   ・令和の結婚観 

   ・高齢者の孤立と幸福感 

  ○第2部：EBPMの実装と実践 －データをいかに政策へ落とし込むか？－ 

   ・自治体運営の根幹としての総合計画・総合戦略の策定 

   ・定住促進事業の検証と今後の展開 

   ・「やまなし自治体カルテ」による地域の見える化 

 

（２）地方自治体に関する課題研究会（令和4年度から継続） 

自治体職員を対象とした政策形成研修として、総合計画の策定を進めていた「北杜市」「身延町」「道

志村」の職員（課長職・業務担当リーダー・若手職員など）を対象に「次世代の子どもたちが豊かに暮ら

すためには」をテーマに、政策形成やEBPM（証拠に基づく政策立案）をはじめ、アウトカム・アウトプット

指標、ロジカル思考、柔軟な発想スキル等について、講義とグループワーク（WS）を行った。  

また「関東都市学会2025年度秋季大会」の開催に協力し、「居住地としての都市の魅力とアイデンティ

ティの醸成について」というテーマで、総研研究員と甲府市職員から報告を行い、同学会の会員である

他県の自治体職員や研究者との交流を図った。 
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（３）家庭の事情に左右されない若者支援の在り方研究（令和6年度から継続） 

今年度は、家庭の経済状況による「体験格差」が子どもの自己肯定感に与える影響の検証、また効果

的な若者支援のあり方を探ることを目的に「体験プログラム」を実施した。児童福祉施設に入所する小・

中学生4名を対象に、アート、東京体験、料理、英語の4つの体験プログラムを実施し、体験前後の自己

肯定感をRSES-Jで測定するとともに、発話や行動の変化を分析した。 

その結果、英語体験では全員の自己肯定感が向上し、「自分の言葉が伝わった」「認められた」という

成功体験が大きく影響していた。一方で、自己肯定感は単に体験の有無ではなく個々の特性により大き

く左右されることが確認された。 

専門家からも、支援には「何を体験させるか」よりも「どのように受け止められたか」が重要であるとの助

言を得ており、今後は個々の特性に応じた支援設計が必要であるとし、個々のタイプ別の支援の方向性

を提示した。 

 

（４）住民主体の山梨県版「地域循環共生圏」形成に向けた調査研究（令和6年度から継続） 

1年目の調査研究では、「日常生活における“自分ごと”（当事者意識）としての『環境』に対する関心」

の醸成が要となることが明らかとなった。今年度は、より身近な日常生活の中にある「環境」に関心を持ち、

そこで起きている様々な課題を“自分ごと”（当事者意識）として認識してもらうため、「環境×○○」をテ

ーマにワークショップを開催し、その意識の変容を確認した。 

なお、本調査研究は、令和5年度山梨総研自主研究「やまなし未来共創プロジェクト」採択者で、その

後「taneto（県内のエシカルなお店や活動の情報を届けるウェブメディア）」を立ち上げた岩崎特別研究

員の「tane labo新企画『暮らしのつくり手を訪ねて』」とのコラボ企画として開催した。 

 

【「環境×○○」のワークショップ（全3回）】 

第1回 

日時：令和7年8月28日（木）10：30～12：00 

会場：CROSS BE セミナールームA 

話し手：戸島 秀和 氏（株式会社山梨中央銀行 総務部 管財課 主任調査役） 

テーマ：「環境×金融」豊かな経済循環を編みなおす―地域とつながる金融のあり方を探しに― 

参加者数：10名 

第2回 

日時：令和7年10月30日（木）13：30～15：30 

会場：清泉寮ジャージー牧場 牛舎・クラブハウス 

話し手：高橋 諒 氏（公益財団法人キープ協会 酪農事業部 農場長） 

テーマ：「環境×酪農」いのちの循環に寄り添う 

―牛たちと共に生きる日々から、自然のリズムを受け取る― 

参加者数：8名 

第3回 

日時：令和7年11月13日（木）14：00～16：00 

会場：nouto直売所 

話し手：飯室 和希 氏（KEIPE株式会社 地域商社事業部長） 

テーマ：「環境×農業」企画で規格を超えていく 

―「いい人」「いい事業」が育ち合う土壌を地域に耕す― 

参加者数：8名 
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（５）山梨県における総合型地域スポーツクラブの実態調査研究（新規・単年度） 

東京2020オリンピック・パラリンピックを経て、近年のスポーツの認識は大きく変わり、健康増進のみな

らず、地域活性化や社会課題解決などに幅広くスポーツが活用されている。  

国としても、「スポーツコミッション」や「総合型地域スポーツクラブ」といった事業を通してスポーツ活動

を幅広く推進している。その中でも「総合型地域スポーツクラブ」は、県内や地域の方々を対象にしたス

ポーツクラブとして、スポーツをより身近に感じてもらうために様々な事業を展開しているが、山梨県での

認知度は十分とは言えない。 

なぜ山梨県では総合型地域スポーツクラブの認知度が高くないのか、課題を調査するとともに、どう

すればより参加してもらえるのか、またスポーツを通した地域活性化の足がかりは何かを明確にすること

を目的に、以下の調査研究を行い、その成果をまとめた。 

①全国及び山梨県のスポーツ実施率における現状把握 

②スポーツクラブの先進地（ドイツ）視察 

③他県などのスポーツクラブ先進事例の視察、ヒアリング調査 

 

（６）新世紀甲府城下町研究会（平成14年度から継続） 

甲府城の整備を契機に、江戸文化の復活とまちづくりの検討を行っている各界有志による研究会で、

当財団は事務局を担当している。今年度は研究会を令和7年7月、令和8年1月の2回実施した。 

７月開催時は、甲府市まちづくり部 まち開発室都市計画課から「甲府駅南口周辺地区における景観

形成の取組について」と題して、情報提供を受け、意見交換を行った。 

１月開催時は、甲州市の井尻俊之様より「祝祭都市・甲府（KOFU CITY 2.0）創造プロジェクトの概要

について」と題して独自提案を受けたほか、今後の活動方針を協議した。 

 

（７）韓国忠北研究院との交流事業（平成19年度から継続） 

当財団では大韓民国・忠清北道で活動するシンクタンク「忠北研究院」との交流活動を通じて、山梨

県と忠清北道の相互理解を図ることを目的に、毎年持ち回りでシンポジウムを開催している。令和7年度

は令和7年12月10日に韓国にて開催した。 

今年度は「地域農業の持続可能性と価値創出」をメインテーマに、忠北研究院では「忠北農業の持続

可能性のための変化と課題」「忠北農産物加工製品 活性化方策の模索」を、また山梨総研では「山梨

県の農業生産の現状と課題」、「価値が生まれ、育つ『場』とは～峡東地域世界農業遺産の調査から考

える～」をテーマに研究発表を行い、日韓両国の現状や事例を踏まえ、意見交換を行った（日韓合計20

名が参加）。 

 

（８）自主研究発表会（対象：令和6年度実施研究） 

令和7年4月23日（水）に、やまなし地域づくり交流センターにて開催した。 

 

２ 自治体等から受託した公益目的事業の調査・研究事業 

（１） 山梨県、市町村からの委託研究 

総合計画・総合戦略策定や、産業、医療・福祉・健康、雇用、まちづくり、教育、スポーツ、子育て、公

共施設等、地域の諸課題に関する計画策定における実務や調査研究の実施を支援。 

 

（２） 経済団体、福祉団体等からの委託研究 

今年度は実績なし。 
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（３） 人材育成研修等の企画、実施 

「山梨県新任職員研修」等の実施を支援。 

 

（４） 受託業務の件数・金額 

受託件数 26件（前年度比±0件） 

受託金額 84,740千円（前年度比＋22,948千円）（税抜・契約書ベース） 

 

３ 人材育成 

（１） 理事長、調査研究部長を中心とする所内研修の実施 

自主研究・受託事業の質向上と研究員のレベルアップを図ることを目的に実施（随時）。 

 

（２） 市町村と連携した研修の実施 

自主研究「地方自治体に関する課題研究会」により「北杜市」「身延町」「道志村」にて実施。 

 

（３） 山梨総合研究所のＯＢの協力による研修等の実施 

令和7年9月16日（火）に、山梨県農政部 千野様主催の「甲府第一高等学校探究科 農業調査研究発

表会」において学生と総研研究員の意見交換を実施。 

 

（４） インターンシップの受け入れ 

今年度は受け入れなし。 

 

４ 研究交流及び、情報の収集・提供 

（１） 研究交流の実施 

① 忠北研究院との研究交流 ⇒ 令和7年12月10日（水）に韓国にて開催 

② 首都圏自治体シンクタンク連絡会議 

 ⇒ 令和7年7月22日（火）開催の会議（幹事：NIRA総合研究開発機構）に参加 

③ 地方シンクタンク協議会 ⇒ 総会、フォーラム、中部ブロック交流会等に参加 

④ このほか、民間調査機関などと研究・情報交流を実施 

 

（２） 情報提供・資料収集の実施 

① 各種団体からの依頼に対して講師、ファシリテーター等を派遣 ⇒ 11回 

② 各種委員会への委員派遣 ⇒ 42回 

③ ホームページ、ＳＮＳにおいて自主研究・自主事業の成果等を配信 

④ 新聞等への寄稿、取材への対応 

毎日新聞コラム欄への記事提供26回（「21世紀do tank発」） 

山梨日日新聞への記事提供20回（「社会経済リポート」） 

マスコミ等からの取材に対応（多数） 

⑤ 「ニュースレター」の発刊（毎月） 

⑥ メールマガジンの配信（毎月） 

 

（３） 機関紙等の発行 

① 「地域から未来が見える」の発刊（年１回） 

② 「事業実績一覧」の発刊（年１回） 
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理 事 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事            項 

第 １ 回 令和７年 ５月２１日 
１ 2024年度事業報告及び決算（案）について 

２ 2025年度定時評議員会の開催について 

第 ２ 回 

（書面） 
令和７年 ６月 ９日 

１ 理事長選任の件 

２ 専務理事の選任の件 

３ 専務理事に事務局長の職務を委嘱する件 

第 ３ 回 令和８年 ３月２５日 

１ 2026年度事業計画及び予算（案）について 

２ 2025年度臨時評議員会の開催について 

３ 事務所移転準備資金の取崩し及び再積立について 

４ 公益財団法人山梨総合研究所公益充実資金取扱 

規程の制定及び公益充実活動計画の策定について 

評 議 員 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事            項 

定   時 令和７年 ６月 ９日 
１ 2024年度事業報告及び決算（案）について 

２ 任期満了に伴う役員の選任について 

臨   時 令和８年 ３月２５日 

１ 2026年度事業計画及び予算（案）について 

２ 公益財団法人山梨総合研究所定款の改定について 

３ 役員の選任について 

４ 事務所移転準備資金の取崩し及び再積立について 

役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備 考 

理 事 今井 久 5.6.8 理事長 理 事 今井 久 7.6.9 理事長 

〃 小俣 滋 6.4.1  〃 栗田 真司 7.6.9  

〃 栗田 真司 5.6.8  〃 小島 良一 7.6.9  

〃 小島 良一 5.6.8  〃 鈴木 淳郎 7.6.9  

〃 鈴木 淳郎 5.6.8  〃 玉川 武年 7.6.9  

〃 玉川 武年 5.6.8  〃 降矢 結城 7.6.9 専務理事 

〃 保坂 真吾 5.6.8  〃 古屋 明子 8.4.1  

〃 村田 俊也 5.6.8 専務理事 〃 保坂 真吾 7.6.9  

〃 山寺 雅彦 5.6.8  〃 山寺 雅彦 7.6.9  

〃 渡邊 裕子 5.6.8  〃 渡邊 裕子 7.6.9  

監 事 入倉 由紀子 7.4.1  監 事 磯部 正彦 7.6.9  

〃 鎌倉 豊秀 5.6.8  〃 入倉 由紀子 7.6.9  

〃 代永 茂樹 6.6.21  〃 代永 茂樹 7.6.9  

評議員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備 考 

評議員 石川 恵 5.6.8  評議員 石川 恵 5.6.8  

〃 上原 勇七 5.6.8  〃 上原 勇七 5.6.8  

〃 上條 醇 5.6.8  〃 上條 醇 5.6.8  

〃 越石 寛 5.6.8  〃 越石 寛 5.6.8  

〃 小林 徹 7.4.1  〃 小林 徹 7.4.1  

〃 関 光良 5.6.8  〃 関 光良 5.6.8  

〃 中村 和彦 5.6.8  〃 中村 和彦 5.6.8  

〃 奈良田 伸司 5.6.8  〃 奈良田 伸司 5.6.8  

〃 原田 由起彦 5.6.8  〃 原田 由起彦 5.6.8  
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当年度 前年度

4,906,622 4,681,980

4,906,622 4,681,980

135,486 18,379

135,486 18,379

2,840,000 2,840,000

2,840,000 2,840,000

78,758,665 61,792,524

78,758,665 61,792,524

5,000,000 6,000,000

5,000,000 5,000,000

0 1,000,000

28,017 6,057

27,713 6,057

304 0

91,668,790 75,338,940

87,942,154 70,804,993

1,254,000 1,254,000

30,977,642 30,345,275

2,575,310 1,006,020

4,951,873 3,909,496

76,489 49,330

0 67,724

1,643,188 485,319

7,728,598 1,412,959

350,245 350,245

756,994 951,483

812,250 127,395

2,264,468 2,673,126

21,504 566,725

102,824 25,620

4,268,800 3,684,187

71,697 87,064

728,230 827,955

6,549,422 6,690,346

162,511 138,765

229,790 395,460

1,161,766 455,435

60,278 56,938

958,362 908,482

119,813 100,805

360,192 360,594

147,333 564,391

2,138,049 838,349

9,579,294 4,655,706

7,506,299 7,625,705

329,479 129,594

55,454 60,500

4,923,588

△ 119,406

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        事業収益 16,966,141

        雑収益 21,960

          受取利息 21,656

          雑収益 304

          受託事業収益 16,966,141

        受取補助金等 △ 1,000,000

          受取地方公共団体補助金 0

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（単位:円）

科        目 増  減

        受取会費 0

          賛助会員受取会費 0

        基本財産運用益 224,642

          基本財産受取利息
　　　　　　　指定正味財産振替額

224,642

          特定資産受取利息 117,107

        特定資産運用益 117,107

          その他補助金 △ 1,000,000

          役員報酬 0

          給与手当 632,367

          臨時雇賃金 1,569,290

        経常収益計 16,329,850

    (2) 経常費用

        調査研究事業費 17,137,161

          通信運搬費 6,315,639

          車両運搬具減価償却費 0

          什器備品減価償却費 △ 194,489

          時間外手当 1,042,377

          福利厚生費 27,159

          会議費 △ 67,724

1,157,869          旅費交通費

          修繕費 △ 545,221

          車両費 77,204

          印刷製本費 584,613

          消耗什器備品費 684,855

          消耗品費 △ 408,658

          保険料 23,746

          諸謝金 △ 165,670

          租税公課 706,331

          燃料費 △ 15,367

          光熱水料費 △ 99,725

          賃借料 △ 140,924

          会費 △ 402

          支払手数料 △ 417,058

          使用料 1,299,700

          支払負担金 3,340

          委託費 49,880

          図書費 19,008

          支払利息 199,885

          雑費 △ 5,046

          外部委託費

          法定福利費
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当年度 前年度

8,191,665 6,565,089

836,000 836,000

2,914,745 2,782,754

0 0

0 0

7,197 4,524

0 7,777

190,727 55,728

727,198 129,573

18,434 18,434

39,842 50,078

42,750 6,705

213,068 245,134

2,496 65,075

5,412 1,348

401,659 337,851

8,322 9,997

38,328 43,577

344,706 352,124

8,553 7,303

0 0

134,848 52,296

6,996 6,538

111,238 104,318

13,907 11,575

41,808 41,406

17,101 64,807

248,166 96,265

1,111,882 534,602

706,282 699,300

0 0

0 0

96,133,819 77,370,082

△ 4,465,029 △ 2,031,142

0 0

△ 4,465,029 △ 2,031,142

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

△ 4,465,029 △ 2,031,142

97,086,620 99,117,762

92,621,591 97,086,620

5,134,520 4,864,378

5,134,520 4,864,378

△ 3,040,000 △ 5,760,000

2,130,000 0

△ 4,906,622 △ 4,681,980

△ 4,942,102 △ 5,577,602

544,741,299 550,318,901

539,799,197 544,741,299

632,420,788 641,827,919

△ 62,579

4,064

          役員報酬 0

          給与手当 131,991

          臨時雇賃金 0

科        目 増  減

        管理費 1,626,576

          旅費交通費 134,999

          通信運搬費 597,625

          車両運搬具減価償却費 0

          時間外手当 0

          福利厚生費 2,673

          会議費 △ 7,777

          印刷製本費 63,808

          燃料費 △ 1,675

          光熱水料費 △ 5,249

△ 10,236

36,045

△ 32,066

          什器備品減価償却費

          消耗什器備品費

          消耗品費

          租税公課 82,552

          支払負担金 458

          委託費 6,920

          賃借料 △ 7,418

          保険料 1,250

          諸謝金 0

          使用料 151,901

          外部委託費 577,280

          法定福利費 6,982

          図書費 2,332

          会費 402

          支払手数料 △ 47,706

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,433,887

          評価損益等計 0

          当期経常増減額 △ 2,433,887

          支払利息 0

          雑費 0

        経常費用計 18,763,737

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0

　　　　過年度一般正味振替取消額 0

          什器備品除去損 0

        基本財産運用益 270,142

          一般正味財産期末残高 △ 4,465,029

          一般正味財産期首残高 △ 2,031,142

          当期一般正味財産増減額 △ 2,433,887

    (2) 経常外費用

        固定資産除去損 0

        経常外費用計 0

          修繕費

          車両費

        一般正味財産への振替額 △ 224,642

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 9,407,131

          指定正味財産期末残高 △ 4,942,102

          当期指定正味財産増減額 635,500

          指定正味財産期首残高 △ 5,577,602

          基本財産受取利息 270,142

        基本財産評価益 2,720,000

        基本財産評価損 2,130,000

          当期経常外増減額 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部
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公益事業会計 法人会計 合   計

3,925,298 981,324 4,906,622

3,925,298 981,324 4,906,622

135,486 0 135,486

135,486 0 135,486

2,840,000 0 2,840,000

2,840,000 0 2,840,000

71,548,324 7,210,341 78,758,665

71,548,324 7,210,341 78,758,665

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

0 0 0

28,017 0 28,017

27,713 0 27,713

304 0 304

83,477,125 8,191,665 91,668,790

87,942,154 0 87,942,154

1,254,000 0 1,254,000

30,977,642 0 30,977,642

2,575,310 0 2,575,310

4,951,873 0 4,951,873

76,489 0 76,489

0 0 0

1,643,188 0 1,643,188

7,728,598 0 7,728,598

350,245 0 350,245

756,994 0 756,994

812,250 0 812,250

2,264,468 0 2,264,468

21,504 0 21,504

102,824 0 102,824

4,268,800 0 4,268,800

71,697 0 71,697

728,230 0 728,230

6,549,422 0 6,549,422

162,511 0 162,511

229,790 0 229,790

1,161,766 0 1,161,766

60,278 0 60,278

958,362 0 958,362

119,813 0 119,813

360,192 0 360,192

147,333 0 147,333

2,138,049 0 2,138,049

9,579,294 0 9,579,294

7,506,299 0 7,506,299

329,479 0 329,479

55,454 0 55,454

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益

        基本財産受取利息

        特定資産運用益

        経常収益計

          会議費

          旅費交通費

          通信運搬費

          車両運搬具減価償却費

          什器備品減価償却費

          消耗什器備品費

    (2) 経常費用

        調査研究事業費

          役員報酬

          給与手当

          臨時雇賃金

          時間外手当

          福利厚生費

          保険料

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（単位：円）

科        目

          受取地方公共団体補助金

        雑収益

          受取利息

          雑収益

          特定資産受取利息

        受取会費

          賛助会員受取会費

        事業収益

          受託事業収益

        受取補助金等

          その他補助金

          諸謝金

          租税公課

          支払負担金

          委託費

          図書費

          消耗品費

          印刷製本費

          燃料費

          光熱水料費

          賃借料

          修繕費

          車両費

          会費

          支払手数料

          使用料

          外部委託費

          法定福利費

          支払利息

          雑費
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公益事業会計 法人会計

0 8,191,665 8,191,665

0 836,000 836,000

0 2,914,745 2,914,745

0 0 0

0 0 0

0 7,197 7,197

0 0 0

0 190,727 190,727

0 727,198 727,198

0 18,434 18,434

0 39,842 39,842

0 42,750 42,750

0 213,068 213,068

0 2,496 2,496

0 5,412 5,412

0 401,659 401,659

0 8,322 8,322

0 38,328 38,328

0 344,706 344,706

0 8,553 8,553

0 0 0

0 134,848 134,848

0 6,996 6,996

0 111,238 111,238

0 13,907 13,907

0 41,808 41,808

0 17,101 17,101

0 248,166 248,166

0 1,111,882 1,111,882

0 706,282 706,282

0 0 0

0 0 0

87,942,154 8,191,665 96,133,819

△ 4,465,029 0 △ 4,465,029

0 0 0

△ 4,465,029 0 △ 4,465,029

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 4,465,029 0 △ 4,465,029

97,086,620 0 97,086,620

92,621,591 0 92,621,591

4,107,616 1,026,904 5,134,520

4,107,616 1,026,904 5,134,520

△ 2,432,000 △ 608,000 △ 3,040,000

1,704,000 426,000 2,130,000

△ 3,925,298 △ 981,324 △ 4,906,622

△ 3,953,682 △ 988,420 △ 4,942,102

437,157,129 107,584,170 544,741,299

433,203,447 106,595,750 539,799,197

525,825,038 106,595,750 632,420,788

財団全体
合   計

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　　管理費

          役員報酬

科        目

          車両運搬具減価償却費

          什器備品減価償却費

          消耗什器備品費

          消耗品費

          印刷製本費

          給与手当

          臨時雇賃金

          福利厚生費

          会議費

          旅費交通費

          通信運搬費

          時間外手当

          修繕費

          車両費

          支払負担金

          委託費

          図書費

          会費

          支払手数料

          使用料

          燃料費

          光熱水料費

          賃借料

          保険料

          諸謝金

          租税公課

          評価損益等計

          当期経常増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

    (2) 経常外費用

        固定資産除去損

          外部委託費

          法定福利費

          支払利息

          雑費

        経常費用計

          評価損益等調整前当期経常増減額

        経常外収益計

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高

          指定正味財産期末残高

        　什器備品除去損

        経常外費用計

          当期経常外増減額

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

        基本財産評価益

　　　　　基本財産受取利息

    　　基本財産運用益

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          一般正味財産期末残高

　　　  一般正味財産への振替額

        基本財産評価損
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          事業実施準備資金（未収収益）

貸借対照表
令和８年３月３１日現在

（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金 6,779,622 17,458,839 △ 10,679,217

            普通預金 6,779,622 17,458,839 △ 10,679,217

　　　　　 仕掛品 2,254,213 0 2,254,213

          前払費用 1,072,058 1,008,681 63,377

          未収金 80,287,900 60,513,800 19,774,100

          貯蔵品 67,020 69,280 △ 2,260

　　　　　 契約保証金 1,617,000 396,000 1,221,000

        流動資産合計 92,077,813 79,446,600 12,631,213

  ２．固定資産

        基本財産合計 523,592,584 528,534,686 △ 4,942,102

    (1) 基本財産

          投資有価証券 521,915,334 526,857,436 △ 4,942,102

    (2) 特定資産

          研究基金普通預金 7,565,605 7,494,579 71,026

          定期預金 1,677,250 1,677,250 0

          事務所移転準備定期預金 11,500,000 11,500,000 0

          研究基金定期預金 30,000,000 30,000,000 0

          事業実施準備資金 15,068,554 15,068,554 0

1,138,059 1,138,059 0

          建物付属設備 6 6 0

        特定資産合計 65,272,218 65,201,192 71,026

    (3) その他固定資産

          車両運搬具 337,957 706,636 △ 368,679

          什器備品 1,027,314 1,534,150 △ 506,836

          敷金 2,100,000 2,100,000 0

          預託金 8,550 8,550 0

        その他固定資産合計 3,473,827 4,349,342 △ 875,515

        固定資産合計 592,338,629 598,085,220 △ 5,746,591

  １．流動負債

          短期借入金 45,000,000 30,000,000 15,000,000

        資産合計 684,416,442 677,531,820 6,884,622

Ⅱ　負債の部

          未払消費税等 2,396,700 1,897,700 499,000

          未払金 4,105,862 3,278,167 827,695

        流動負債合計 51,995,654 35,703,901 16,291,753

        負債合計 51,995,654 35,703,901 16,291,753

          預り金 493,092 528,034 △ 34,942

          指定正味財産 539,799,197 544,741,299 △ 4,942,102

        指定正味財産合計 539,799,197 544,741,299 △ 4,942,102

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

        （うち特定資産への充当額） 16,206,613 16,206,613 0

        （うち基本財産への充当額） 523,592,584 528,534,686 △ 4,942,102

        負債及び正味財産合計 684,416,442 677,531,820 6,884,622

  ２．一般正味財産 92,621,591 97,086,620 △ 4,465,029

        （うち特定資産への充当額） 49,065,605 48,994,579 71,026

        正味財産合計 632,420,788 641,827,919 △ 9,407,131
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貯蔵品 切手・書籍 通常使用分期末残高（切手）、

販売在庫残（書籍）

仕掛品 上野原市 受託案件 年度跨ぎ契約につき発生

契約保証金 請負契約に関わる保証金

甲府支店

に充当する

に充当する
事業実施準備資金

に80％、管理費に20％充当する
  事業実施準備資金 基本財産の運用益であり、調査研究

（未収収益） 事業費に80％、管理費に20％充当する

ホンダＮＢＯＸ

車両のリサイクル預託金 8,550

財産目録
令和８年３月３１日現在

（単位:円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金     額

  (流動資産)

  預金 普通預金 運転資金として 6,779,622

67,020

  前払費用 年間契約冊子・家賃等 1,072,058

  未収金 受託事業未収分･山梨県補助金未収分他 80,287,900

1,617,000

2,254,213

甲府支店
80％が公益目的保有財産であり運用益は
調査研究事業費及び管理費に充当する

   流動資産合計 92,077,813

  (固定資産)

    基本財産

  投資有価証券 みずほ証券㈱ 521,915,334

投資有価証券 SMBC日興証券㈱ 　　　　　　　〃
甲府支店

定期預金 ㈱山梨中央銀行 本店 　　　　　　　〃 1,677,250

投資有価証券 野村證券㈱ 　　　　　　　〃

  研究基金普通預金 ㈱山梨中央銀行 本店 公益目的外保有財産であり、管理費 7,565,605

    特定資産

592,338,629

684,416,442

㈱オーチョ・ブライト・イン
ターナショナル

建物賃貸借の敷金として 2,100,000

定期預金

  研究基金定期預金 ㈱山梨中央銀行 本店 公益目的保有財産であり、調査研究事業費 30,000,000

㈱山梨中央銀行 本店 基本財産の運用益であり、調査研究事業費 15,068,554

事務所移転準備 ㈱山梨中央銀行 本店 特定費用準備資金 11,500,000

  甲府市丸の内1-8-11

車両運搬具

　住民税預り金

未払消費税等

   流動負債合計

  短期借入金 45,000,000

    

99,200

  未払金 事業費に対する未払額 印刷･製本などの事業費支払い分 4,105,862

  預り金 税金等に対する未払額 税金・社会保険料などの支払い分 493,092

211,178  源泉税

  (流動負債)

  厚生年金･健康 182,714

  ・介護保険料

什器備品 5･6階部分の什器備品類であり 1,027,314

    その他固定資産

  建物付属設備 甲府市丸の内1-8-11 6

1,138,059

     負債合計 51,995,654

     正味財産 632,420,788

公益目的保有財産である

敷金

預託金

   固定資産合計

     資産合計

    

2,396,700

51,995,654

甲府市丸の内1-8-11 337,957
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 重要な会計方針 

当法人は公益法人会計基準(平成 20年）を適用することとしている。 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の有価証券：償却原価法を採用している。 

その他の有価証券：時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法を採用している。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    個別法による原価法を採用している。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（建物付属設備、車輌運搬具、什器備品）については定額法を採用し、直接法に

より計上している。 

イ コンピューターソフトウェアを無形固定資産とし定額法を採用し、直接法で計上している。 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（５）消費税等の会計処理 

税抜き処理により行っている。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。           （単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

  投資有価証券 526,857,436 227,898 5,170,000 521,915,334 

 定期預金 1,677,250 0 0 1,677,250 

小   計 528,534,686 227,898 5,170,000 523,592,584 

特定資産         

  研究基金普通預金 7,494,579 71,026 0 7,565,605 

  研究基金定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000 

 事業実施準備資金 15,068,554 4,942,160 4,942,160 15,068,554 

 
事業実施準備資金

（未収収益） 1,138,059 1,138,059 1,138,059 1,138,059 

  
事業所移転準備 

定期預金 11,500,000 11,500,000 11,500,000 11,500,000 

小   計 65,201,192 17,651,245 17,580,219 65,272,218 

合   計 593,735,878 17,879,143 22,750,219 588,864,802 
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３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。                （単位：円） 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額)  

基本財産          

  投資有価証券 521,915,334 (521,915,334) (0) ―  

 定期預金 1,677,250 (1,677,250) (0)   

小   計 523,592,584 (523,592,584) (0) ―  

特定資産          

  研究基金普通預金 7,565,605 (0) (7,565,605) ―  

  研究基金定期預金 30,000,000 (0) (30,000,000) ―  

 事業実施準備資金 15,068,554 (15,068,554) (0)   

 
事業実施準備資金

（未収収益） 
1,138,059 (1,138,059) (0)   

  
事業所移転準備 

定期預金 
11,500,000 (0) (11,500,000) ―  

小   計 65,272,218 (16,206,613) (49,065,605) ―  

合   計 588,864,802 (539,799,197) (49,065,605) ―  

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っ

ている場合） 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。      （単位：円） 

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 4,912,560 4,912,554 6 

車両運搬具 1,474,717 1,136,760 337,957 

什器備品 13,567,040 12,539,726 1,027,314 

合     計 19,954,317 18,589,040 1,365,277 

 

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。 （単位：円） 

科    目 帳簿価格 時   価 評価損益 

第 77回西日本高速道路株式会社社債 100,000,000 97,500,500 △ 2,499,500 

第 13回東京電力パワーグリッド株式会社社債 100,000,000 97,745,000 △ 2,255,000 

309回政保日本高速道路保有債務返済機構

債券 

24,917,125 24,705,000 △ 212,125 

26回みずほフィナンシャルグループ 

      期限前償還条項付劣後社債 

99,990,125 98,400,000 △ 1,590,125 

18回楽天グループ社債 
99,138,084 86,900,000 △ 12,238,084 

合     計 424,045,334 405,250,500 △18,794,834 

 

６ その他の債券の内訳並びに額面価額、時価及び評価損益 

その他の債券の内訳並びに額面価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。    （単位：円） 

科    目 額面価格 時   価 評価損益 

第 120回住宅金融支援機構債券 100,000,000 97,870,000 △ 2,130,000 

合     計 100,000,000 97,870,000 △ 2,130,000 
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７ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。      （単位：円） 

補助金等の名称 交付者 
前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表上

の記載区分 

受取地方公共団体 

補助金 
山梨県 0 5,000,000 5,000,000 0 一般正味財産 

その他補助金 

峡東地

域世界

農業遺

産推進

委員会 

0 0 0 0 一般正味財産 

合    計 0 5,000,000 5,000,000 0   

 

８ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

 （単位：円） 

内     訳 金     額 

経常収益への振替額 

 基本財産受取利息の計上  

 

4,906,622 

合     計  4,906,622 

 

９ 追加情報 

   弊財団は平成 24年 10月に満期保有目的有価証券として保有していた三菱商事㈱第 77回無担保社

債を償還期限前に売却した。これにより、当時保有していた有価証券については満期保有目的有価証

券の区分を設定することができず、その他の有価証券に区分した。本会計方針の変更による当期末指定

正味財産残高への影響額は△2,130,000 円。 
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令和８年度公益財団法人山梨総合研究所事業計画書 

事   業   計   画 

 

事 業 実 施 計 画 

１ 地域社会の健全で持続可能な発展を目的とした自主研究・自主事業等の実施 

地域の振興・活性化に中長期・マクロ的な視点から取り組み、その課題の抽出と解決の方策を研究す

る。合わせて、自治体・企業・団体・住民等とともに自主研究・自主事業に取り組むことにより、新たな公

共を模索する。 

 

（１） “シン”やまなし未来共創プロジェクト（令和 6年度から継続） 

「幸福な地域社会の実現」に向けて、県民が抱く幸福度と地域の社会経済活動を取り巻く状況を

把握するとともに、データに基づく新たな視点から各自治体による地域課題を明らかにすることを目

的とした「やまなし自治体カルテ」を作成する。また、県内市町村職員と特定の政策課題に関する研

究会を設け、量的・質的データ分析を通じて課題の深掘りを行うとともに、それに基づき新たな解決

方策を提示する。 

 

（２） 地方自治体に関する課題研究会（令和 4年度から継続） 

市町村の行政運営においては、人口減少、多発する災害、広域連携の必要性など、さまざまな課

題が存在する。ただし、特に人口が少ない小規模市町村では、先進的な取組事例などの情報が少

なく、必ずしも最適な施策が展開できているとは限らない。こうした状況を踏まえ、地域コミュニティに

おける自治体職員の活動のあり方の模索や、市町村共通の課題、各市町村が個々に抱えている課

題をテーマとして、政策形成やロジカル思考・柔軟な発想スキルを身に着けることを目的とした、市町

村向けセミナー・勉強会を開催する。単独自治体に加え、広域規模での連携を図り、複数の自治体

職員を対象に、当該圏域内で共通の行政課題をテーマにしたセミナー・勉強会を企画する。 

 

（３） 山梨県在住外国人の地域コミュニティ参加と行政の関わりの研究（新規・複数年度） 

年々増加している外国人居住者は労働力としてだけではなく、地域で生活を営む住民としての存在

感を高めている。一方で外国人居住者が地域でどのような人や場と関わりながら生活しているのか、ま

た地域コミュニティへの参加の在り方については、一様に捉えることは難しい。そこで山梨県在住の外

国人を対象に実態を調査し、どのような関係性が生活の安定や地域での定着につながっているのかを

明らかにするとともに、行政との関わり方や今後の受け入れ施策を検討する際の視点を提示する。１年

目は先行研究や行政の各種支援施策の整理、アンケート調査による実態の把握を行う。 

 

（４） 地域モビリティ運用モデルの構築研究 （新規・単年度） 

人口減少や高齢化が進む中、地域モビリティは通院や買い物、通学・通勤を支える重要な役割を担

うものと期待されている。本研究では地域モビリティを単なる「移動手段」としてではなく、地域の暮らし

に欠かせない生活の基盤と捉えなおし、その運用のあり方を具体的に提案することを目的とする。先行

事例や行政施策の動向把握、県内地域の調査・分析等を実施し、自治体、住民、事業者の連携による

地域モビリティの運用モデルを、特定の地域において事業として成り立つ視点から提案する。 

 

（５） 新世紀甲府城下町研究会（平成 14年度から継続） 

甲府城の整備やコンパクトシティの考え方を踏まえ、江戸文化の復活と城を中心としたまちづくり

について、各界有志による共同研究と政策提言を実施する。 
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（６） 韓国忠北研究院との交流事業（平成 19年度から継続） 

忠清北道のシンクタンクである韓国忠北研究院との共催により、「第 18回国際交流シンポジウム」

を開催する（秋・山梨開催）。 

 

２ 自治体等から受託した公益目的事業の調査・研究 

公益目的事業である国、山梨県、各市町村等からの地域・まちづくり、生活・福祉・教育、産業・労働、

交通、環境など様々な分野にわたる調査・研究や計画策定について、積極的に支援する。 

 

（１）受託研究事業･共同研究事業 

①国・県･市町村などからの受託研究 

②商工・農業団体等からの受託研究 

③大学・ＮＰＯ等各種団体からの受託研究 

 

（２）研究内容の充実と品質向上 

案件に対する所内の取り組み体制を整備するとともに、生成ＡＩの活用など、新たな研究手法による

報告書内容の充実と品質の向上を図る。 

 

３ 地域を担う人材の育成 

自主研究・自主事業、受託事業を通じて、山梨県、市町村、民間企業から派遣された研究員の育成

を図るとともに、県内自治体職員等の政策形成能力の向上に資するよう支援業務を進める。また、次代

を担う大学生のインターンシップ受け入れについても、引き続き積極的に実施していく。 

①派遣研究員や県内自治体職員に対する政策形成能力向上に関する研修の実施 

②インターンシップの受け入れ、及び指導の実施 

③市町村と連携した研修の実施 

④山梨総合研究所のＯＢの協力による研修等の実施 

 

４ 研究交流、及び情報の収集・提供 

県内外や国内外の組織との交流を図るとともに、シンクタンクとしての質の向上を図る。また公益目的

事業の実施により得られた成果については、多様なチャネルを通じて広く地域に情報発信する。 

 

（１） 研究交流 

①海外機関との研究交流（韓国忠北研究院など） 

②国内地域シンクタンクとの研究交流 

③外部研修会への参加 

④県（高度政策推進局）・出捐団体、県内支援機関、民間調査研究機関などとの連携強化 

 

（２） 情報提供・資料収集 

①賛助会員セミナー等の開催 

②自主研究事業成果の積極的な公開（ホームページ、研究発表会等） 

③新聞等への寄稿、及び随時取材への対応 

④講師派遣･委員派遣、及び講師紹介  

⑤メールマガジンの発行（毎月） 

⑥「ニュースレター」の発刊（毎月） 

⑦アニュアルブック「地域から未来が見える」の発刊（年１回） 
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５ 効率的な経営の追求 

 研究員の能力向上、計画的な業務遂行、経費節減、ＤＸへの取り組み等を通じた効率性の向上に努

めるとともに、自治体職員等への知名度浸透を通じて安定した経営を目指し、自主研究・自主事業への

資源の配分による充実を図る。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 4,800,000 4,800,000 0

基本財産受取利息 4,800,000 4,800,000 0

受取会費 2,900,000 2,900,000 0

賛助会員受取会費 2,900,000 2,900,000 0

特定資産運用益 40,000 40,000 0

特定資産受取利息 40,000 40,000 0

事業収益 70,000,000 70,000,000 0

受託研究収益 70,000,000 70,000,000 0

受取補助金等 5,000,000 5,000,000 0

自主研究補助金収入 5,000,000 5,000,000 0

40,000 40,000 0

受取利息 40,000 40,000 0

雑収益 0 0 0

経常収益計 82,780,000 82,780,000 0

（２）経常費用

79,850,000 80,189,700 △ 339,700

1,254,000 1,254,000 0

32,334,800 31,487,400 847,400

1,300,000 1,300,000 0

3,300,000 3,300,000 0

福利厚生費 64,120 64,260 △ 140

会議費 44,850 45,000 △ 150

475,410 1,242,000 △ 766,590

2,519,000 2,524,500 △ 5,500

1,710,000 1,710,000 0

883,500 883,500 0

2,157,180 2,161,890 △ 4,710

0 0 0

47,500 47,500 0

5,038,000 5,049,000 △ 11,000

143,520 144,000 △ 480

1,045,000 1,045,000 0

6,856,150 6,856,150 0

180,500 180,500 0

1,200,000 1,200,000 0

538,200 540,000 △ 1,800

支払負担金 143,520 144,000 △ 480

986,700 1,440,000 △ 453,300

図書費 134,550 135,000 △ 450

358,800 360,000 △ 1,200

支払手数料 269,100 270,000 △ 900

852,150 855,000 △ 2,850

7,899,450 7,920,000 △ 20,550

7,786,000 7,803,000 △ 17,000

支払利息 300,000 200,000 100,000

28,000 28,000 0

会費

使用料

外部委託費

法定福利費

その他事業費

保険料

諸謝金

租税公課

修繕費

車両費

消耗品費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

旅費交通費

雑収益

令和８年度予算実施計画

科     目

事業費

役員報酬

給料手当

臨時雇入賃金

時間外手当

　　　　　　　　　　　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

委託費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費
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当年度 前年度 増減

7,330,000 7,240,300 89,700

836,000 836,000 0

2,965,200 2,812,600 152,600

臨時雇賃金 0 0 0

時間外手当 0 0 0

福利厚生費 5,880 5,740 140

会議費 5,150 5,000 150

54,590 138,000 △ 83,410

231,000 225,500 5,500

90,000 90,000 0

46,500 46,500 0

197,820 193,110 4,710

0 0 0

2,500 2,500 0

462,000 451,000 11,000

16,480 16,000 480

55,000 55,000 0

360,850 360,850 0

9,500 9,500 0

0 0 0

61,800 60,000 1,800

支払負担金 16,480 16,000 480

113,300 160,000 △ 46,700

図書費 15,450 15,000 450

41,200 40,000 1,200

支払手数料 30,900 30,000 900

97,850 95,000 2,850

900,550 880,000 20,550

714,000 697,000 17,000

支払利息 0 0 0

0 0 0

87,180,000 87,430,000 △ 250,000

△ 4,400,000 △ 4,650,000 250,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 4,400,000 △ 4,650,000 250,000

92,436,620 97,086,620 △ 4,650,000

88,036,620 92,436,620 △ 4,400,000

4,800,000 4,800,000 0

4,800,000 4,800,000 0

0 0 0

550,318,901 550,318,901 0

550,318,901 550,318,901 0

638,355,521 642,755,521 △ 4,400,000

一般正味財産期首残高

当期経常増減額

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

   経常外収益計

使用料

外部委託費

Ⅲ　正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産受取利息

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

一般正味財産期末残高

その他事業費

      　  経常費用計

（２）経常外費用

   経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

法定福利費

諸謝金

給料手当

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

租税公課

委託費

会費

管理費

役員報酬

科     目

修繕費

車両費
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引控除 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 3,840,000 960,000 4,800,000

基本財産受取利息 3,840,000 960,000 4,800,000

受取会費 2,900,000 0 2,900,000

賛助会員受取会費 2,900,000 0 2,900,000

特定資産運用益 40,000 0 40,000

特定資産受取利息 40,000 0 40,000

事業収益 63,630,000 6,370,000 70,000,000

受託研究収益 63,630,000 6,370,000 70,000,000

受取補助金等 5,000,000 0 5,000,000

自主研究補助金収入 5,000,000 0 5,000,000

40,000 0 40,000

受取利息 40,000 0 40,000

雑収益 0 0 0

経常収益計 75,450,000 7,330,000 82,780,000

（２）経常費用

79,850,000 79,850,000

1,254,000 1,254,000

32,334,800 32,334,800

1,300,000 1,300,000

3,300,000 3,300,000

福利厚生費 64,120 64,120

会議費 44,850 44,850

475,410 475,410

2,519,000 2,519,000

1,710,000 1,710,000

883,500 883,500

2,157,180 2,157,180

0 0

47,500 47,500

5,038,000 5,038,000

143,520 143,520

1,045,000 1,045,000

6,856,150 6,856,150

180,500 180,500

1,200,000 1,200,000

538,200 538,200

支払負担金 143,520 143,520

986,700 986,700

図書費 134,550 134,550

358,800 358,800

支払手数料 269,100 269,100

852,150 852,150

7,899,450 7,899,450

7,786,000 7,786,000

支払利息 300,000 300,000

28,000 28,000

委託費

会費

使用料

外部委託費

法定福利費

その他事業費

租税公課

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諸謝金

修繕費

車両費

時間外手当

令和８年度予算実施計画内訳書

科     目

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

雑収益

事業費

役員報酬

給料手当

臨時雇入賃金
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引控除 合計

7,330,000 7,330,000

836,000 836,000

2,965,200 2,965,200

臨時雇賃金 0 0

時間外手当 0 0

福利厚生費 5,880 5,880

会議費 5,150 5,150

54,590 54,590

231,000 231,000

90,000 90,000

46,500 46,500

197,820 197,820

0 0

2,500 2,500

462,000 462,000

16,480 16,480

55,000 55,000

360,850 360,850

9,500 9,500

0 0

61,800 61,800

支払負担金 16,480 16,480

113,300 113,300

図書費 15,450 15,450

41,200 41,200

支払手数料 30,900 30,900

97,850 97,850

900,550 900,550

714,000 714,000

支払利息 0 0

0 0

79,850,000 7,330,000 87,180,000

△ 4,400,000 0 △ 4,400,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 4,400,000 0 △ 4,400,000

92,436,620 0 92,436,620

88,036,620 0 88,036,620

3,840,000 960,000 4,800,000

3,840,000 960,000 4,800,000

0 0 0

441,619,211 108,699,690 550,318,901

441,619,211 108,699,690 550,318,901

529,655,831 108,699,690 638,355,521Ⅲ　正味財産期末残高

一般正味財産への振替額

   経常外収益計

（２）経常外費用

   経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

基本財産受取利息

（１）経常外収益

諸謝金

租税公課

委託費

会費

使用料

外部委託費

法定福利費

その他事業費

       　 経常費用計

当期経常増減額

２．経常外増減の部

保険料

役員報酬

給料手当

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

修繕費

車両費

科     目

管理費
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公益財団法人  長 田 ふ る さ と 財 団  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-25-



 

-26-



 

 

令和７年度公益財団法人長田ふるさと財団事業報告書 

事    業    報    告 

 

事 業 概 要 

福祉、教育、文化、国際交流及び地域づくり等の県民の自発的な活動を促進し、県民福祉の向上に資

するため、助成事業を実施した。更に、医療の現場で活躍している看護師等を顕彰する「県民の看護師さ

ん」の事業を行った。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 会議の開催状況 

(1) 理事会      3 回（うち 1 回書面開催） 

(2) 評議員会     3 回（うち 3 回書面開催） 

(3) 運営委員会    1 回 

 

 

２ 助成事業 

(1) 国際文化交流及び海外派遣の促進に関する事業への助成             1 件   300,000 円 

(2) 地域づくりの推進に関する事業への助成                           4 件   938,000 円 

(3) 看護の促進に関する事業への助成                            1 件   166,000 円 

 

                                                                計  6 件  1,404,000 円 

 

 

３ 「県民の看護師さん」表彰事業 

   第 30 回「県民の看護師さん」表彰 （令和 7 年 5 月 16 日「県民の看護師さん」表彰式） 

副賞として旅行券を贈呈 

   第 31 回「県民の看護師さん」の候補者の募集、決定 

令和 7 年 11 月 28 日～令和 8 年 1 月 15 日 推薦募集 

令和 8 年 2 月                    選考委員会 

令和 8 年 3 月                    理事会で決定 
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理 事 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事            項 

第 1 回 令和 7 年 5 月 14 日 

1 令和 6 年度事業報告に関する件 

2 令和 6 年度収支決算報告に関する件                                

3 評議員会招集の件 

臨時 
令和 7 年 12 月 26 日 

（書面による決議） 
1 臨時評議員会招集の件 

第 2 回 令和 8 年 3 月 11 日 

1 令和 8 年度事業計画に関する件 

2 令和 8 年度収支予算に関する件 

3 評議員会招集の件 

 

評 議 員 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事            項 

第 1 回 
令和 7 年 5 月 30 日 

（書面による決議） 

1 令和 6 年度事業報告に関する件 

2 令和 6 年度収支決算報告に関する件 

3 評議員、理事及び監事の選任に関する件 

臨時 
令和 8 年 1 月 23 日 

（書面による決議） 
1 評議員の選任に関する件 

第 2 回 
令和 8 年 3 月 27 日 

（書面による決議） 

1 令和 8 年度事業計画に関する件                             

2 令和 8 年度収支予算に関する件 

 

役員に関する事項 

令和 7 年 4 月 1 日現在 令和 8 年 4 月 1 日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備   考 

理 事 小宮山 光彦 4. 5.31 理事長 理 事 小宮山 光彦 4. 5.31 理事長 

〃 小 澤 清 孝 6. 5.27  〃 小 澤 清 孝 6. 5.27  

〃 長 田 正 雄 4. 5.31  〃 長 田 正 雄 4. 5.31  

〃 小 澤 祐 樹 4. 5.31  〃 小 澤 祐 樹 4. 5.31  

〃 水 上 公 晴 4. 5.31  〃 水 上 公 晴 4. 5.31  

〃 佐 藤 悦 子 4. 5.31  〃 遠藤 みどり 8. 1.23  

〃 小 林  桂 6. 5.27  〃 小 林  桂 6. 5.27  

監 事 市 川 美 季 4. 5.31  監 事 市 川 美 季 4. 5.31  

〃 関  尚 史 6. 5.27  〃 入倉 由紀子 7. 5.30  

 

評議員に関する事項 

令和 7 年 4 月 1 日現在 令和 8 年 4 月 1 日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備   考 

評議員 小 島 良 一 5. 8.10  評議員 小 島 良 一 5. 8.10  

〃 玉 川 武 年 5. 5.30  〃 玉 川 武 年 5. 5.30  

〃 神 宮 司 易 6. 5.27  〃 小 山 敏 行 7. 5.30  

〃 河 西 博 志 6.11.15  〃 河 西 博 志 6.11.15  

〃 若 月  衞 6. 5.27  〃 大 森 栄 治 7. 5.30  

〃 信 田 恭 央 6. 5.27  〃 佐々木 邦彦 7. 5.30  
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

（１）経常収益

    ①基本財産運用益

          基本財産受取利息振替額（基本）     2,756,618 2,435,241 321,377

          基本財産受取利息振替額（特定） 638,790 127,623 511,167

　　　　基本財産受取利息 3,819 60 3,759

　　②雑収益

　　 　　受取利息 10,501 2,789 7,712

　  経常収益計 3,409,728 2,565,713 844,015

（２）経常費用

    ①事業費 (3,366,950) (2,527,538) (839,412)

   　    消耗品費 19,140 20,350 △ 1,210

　　　 　印刷製本費 0 0 0

 　　　　役務費 643,810 616,188 27,622

　　 　　助成金 1,404,000 791,000 613,000

      　 褒賞金 1,200,000 1,000,000 200,000

       　負担金 100,000 100,000 0

　　　 　雑費 0 0 0

    ②管理費  (42,778) (38,175) (4,603)

       　会議費 16,560 15,679 881

       　旅費交通費 24,568 20,846 3,722

       　消耗品費 0 0 0

       　雑費 1,650 1,650 0

    経常費用計 3,409,728 2,565,713 844,015

        当期経常増減額 0 0 0

２　経常外増減の部

（１）経常外収益

　　特定資産振替額 0 0 0

  経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

　　特定資産振替額 0

　経常外費用計 0 0 0

　　      当期経常外増減額 0 0 0

 　  他会計振替額 0 0 0

     当期一般正味財産増減額 0 0 0

     一般正味財産期首残高 6,456,752 6,456,752 0

     一般正味財産期末残高 6,456,752 6,456,752 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　基本財産運用益

　　 基本財産受取利息 2,781,000 2,781,000 0

　 　一般正味財産への振替額(基本) △ 2,756,618 △ 2,435,241 △ 321,377

　 　一般正味財産への振替額（特定） △ 638,790 △ 127,623 △ 511,167

　　　過年度一般正味振替取消額 0

     当期指定正味財産増減額 △ 614,408 218,136 △ 832,544

     指定正味財産期首残高 502,444,360 502,226,224 218,136

     指定正味財産期末残高 501,829,952 502,444,360 △ 614,408

Ⅲ　正味財産期末残高 508,286,704 508,901,112 △ 614,408

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　目
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（単位：円）

助成事業 表彰事業 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

（１）経常収益

    ①基本財産運用益

          基本財産受取利息振替額（基本） 1,364,080 1,364,080 2,728,160 28,458 2,756,618

          基本財産受取利息振替額（特定） 330,718 308,072 638,790 0 638,790

         基本財産受取利息 3,819 3,819

　　②雑収益

　　 　　受取利息 10,501 10,501

　　 経常収益計 1,694,798 1,672,152 3,366,950 42,778 0 3,409,728

（２）経常費用

    ①事業費 (1,694,798) (1,672,152) (3,366,950) (0) (0) (3,366,950)

消耗品費 19,140 19,140 19,140

印刷製本費 0 0

役務費 290,798 353,012 643,810 643,810

助成金 1,404,000 1,404,000 1,404,000

褒賞金 1,200,000 1,200,000 1,200,000

負担金 100,000 100,000 100,000

雑費 0 0

    ②管理費 (42,778) (42,778)

会議費 16,560 16,560

旅費交通費 24,568 24,568

消耗品費 0 0

雑費 1,650 1,650

     経常費用計 1,694,798 1,672,152 3,366,950 42,778 0 3,409,728

         当期経常増減額 0 0 0 0 0 0

２　経常外増減の部

（１）経常外収益

　　特定資産振替額 0 0 0

   経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

   経常外費用計 0 0 0 0 0 0

      当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　　他会計振替額 0 0 0 0 0 0

    　当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

    　一般正味財産期首残高 585,277 401,771 987,048 5,469,704 0 6,456,752

    　一般正味財産期末残高 585,277 401,771 987,048 5,469,704 0 6,456,752

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　基本財産運用益

　  基本財産受取利息 1,364,080 1,364,080 2,728,160 52,840 2,781,000

  　一般正味財産への振替額(基本) △ 1,364,080 △ 1,364,080 △ 2,728,160 △ 28,458 △ 2,756,618

  　一般正味財産への振替額（特定） △ 330,718 △ 308,072 △ 638,790 0 △ 638,790

    当期指定正味財産増減額 △ 330,718 △ 308,072 △ 638,790 24,382 △ 614,408

    指定正味財産期首残高 247,258,602 245,486,928 492,745,530 9,698,830 502,444,360

    指定正味財産期末残高 246,927,884 245,178,856 492,106,740 9,723,212 501,829,952

Ⅲ　正味財産期末残高 247,513,161 245,580,627 493,093,788 15,192,916 0 508,286,704

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　目
公益目的事業会計

法人会計
内部取
引消去

合計
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

     現金預金 3,395,955 2,635,955 760,000

　 　未収金 820,797 820,797 0

流動資産合計 4,216,752 3,456,752 760,000

２　固定資産

（１）基本財産

　 　普通預金 0 0 0

　 　定期預金 3,000,000 3,000,000 0

　　 投資有価証券 500,000,000 500,000,000 0

　  基本財産合計 503,000,000 503,000,000 0

（２）特定資産

　 　福祉向上助成事業資金（６号） 1,677,884 2,008,602 △ 330,718

　 　表彰事業資金（６号） △ 71,144 236,928 △ 308,072

　 　法人運営資金（６号） 223,212 198,830 24,382

　　特定資産合計 1,829,952 2,444,360 △ 614,408

（３）その他固定資産

　　　定期預金 0 0 0

　  その他固定資産合計 0 0 0

　固定資産合計 504,829,952 505,444,360 △ 614,408

資産合計 509,046,704 508,901,112 145,592

Ⅱ　負 債 の 部

１　流動負債

 　未払金 760,000 0 760,000

 　未払費用 0 0 0

 流動負債合計 760,000 0 760,000

２　固定負債

　固定負債合計 0 0 0

負債合計 760,000 0 760,000

Ⅲ　正味財産の部  　  　 

１　指定正味財産   

　　県出資金 300,000,000 300,000,000 0

　　寄付金 200,000,000 200,000,000 0

　　基本財産運用益 1,829,952 2,444,360 △ 614,408

　　基本財産評価益等 0 0 0

  指定正味財産合計 501,829,952 502,444,360 △ 614,408

　 （うち基本財産への充当額） (500,000,000) (500,000,000) (0)

　 （うち特定資産への充当額） (1,829,952) (2,444,360) (△ 614,408)

２　一般正味財産合計 6,456,752 6,456,752 0

　 （うち基本財産への充当額） (3,000,000) (3,000,000) (0)

　 （うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)

 正味財産合計 508,286,704 508,901,112 △ 614,408

509,046,704 508,901,112 145,592

貸借対照表
令和８年３月３１日現在 

科　　　　　　　　　目

　負債及び正味財産合計
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産） 現金預金

　普通預金 　山梨中央銀行県庁支店 運転資金として 3,395,955

未収金 　大和証券㈱甲府支店 公益目的事業使用目的の 368,798

　みずほ証券㈱甲府支店 利付地方債利息である。 451,999

流動資産合計  4,216,752

（固定資産）

基本財産 定期預金 　山梨中央銀行県庁支店 法人会計目的保有財産 3,000,000

投資有価証券 利付地方債（名古屋市20年） 公益目的保有財産及び

　大和証券㈱甲府支店 　法人会計目的保有財産 100,000,000

利付地方債（北海道10年） 公益目的保有財産及び

　大和証券㈱甲府支店 　法人会計目的保有財産 100,000,000

利付地方債（愛知県20年） 公益目的保有財産及び

　大和証券㈱甲府支店 　法人会計目的保有財産 100,000,000

利付地方債（群馬県20年） 公益目的保有財産及び

　みずほ証券㈱甲府支店 　法人会計目的保有財産 100,000,000

利付地方債（兵庫県20年） 公益目的保有財産及び

　みずほ証券㈱甲府支店 　法人会計目的保有財産 100,000,000

【基本財産計】 503,000,000

特定資産

福祉向上助成事業資金（６号） 　山梨中央銀行県庁支店 公１事業に充てる 1,677,884

表彰事業資金（６号） 　山梨中央銀行県庁支店 公２事業に充てる △ 71,144

法人運営資金（６号） 　山梨中央銀行県庁支店 管理費に充てる 223,212

【特定資産計】 1,829,952

その他固定資産 0

 【その他固定資産計】 0

  

資産合計 509,046,704

（流動負債）

未払金 助成金 760,000

未払費用 0

流動負債合計  760,000

（固定負債） 0

固定負債合計  0

負債合計 760,000

正味財産 508,286,704

財産目録

令和８年３月３１日現在 

貸借対照表科目

固定資産合計 504,829,952
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　　　　　財務諸表に対する注記

１　継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況は存在していない。

２　重要な会計方針

満期保有目的の債券は償却原価法によっている。

なお、取得価格と債券価格との差額について重要性が乏しいものについては、償却減価法を

 適用していない。

（２）消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

助成事業資金（６号）

表彰事業資金（６号）

法人運営資金（６号）

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

     （単位：円）

基本財産

特定資産

助成事業資金（６号）

表彰事業資金（６号）

法人運営資金（６号）

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（単位：円）

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

  定期預金 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

  投資有価証券（地方公共団体金融機構債） 0 0 0 0

  投資有価証券（利付き地方債券） 500,000,000 0 0 500,000,000

2,008,602 0 330,718 1,677,884

236,928 0 308,072 △ 71,144

小　　　　計 503,000,000 3,000,000 3,000,000 503,000,000

特定資産

198,830 24,382 0 223,212

小　　　　計 2,444,360 24,382 638,790 1,829,952

科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に対

応する額）産からの充当額） 産からの充当額）

合　　　　計 505,444,360 3,024,382 3,638,790 504,829,952

  普通預金 0 (0) (0) (0)

  定期預金 3,000,000 (0) (3,000,000) (0)

  有価証券（地方公共団体金融機構債） 0 (0) (0) (0)

  有価証券（利付き地方債券） 500,000,000 (500,000,000) (0) (0)

1,677,884 (1,677,884) (0)

△ 71,144 △ 71,144) (0)

小　　　　計 503,000,000 (500,000,000) (3,000,000) (0)

合　　　　計 504,829,952 (501,829,952) (3,000,000) (0)

223,212 (223,212) (0) (0)

小　　　　計 1,829,952 (1,829,952) (0) (0)
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５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

 経常収益への振替額

基本財産受取利息

1 基本財産及び特定資産の明細
基本財産及び特定資産について、財務諸表の注記に記載しているため、省略している。

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

利付き地方債券（名古屋市） 100,000,000 80,420,000 △ 19,580,000

利付き地方債券（群馬県） 100,000,000 69,670,000 △ 30,330,000

利付き地方債券（兵庫県） 100,000,000 69,570,000 △ 30,430,000

利付き地方債券（北海道） 100,000,000 99,930,000 △ 70,000

利付き地方債券（愛知県） 100,000,000 69,690,000 △ 30,310,000

3,395,408

合　　計 3,395,408

附属明細書

合　　　　計 500,000,000 389,280,000 △ 110,720,000

内　　容 金　　額
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令和８年度公益財団法人長田ふるさと財団事業計画書 

事   業   計   画 

 

基 本 方 針 

県民の福祉、教育、文化及び国際交流並びに地域づくりの促進を図るための助成事業の実施及び「県

民の看護師さん」表彰事業を通して県民の福祉の向上に資する。 

 

事 業 実 施 計 画 

１ 会議の開催 

   財団の適正な管理運営を図るため、次のとおり会議を開催する。  

 （１）理事会         2 回 

 （２）評議員会       2 回 

 （３）運営委員会     1 回  

 

２ 助成事業 

   次の事業に対して助成する。 

  （１）障害者及び高齢者のスポーツ、文化活動の振興に関する事業 

  （２）国際文化交流及び海外派遣の促進に関する事業 

  （３）生涯学習及び地域文化の振興に関する事業 

  （４）地域づくりの推進に関する事業 

  （５）看護の促進に関する事業 

 

３ 「県民の看護師さん」表彰事業 

    第 31 回「県民の看護師さん」の表彰を行う。 

    第 32 回「県民の看護師さん」の候補者の募集、決定を行う。 
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

①基本財産運用益

　　基本財産受取利息振替額（基本） 4,029,333 2,781,000 1,248,333

　　基本財産受取利息振替額（特定） 1,159,817 919,000 240,817

　　基本財産受取利息 3,820 3,750 70

②雑収益

　　受取利息 5,030 250 4,780

　経常収益計 5,198,000 3,704,000 1,494,000

　　

①事業費 5,108,000 3,644,000 1,464,000

　（助成事業） 3,127,000 1,900,000 1,227,000

　　助成金 2,800,000 1,600,000 1,200,000

　　消耗品費 10,000 10,000 0

　　印刷製本費 0 0 0

　　役務費 307,000 280,000 27,000

　　雑費 10,000 10,000 0

　（表彰事業） 1,981,000 1,744,000 237,000

　　褒賞金 1,400,000 1,200,000 200,000

　　消耗品費 50,000 45,000 5,000

　　役務費 386,000 389,000 △ 3,000

　　負担金 100,000 100,000 0

　　雑費 45,000 10,000 35,000

②管理費 90,000 60,000 30,000

　　会議費 30,000 10,000 20,000

　　旅費交通費 30,000 30,000 0

　　消耗品費 5,000 5,000 0

　　雑費 25,000 15,000 10,000

　経常費用計 5,198,000 3,704,000 1,494,000

　　当期経常増減額 0 0 0

2 経常外増減の部

 　特定資産振替額 0 0 0

　経常外収益計 0 0 0

　経常外費用計 0 0 0

　　当期経常外増減額 0 0 0

　　他会計振替額 0 0 0

　　当期一般正味財産増減額 0 0 0

　　一般正味財産期首残高 6,456,752 6,456,752 0

　　一般正味財産期末残高 6,456,752 6,456,752 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　基本財産運用益

　　基本財産受取利息 4,029,333 2,781,000 1,248,333

　　一般正味財産振替額(基本) △ 4,029,333 △ 2,781,000 △ 1,248,333

　　一般正味財産振替額(特定) △ 1,159,817 △ 919,000 △ 240,817

　　当期指定正味財産増減額 △ 1,159,817 △ 919,000 △ 240,817

　　指定正味財産期首残高 502,444,360 502,226,224 218,136

　　指定正味財産期末残高 501,284,543 501,307,224 △ 22,681

Ⅲ　正味財産期末残高 507,741,295 507,763,976 △ 22,681

（２）経常外費用

（１）経常収益

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　目

（２）経常費用

（１）経常外収益
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（単位：円）

助成事業 表彰事業 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

①基本財産運用益

　　基本財産受取利息振替額（基本） 1,976,386 1,976,386 3,952,772 76,561 4,029,333

　　基本財産受取利息振替額（特定） 1,150,614 4,614 1,155,228 4,589 1,159,817

　　基本財産受取利息 3,820 3,820

②雑収益

　　受取利息 5,030 5,030

　経常収益計 3,127,000 1,981,000 5,108,000 90,000 0 5,198,000

　　

①事業費

　　消耗品費 10,000 50,000 60,000 60,000

　　印刷製本費 0 0 0 0

　　役務費 307,000 386,000 693,000 693,000

　　助成金 2,800,000 0 2,800,000 2,800,000

　　褒賞金 0 1,400,000 1,400,000 1,400,000

　　負担金 0 100,000 100,000 100,000

　　雑費 10,000 45,000 55,000 55,000

②管理費 0

　　会議費 30,000 30,000

　　旅費交通費 30,000 30,000

　　消耗品費 5,000 5,000

　　雑費 25,000 25,000

　経常費用計 3,127,000 1,981,000 5,108,000 90,000 0 5,198,000

　　当期経常増減額 0 0 0 0 0 0

2 経常外増減の部

　　特定資産振替額 0 0

　経常外収益計 0 0 0 0 0 0

　経常外費用計 0 0 0 0 0 0

　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額 0 0 0 0 0

　　当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　一般正味財産期首残高 585,277 401,771 987,048 5,469,704 6,456,752

　　一般正味財産期末残高 585,277 401,771 987,048 5,469,704 0 6,456,752

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　基本財産運用益

　　基本財産受取利息 1,976,386 1,976,386 3,952,772 76,561 4,029,333

　　一般正味財産振替額(基本) △ 1,976,386 △ 1,976,386 △ 3,952,772 △ 76,561 △ 4,029,333

　　一般正味財産振替額(特定) △ 1,150,614 △ 4,614 △ 1,155,228 △ 4,589 △ 1,159,817

　　当期指定正味財産増減額 △ 1,150,614 △ 4,614 △ 1,155,228 △ 4,589 0 △ 1,159,817

　　指定正味財産期首残高 247,258,602 245,486,928 492,745,530 9,698,830 0 502,444,360

　　指定正味財産期末残高 246,107,988 245,482,314 491,590,302 9,694,241 0 501,284,543

Ⅲ　正味財産期末残高 246,693,265 245,884,085 492,577,350 15,163,945 0 507,741,295

（１）経常収益

（２）経常費用

（１）経常外収益

（２）経常外費用

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　目
公益目的事業会計

法人会計
内部取
引消去

合計
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正味財産増減

令和７年４月１日から

公1（芸術文化
振興事業）

公2（生涯学習
推進事業）

公3（男女共同参
画事業）

共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 0 0 0 42,811 42,811
基本財産利息収入 0 0 0 42,811 42,811

特定資産運用益 1,055 75 21,032 0 22,162
特定資産利息収入 1,055 75 21,032 0 22,162

事業収益 22,351,645 38,212,148 86,342,453 0 146,906,246
地方公共団体収入 21,579,715 38,212,148 81,747,854 0 141,539,717

双葉ふれあい文化館事業 21,579,715 21,579,715
生涯学習推進事業 38,212,148 38,212,148
男女共同参画推進事業 81,747,854 81,747,854
ことぶき勧学院事業 0
森の教室事業 0

利用料金収入 753,930 0 4,594,599 0 5,348,529
双葉ふれあい文化館事業 753,930 753,930
男女共同参画推進事業 4,594,599 4,594,599

入場料収入 18,000 0 0 0 18,000
双葉ふれあい文化館事業 18,000 18,000

販売手数料収入 0 0 0 0 0
双葉ふれあい文化館事業 0
男女共同参画推進事業 0

受取補助金等 0 0 0 0 0
地方公共団体補助金 0 0 0
民間助成金収入 0 0 0

受取負担金 18,300 0 1,932,152 0 1,950,452
双葉ふれあい文化館事業 18,300 18,300
男女共同参画推進事業 1,932,152 1,932,152
森の教室事業 0

雑収益 0 0 0 0 0
雑収入 0 0 0

経常収益計 22,371,000 38,212,223 88,295,637 42,811 148,921,671
（２）経常費用

事業費 22,483,785 37,826,590 93,799,872 0 154,110,247
給料手当 7,571,492 26,709,867 44,550,147 78,831,506
法定福利費 1,227,717 3,911,345 7,348,016 12,487,078
福利厚生費 6,372 23,426 58,923 88,721
退職金共済費 216,000 1,260,000 1,944,000 3,420,000
臨時雇賃金 0 0 738,558 738,558
旅費交通費 54,348 41,184 353,888 449,420
諸謝金 157,200 779,600 2,887,596 3,824,396
会議費 7,649 0 29,952 37,601
減価償却費 98,010 0 646,965 744,975
消耗什器備品費 46,154 0 3,322,244 3,368,398
消耗品費 186,656 117,029 1,615,967 1,919,652
原材料費 0 0 0 0
燃料費 876 35,111 77,058 113,045
印刷製本費 40,866 704,082 1,014,291 1,759,239
光熱水道費 5,770,667 0 4,663,811 10,434,478
修繕費 405,317 0 164,459 569,776
保険料 46,260 1,520 207,036 254,816
通信運搬費 248,388 518,760 1,624,770 2,391,918
広告費 36,000 0 102,960 138,960
支払手数料 134,597 19,250 917,453 1,071,300
委託費 5,089,358 129,250 10,101,987 15,320,595
賃借料 334,011 779,700 3,677,886 4,791,597
支払負担金　 21,600 5,000 3,055,602 3,082,202
支払利息 0 0 39,380 39,380
租税公課 896,400 3,179,800 4,323,960 8,400,160
雑費 0 0 0 0
賞与引当戻入額 △ 477,810 △ 1,396,919 △ 2,480,933 △ 4,355,662

賞与引当繰入額 365,657 1,008,510 2,813,896 4,188,063
退職給付費用 0 75 0 75

科     目
公益目的事業会計
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計算書内訳表

令和８年３月３１日まで
(単位：円）

収1（施設貸与事
業）

収2（受託事業
等）

小計

0 0 0 0 0 42,811
0 0 0 42,811

3,039 0 3,039 15,184 0 40,385
3,039 0 3,039 15,184 0 40,385

24,804,967 34,104,101 58,909,068 0 △ 9,800 205,805,514
23,469,572 34,104,101 57,573,673 0 199,113,390
14,386,477 0 14,386,477 0 35,966,192

0 0 0 38,212,148
9,083,095 0 9,083,095 0 90,830,949

20,604,901 20,604,901 0 20,604,901
13,499,200 13,499,200 0 13,499,200

1,013,131 0 1,013,131 △ 9,800 6,351,860
502,620 0 502,620 0 1,256,550
510,511 0 510,511 △ 9,800 5,095,310
12,000 0 12,000 0 30,000
12,000 0 12,000 0 30,000

310,264 0 310,264 0 310,264
146,040 0 146,040 0 146,040
164,224 0 164,224 0 164,224

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

226,884 62,500 289,384 0 0 2,239,836
12,200 0 12,200 0 30,500

214,684 0 214,684 0 2,146,836
62,500 62,500 0 62,500

93,068 128,647 221,715 9,310 0 231,025
93,068 128,647 221,715 9,310 0 231,025

25,127,958 34,295,248 59,423,206 24,494 △ 9,800 208,359,571

25,606,094 33,781,636 59,387,730 △ 9,800 213,488,177
9,997,677 21,757,556 31,755,233 0 110,586,739
1,634,924 1,784,679 3,419,603 0 15,906,681

10,795 15,900 26,695 0 115,416
360,000 0 360,000 0 3,780,000
82,062 0 82,062 0 820,620
75,551 621,711 697,262 0 1,146,682

425,644 2,673,000 3,098,644 0 6,923,040
8,426 12,326 20,752 0 58,353

137,225 0 137,225 0 882,200
399,907 0 399,907 0 3,768,305
303,988 940,140 1,244,128 0 3,163,780

0 57,200 57,200 0 57,200
9,146 12,701 21,847 0 134,892

139,942 240,480 380,422 △ 6,000 2,133,661
4,365,311 28,860 4,394,171 0 14,828,649

288,483 3,300 291,783 0 861,559
53,844 85,345 139,189 0 394,005

346,121 376,256 722,377 0 3,114,295
35,440 0 35,440 0 174,400

191,670 69,495 261,165 0 1,332,465
4,515,348 2,099,310 6,614,658 0 21,935,253

631,327 587,677 1,219,004 △ 3,800 6,006,801
353,911 0 353,911 0 3,436,113

0 0 0 0 39,380
1,078,040 2,415,700 3,493,740 0 11,893,900

0 0 0 0 0
△ 395,113 0 △ 395,113 0 △ 4,750,775

556,425 0 556,425 0 4,744,488
0 0 0 0 75

内部取引控除 合計
収益事業等会計

法人会計
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公1（芸術文化
振興事業）

公2（生涯学習
推進事業）

公3（男女共同参
画事業）

共通 小計
科     目

公益目的事業会計

管理費

給料手当

法定福利費

旅費交通費

諸謝金

減価償却費

消耗品費

修繕費

保険料

通信運搬費

支払手数料

賃借料

支払負担金　

租税公課

雑費

経常費用計 22,483,785 37,826,590 93,799,872 0 154,110,247
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 112,785 385,633 △ 5,504,235 42,811 △ 5,188,576
基本財産評価損益等 0
特定資産評価損益等 0
投資有価証券評価損益等 0
評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 112,785 385,633 △ 5,504,235 42,811 △ 5,188,576
２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0 0 0
経常外収益計 0 0 0 0 0
（２）経常外費用

固定資産売却損

固定資産除却損 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0
他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 112,785 385,633 △ 5,504,235 42,811 △ 5,188,576
他会計振替額 0 0 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 112,785 385,633 △ 5,504,235 42,811 △ 5,188,576
法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 112,785 385,633 △ 5,504,235 42,811 △ 5,188,576
一般正味財産期首残高 △ 851,682 952,096 16,809,915 17,257,219 34,167,548
一般正味財産期末残高 △ 964,467 1,337,729 11,305,680 17,300,030 28,978,972

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0 0
一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 964,467 1,337,729 11,305,680 17,300,030 28,978,972
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収1（施設貸与事
業）

収2（受託事業
等）

小計
内部取引控除 合計

収益事業等会計
法人会計

1,756,539 0 1,756,539
433,192 0 433,192

221 0 221
41,583 0 41,583
80,000 0 80,000

140,000 0 140,000
346,748 0 346,748

0 0 0
247,920 0 247,920
15,100 0 15,100
71,865 0 71,865

191,110 0 191,110
80,000 0 80,000
98,800 0 98,800
10,000 0 10,000

25,606,094 33,781,636 59,387,730 1,756,539 △ 9,800 215,244,716
△ 478,136 513,612 35,476 △ 1,732,045 0 △ 6,885,145

0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0
△ 478,136 513,612 35,476 △ 1,732,045 0 △ 6,885,145

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0 0 0 1 1
0 0 0 1 1
0 0 0 △ 1 0 △ 1

△ 478,136 513,612 35,476 △ 1,732,046 0 △ 6,885,146
0 0 0 0 0

△ 478,136 513,612 35,476 △ 1,732,046 0 △ 6,885,146
221,000 50,000 271,000 0 271,000

△ 699,136 463,612 △ 235,524 △ 1,732,046 0 △ 7,156,146
14,322,026 4,348,298 18,670,324 52,789,395 105,627,267

13,622,890 4,811,910 18,434,800 51,057,349 0 98,471,121

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 15,000,000 15,000,000
0 0 0 15,000,000 0 15,000,000

13,622,890 4,811,910 18,434,800 66,057,349 0 113,471,121
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（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

資産の部

    流動資産

            現金預金 54,482,725 61,723,587 △ 7,240,862

              普通預金 54,400,205 61,630,247 △ 7,230,042

              現金 82,520 93,340 △ 10,820

              定期預金 0 0 0

            未収金 1,753,133 917,135 835,998

            仮払金 200,456 0 200,456

            貯蔵品 71,682 180,549 △ 108,867

            原材料 407,000 0 407,000

    流動資産合計 56,914,996 62,821,271 △ 5,906,275

    固定資産

      基本財産

            現金預金 30,000,000 30,000,000 0

              指定正味財産 15,000,000 15,000,000 0

              一般正味財産 15,000,000 15,000,000 0

      基本財産合計 30,000,000 30,000,000 0

　　　特定資産

        　  経営安定化資金(定期預金） 45,000,000 45,000,000 0

　　　　　　退職給付引当資産 30,081 30,006 75

　　　　　　特定費用準備資金「研修資金」 166,614 242,900 △ 76,286

　　　　　　特定費用準備資金「システム構築資金」 288,149 936,599 △ 648,450

　　　　　　特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館
　　　　　　記念事業資金」

0 500,000 △ 500,000

　　　　　　特定費用準備資金「デジタル化構築資金」 295,065 691,450 △ 396,385

　　　　　　特定費用準備資金「双葉自主事業資金」 0 400,000 △ 400,000

　　　　　　特定費用準備資金「男女自主事業資金」 0 582,875 △ 582,875

　　　　　　特定費用準備資金「文化・生涯・男女自
　　　　　　主事業資金」

2,180,355 2,400,000 △ 219,645

　　　　　　特定費用準備資金「男女共同参画事業
　　　　　　広報整備資金」

1,234,960 2,306,800 △ 1,071,840

　　　　　　特定費用準備資金「ネットワークセキュ
　　　　　　リティ強化整備費用積立金」

2,586,210 2,750,000 △ 163,790

　　　　　　特定費用準備資金「男女共同参画事業
　　　　　　広報整備費用積立金(ぴゅあ富士)」

1,409,950 1,900,000 △ 490,050

　　　　　　資産取得資金「男女共同参画環境整備
　　　　　　費用積立金」

51,500 3,500,000 △ 3,448,500

　　　　　　特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館
　　　　　　イベント･自主事業資金」

900,000 0 900,000

      特定資産合計 54,142,884 61,240,630 △ 7,097,746

      その他固定資産

            車両運搬具 420,000 1 419,999

            什器備品 2 2 0

　　　　　　ソフトウェア 1,138,499 1,732,499 △ 594,000

　　　　　　リース資産 8,357,800 8,357,800

      その他固定資産合計 9,916,301 1,732,502 8,183,799

    固定資産合計 94,059,185 92,973,132 1,086,053

資産合計 150,974,181 155,794,403 △ 4,820,222

負債の部

    流動負債

            未払金 21,413,216 27,982,571 △ 6,569,355

            前受金 578,140 289,840 288,300

            預り金 1,919,235 2,113,944 △ 194,709

            委託販売預り金 316,000 0 316,000

            賞与引当金 4,744,488 4,750,775 △ 6,287

　　　　　　他会計貸借 0 0 0

　　　　　　リース債務 1,729,200 0 1,729,200

    流動負債合計 30,700,279 35,137,130 △ 4,436,851

　　固定負債

　　　　　　退職給付引当資金 30,081 30,006 75

　　　　　　長期リース債務 6,772,700 0 6,772,700

負債合計 37,503,060 35,167,136 2,335,924

正味財産の部

    指定正味財産

            地方公共団体寄付金 15,000,000 15,000,000 0

    指定正味財産合計 15,000,000 15,000,000 0

      （うち基本財産への充当額） (15,000,000) (15,000,000) (0)

    一般正味財産

            一般正味財産 98,471,121 105,627,267 △ 7,156,146

    一般正味財産合計 98,471,121 105,627,267 △ 7,156,146

      （うち基本財産への充当額） (15,000,000) (15,000,000) (0)

      （うち特定資産への充当額） (54,142,884) (61,240,630) △ 7,097,746

正味財産合計 113,471,121 120,627,267 △ 7,156,146

負債及び正味財産合計 150,974,181 155,794,403 △ 4,820,222

貸　借　対　照　表
令和８年３月３１日現在
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１    重要な会計方針 

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

    該当なし 

(２)固定資産の減価償却の方法  

    有形固定資産 

    車両運搬具及び什器備品は定額法による 

(３)引当金の計上基準 

　　　　　 貸倒引当金 

　

　　　　　 賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

　　　　　 退職給付引当金 

　　　　　　 全額中小企業退職金共済に加入しているので引当金は計上していない。 

　　　　　　

(４)ファイナンス・リース取引の会計処理 

    　 賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(５)消費税等の会計処理  

　　　 消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。 

 

２    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

   （単位：円） 

0

0 900,000 0 900,000

科        目

基本財産

 定期預金

小   計

特定資産
定期預金「経営安定化資金」

退職給付引当資産

特定費用準備資金
「研修資金」 166,614

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績をもとに算出した貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

ただし、平成 30 年度に新人職員の１月分の加入ができなかったため、退職給付引当資金として計上してい
る。

0

0

0

-76,286

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

295,065

30,000,000

30,000,000

45,000,000

30,081

前期末残高

30,000,000

30,000,000

45,000,000

30,006

242,900

936,599 288,149

当期増加額 当期減少額 当期末残高

0

0

0

75

0

500,000 0

-648,4500

0

特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館記念
事業資金」

特定費用準備資金
「デジタル化構築資金」

特定費用準備資金
「双葉自主事業資金」

特定費用準備資金
「男女自主事業資金」

特定費用準備資金「文化・生涯・男女自主　事
業資金」 0

691,450

400,000

582,875

2,400,000

特定費用準備資金
「システム構築資金」

54,142,884

-7,997,821 84,142,884

0

0

2,180,355

1,234,960

-400,000

-582,875

-219,645

-1,071,840

-7,997,821

-163,790

-490,050

-3,448,500

2,586,210

1,409,950

51,500

0

900,075

900,075

0

0

0

-396,385

61,240,630

91,240,630

2,306,800

-500,000

特定費用準備資金「ネットワークセキュリティ強
化整備費用積立金」

特定費用準備資金「男女共同参画事業広報
整備費用積立金(ぴゅあ富士)」

資産取得資金「男女共同参画環境整備費用
積立金」

2,750,000 0

1,900,000 0

3,500,000 0

特定費用準備資金「男女共同参画事業広報
整備資金」

小   計

合   計

特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館イベ
ント･自主事業資金」
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３    基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
   （単位：円） 

 

４　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

　　　　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科        目

未収金

合   計

 

特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館イベ
ント･自主事業資金」 0(900,000)0900,000

債権金額

1,753,133

1,753,133

貸倒引当金の
当期末残高

0

0

債権の当期末
残高

1,753,133

1,753,133

特定資産
定期預金「経営安定化資金」

退職給付引当資産

(15,000,000) (15,000,000)

特定費用準備資金
「研修資金」

特定費用準備資金
「システム構築資金」

特定費用準備資金「双葉ふれあい文化館記念
事業資金」

科        目

基本財産

 定期預金

0

45,000,000 0 (45,000,000)  

合   計

当期末残高
（うち指定正味財産から

の充当額）
（うち一般正味財産から

の充当額）
（うち負債に対応する

額）

30,000,000 (15,000,000) (15,000,000) 0

30,000,000

特定費用準備資金
「デジタル化構築資金」

特定費用準備資金
「双葉自主事業資金」

特定費用準備資金
「男女自主事業資金」

特定費用準備資金「文化・生涯・男女自主　事
業資金」

資産取得資金「男女共同参画環境整備費用
積立金」

小   計

小   計

84,142,884 (15,000,000)

51,500

54,142,884

0

2,180,355

295,065

0

288,149

0

30,081

166,614

0

0 (295,065) 0

0 0 0

30,081

0 (166,614) 0

0 (288,149) 0

0

0 0

(30,081)

30,081

30,081

0

0 (2,180,355) 0

0 (51,500) 0

(69,142,884)

0 0

0 (54,142,884)

特定費用準備資金「男女共同参画事業広報
整備資金」 1,234,960 0 (1,234,960) 0

特定費用準備資金「ネットワークセキュリティ強
化整備費用積立金」

特定費用準備資金「男女共同参画事業広報
整備費用積立金(ぴゅあ富士)」

2,586,210 0 (2,586,210) 0

1,409,950 0 (1,409,950) 0
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５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

   　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
  （単位：円） 

科         目

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

リース資産

合   計

 

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円）   

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

地方公共団体補助金 0

民間助成金 0

合   計 0

 

７    保証債務などの偶発債務 

　　該当なし 

 

８    重要な後発事象 

　　該当なし 

 

 

 

１    基本財産及び特定資産の明細 

基本財産、特定資産の内訳は財務諸表の注記に記載しているため記載を省略している。 

 

２    引当金の明細 

賞与引当金 4,750,775

退職給付引当資金 30,006

合   計 4,780,781

 

8,646,000 288,200 8,357,800

取得価額

560,000

330,480

0

75

75

科 目 期首残高 当期増加額

附属明細書

貸借対照表上の
記載区分

当期増加額

0

0

0

当期減少額 当期末残高

0 0

0 0

0 0

目的使用

12,506,480

減価償却累計額

140,000

330,478

2,590,179

当期末残高

420,000

2

9,916,301

2,970,000 1,831,501 1,138,499

その他

当期減少額

6,287

0

6,287

0

0

0

期末残高

4,744,488

30,081

4,774,569
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　　　基本財産運用益 1,500 1,000 500

　　　　基本財産受取利息 1,500 1,000 500

　　　事業収益 277,372,237 217,640,106 59,732,131

　　　　管理受託金収入 254,715,367 208,812,106 45,903,261

　　　　　　双葉ふれあい文化館事業 37,020,000 36,700,000 320,000

　　　　　　生涯学習推進事業 44,561,600 41,730,000 2,831,600

　　　　　　男女共同参画推進事業 101,485,000 95,684,000 5,801,000

　　　　　　ことぶき勧学院事業 21,287,267 21,198,906 88,361

　　　　　　森の教室事業 14,673,500 13,499,200 1,174,300

　　　　　　武田歴史館事業 35,688,000 0 35,688,000

　　　　利用料金収益 15,474,870 7,020,000 8,454,870

　　　　　　双葉ふれあい文化館事業 9,945,000 1,430,000 8,515,000

　　　　　　男女共同参画推進事業 5,529,870 5,590,000 △ 60,130

　　　　入場料収益 6,760,000 1,545,000 5,215,000

　　　　　　双葉ふれあい文化館事業 1,960,000 1,545,000 415,000

　　　　　　武田歴史館事業 4,800,000 0 4,800,000

　　　　販売手数料収益 422,000 263,000 159,000

　　　　　　双葉ふれあい文化館事業 272,000 150,000 122,000

　　　　　　男女共同参画推進事業 150,000 113,000 37,000

　　　受取補助金等 0 0 0

　　　　受取地方公共団体補助金 0 0 0

　　　　受取民間助成金 0 0 0

　　　受取負担金 850,000 2,360,000 △ 1,510,000

　　　　受取負担金 850,000 2,360,000 △ 1,510,000

　　　　　　双葉ふれあい文化館事業 0 110,000 △ 110,000

　　　　　　男女共同参画推進事業 850,000 2,250,000 △ 1,400,000

　　　雑収益 491,000 46,000 445,000

　　　　雑収入 491,000 46,000 445,000

        経常収益計 278,714,737 220,047,106 58,667,631

（２）経常費用

　　事業費 278,713,237 219,485,106 59,228,131

　　　　給料手当 136,761,263 111,283,498 25,477,765

　　　　法定福利費 20,733,995 16,305,563 4,428,432

　　　　福利厚生費 247,769 203,269 44,500

　　　　退職金共済費 5,040,000 4,320,000 720,000

　　　　臨時雇賃金 771,000 650,000 121,000

　　　　旅費交通費 2,016,060 1,348,060 668,000

　　　　諸謝金 6,295,000 6,302,000 △ 7,000

　　　　会議費 258,160 65,160 193,000

　　　　減価償却費 0 0 0

　　　　消耗什器備品費 2,107,000 305,000 1,802,000

　　　　消耗品費 4,189,340 3,825,460 363,880

　　　　原材料費 77,000 5,500 71,500

　　　　燃料費 179,300 244,300 △ 65,000

　　　　印刷製本費 3,442,485 3,069,574 372,911

　　　　光熱水料費 24,562,000 19,774,000 4,788,000

　　　　修繕費 868,000 778,000 90,000

　　　　保険料 933,000 444,818 488,182

　　　　通信運搬費 3,395,020 3,430,124 △ 35,104

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで
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　　　　広告料費 1,326,000 396,000 930,000

　　　　支払手数料 1,446,040 1,896,450 △ 450,410

　　　　委託費 39,898,000 23,788,500 16,109,500

　　　　賃借料 5,828,405 4,884,148 944,257

　　　　支払負担金 1,922,000 3,315,000 △ 1,393,000

　　　　租税公課 16,406,400 12,840,682 3,565,718

　　　　雑費 10,000 10,000 0

　　　　賞与引当戻入額 △ 5,130,157 △ 4,750,775 △ 379,382

　　　　賞与引当金繰入 5,130,157 4,750,775 379,382

　　管理費 1,375,910 1,459,000 △ 83,090

役員報酬 0 0 0

給料手当 450,000 450,000 0

法定福利費 50,000 50,000 0

旅費交通費 80,000 80,000 0

通信運搬費 20,000 20,000 0

消耗什器備品費 0 0 0

消耗品費 20,000 20,000 0

修繕費 50,000 0 50,000

印刷製本費 0 3,000 △ 3,000

賃借料 120,000 366,000 △ 246,000

保険料 169,000 200,000 △ 31,000

諸謝金 20,000 20,000 0

租税公課 136,910 150,000 △ 13,090

支払手数料 60,000 20,000 40,000

支払負担金 120,000 0 120,000

雑費 80,000 80,000 0

賞与引当金戻入 0 0 0

賞与引当金繰入 0 0 0

        経常費用計 280,089,147 220,944,106 59,145,041

    当期経常増減額 △ 1,374,410 △ 897,000 △ 477,410

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用 0 0 0

　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　　　他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 1,374,410 △ 897,000 △ 477,410

　　　　他会計振替額 0 0 0

　　　　法人税等 620,000 560,000 60,000

　　　　当期一般正味財産増減額 △ 1,994,410 △ 1,457,000 △ 537,410

　　　　一般正味財産期首残高 105,627,267 103,598,181 2,029,086

　　　　一般正味財産期末残高 103,632,857 102,141,181 1,491,676

Ⅱ　指定正味財産増減の部

指定正味財産期首残高 15,000,000 15,000,000 0

指定正味財産期末残高 15,000,000 15,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 118,632,857 117,141,181 1,491,676
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(単位：円）

公益事業会計 収益事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 300 0 1,200 0 1,500

基本財産利息収入 300 0 1,200 0 1,500

事業収益 169,313,496 108,058,741 0 0 277,372,237

地方公共団体収入 155,365,600 99,349,767 0 0 254,715,367

利用料金収入 12,379,896 3,094,974 0 0 15,474,870

入場料収入 1,568,000 5,192,000 0 0 6,760,000

販売手数料収入 0 422,000 0 0 422,000

受取補助金等 0 0 0 0 0

民間助成金収入 0 0 0 0 0

受取負担金 680,000 170,000 0 0 850,000

負担金収入 680,000 170,000 0 0 850,000

雑収益 0 491,000 0 0 491,000

雑収入 0 491,000 0 0 491,000

経常収益計 169,993,796 108,719,741 1,200 0 278,714,737

（２）経常費用

事業費 170,719,898 107,993,339 0 0 278,713,237

給料手当 83,362,252 53,399,011 136,761,263

法定福利費 13,612,844 7,121,151 20,733,995

福利厚生費 152,600 95,169 247,769

退職金共済費 3,816,000 1,224,000 5,040,000

臨時雇賃金 616,800 154,200 771,000

旅費交通費 1,089,200 926,860 2,016,060

諸謝金 2,934,000 3,361,000 6,295,000

会議費 196,000 62,160 258,160

減価償却費 0 0 0

消耗什器備品費 280,000 1,827,000 2,107,000

消耗品費 2,116,000 2,073,340 4,189,340

原材料費 0 77,000 77,000

燃料費 144,600 34,700 179,300

印刷製本費 2,347,800 1,094,685 3,442,485

光熱水料費 16,984,000 7,578,000 24,562,000

修繕費 464,000 404,000 868,000

保険料 281,800 651,200 933,000

通信運搬費 2,344,400 1,050,620 3,395,020

広告費 580,800 745,200 1,326,000

支払手数料 1,027,400 418,640 1,446,040

委託費 22,491,200 17,406,800 39,898,000

賃借料 4,128,000 1,700,405 5,828,405

支払負担金　 1,538,600 383,400 1,922,000

租税公課 10,203,600 6,202,800 16,406,400

雑費 8,000 2,000 10,000

賞与引当戻入額 △ 3,944,598 △ 1,185,559 △ 5,130,157

賞与引当繰入額 3,944,600 1,185,557 5,130,157

科     目

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで
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管理費 0 0 1,375,910 0 1,375,910

役員報酬 0 0

給料手当 450,000 450,000

法定福利費 50,000 50,000

旅費交通費 80,000 80,000

通信運搬費 20,000 20,000

消耗什器備品費 0 0

消耗品費 20,000 20,000

修繕費 50,000 50,000

印刷製本費 0 0

賃借料 120,000 120,000

保険料 169,000 169,000

諸謝金 20,000 20,000

租税公課 136,910 136,910

支払手数料 60,000 60,000

支払負担金 120,000 120,000

雑費 80,000 80,000

賞与引当金戻入 0 0

賞与引当金繰入 0 0

経常費用計 170,719,898 107,993,339 1,375,910 0 280,089,147

△ 726,102 726,402 △ 1,374,710 0 △ 1,374,410

基本財産評価損益等 0 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 726,102 726,402 △ 1,374,710 0 △ 1,374,410

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

中科目別記載 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

中科目別記載 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 726,102 726,402 △ 1,374,710 0 △ 1,374,410

他会計振替額 96,637 △ 96,637 0 0 0

0 620,000 0 0 620,000

当期一般正味財産増減額 △ 629,463 9,763 △ 1,374,710 0 △ 1,994,410

一般正味財産期首残高 34,167,548 18,670,324 52,789,395 0 105,627,267

一般正味財産期末残高 33,538,085 18,680,087 51,414,685 0 103,632,857

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 15,000,000 0 15,000,000

指定正味財産期末残高 0 0 15,000,000 0 15,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 33,538,085 18,680,087 66,414,685 0 118,632,857

評価損益等調整前当期経常増減額

法人税等
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令和７年度公益社団法人山梨県私学教育振興会事業報告書 

事    業    報    告  

 

事業概要 

定款に基づき、本県私立学校の経営基盤の強化・改善に資するための低利の貸付を行うほか、県内

私立学校の教職員の資質向上を図るための研修事業及び教職員退職資金給付事業を実施するととも

に、本県私学の振興と県内私学団体の活動の円滑化に寄与する事業を実施している。 

令和７年度「設備資金等貸付事業」では、新規貸付件数２件、年度内償還額２３，３７２千円、年度末貸

付残額１５６，４８８千円であった。 

「教職員退職資金給付事業」においては、本年度退職した私立学校の教職員が１００名、給付総額は 

３０９，１４１千円であった。 

「研修・講習事業」においては、教職員に対して研修、講習を通じて専門的知識、技術等の普及や人

材の育成を行うため、各部会で検討し、研修、研究発表、講演等計画を策定し実施した。 

その他、私立学校の運営の改善強化に関する事項について上部団体及びその他の教育機関との連

絡調整の事業、教職員の福利厚生事業、私立学校の教育環境の改善を図る事業を実施した。 

 

事業実施状況 

１ 設備資金等貸付事業状況 

本年度は、施設設備資金２件の申込みがあり、貸付審査部会において慎重に審査し決定した。 

  ・貸付条件 

施設設備資金（耐震診断及び耐震工事経費含む）及び経営資金 

①貸付枠 ７２，３００千円 

②貸付金利 貸付決定時点での日本私立学校振興・共済事業団の一般施設費（１０年以内）融資利 

率からマイナス０．０５％ 

③貸付期間 １５年以内 

④貸付限度額 ４０，０００千円 

 

・貸付金の償還と新規貸付状況  

区   分 施設設備資金     経営資金      合  計 

５年度末貸付残額 178,936,000 0 178,936,000 

６年度新規貸付額 0 8,300,000 8,300,000 

６年度償還額 21,376,000 0 21,376,000 

６年度末貸付残額 157,560,000 8,300,000 165,860,000 

７年度新規貸付額 14,000,000 0 14,000,000 

７年度償還額 22,542,000 830,000 23,372,000 

７年度末貸付残額 149,018,000 7,470,000 156,488,000 

 

 

２ 退職資金給付事業状況 

本年度は、小中高関係では退職者数が増加し、給付額が減少した。また、幼稚園関係では退職者数

が減少し、給付額が増加した。 
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・加入学校法人数及び事業対象教職員数の状況 

    区分 

学校別 

加入学校法人数        教職員数  

７年度 ６年度 増減 ７年度 ６年度 増減 

小中高  ９  ９  ０ ４６３ ４６５ △２ 

幼稚園 ５０ ５５ △５ ７２４ ７１１ １３ 

  計 ５９ ６４ △５   １,１８７ １,１７６ １１ 

 

・退職資金給付の状況 

    区分 

学校別 

資金給付人数（名）            退職資金給付額（円） 

７年度 ６年度 増減     ７年度 ６年度 増減 

小中高 ３６ ３３ ３ 185,045,148 282,928,121 △97,882,973 

幼稚園 ６４ ６６ △２ 124,096,200 122,500,300 1,595,900   

   計 １００ ９９ １ 309,141,348 405,428,421 △96,287,073 

 

 

３ 研修・講習事業実施 

    教職員に対して研修、講習等を通じて専門的知識、技能等の普及や人材の育成を行う事業 

〇幼稚園関係 

（１）実務研修会（次世代委員会主催）の実施 

６月２０日 山梨県立文学館 参加者 ３７名 

（２）山梨県私立幼稚園教職員研修大会の実施 

８月２２日 山梨県立文学館 参加者 １５７名 

（３）インクルーシブ保育研究会の実施 

年６回 山梨県立青少年センター 他 参加者 １１名 

（４）ECEQ公開保育の実施 

９月２６日 いづみ幼稚園 参加者 ３３名 

（５）体験型公開保育の実施 

１１月４日～７日 甲府西幼稚園 参加者 ２３名 

（６）山梨県私立幼稚園教育研究大会の実施 

２月６日 山梨県立青少年センター 参加者 １２０名 

（７）加盟園・他団体との共催による研修会の実施 

６月２２日 子育て支援研修会（山梨県小児保健協会） 参加者 ２名 

８月２日 働き方セミナー（やまなし保育士・保育所支援センター） 参加者 ２０名 

１２月６日 特別支援研修会（TEACCHプログラム） 参加者 ２１名 

〇小中高関係 

（１）新任教員研修会の実施  

４月２２日 ホテル春日居 参加者 ２７名 

（２）私立学校初任者研修中部地区静岡・山梨県研修会の実施 

  ７月３０日～３１日 静岡県 時之栖  参加者 ７９名 

（3）第５８回中部地区私学教育研修会の実施 

  ９月４日～５日 山梨学院大学  参加者 ５５６名 

 

４ その他事業 

（１）私立学校の運営の改善強化に関する事業 
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・設置者・園長研修会の実施（こども誰でも通園制度） 

１月１９日 山梨県地場産業センター 参加者 １８６名 

（２）私立学校の上部団体及びその他の教育機関との連絡調整の事業 

私学関係団体との連携強化により情報の共有化を図る。 

     ・日本私立中学高等学校連合会の会議等に参加 

     ・（一財）日本私学教育研究所の会議等に参加 

     ・公私立高等学校協議会への参加 

     ・全日本私立幼稚園連合会等の会議への参加 

（３）私立学校の教職員の福利厚生事業 

・全日本私立幼稚園連合会の表彰者の推薦をした。 

・永年勤続教職員を表彰した。 

表彰者 勤続５年・３４名 １０年・２３名 ２０年・３名 ３０年・３名 

（４）山梨県私立幼稚園保護者会連合会及び山梨県私立中学高等学校ＰＴＡ連合会の事務局の業務 

    ・会計業務・発送業務・会議資料・通知文作成等、年間を通してＰＴＡ活動に対して事務局として支 

    援を実施した。 

（５）その他  

広報活動 

・Google にディスプレイ広告を掲載 

・山梨日日新聞に私学ＰＲ広告を掲載 ７月６日・１０月１６日 

・ホームページからの情報発信 

 

 

理事会議決事項 

   回  数 開 催 年 月 日 議   決   事   項 

第１回 令和７年４月３日 
１ 副理事長の選任について 

２ 理事長の職務に係る副理事長の代行順序について 

第２回 

 

 

令和７年６月１０日 

 

 

 １ 会費規程の改正及び議案の上程について 

 ２ 令和６年度事業報告及び決算の承認について 

 ３ 役員の選任案件の上程について 

 ４ 部会役員等の委嘱について 

 ５ 賛助会員（幼稚園部会）の入会について 

 ６ 事務局長の選任について 

 ７ 定時総会への上程議案等について 

第３回 令和７年９月１０日 

１ 令和８年度県予算要望について 

２ 令和７年度収支予算の補正について 

３ 賛助会員（幼稚園部会）の入会について 

第４回 令和８年１月９日 
１ 第５回通常理事会及び臨時総会の開催について 

２ 賛助会員（幼稚園部会）の入会について 

 

 

第５回 

 

 

 

 

 

令和８年３月５日 

 

 

 

１ 加入（小中高退職資金給付事業）の承認について 

２ 部会役員等の委嘱について 

３ 特定積立金の使用並びに運用に伴う議案の上程について 

４ 令和８年度事業計画及び収支予算について 

５ 投資方針書の決定について 

６ 役員の報酬等及び費用に関する規程の改正ならびに議案の 

上程について 
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   回  数 開 催 年 月 日 議   決   事   項 

第５回 

 

令和８年３月５日 

 

 ７ 私立幼稚園教職員退職資金給付事業運営規則の改正につ 

いて 

８ 個人情報保護規程の改正について 

９ 賛助会員（幼稚園部会）の入会について 

１０ 事務局非常勤職員の選任について 

１１ 臨時総会への上程議案等について 

１２ 第１回通常理事会及び定時総会の開催について 

 

 

総会議決事項 

   回  数 開 催 年 月 日 議   決   事   項 

定時総会 令和７年６月２５日 

１ 会費規程の改正について 

２ 令和６年度事業報告及び決算の承認について 

３ 役員の選任について 

  臨時総会    令和８年３月１７日 
１ 特定積立金の使用並びに運用について 

２ 役員の報酬等及び費用に関する規程の改正について 

 

 

役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏  名 就任年月日 備考 役職名 氏  名 就任年月日  備考 

理事 川手 佳彦 6.6.27 理事長 理事 川手 佳彦 6.6.27 理事長 

〃 鈴木 信行 6.6.27  〃 鈴木 信行 6.6.27  

〃 伊藤 祐寛 6.6.27  〃 伊藤 祐寛 6.6.27  

〃 阿部 邦彦 7.4. 1  〃 阿部 邦彦 7.4. 1  

〃 八田 政久 6.6.27  〃 八田 政久 6.6.27  

〃 吉田  正 6.6.27  〃 吉田  正 6.6.27  

〃 橋本 敏明 6.6.27  〃 橋本 敏明 6.6.27  

〃 大森 長彦 6.6.27  〃 森島 泰則 6.6.27  

  〃 森島 泰則 6.6.27  〃 上田 京介 6.6.27  

〃 上田 京介 6.6.27  〃 深澤   壽 6.6.27  

〃 深澤   壽 6.6.27  〃 石野公之輔 6.6.27  

〃 石野公之輔 6.6.27  〃 鮎川  剛 6.6.27  

〃 鮎川   剛 6.6.27  〃 松田  武 6.6.27  

〃 松田   武 6.6.27  〃 渡邊 光貴   7.4. 1  

〃 渡邊 光貴 7.4. 1  〃 勝  敏夫 6.6.27  

〃 勝   敏夫 6.6.27  〃 飯島 英紀 7.6.25  

〃 小池 幹彦 6.6.27  監事 鶴見 弘道 6.6.27  

監事 鶴見 弘道 6.6.27  〃 小林   学 6.6.27  

〃 小林   学 6.6.27  〃 小澤   勇 6.6.27  

〃 小澤   勇 6.6.27  -       -   -  
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(単位：円）
当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

経常増減の部

基本財産運用益

基本財産運用収入

受取利息　

基本財産運用益計 0 0 0

特定資産運用益

利息収入 3,737,187 1,287,343 2,449,844

退職金信託運用収入 214,312,741 90,022,927 124,289,814

貸付利息 664,541 602,486 62,055

特定資産運用益計 218,714,469 91,912,756 126,801,713

受取入会金

受取入会金 0 0 0

受取入会金計 0 0 0

会費

会費収入　 23,154,050 21,186,550 1,967,500

会費計 23,154,050 21,186,550 1,967,500

事業収益

研修大会参加 84,000 707,100 △ 623,100

私学のつどい 0 704,210 △ 704,210

その他事業費 213,688 3,195,000 △ 2,981,312

PTA負担金 250,000 250,000 0

事業収益計 547,688 4,856,310 △ 4,308,622

受取補助金

山梨県補助金 126,429,000 106,179,000 20,250,000

その他補助金 200,000 850,000 △ 650,000

受取補助金計 126,629,000 107,029,000 19,600,000

受取負担金

退職資金給付負担金 291,601,500 285,786,700 5,814,800

上部団体会費負担金 4,457,520 4,580,680 △ 123,160

私学ボランティア基金 173,110 174,280 △ 1,170

広報負担金 2,115,500 2,112,600 2,900

受取負担金計 298,347,630 292,654,260 5,693,370

受取寄付金等

助成金 0 146,000 △ 146,000

その他助成金 0 0 0

寄付金 0 0 0

指定正味財産振替 379,870 507,239 △ 127,369

受取寄付金等計 379,870 653,239 △ 273,369

雑収入

雑収入 1,911,067 1,526,611 384,456

受取利息 105,168 22,846 82,322

雑収入計 2,016,235 1,549,457 466,778

退職資金給付引当金取崩

退職資金給付引当金取崩 0 0 0

退職資金給付引当金取崩計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

669,788,942 519,841,572 149,947,370

事業費

退職一時金給付 309,141,348 405,428,421 △ 96,287,073

退職資金給付引当金繰入 292,981,324 45,171,128 247,810,196

役員報酬 6,000 2,000 4,000

給与手当 19,449,954 18,318,400 1,131,554

職員退職給付費用 877,200 836,400 40,800

法定福利費 2,707,676 2,773,015 △ 65,339

慶弔費 43,000 125,500 △ 82,500

旅費交通費 911,911 861,363 50,548

 正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　目

（1）経常収益

退職資金会計振替

退職資金会計振替

退職資金会計振替計

経常収益合計

（2）経常費用
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当年度 前年度 増減科　　　　目

通信運搬費 137,859 168,674 △ 30,815

減価償却費 0 396,000 △ 396,000

消耗品費 47,432 51,590 △ 4,158

備品消耗品費 0 0 0

印刷製本費 416,641 596,523 △ 179,882

賃借料 728,335 1,418,755 △ 690,420

水道光熱費 30,100 24,080 6,020

諸謝金 579,359 1,158,567 △ 579,208

委託費 24,603,074 23,709,464 893,610

支払負担金 5,334,125 5,566,979 △ 232,854

支払助成金 340,000 622,000 △ 282,000

雑費 955,000 4,460,033 △ 3,505,033

659,290,338 511,688,892 147,601,446

管理費

役員報酬 66,000 84,000 △ 18,000

給与手当 3,432,345 3,232,659 199,686

職員退職給付費用 154,800 147,600 7,200

法定福利費 477,825 489,355 △ 11,530

福利厚生費 22,739 36,181 △ 13,442

慶弔費 210,000 210,000 0

旅費交通費 4,300 3,800 500

通信運搬費 203,329 227,828 △ 24,499

減価償却費 192,500 0 192,500

会議費 19,200 59,336 △ 40,136

消耗品費 104,928 93,186 11,742

備品消耗品費 98,670 4,980 93,690

修繕費 0 0 0

租税公課 400 770 △ 370

印刷製本費 54,147 67,946 △ 13,799

賃借料 1,451,040 1,451,040 0

水道光熱費 158,918 129,849 29,069

委託費 207,229 212,514 △ 5,285

雑費 456,337 549,630 △ 93,293

7,314,707 7,000,674 314,033

666,605,045 518,689,566 147,915,479

3,183,897 1,152,006 2,031,891

基本財産評価損益 0 0 0

特定資産評価損益 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等 0 0 0

3,183,897 1,152,006 2,031,891

     経常外活動収支の部

0 0 0

0 0 0

  経常外収支差額 0 0 0

0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般財産増減額 3,183,897 1,152,006 2,031,891

一般正味財産期首残額 39,279,120 38,127,114 1,152,006

一般正味財産期末残額 42,463,017 39,279,120 3,183,897

指定正味財産収入 0 0 0

一般正味財産への振替 △ 379,870 △ 507,239 127,369

△ 379,870 △ 507,239 127,369

指定正味財産期首残額 19,124,951 19,632,190 △ 507,239

指定正味財産期末残額 18,745,081 19,124,951 △ 379,870

Ⅲ基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0

基金期首残額 204,240,850 204,240,850 0

基金期末残額 204,240,850 204,240,850 0

Ⅳ正味財産期末残高 265,448,948 262,644,921 2,804,027

管理費計

     評価損等調整前当期

当期経常増減額

事業費計

経常費用合計

経常収支差額

  経常外収入

  経常外支出

当期経常外増減額

Ⅱ指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額
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(単位：円）
　公益事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

経常増減の部

基本財産運用益

基本財産運用収入

受取利息　

基本財産運用益計 0 0 0 0 0

特定資産運用益

利息収入 3,737,187 3,737,187

退職金信託運用収入 214,312,741 214,312,741

貸付利息 664,541 664,541

特定資産運用益計 218,714,469 0 0 0 218,714,469

受取入会金

受取入会金 0

受取入会金計 0 0 0 0 0

会費

会費収入　 6,483,134 7,177,755 9,493,161 23,154,050

会費計 6,483,134 7,177,755 9,493,161 0 23,154,050

事業収益

研修大会参加 84,000 84,000

私学のつどい 0

その他事業費 213,688 213,688

PTA負担金 250,000 250,000

事業収益計 297,688 250,000 0 0 547,688

受取補助金

山梨県補助金 126,429,000 126,429,000

その他補助金 200,000 200,000

受取補助金計 126,429,000 200,000 0 0 126,629,000

受取負担金

退職資金給付負担金 291,601,500 291,601,500

上部団体会費負担金 4,457,520 4,457,520

私学ボランティア基金 173,110 173,110

広報負担金 2,115,500 2,115,500

受取負担金計 291,601,500 6,746,130 0 0 298,347,630

受取寄付金等

助成金 0

その他助成金 0

寄付金 0

指定正味財産振替 159,185 220,685 379,870

受取寄付金等計 159,185 220,685 0 0 379,870

雑収入

雑収入 86,634 515,554 1,308,879 1,911,067

受取利息 80,028 25,140 105,168

雑収入計 86,634 595,582 1,334,019 0 2,016,235

退職資金給付引当金取崩

退職資金給付引当金取崩 0

退職資金給付引当金取崩計 0 0 0 0 0

643,771,610 15,190,152 10,827,180 0 669,788,942

事業費

退職一時金給付 309,141,348 309,141,348

退職資金給付引当金繰入 292,981,324 292,981,324

役員報酬 6,000 6,000

給与手当 14,873,494 4,576,460 19,449,954

職員退職給付費用 670,800 206,400 877,200

法定福利費 2,070,576 637,100 2,707,676

慶弔費 0 43,000 43,000

旅費交通費 470,265 441,646 911,911

 正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科目

（2）経常費用

（1）経常収益

退職資金会計振替

退職資金会計振替

退職資金会計振替計

経常収益合計
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　公益事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引 合計科目

通信運搬費 66,568 71,291 137,859

減価償却費 0

消耗品費 16,381 31,051 47,432

備品消耗品費 0

印刷製本費 143,389 273,252 416,641

賃借料 587,140 141,195 728,335

水道光熱費 30,100 30,100

諸謝金 523,674 55,685 579,359

委託費 21,468,074 3,135,000 24,603,074

支払負担金 364,495 4,969,630 5,334,125

支払助成金 110,000 230,000 340,000

雑費 313,232 641,768 955,000

643,836,860 15,453,478 0 0 659,290,338

管理費

役員報酬 66,000 66,000

給与手当 3,432,345 3,432,345

職員退職給付費用 154,800 154,800

法定福利費 477,825 477,825

福利厚生費 22,739 22,739

慶弔費 210,000 210,000

旅費交通費 4,300 4,300

通信運搬費 203,329 203,329

減価償却費 192,500 192,500

会議費 19,200 19,200

消耗品費 104,928 104,928

備品消耗品費 98,670 98,670

修繕費 0 0

租税公課 400 400

印刷製本費 54,147 54,147

賃借料 1,451,040 1,451,040

水道光熱費 158,918 158,918

委託費 207,229 207,229

雑費 456,337 456,337

0 0 7,314,707 0 7,314,707

643,836,860 15,453,478 7,314,707 0 666,605,045

△ 65,250 △ 263,326 3,512,473 0 3,183,897

基本財産評価損益 0

特定資産評価損益 0

投資有価証券評価損益 0

評価損益等 0 0 0 0

　　当期経常増減額 △ 65,250 △ 263,326 3,512,473 0 3,183,897

  経常外活動収支の部

0 0 0 0

0 0 0 0

　　経常外収支差額 0 0 0 0

　　当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0

当期一般財産増減額 △ 65,250 △ 263,326 3,512,473 3,183,897

一般正味財産期首残額 30,454,012 967,439 7,857,669 39,279,120

一般正味財産期末残額 30,388,762 704,113 11,370,142 0 42,463,017

指定正味財産収入 0 0 0

一般正味財産への振替 △ 159,185 △ 220,685 △ 379,870

△ 159,185 △ 220,685 △ 379,870

指定正味財産期首残額 10,039,641 9,085,310 19,124,951

指定正味財産期末残額 9,880,456 8,864,625 0 18,745,081

Ⅲ基金増減の部

当期基金増減額 0 0

基金期首残額 204,240,850 204,240,850

基金期末残額 204,240,850 204,240,850

Ⅳ正味財産期末残高 244,510,068 9,568,738 11,370,142 0 265,448,948

管理費計

事業費計

経常費用合計

経常収支差額

  評価損等調整前当期

　　経常外支出

当期指定正味財産増減額

Ⅱ指定正味財産増減の部

   経常外収入
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　１　流動資産

普通預金 27,423,290 27,634,534 △ 211,244

一年以内回収長期貸付金 23,772,000 21,972,000 1,800,000

　　　　　流動資産合計 51,195,290 49,606,534 1,588,756

　２　固定資産

基本財産

　　　　　基本財産合計 0 0 0

特定資産

設備資金等貸付事業資産 59,000,000 47,000,000 12,000,000

小中高退職資金給付事業資産 2,845,078,971 2,563,246,623 281,832,348

未収県補助金 (小中高退職） 6,719,000 0 6,719,000

幼稚園退職資金給付事業資産 1,417,196,083 1,348,223,892 68,972,191

未収県補助金 (幼稚園退職） 3,853,000 0 3,853,000

職員退職資金給付事業資産 20,588,601 19,556,601 1,032,000

小中高振興特定積立金 4,832,517 4,832,517 0

中部私学研修会準備資金 1,152,881 1,152,881 0

関東研修大会準備資金 6,400,000 6,400,000 0

関東研修特定積立金 2,327,575 2,486,760 △ 159,185

幼稚園振興積立金 4,032,108 4,252,793 △ 220,685

　　　　　特定資産合計 4,371,180,736 3,997,152,067 374,028,669

その他固定資産

長期貸付金 132,716,000 143,888,000 △ 11,172,000

定期預金 3,311,683 3,307,166 4,517

什器備品 770,000 0 770,000

　　　　　その他固定資産合計 136,797,683 147,195,166 △ 10,397,483

　　　　　固定資産合計 4,507,978,419 4,144,347,233 363,631,186

　　　　　資産合計 4,559,173,709 4,193,953,767 365,219,942

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

預り金 289,106 281,730 7,376

　　　　　流動負債合計 289,106 281,730 7,376

　２　固定負債

退職資金給付事業引当金 4,272,847,054 3,911,470,515 361,376,539

職員退職給付引当金 20,588,601 19,556,601 1,032,000

　　　　　固定負債合計 4,293,435,655 3,931,027,116 362,408,539

　　　　　負債合計 4,293,724,761 3,931,308,846 362,415,915

Ⅲ　正味財産の部

　１　基金

設備資金等貸付事業資産 204,240,850 204,240,850 0

基金計 204,240,850 204,240,850 0

　（うち特定資産への充当額） (59,000,000) (47,000,000) (12,000,000)

　２　指定正味財産

小中高振興特定積立金 4,832,517 4,832,517 0

中部私学研修会準備資金 1,152,881 1,152,881 0

関東研修大会準備資金 6,400,000 6,400,000 0

関東研修特定積立金 2,327,575 2,486,760 △ 159,185

幼稚園振興積立金 4,032,108 4,252,793 △ 220,685

指定正味財産合計 18,745,081 19,124,951 △ 379,870

　（うち特定資産への充当額） (18,745,081) (19,124,951) (△379,870)

　３　一般正味財産

一般正味財産合計 42,463,017 39,279,120 3,183,897

　　　　　正味財産合計 265,448,948 262,644,921 2,804,027

　　　　　負債及び正味財産合計 4,559,173,709 4,193,953,767 365,219,942

　　　　（うち特定資産への充当額）   (              0 )  (               0 )  (              0 )

 貸 借 対 照 表 
令和８年３月３１日現在

科       目
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

流動資産

普通預金 山梨中央銀行県庁支店 運転資金 1,235,989

普通預金 山梨中央銀行本店 運転資金 3,727,139

普通預金 山梨中央銀行本店 運転資金 19,320,467

普通預金 山梨中央銀行本店 運転資金 3,139,695

一年以内回収長期貸付金 債務者 貸付事業の償還金 23,772,000

51,195,290

固定資産

特定資産

設備資金等貸付事業資産 59,000,000

　 定期預金 山梨中央銀行県庁支店 貸付事業資産 10,000,000

　 定期預金 山梨中央銀行県庁支店 貸付事業資産 11,000,000

　 定期預金 山梨中央銀行県庁支店 貸付事業資産 11,000,000

　 定期預金 山梨中央銀行県庁支店 貸付事業資産 16,000,000

　 定期預金 山梨中央銀行県庁支店 貸付事業資産 11,000,000
小中高・退職資金給付事業資産 2,851,797,971

   企業年金 大樹・ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ・住友・三井住友信託銀行本店 退職金支給財源 2,406,780,853

　 定期預金 山梨中央銀行本店 退職金支給財源 30,000,000

　 　 投資有価証券 円建コーラブル社債（静銀TM証券山梨本店） 退職金支給財源 100,000,000

　 投資有価証券 秋田県公募公債（静銀TM証券山梨本店） 退職金支給財源 98,837,894

   金銭信託 三井住友信託銀行本店 退職金支給財源 200,000,000

   普通預金 山梨中央銀行本店 退職金支給財源 7,263,278

   普通預金 三井住友信託銀行本店 退職金支給財源 2,196,521

　 未収県補助金 令和７年度県補助金（変更承認後精算払分） 退職金支給財源 6,719,000

　 未収利息 三井住友信託銀行本店 退職金支給財源 425
幼・退職資金給付事業資産 1,421,049,083

   普通預金 山梨中央銀行本店 退職金支給財源 8,340,783

   信託 みずほ信託銀行本店 退職金支給財源 1,408,855,300

　 未収県補助金 令和７年度県補助金（変更承認後精算払分） 退職金支給財源 3,853,000

職員退職資金給付事業資産 大樹・ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ・住友・三井住友信託銀行本店 職員退職給付に備えたもの 20,588,601

小中高振興特定積立金 定期預金 山梨中央銀行本店 事業振興費用 4,832,517

中部私学研修会準備資金 定期預金 山梨中央銀行本店 中部地区研修開催準備費用 1,152,881

関東研修大会準備資金 定期預金 山梨中央銀行本店 関東地区研修開催準備費用 4,500,000

関東研修大会準備資金 定期預金 山梨中央銀行本店 関東地区研修開催準備費用 1,900,000

関東研修特定積立金 定期預金 山梨中央銀行本店 関東地区研修費用 327,575

関東研修特定積立金 定期預金 山梨中央銀行本店 関東地区研修費用 2,000,000

幼稚園振興積立金 定期預金 山梨中央銀行本店 事業振興費用 4,032,108

その他固定資産

長期貸付金 債務者 貸付事業の償還残高 132,716,000

定期預金 山梨中央銀行本店 幼稚園事業財源 1,500,000

定期預金 山梨中央銀行本店 法人事業財源 1,811,683

什器備品 パソコン５台（令和７年度取得） 法人事業財源 770,000

固定資産合計 4,507,978,419

資産合計 4,559,173,709

流動負債

預り金 山梨中央銀行本店 ３月分職員社会保険料等 289,106

流動負債合計 289,106

固定負債
小中高・退職資金給付事業資産 退職手当加入団体に対するもの 退職金給付に備えたもの 2,851,797,971
幼・退職資金給付事業資産 退職手当加入園に対するもの 退職金給付に備えたもの 1,421,049,083

職員退職資金給付事業資産 職員に対するもの 退職金支払いのため備えたもの 20,588,601

固定負債合計 4,293,435,655

負債合計 4,293,724,761

基金

設備資金等貸付事業資産 事業実施に対するもの 貸付事業資産 204,240,850

指定正味財産

小中高振興特定積立金 事業実施に対するもの 特定事業実施に備えたもの 4,832,517

中部私学研修会準備資金 事業実施に対するもの 特定事業実施に備えたもの 1,152,881

関東研修大会準備資金 事業実施に対するもの 特定事業実施に備えたもの 6,400,000

関東研修特定積立金 事業実施に対するもの 特定事業実施に備えたもの 2,327,575

幼稚園振興積立金 事業実施に対するもの 特定事業実施に備えたもの 4,032,108

一般正味財産 事業実施に対するもの 42,463,017

正味財産 265,448,948

負債及び正味財産 4,559,173,709

　財 産 目 録 
令和８年３月３１現在

科目

流動資産合計
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財務諸表に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    ①特定資産として運用する債券は、大樹生命保険（株）、みずほ信託銀行（株）の時価評価情報に基 

づき時価にて評価した。 

   ②満期保有目的の債券については、原価法によっている。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    該当なし 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    什器備品については、利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。 

（４）引当金の計上基準 

    ①職員退職給付引当金･･･簡便法により退職給付債務は、期末引当金総額を計上している。 

    ②退職資金給付事業引当金･･･本会が実施する退職資金給付事業のために、決算時の退職資金給付 

事業資産相当額を計上している。 

    イ．退職資金給付事業引当金は、山梨県内の私立学校設置者に対する退職資金の交付等に備えて当 

期末における退職資金給付事業資産の額を基礎として算定した金額を計上している。なお退職資金 

給付事業として保有している退職給付事業積立資産は、すべて退職資金の交付等のみに使用する 

ことと規定されているため退職資金給付事業引当金は、退職資金給付事業資産と同額となっている。 

    ロ．退職資金給付事業において、令和８年３月３１日現在登録されている教職員１，１８７名がすべて退職 

したと仮定した場合に必要となる「期末要支給額」は、３，１９５，５５１，９２１円となっている。 

    ハ．退職資金給付事業運営規則に定める年金数理的決算において算出された「責任準備金」は令和８年 

      ３月３１日現在、その金額は、３，４８２，９７９，８７３円である。なお、年金数理的決算は、大樹生命（株） 

及びみずほ信託銀行（株）に委託し、厚生年金保険法に定める年金数理人が開放型総合保険料方 

式により算定している。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。  

 （単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産                

退職資金給付事業資産 3,911,470,515 361,376,539  4,272,847,054 

職員退職資金給付事業資産 19,556,601 1,032,000  20,588,601 

関東研修大会準備資金 6,400,000   6,400,000 

関東研修特定積立金 2,486,760  159,185 2,327,575 

幼稚園振興積立金 4,252,793        220,685 4,032,108 

中部私学研修会準備資金 1,152,881   1,152,881 

小中高振興特定積立金 4,832,517    4,832,517 

設備資金等貸付事業資産 47,000,000 12,000,000  59,000,000 

合    計 3,997,152,067 374,408,539 379,870 4,371,180,736 

 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳（貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書） 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
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                                                                        （単位：円） 

科    目 当期末残高 
（うち基金に対応

する額） 

（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

特定資産     

退職資金給付事業資産 4,272,847,054    

職員退職資金給付事業資産 20,588,601    

関東研修大会準備資金 6,400,000  (6,400,000)  

関東研修特定積立金 2,327,575  (2,327,575)  

幼稚園振興積立金 4,032,108  (4,032,108)  

中部私学研修会準備資金 1,152,881  (1,152,881)  

小中高振興特定積立金 4,832,517  (4,832,517)  

設備資金等貸付事業資産 59,000,000 (59,000,000)   

合    計 4,371,180,736 (59,000,000) (18,745,081)  

 

科    目 （うち負債に対応する額） 

特定資産  

退職資金給付事業資産 (4,272,847,054) 

職員退職資金給付事業資産 (20,588,601) 

関東研修大会準備資金  

関東研修特定積立金  

幼稚園振興積立金  

中部私学研修会準備資金  

小中高振興特定積立金  

設備資金等貸付事業資産  

合    計 (4,293,435,655) 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                                 （単位：円） 

科   目    取得価額 減価償却累計額   当期末残高 

什器備品（パソコン５台） 962,500 192,500 770，000 

 

５ 引当金の増減額及びその残高（貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書） 

引当金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                        （単位：円） 

科   目 期首残高 当期増加額 
    当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職資金給付事業 

引当金 （時価） 
3,911,470,515 361,376,539   4,272,847,054 

職員退職給付引当金 19,556,601 1,032,000   20,588,601 

 

６ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

           科    目    帳簿価額     時価 評価損益 

小中高・退職資金給付事業資産 

 円建て固定利付コーラブル社債 

平成２９年度第１回秋田県公募公債 （２年目） 

 

100,000,000 

98,837,894 

  

  100,000,000 

97,510,000 

                   

0 

△1,327,894 

           合   計 198,837,894 197,510,000 △1,327,894 
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７ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。   

 （単位：円） 

 

補助金等の名称 

 

 
交付者 

 

 

前期末残高 

 

 

当期増加額 

 

 

当期減少額 

 

 

当期末残高 

 

 
貸借対照表上

の記載区分 

山梨県私学教育振興

会活動費補助金 

 

山梨県 

 

0 
 

6,800,000 

 

6,800,000 

 

0 

 

 

山梨県私学教職員退

職資金造成補助金 
 

山梨県 
 

0 
 

77,684,000 

 

77,684,000 

 

0 

 

特定資産 

山梨県私立幼稚園教

職員退職資金制度補

助金 

  

山梨県 
 

0 
 

41,945,000 

 

41,945,000 

 

0 

 

  特定資産 

合   計           0 126,429,000 126,429,000 0  

 

８ 基金・代替基金の増減額及びその残高 

   基金及び代替基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基金     

設備等貸付基金 204,240,850 0 0 204,240,850 

基 金 計     204,240,850       0 0 204,240,850 

代替基金     

設備等貸付基金              0             0            0               0 

代替基金 計 0            0            0               0 

合  計 204,240,850 0            0 204,240,850 

 

９ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

           内  訳 金額 

経常収益への振替  

幼稚園特定振興事業に使用 220,685 

幼稚園他県開催研修事業に使用 159,185 

         合  計 379,870    

 

 

附属明細書 

 

 

１ 基本財産および特定資産の明細 

基本財産および特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。 

 

２ 引当金の明細 

引当金の明細は、財務諸表の注記に記載している。 
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令和８年度公益社団法人山梨県私学教育振興会事業計画書 

事   業   計   画 

 

基本方針 

    山梨県内における私立学校教育の充実及び振興を図るとともに、県民の修学機会を確保するための支 

援を行い、もって山梨県における教育文化の高揚に資することを目的として事業を実施する。 

 

事業実施計画 

１ 教育環境の充実及び向上に資するための資金貸付事業と着実な執行 

学校法人が山梨県内に設置する幼稚園、認定こども園、小学校、中学校及び高等学校における教育 

環境の充実及び向上に資するための資金を貸付ける。 

〈施設設備及び経営資金〉 

施設設備資金（耐震診断及び耐震工事経費含む）及び経営資金に充当するために必要とする資金 

①貸  付  枠  ８３，９００千円   

②募 集 時 期  随時 

③募 集 金 利  貸付決定時点での日本私立学校振興・共済事業団の一般施設費（１０年以内）融 

            資利率からマイナス０．０５％ 

④募 集 期 間  １５年以内 

⑤貸付限度額   ４０，０００千円 

 

２ 退職資金給付事業の安定的な運営 

       私立学校教職員等の雇用安定を図るため、将来に向かって長期的視野に立った安全で確実かつ有

利な資産管理と的確・迅速な事務処理を確保し退職資金制度の安定的運用を図る。 

 （１）会員負担率 

令和８年度の各学校種別の負担率 

①小中高・振興会  １００／１０００ 

②幼稚園        ５０／１０００ 

（２）県補助金 

     令和８年度の山梨県補助金 

①小中高・振興会 標準給与年間総額の３６／１０００ 

     ②幼稚園        標準給与年間総額の１８／１０００ 

（３）退職資金給付額の予算額 

①小中高・振興会 １６１，０００千円 

   ②幼稚園      １０２，０００千円 

 

３ 教職員に対する研修・講習事業 

優秀な教職員の確保とその資質向上を図ることを目的とした研修、講習会を実施し、専門的知識、技 

能等の普及を行う。 

〇幼稚園関係 

（１） 第５５回山梨県私立幼稚園教職員研修大会の実施 

（２） 第３９回全日私幼連関東地区教員研修埼玉大会への参加 

（３） 公開保育の実施 

（４） 公開保育コーディネーターの養成 

（５） 全日私幼連関東地区代表者協議会群馬大会への参加 
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（６） 各種研修会（三地区合同研究会・次世代委員会主催等）の実施 

 

〇小中高部関係 

（１）新任教員研修会の実施 

（２）私立学校初任者研修中部地区静岡・山梨県研修会の実施 

（３）教職経験１０年教員研修会の実施 

（４）生徒指導主任会研修への協力 

 

４ 私立学校間の相互協力を推進する事業 

当法人のホームページを通じて、県民に私立学校のすばらしさや魅力を広くＰＲするとともに、私学教 

  育への関心を高めるための活動を実施する。 

（１）２０２６山梨私学のつどい（私学振興大会）の実施 

 
 

５ 私立学校の運営の改善強化に関する事業 

生徒減少期を迎え学校経営が厳しさを増している中、私立学校が本県の公教育を支えてきた経緯を

踏まえ、公私間格差の是正及び生徒数減少への対応等、今後の課題について検討を継続する。また、 

私立学校の健全な発展を図るため、私立学校の教育の諸問題について調査研究を推進し、その対策を 

講ずる。 

（１）小中高部会及び専門委員会の開催 

（２）幼稚園部会及び専門委員会の開催 

（３）設置者・園長等の研修会の実施 

 

６ 私立学校の上部団体及びその他の教育機関との連絡調整の事業 

私立関係団体との連携強化により情報の共有化を図る。 

（１）日本私立中学高等学校連合会の会議等に参加 

（２）一般財団法人日本私学教育研究所の会議等に参加 

（３）公私立高等学校協議会への参加 

（４）全日本私立幼稚園連合会等の会議への参加 

 

７ 私立学校の教職員の福利厚生事業 

（１）叙勲、大臣表彰及び全国団体主催の表彰制度への表彰候補者の推薦 

（２）法人理事長表彰（永年勤続教職員表彰）の実施 

 

８ その他 

山梨県私立幼稚園保護者会連合会及び山梨県私立中学高等学校ＰＴＡ連合会の事務局の業務を 

実施する。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

経常増減の部

基本財産運用益

基本財産運用収入

受取利息　

基本財産運用益計 0 0 0

特定資産運用益

利息収入 3,025,000 1,831,200 1,193,800

退職金信託運用収入 22,000,000 22,000,000 0

貸付利息 720,000 590,000 130,000

特定資産運用益計 25,745,000 24,421,200 1,323,800

受取入会金

受取入会金 11,000 1,000 10,000

受取入会金計 11,000 1,000 10,000

会費

会費収入　 21,200,000 21,200,000 0

会費計 21,200,000 21,200,000 0

事業収益

研修大会参加 180,000 70,000 110,000

私学のつどい 600,000 0 600,000

その他事業費 60,000 80,000 △ 20,000

PTA負担金 250,000 250,000 0

事業収益計 1,090,000 400,000 690,000

受取補助金

山梨県補助金 112,953,000 122,800,000 △ 9,847,000

その他補助金 250,000 200,000 50,000

受取補助金計 113,203,000 123,000,000 △ 9,797,000

受取負担金

退職資金給付負担金 287,000,000 279,000,000 8,000,000

上部団体会費負担金 4,025,000 4,025,000 0

私学ボランティア基金 100,000 100,000 0

広報負担金 2,000,000 2,000,000 0

受取負担金計 293,125,000 285,125,000 8,000,000

受取寄付金等

助成金 30,000 0 30,000

その他助成金 0 0 0

寄付金 1,000 1,000 0

指定正味財産振替 220,000 1,682,000 △ 1,462,000

受取寄付金等計 251,000 1,683,000 △ 1,432,000

雑収入

雑収入 1,064,000 930,000 134,000

受取利息 16,000 7,000 9,000

雑収入計 1,080,000 937,000 143,000

退職資金給付引当金取崩

退職資金給付引当金取崩 0 0 0

退職資金給付引当金取崩計 0 0 0

0 0 0

455,705,000 456,767,200 △ 1,062,200

事業費

退職一時金給付 263,000,000 335,000,000 △ 72,000,000

退職資金給付引当金繰入 125,553,800 54,634,200 70,919,600

役員報酬 82,000 18,000 64,000

給与手当 20,213,000 19,354,500 858,500

職員退職給付費用 897,600 877,200 20,400

法定福利費 2,975,000 2,975,000 0

慶弔費 350,000 350,000 0

旅費交通費 1,978,200 1,996,000 △ 17,800

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　目

（1）経常収益

退職資金会計振替

退職資金会計振替

退職資金会計振替計

経常収益合計

（2）経常費用
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当年度 前年度 増減科　　　　目

通信運搬費 550,000 500,000 50,000

減価償却費 0 0 0

消耗品費 320,000 216,000 104,000

備品消耗品費 0 0 0

印刷製本費 805,000 765,000 40,000

賃借料 2,022,000 1,543,000 479,000

水道光熱費 30,000 30,000 0

諸謝金 1,260,000 1,270,000 △ 10,000

委託費 26,510,000 26,510,000 0

支払負担金 6,124,000 7,588,000 △ 1,464,000

支払助成金 480,000 500,000 △ 20,000

雑費 2,265,000 1,740,000 525,000

455,415,600 455,866,900 △ 451,300

管理費

役員報酬 160,000 90,000 70,000

給与手当 3,567,000 3,415,500 151,500

職員退職給付費用 158,400 154,800 3,600

法定福利費 525,000 525,000 0

福利厚生費 60,000 60,000 0

慶弔費 310,000 310,000 0

旅費交通費 100,000 100,000 0

通信運搬費 450,000 450,000 0

減価償却費 192,500 192,500 0

会議費 150,000 150,000 0

消耗品費 400,000 400,000 0

備品消耗品費 150,000 150,000 0

修繕費 100,000 100,000 0

租税公課 10,000 10,000 0

印刷製本費 300,000 300,000 0

賃借料 1,600,000 1,600,000 0

水道光熱費 180,000 180,000 0

委託費 290,000 290,000 0

雑費 700,000 772,500 △ 72,500

9,402,900 9,250,300 152,600

464,818,500 465,117,200 △ 298,700

△ 9,113,500 △ 8,350,000 △ 763,500

基本財産評価損益 0 0 0

特定資産評価損益 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等 0 0 0

△ 9,113,500 △ 8,350,000 △ 763,500

経常外活動収支の部

　　　合計 0 0 0

　　　合計 0 0 0

経常外収支差額

0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般財産増減額 △ 9,113,500 △ 8,350,000 △ 763,500

一般正味財産期首残額 40,271,367 37,520,175 2,751,192

一般正味財産期末残額 31,157,867 29,170,175 1,987,692

指定正味財産収入 0 0 0

一般正味財産への振替 △ 220,000 △ 1,682,000 1,462,000

△ 220,000 △ 1,682,000 1,462,000

指定正味資産期首残額 18,745,081 19,124,951 △ 379,870

指定正味資産期末残額 18,525,081 17,442,951 1,082,130

Ⅲ基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0

基金期首残額 204,240,850 204,240,850 0

基金期末残額 204,240,850 204,240,850 0

Ⅳ正味財産期末残高 253,923,798 250,853,976 3,069,822

Ⅱ指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

管理費計

経常費用合計

経常収支差額

評価損等調整前当期

          当期経常増減額

経常外収入

経常外支出

　      　 当期経常外増減額

事業費計
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(単位：円）
　公益事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

経常増減の部

基本財産運用益

基本財産運用収入

受取利息　

基本財産運用益計 0 0 0 0 0

特定資産運用益

利息収入 3,025,000 3,025,000

退職金信託運用収入 22,000,000 22,000,000

貸付利息 720,000 720,000

特定資産運用益計 25,745,000 0 0 0 25,745,000

受取入会金

受取入会金 11,000 11,000

受取入会金計 11,000 0 0 0 11,000

会費

会費収入　 6,360,000 6,360,000 8,480,000 21,200,000

会費計 6,360,000 6,360,000 8,480,000 0 21,200,000

事業収益

研修大会参加 180,000 180,000

私学のつどい 600,000 600,000

その他事業費 60,000 0 60,000

PTA負担金 250,000 250,000

事業収益計 240,000 850,000 0 0 1,090,000

受取補助金

山梨県補助金 112,953,000 112,953,000

その他補助金 250,000 250,000

受取補助金計 112,953,000 250,000 0 0 113,203,000

受取負担金

退職資金給付負担金 287,000,000 287,000,000

上部団体会費負担金 100,000 3,925,000 4,025,000

私学ボランティア基金 100,000 100,000

広報負担金 2,000,000 2,000,000

受取負担金計 287,100,000 6,025,000 0 0 293,125,000

受取寄付金等

助成金 30,000 30,000

その他助成金 0

寄付金 1,000 1,000

指定正味財産振替 220,000 0 220,000

受取寄付金等計 251,000 0 0 0 251,000

雑収入

雑収入 154,000 280,000 630,000 1,064,000

受取利息 6,000 10,000 16,000

雑収入計 154,000 286,000 640,000 0 1,080,000

退職資金給付引当金取崩

退職資金給付引当金取崩 0 0

退職資金給付引当金取崩計 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0

432,814,000 13,771,000 9,120,000 0 455,705,000

事業費

退職一時金給付 263,000,000 263,000,000

退職資金給付引当金繰入 125,553,800 125,553,800

役員報酬 32,000 50,000 82,000

給与手当 15,457,000 4,756,000 20,213,000

職員退職給付費用 686,400 211,200 897,600

法定福利費 2,275,000 700,000 2,975,000

慶弔費 0 350,000 350,000

旅費交通費 848,200 1,130,000 1,978,200

（2）経常費用

（1）経常収益

退職資金会計振替

退職資金会計振替

退職資金会計振替計

経常収益合計

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　目
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　公益事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引 合計科　　　　目

通信運搬費 150,000 400,000 550,000

減価償却費 0 0 0

消耗品費 165,000 155,000 320,000

備品消耗品費 0

印刷製本費 215,000 590,000 805,000

賃借料 1,212,000 810,000 2,022,000

水道光熱費 30,000 30,000

諸謝金 960,000 300,000 1,260,000

委託費 23,210,000 3,300,000 26,510,000

支払負担金 520,000 5,604,000 6,124,000

支払助成金 250,000 230,000 480,000

雑費 950,000 1,315,000 2,265,000

事業費計 435,514,400 19,901,200 0 0 455,415,600

管理費

役員報酬 160,000 160,000

給与手当 3,567,000 3,567,000

職員退職給付費用 158,400 158,400

法定福利費 525,000 525,000

福利厚生費 60,000 60,000

慶弔費 310,000 310,000

旅費交通費 100,000 100,000

通信運搬費 450,000 450,000

減価償却費 192,500 192,500

会議費 150,000 150,000

消耗品費 400,000 400,000

備品消耗品費 150,000 150,000

修繕費 100,000 100,000

租税公課 10,000 10,000

印刷製本費 300,000 300,000

賃借料 1,600,000 1,600,000

水道光熱費 180,000 180,000

委託費 290,000 290,000

雑費 700,000 700,000

管理費計 0 0 9,402,900 0 9,402,900

435,514,400 19,901,200 9,402,900 0 464,818,500

△ 2,700,400 △ 6,130,200 △ 282,900 0 △ 9,113,500

評価損等調整前当期

基本財産評価損益 0 0 0 0

特定資産評価損益 0 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0 0

評価損益等 0 0 0 0

    当期経常増減額 △ 2,700,400 △ 6,130,200 △ 282,900 0 △ 9,113,500

経常外活動収支の部

経常外収入

      合計 0 0 0 0 0

経常外支出

      合計 0 0 0 0 0

経常外収支差額

0 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0

当期一般財産増減額 △ 2,700,400 △ 6,130,200 △ 282,900 △ 9,113,500

一般正味財産期首残額 30,584,406 39,813 9,647,148 40,271,367

一般正味財産期末残額 27,884,006 △ 6,090,387 9,364,248 0 31,157,867

Ⅱ指定正味財産増減の部

指定正味財産収入 0 0 0

一般正味財産への振替 △ 220,000 0 △ 220,000

当期指定正味財産増減額 △ 220,000 0 △ 220,000

指定正味資産期首残額 9,880,456 8,864,625 18,745,081

指定正味資産期末残額 9,660,456 8,864,625 0 0 18,525,081

Ⅲ基金増減の部

当期基金増減額 0 0

基金期首残額 204,240,850 204,240,850

基金期末残額 204,240,850 204,240,850

Ⅳ正味財産期末残高 241,785,312 2,774,238 9,364,248 0 253,923,798

経常費用合計

経常収支差額

　　 当期経常外増減額
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　 （１）経常収益

          基本財産運用益

            指定正味財産からの振替額 1,988,768 1,985,241 3,527

          特定資産運用益

            特定資産受取利息 10,633 205 10,428

          雑収益

            受取利息 14,977 515 14,462

　　　　　　雑収益 0 0 0

          受取寄付金 500,000 260,649 239,351

        経常収益計 2,514,378 2,246,610 267,768

 　（２）経常費用

          事業費

            会議費 0 0 0

            旅費交通費 14,400 10,500 3,900

            通信運搬費 28,780 30,044 △ 1,264

            消耗品費 170,987 165,887 5,100

            賃借料 39,600 39,600 0

            保険料 11,980 10,480 1,500

            手数料 19,910 16,390 3,520

            助成金 882,605 1,500,000 △ 617,395

            委託費 938,780 535,940 402,840

            補助金 1,000,000 800,000 200,000

            租税公課 400 200 200

          事業費計 3,107,442 3,109,041 △ 1,599

          管理費

            福利厚生費 0 0 0

            会議費 2,562 2,700 △ 138

            旅費交通費 888 333 555

            通信運搬費 11,410 13,692 △ 2,282

            消耗品費 0 0 0

            賃借料 0 0 0

            諸謝金 0 0 0

            手数料 2,200 2,800 △ 600

            委託費 0 0 0

            雑費 0 2,000 △ 2,000

          管理費計 17,060 21,525 △ 4,465

        経常費用計 3,124,502 3,130,566 △ 6,064

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 610,124 △ 883,956 273,832

          当期経常増減額 △ 610,124 △ 883,956 273,832

　２　経常外増減の部

　 （１）経常外収益

　　　　　過年度修正益 0 0 0

　　　　　過年度振替取消益 0 6,580,506 △ 6,580,506

        経常外収益計 0 6,580,506 △ 6,580,506

 　（２）経常外費用

　　　　　過年度修正損 0 0 0

        経常外費用計 0 0 0

          当期経常外増減額 0 6,580,506 △ 6,580,506

　　　　　他会計振替額 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 △ 610,124 5,696,550 △ 6,306,674

          当期一般正味財産増減額 △ 610,124 5,696,550 △ 6,306,674

          一般正味財産期首残高 14,815,432 9,118,882 5,696,550

          一般正味財産期末残高 14,205,308 14,815,432 △ 610,124

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          基本財産運用益

          　基本財産受取利息 1,988,768 1,985,241 3,527

          　一般正味財産への振替額 △ 1,988,768 △ 1,985,241 △ 3,527

          過年度振替取消損

          　過年度振替取消損 0 △ 6,580,506 6,580,506

          当期指定正味財産増減額 0 △ 6,580,506 6,580,506

          指定正味財産期首残高 300,000,000 306,580,506 △ 6,580,506

          指定正味財産期末残高 300,000,000 300,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 314,205,308 314,815,432 △ 610,124

正味財産増減計算書

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで
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科　　　　目 公益目的事業会計 法人会計 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　 （１）経常収益

          基本財産運用益

             指定正味財産からの振替額 1,690,424 298,310 1,988,734

　　　　　 特定資産運用益

            特定資産受取利息 10,633 0 10,633

          雑収益

            受取利息 12,731 2,246 14,977

        経常収益計 1,713,788 300,556 2,014,344

　  （２）経常費用

          事業費

            会議費 10,000 10,000

            旅費交通費 26,600 26,600

            通信運搬費 48,670 48,670

            消耗品費 224,000 224,000

            賃借料 54,000 54,000

            保険料 14,000 14,000

            手数料 24,750 24,750

            助成金 2,000,000 2,000,000

            委託費 962,740 962,740

            補助金 1,500,000 1,500,000

            租税公課 200 200

          事業費計 4,864,960 4,864,960

          管理費

            福利厚生費 50,000 50,000

            会議費 210,000 210,000

            旅費交通費 29,940 29,940

            通信運搬費 18,760 18,760

            消耗品費 0 0

            賃借料 0 0

            諸謝金 0 0

            手数料 4,300 4,300

            委託費 0 0

            雑費 0 0

          管理費計 313,000 313,000

        経常費用計 4,864,960 313,000 5,177,960

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 3,151,172 △ 12,444 △ 3,163,616

          当期経常増減額 △ 3,151,172 △ 12,444 △ 3,163,616

　２　経常外増減の部

　 （１）経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0

　 （２）経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0

          他会計振替額 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 △ 3,151,172 △ 12,444 △ 3,163,616

          当期一般正味財産増減額 △ 3,151,172 △ 12,444 △ 3,163,616

          一般正味財産期首残高 12,261,723 1,943,585 14,205,308

          一般正味財産期末残高 9,110,551 1,931,141 11,041,692

Ⅱ  指定正味財産増減の部

          基本財産運用益

          　基本財産受取利息 1,690,424 298,310 1,988,734

          　一般正味財産への振替額 △ 1,690,424 △ 298,310 △ 1,988,734

          当期指定正味財産増減額 0 0 0

          指定正味財産期首残高 255,000,000 45,000,000 300,000,000

          指定正味財産期末残高 255,000,000 45,000,000 300,000,000

Ⅲ  正味財産期末残高 264,110,551 46,931,141 311,041,692

令和８年度予算実施計画内訳書

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

（単位：円）
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令 和 ７ 年 度 公 益 財 団 法 人 山 梨 県 国 際 交 流 協 会 事 業 報 告 書  

事 業 報 告 

 

 

事 業 概 要 

令和５年４月の県立国際交流・多文化共生センター内への事務所移転を機に充実強化した多文化共

生の社会づくりに関する事業を継続するとともに、社会情勢の変化を踏まえつつ、関係団体と連携・協働

しながら、地域レベルの国際化を推進する中核的な組織として、国際交流、国際協力、国際理解など

様々な事業を展開した。  

 

事業実施状況 

１ 会議開催状況 

 （１） 理 事 会  ３回   令和７年６月５日、６月２４日、令和８年３月２６日 

 （２） 評議員会  １回   令和７年６月２４日 

 

２ 多文化共生の社会づくりに関する事業 

（１） 情報収集提供事業 

① 国際交流・多文化共生情報発信強化事業 

・ 協会主催事業をはじめ、外国人住民の生活に役立つ情報や、様々な国際交流情報をやさしい

日本語や多言語で発信するホームページの管理・運営を行った。 

・ 当協会からの情報提供をはじめ、国際交流、国際協力、多文化共生等に関する有益な情報を収

集し、ＳＮＳ（Facebook、Instagram）やＨＰで情報発信した。 

・ 山梨日日新聞に毎月２回（第２、第４水曜日）、「山梨県国際交流協会ニュース」及び「やさしい日

本語」による多文化共生等に関するコラムを掲載した。 

・ 当協会事業等を広報するため、報道機関に情報提供を行った。 

② 国際関係書籍等の整備 

国際的な分野での活動等に関心を持つ県民のニーズに応えるため、国際交流、国際協力、日本

語教材、留学、多文化共生等の書籍等を整備し、閲覧に供した。  

・ 場   所：国際交流・多文化共生センター １階 「書籍コーナー」  

③ 協会機関誌「YIA Newsletter」の発行 

・ 発行回数：２回（６月、２月） 

・ 発行部数：２,０００部／回 

・ 配 布 先：会員、各市町村、国際交流関係団体、ハローワーク、各大学、各警察署等 

（２） 相談事業 

① やまなし外国人相談支援センターの運営 

ア 相談窓口の運営等 

県内に在留する外国人や外国人を雇用する企業に対し、情報提供や相談対応を行う窓口の運

営を行い、窓口に在留資格の専門家である行政書士をアドバイザーとして週３日配置した。 

・ 実施日時：火曜日～土曜日（祝日及び１２月２９日～１月３日は除く。） ９：００～１７：００ 

・ 実施場所：国際交流・多文化共生センター内 

・ 対応言語：１１言語以上（日本語・英語・中国語・韓国語・ベトナム語・ネパール語・タガログ語 

インドネシア語・タイ語・ポルトガル語・スペイン語等） 

・ 相談件数：１,２９３件 

イ 無料法律相談の開催 
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外国人住民等を対象に、弁護士による生活や労働問題などに関する無料相談会を開催した。 

・ 実 施 日：第１水曜日（夜）、第３土曜日（昼） 

・ 実施場所：国際交流・多文化共生センター 研修室 

・ 相談件数：５１件 

ウ 外国人支援・外国人材活用等に関する研修会の開催 

・ 開 催 日：９月２６日（金）、１１月２８日（金）、２月１０日（火） 

・ 開催方法：オンライン 

② 外国人地域生活サポーター設置事業 

県内在住の外国人住民に対し、言葉だけでなく、文化、慣習、宗教などの背景や違いを尊重し理

解するとともに、日常生活に関する相談対応や情報提供を行い、適切な行政サービスの利用をサポ

ートできる地域の身近な支援員として、「外国人地域生活サポーター」を設置し、管理運営を行った。 

ア サポーターの選定（委嘱は県） 

イ サポーター事業の管理運営 

・ 登録者数：２３名 

・ 相談・同行件数：４４２件 

・ 情報提供件数：１,０４８件 

ウ 研修会・意見交換会の開催 

・ 開 催 日：８月３０日（土） 

・ 開催場所：ぴゅあ総合 中研修室 

・ テ ー マ：コミュニティ通訳（サポーター）の心構えと基礎知識 

（３） 人材育成事業 

① 国際交流・多文化共生人材バンクの運営 

市町村や団体からの国際交流や国際理解、多文化共生などに関する様々な依頼に応じ、外国語

人材、国際交流・国際協力人材、多文化共生支援人材に関するボランティアの登録とその利用に伴

う連絡調整を行った。 

・ 登録者数：１７５名 

・ 利用件数：１６件（延べ２２名） 

（４） 多文化共生推進事業 

① 地域日本語教育推進事業 

県内に在留する外国人に対し、日常生活を営む上で必要となる日本語能力を習得できる環境の

整備を進めた。 

ア 総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーターの配置 

イ 生活に関する日本語教育プログラムの開発 

ウ 日本語学習支援者（パートナー）研修会の開催 

・ 開催時期：７～１月（５回） 

・ 修了者数：８１名 

エ 市町村日本語教室の運営支援 

・ 実施市町村：山梨市、笛吹市、北杜市、大月市、南アルプス市、甲府市、韮崎市、上野原市、 

富士河口湖町 

オ オンライン初期日本語教室の試行 

・ 実施時期：１～３月（２６回） 

・ 参加者数：２２名 

カ 日本語教師育成研修の開催 

・ 開催時期：１１月～３月（６回） 
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・ 参加者数：７名 

② 市町村日本語教室の運営 

市町村が開催する日本語教室の運営を市町村と協働で行った。 

・ 実施市町村：山梨市、笛吹市、北杜市、大月市、南アルプス市、甲府市、韮崎市、上野原市 

ア 学習者募集活動 

イ 日本語教室カリキュラムの策定 

ウ 日本語教室の開催 

エ 日本語教室参加者（学習者、パートナー）に対する教室評価調査 

③ 災害時外国人支援体制強化事業 

災害時における外国人の安全・安心を確保するための取り組みを行った。 

ア 外国人住民向け防災教室の開催 

・ 開催回数：３回 

・ 開催場所：韮崎市日本語教室、山梨県立大学、アルプス学園 

・ 参加者数：７２名 

・ 開催内容：災害に備える講話（災害の基礎知識と発災時の行動、情報収集等） 

非常食の試食、非常持出し袋の確認、非常用トイレ体験、起震車体験 など 

イ 災害時外国人支援セミナーの開催 

・ 開 催 日：１０月２４日（金） 

・ 開催場所：ぴゅあ総合 中研修室 

・ 参加者数：８ヶ国３５名 

・ 開催内容：講演「災害時における外国人支援とやさしい日本語」 

災害多言語支援センター設置・運営シミュレーション 

④ 多文化共生地域づくり推進事業 

多文化共生の地域づくりに不可欠な「やさしい日本語」の普及とスキル向上のためのセミナーを、

「行政窓口編」と「教育現場編」の２回に分けて開催した。 

ア 「窓口対応のための やさしい日本語セミナー」 

・ 開 催 日：９月４日（木） 

・ 開催方法：オンライン 

・ 受講者数：４０名（外国人住民の窓口対応に携わる自治体職員等） 

イ 「やさしい日本語セミナー（学校現場編）」 

・ 実 施 日：９月２５日（木） 

・ 開催場所：山梨県総合教育センター 

・ 受講者数：２６名（日本語指導担当教員等） 

⑤ 民間団体との連携事業 

国際交流や国際協力、多文化共生活動を行っている団体間の緩やかな連携を図るための「やま

なし国際交流・多文化共生団体連絡会」で情報交換会を開催した。 

・ 開 催 日：２月１５日（日） 

・ 出席団体：１１団体 

・ 開催内容：新規加入３団体の活動紹介・質疑応答 

加入団体からの情報提供 

山梨県国際交流協会からの情報提供 

⑥ 多文化交流促進事業 

外国人が安心して暮らせる多文化共生社会の形成に向け、日本人住民の多文化共生意識の醸

成と外国人住民の社会参加を促進するため、日本人住民と外国人住民との交流や異文化理解に資
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するイベントやセミナーを開催した。 

ア 地域異文化ふれあい広場の開催 

外国人住民と地域住民が一緒に異文化にふれあいながら、お互いの文化に対する理解を深め

るために、「地域異文化ふれあい広場」を計５回開催した。 

・ 「一緒にゴミ拾いしませんか。」（５月１８日）  参加者数：３１名 

・ 「インドネシアへの招待 INVITATION TO INDONESIA」（６月２８日）  参加者数：２１名 

・ 「世界の遊び」（８月２日）  参加者数：４１名 

・ 「日本人・外国人ママ・パパ交流会」（９月６日）  参加者数：２１名 

・ 「歩く×話す」（１２月２０日）  参加者数：２７名 

イ 県民の日記念行事でのブース出展 

・ 実 施 日：１１月１６日（日） 

・ 実施会場：小瀬スポーツ公園 

・ 来場者数：約２００名 

・ 実施内容：タイのお守り（プラータピアンサーン）作り、「世界の遊び」体験等 

ウ 甲府えびす講祭りのみこし渡御への外国人住民の参加と多文化交流イベントの実施 

・ 実 施 日：１１月２３日（祝） 

・ 実施会場：県庁噴水広場、防災新館やまなしプラザ 

・ 参加者数：神輿渡御１２ヶ国２１名 一般来場者約３００人 

・ イベント内容：外国人日本語スピーチコンテスト、多文化ステージ・マーケット等 

エ 「反うわさ戦略」研修会の開催 

偏見やステレオタイプに基づく否定的な「うわさ」を減らしながら、誰もが暮らしやすい社会をつ

くるための取り組み「反うわさ戦略」をテーマとした研修会を開催した。 

・ 開 催 日：７月３１日（木） 

・ 開催場所：ぴゅあ総合 中研修室 

・ 開催内容：第１部「反うわさ戦略」の実践ワークショップ  第２部「反うわさ戦略」について学ぶ 

・ 参加者数：４８名 

 

３ 国際交流に関する事業 

（１） 国際親善交流事業 

① 姉妹友好地域交流促進事業 

本県と姉妹友好関係にある地域との交流深化に向けた取り組みを行った。 

・ 笛吹高校生とベトナム・クアンチ省の高校生の交流(10/11,12)に協力 

・ 山梨学院短期大学「異文化コミュニケーション」講座(10/17)で姉妹友好地域を紹介 

・ 河口湖南中学校で四川省について出前授業を実施(11/12,12/10） 

・ 県民の日記念行事(11/16)の多文化交流ブースで姉妹友好地域の紹介パネルを展示 

・ 多文化交流ひろば in 甲府えびす講祭り(11/23)で姉妹友好地域の紹介パネルを展示 

・ ぴゅあフェスティバル（12/13,14)で姉妹友好地域の紹介パネルを展示 

② やまなし国際フェスタ開催事業 

国際交流・国際協力・多文化共生・男女共同参画などの分野を越え、「山梨において多様性を認

め合い、誰もが自分らしく暮らせる山梨」を基本テーマに、「男女共同参画×多文化共生ぴゅあフェ

スティバル２０２５」を開催した。 

ア 「ぴゅあフェスティバル２０２５」の開催 

・ 開 催 日：１２月１３日（土）～１４日（日） 

・ 開催場所：男女共同参画推進センター（ぴゅあ総合）、国際交流・多文化共生センター  
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・ 共 催：公益財団法人やまなし文化学習協会 

・ 開催内容： 

講演「家事分担、育児、働き方、生き方。－パートナーとジェンダーロールに縛られることなく

自分らしく生きるためのヒント－」  講師：イラストエッセイスト 犬山 紙子さん 

姉妹友好地域紹介パネル展示、国際協力ブース出展、やさしい日本語の紹介 

子どもたちの歌、ブラジルの踊り「カリンボ」、ラテンダンス、インドネシア伝統舞踊 

ぴゅあマルシェ、多国籍キッチンカー 等 

・ 参加者数：８５９名 

（２） 国際交流推進事業 

① 国際交流・多文化共生センターの運営 

「県立国際交流・多文化共生センター」の運営業務を行い、県民に国際交流・国際協力に関する

活動や、外国人住民が地域社会の構成員として共に生きていくことができる環境の整備（多文化共

生の社会づくり）に関する活動の機会と場を提供した。 

・ 日本語教材を集めた書架を設置し、外国人住民や日本語学習支援者等に貸出 

・ 「研修室」において協会が企画運営する異文化理解講座などを開催 

・ 「国際交流ゾーン」に国際交流、国際協力、多文化共生に関する冊子・チラシなどを配架、姉妹

友好地域やＪＩＣＡのポスター・パネルを掲示 

② 市町村国際交流協会等連絡会の開催 

ア 連絡会の開催 

県内市町村並びに市町村国際交流協会の情報交換やネットワーク構築、国際交流・多文化共

生施策の推進を図るため、連絡会及び研修会を開催した。 

・ 開 催 日：７月３１日（火） 

・ 開催場所：ぴゅあ総合 中研修室 

 

４ 国際協力に関する事業 

（１） 国際協力推進事業 

① 国際協力普及啓発事業 

県民の国際協力への理解を深め、新たな人材育成を図るため、セミナー等の開催や県民が開催

する国際理解教育等の場に専門家等を派遣し、国際協力について学ぶ場と機会を提供した。 

ア 国際協力セミナー「パレスチナのことを知ろう 映画上映会＆トークイベント」 

・ 開 催 日：７月６日（日） 

・ 開催場所：ぴゅあ総合 中研修室 

・ 開催内容：映画『私は憎まない』上映と日本国際ボランティアセンター職員によるトーク 

・ 参加者数：４８名 

イ 国際協力セミナー「世界の災害現場で働くということ 

－国際緊急援助隊に学ぶ専門性とチームの力－」 

・ 開 催 日：１２月１８日（木） 

・ 開催方法：オンライン 

・ 講   師：埼玉医科大学総合医療センター看護師 増田由美子さん 

         JICA 国際緊急援助隊事務局職員 橋本典枝さん 

・ 参加者数：４３名 

ウ 国際協力理解教育促進事業の実施 

・ 派遣件数：９件 

・ 派 遣 者：JICA 海外協力隊員（現役・OV）、国際協力推進員 
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・ 派 遣 先：県内小中学校、専門学校、大学など 

② グローバル支援事業 

国際的な支援活動を行う団体等への寄付を通じて、開発途上国の教育や医療レベルの向上、激

甚災害等により被災した地域の人々の支援などに役立てる（令和７年度は実績なし）。 

 

５ 国際理解に関する事業 

（１） 国際理解促進事業 

① グローバルマインド養成事業 

県民のグローバルマインドを養成するため、各種講座の開催や県民が開催する国際理解教育等

の場に専門家等の派遣を行い、海外の文化、習慣、歴史について学ぶ場と機会を提供した。 

ア 異文化理解講座の開催 

・ 開催回数：７回 

・ 参加者数：延べ８８名 

・ 開催内容：「ベトナム料理～バインゴイ～、ブラジル料理～パステウ～」 

「イタリア料理～トマトクリームのニョッキ～」 

「ニュージーランドの学校生活を知る」 

「中国墨彩画体験」（全２回） 

「ハラールフードを学ぼう！」 

「Asian Identity & Racial Discrimination」 

・ 開催場所：国際交流・多文化共生センター 研修室等 

イ 国際理解教育促進支援事業の実施 

・ 派遣件数：９件 

・ 派 遣 者：県国際交流員（CIR） 

・ 派 遣 先：県内小中学校、市町村国際交流協会、国際交流団体など 

② 国際交流・国際理解のための高校生の主張大会 

国際交流、国際協力に対する理解促進を目的として、高校生による弁論大会を山梨県高等学校

ユネスコ連絡協議会との共催により開催した。 

・ 開 催 日：９月１３日（木） 

・ 開催場所：県立図書館 多目的ホール 

・ 発表者数：２７名 
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理 事 会 議 決 事 項    

回        数 開  催  年  月  日 議           決           事            項 

第 １ 回 令和７年６月５日 
１ 令和６年度事業報告及び収支決算 

２ 評議員会の招集 

第 ２ 回 令和７年６月２４日 
１ 会長及び副会長の選定 

２ 業務執行理事の選定 

第 ３ 回 令和８年３月１８日 １ 令和８年度事業計画及び収支予算 

 

評 議 員 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決           事            項 

第 １ 回 令和７年６月２４日 
１ 評議員、理事及び監事の選任 

２ 令和６年度事業報告及び収支決算 

 

役 員 に 関 す る 事 項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

理 事 長 田  公 5.6.16 会  長 理 事 石寺 淳一 7.6.24 会  長 

〃 安 藤  明 範 6.6.13 副会長 〃 眞田 健康 7.6.24 副会長 

〃 茅  暁 陽 5.6.16 副会長 〃 茅  暁 陽 7.6.24 副会長 

〃 雨 宮  正 英 5.6.16 副会長 〃 雨宮 正英 7.6.24 副会長 

〃 中 澤  和 樹 5.6.16  〃 中澤 和樹 7.6.24  

〃 玉 川  武 年 5.6.16  〃 小島 良一 7.6.24  

〃 加藤耕一郎 6.6.13  〃 加藤耕一郎 7.6.24  

監 事 勝 俣 高 明 3.6.18  監 事 勝俣 高明 7.6.24  

〃 大和田浩二   3.6.18  〃 大和田浩二   7.6.24  

 

評議員に関する事項  

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

評議員 白 壁 賢 一 3.6.18  評議員 白壁 賢一 7.6.24  

〃 吉 田  均 3.6.18  〃 申  龍 徹 7.6.24  

〃 五味左知子 6.6.13  〃 石田 幸司 7.6.24  

〃 西 﨑  博 光 5.6.16  〃 西﨑 博光 7.6.24  

〃 杉 原 克 彦 3.6.18  〃 杉原 克彦 7.6.24  

〃 水 石  和 仁 6.6.13  〃 水石 和仁 7.6.24  

〃 今 井 裕 久 3.6.18  〃 一瀬 富房 7.6.24  

〃 弦 間  泉 3.6.18  〃 市川 雄資 7.6.24  
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1)　経常収益   

　　　　①　基本財産運用益 1,959,886 1,958,835 1,051

　　　　　　　基本財産受取利息 1,959,886 1,958,835 1,051

　　　　②　特定資産運用益 6,482 3,748 2,734

　　　　　　　特定資産受取利息 6,482 3,748 2,734

　　　　③　受取会費 217,000 232,000 △ 15,000

　　　　　　　賛助会員受取会費 217,000 232,000 △ 15,000

　　　　④　受取補助金等 64,034 0 64,034

　　　　　　　多文化共生研修助成金 29,200 0 29,200

　　　　　　　地域国際化協会連絡協議会研修助成金 34,834 0 34,834

　　　　⑤  受取委託費 60,163,997 52,754,635 7,409,362

　　　　　　  国際交流・多文化共生センター運営業務委託 26,514,131 25,993,879 520,252

　　　　　　　やまなし外国人相談支援センター運営業務委託 18,079,307 16,716,396 1,362,911

　　　　　　  地域日本語教育推進事業委託 11,403,419 10,044,360 1,359,059

　　　　　　  市町村日本語教室運営業務委託 4,167,140 0 4,167,140

　　　　⑥  受取負担金 180,000 180,000 0

　　　　　　　受取負担金 180,000 180,000 0

　　　　⑦　雑収益 202,328 71,444 130,884

　　　　　　　受取利息 66,166 16,444 49,722

　　　　　　　広告収入 60,000 55,000 5,000

　　　　　　　雑収益 76,162 0 76,162

　　　　　経常収益計 62,793,727 55,200,662 7,593,065

　　(2)　経常費用

　　　①　事業費 56,755,073 53,286,023 3,469,050

　　　　　　給料手当 29,458,317 28,854,367 603,950

　　　　　　臨時雇賃金 2,973,802 1,446,080 1,527,722

　　　　　　法定福利費 4,709,222 4,560,469 148,753

　　　　　　賞与引当金繰入額 1,533,755 1,344,489 189,266

　　　　　　退職給付費用 505,164 674,193 △ 169,029

　　　　　　福利厚生費 34,381 55,556 △ 21,175

　　　　　　旅費交通費 344,336 159,512 184,824

　　　　　　通信運搬費 1,161,328 1,099,523 61,805

　　　　　　消耗品費 432,222 401,742 30,480

　　　　　　修繕費 0 0 0

　　　　　　印刷製本費 965,932 793,650 172,282

　　　　　　光熱水料費 0 0 0

　　　　　　賃借料 3,023,720 3,182,468 △ 158,748

　　　　　　保険料　　　　 71,070 71,070 0

　　　　　　諸謝金 5,679,863 5,269,370 410,493

　　　　　　租税公課 2,812,600 2,455,550 357,050

　　　　　　支払負担金 113,760 113,760 0

　　　　　　支払助成金 0 5,120 △ 5,120

　　　　　　支払寄付金 0 0 0

　　　　　　委託費 1,970,430 1,995,400 △ 24,970

　　　　　　職員研修費 23,850 22,670 1,180

　　　　　　食糧費 76,800 0 76,800

　　　　　　手数料 842,754 755,199 87,555

　　　　　　燃料費 21,767 25,835 △ 4,068

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　　②　管理費 1,111,402 1,068,633 42,769

　　　　　　給料手当 800,784 789,816 10,968

　　　　　　法定福利費 128,159 129,381 △ 1,222

　　　　　　賞与引当金繰入額 80,723 70,762 9,961

　　　　　　退職給付費用 26,587 35,483 △ 8,896

　　　　　　会議費 3,162 0 3,162

　　　　　　旅費交通費 14,837 9,361 5,476

　　　　　　通信運搬費 6,750 4,680 2,070

　　　　　　賃借料 0 0 0

　　　　　　手数料 50,400 29,150 21,250

　　　　　経常費用計 57,866,475 54,354,656 3,511,819

　　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 4,927,252 846,006 4,081,246

　　　　　評価損益等計　　　　　　 0 0 0

　　　　　当期経常増減額 4,927,252 846,006 4,081,246

  ２．経常外増減の部

　  (1)　経常外収益

　　　　経常外収益計　　　　　 0 0 0

　　(2)　経常外費用

　　　　   固定資産除却損 0 0 0

　　　　   指定正味財産への振替額 0 0 0

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　　当期経常外増減額　　 0 0 0

　　　　　　当期一般正味財産増減額　　 4,927,252 846,006 4,081,246

　　　　　　一般正味財産期首残高　　 37,870,524 37,024,518 846,006

　　　　　　一般正味財産期末残高 42,797,776 37,870,524 4,927,252

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　基本財産運用益 2,186,106 2,185,055 1,051

　　　　　基本財産受取利息 2,186,106 2,185,055 1,051

　　　　一般正味財産からの振替額 0 0 0

　　　　一般正味財産への振替額 △ 2,186,106 △ 2,185,055 △ 1,051

　　　　　　当期指定正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　指定正味財産期首残高　　 250,610,000 250,610,000 0

　　　　　　指定正味財産期末残高 250,610,000 250,610,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 293,407,776 288,480,524 4,927,252
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1)　経常収益   

　　　　①　基本財産運用益 1,959,886 1,959,886

　　　　　　　基本財産受取利息 1,959,886 1,959,886

　　　　②　特定資産運用益 6,482 6,482

　　　　　　　特定資産受取利息 6,482 6,482

　　　　③　受取会費 141,851 75,149 217,000

　　　　　　　賛助会員受取会費 141,851 75,149 217,000

　　　　④　受取補助金等 64,034 64,034

　　　　　　　多文化共生研修助成金 29,200 29,200

　　　　　　　地域国際化協会連絡協議会研修助成金 34,834 34,834

　　　　⑤  受取委託費 59,127,744 1,036,253 60,163,997

　　　　　　  国際交流・多文化共生センター運営業務委託 25,477,878 1,036,253 26,514,131

　　　　　　　やまなし外国人相談支援ｾﾝﾀｰ運営業務委託 18,079,307 18,079,307

　　　　　　  地域日本語教育推進事業委託 11,403,419 11,403,419

　　　　　　  市町村日本語教室運営業務委託 4,167,140 4,167,140

　　　　⑥  受取負担金 180,000 180,000

　　　　　　　受取負担金 180,000 180,000

　　　　⑦　雑収益 202,328 202,328

　　　　　　　受取利息 66,166 66,166

　　　　　　　広告収入 60,000 60,000

　　　　　　　雑収益 76,162 76,162

　　　　　経常収益計 61,682,325 1,111,402 62,793,727

　　(2)　経常費用

　　　①　事業費 56,755,073 56,755,073

　　　　　　給料手当 29,458,317 29,458,317

　　　　　　臨時雇賃金 2,973,802 2,973,802

　　　　　　法定福利費 4,709,222 4,709,222

　　　　　　賞与引当金繰入額 1,533,755 1,533,755

　　　　　　退職給付費用 505,164 505,164

　　　　　　福利厚生費 34,381 34,381

　　　　　　旅費交通費 344,336 344,336

　　　　　　通信運搬費 1,161,328 1,161,328

　　　　　　消耗品費 432,222 432,222

　　　　　　修繕費 0 0

　　　　　　印刷製本費 965,932 965,932

　　　　　　光熱水料費 0 0

　　　　　　賃借料 3,023,720 3,023,720

　　　　　　保険料　　　　 71,070 71,070

　　　　　　諸謝金 5,679,863 5,679,863

　　　　　　租税公課 2,812,600 2,812,600

　　　　　　支払負担金 113,760 113,760

　　　　　　支払助成金 0 0

　　　　　　支払寄付金 0 0

　　　　　　委託費 1,970,430 1,970,430

　　　　　　職員研修費 23,850 23,850

　　　　　　食糧費 76,800 76,800

　　　　　　手数料 842,754 842,754

　　　　　　燃料費 21,767 21,767

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計科     目

　　　②　管理費 1,111,402 1,111,402

　　　　　　給料手当 800,784 800,784

　　　　　　法定福利費 128,159 128,159

　　　　　　賞与引当金繰入額 80,723 80,723

　　　　　　退職給付費用 26,587 26,587

　　　　　　会議費 3,162 3,162

　　　　　　旅費交通費 14,837 14,837

　　　　　　通信運搬費 6,750 6,750

　　　　　　賃借料 0 0

　　　　　　手数料 50,400 50,400

　　　　　経常費用計 56,755,073 1,111,402 57,866,475

　　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 4,927,252 0 4,927,252

　　　　　評価損益等計　　　　　　 0 0 0

　　　　　当期経常増減額 4,927,252 0 4,927,252

  ２．経常外増減の部

　  (1)　経常外収益

　　　　   退職給付引当金戻入額 0 0 0

　　　　経常外収益計　　　　　 0 0 0

　　(2)　経常外費用

　　　　   固定資産除却損 0 0 0

　　　　   指定正味財産への振替額 0 0 0

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　　当期経常外増減額　　 0 0 0

　　　　　　当期一般正味財産増減額　　 4,927,252 0 4,927,252

　　　　　　一般正味財産期首残高　　 37,870,524

　　　　　　一般正味財産期末残高 42,797,776

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　基本財産運用益 2,186,106 0 2,186,106

　　　　　基本財産受取利息 2,186,106 0 2,186,106

　　　　一般正味財産からの振替額 0 0 0

　　　　一般正味財産への振替額 △ 2,186,106 0 △ 2,186,106

　　　　　　当期指定正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　指定正味財産期首残高　　 250,610,000

　　　　　　指定正味財産期末残高 250,610,000

Ⅲ　正味財産期末残高 293,407,776
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　１．流動資産

　　　　　現金預金 37,602,466 30,158,565 7,443,901

　　　　　未収金 13,976,017 12,529,576 1,446,441

　　　　　仮払金 0 0 0

　　　　　貯蔵品 5,600 8,500 △ 2,900

　　　　流動資産合計 51,584,083 42,696,641 8,887,442

　２．固定資産

　（１）基本財産

　　　　　定期預金 539,000 539,000 0

　　　　　投資有価証券 251,303,600 251,529,820 △ 226,220

　　　　基本財産合計 251,842,600 252,068,820 △ 226,220

　（２）特定資産

　　　　　退職給付引当資産 3,121,211 7,826,150 △ 4,704,939

　　　　　特定資産合計 3,121,211 7,826,150 △ 4,704,939

　（３）その他固定資産

　　　　　什器備品 1 1 0

　　　　その他固定資産合計 1 1 0

　　　　固定資産合計 254,963,812 259,894,971 △ 4,931,159

　      資産合計 306,547,895 302,591,612 3,956,283

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　　　未払金 6,144,061 8,162,155 △ 2,018,094

　　　　　未払費用 262,536 197,717 64,819

　　　　　預り金 457,133 456,205 928

　　　　　賞与引当金 1,614,478 1,415,251 199,227

　　　　　未払消費税等 1,540,700 1,290,300 250,400

　　　　流動負債合計 10,018,908 11,521,628 △ 1,502,720

  ２.固定負債

　　　    退職給付引当金 3,121,211 2,589,460 531,751

        固定負債合計 3,121,211 2,589,460 531,751

　　　　負債合計 13,140,119 14,111,088 △ 970,969

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　　　　指定正味財産合計 250,610,000 250,610,000 0

　　　（うち基本財産への充当額） (250,610,000) (250,610,000) (0)

　２．一般正味財産 42,797,776 37,870,524 4,927,252

　　　（うち基本財産への充当額） (1,232,600) (1,458,820) (△ 226,220)

　　　　　正味財産合計 293,407,776 288,480,524 4,927,252

　　　　　負債及び正味財産合計 306,547,895 302,591,612 3,956,283

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科     目
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 手許保管 運転資金として 19,551

郵便貯金 ゆうちょ銀行 運転資金として 570,315

普通預金 山梨中央銀行湯村支店 運転資金として 27,526,498

普通預金 山梨中央銀行湯村支店 サポーター活動費として 865,000

定期預金 山梨中央銀行湯村支店 運転資金として 8,621,102

未収金 13,976,017

山梨県 業務に係る委託料 13,976,017

貯蔵品 切手 5,600

流動資産合計 51,584,083

（固定資産）

　基本財産

定期預金 山梨中央銀行甲府駅前支店 公益目的保有財産であり運用益を公益目的事業に使用している 539,000

投資有価証券 第１５３回利付国債２０年 公益目的保有財産であり運用益を公益目的事業に使用している 101,913,760

第１７９回利付国債２０年 公益目的保有財産であり運用益を公益目的事業に使用している 98,662,622

第4‐4回静岡県公債10年 公益目的保有財産であり運用益を公益目的事業に使用している 50,727,218

　特定資産

退職給付引当資産 普通預金

山梨中央銀行湯村支店 職員に対する退職金の支払いに備えたもの 3,121,211

その他固定資産

什器備品 プリンター 公益目的事業に使用している 1

固定資産合計 254,963,812

　資産合計 306,547,895

（流動負債）

未払金 6,144,061

山梨県 業務に係る委託料戻出金 4,785,869

職員 3月分給料 156,898

職員 3月分臨時雇賃金 328,101

日本年金機構甲府年金事務所 3月分社会保険料 323,483

職員・山梨県行政書士会 3月分旅費交通費 4,366

NTTファイナンス(株)他 3月分通信運搬費 66,108

富士フイルムBIJ(株)他 3月分賃借料 174,776

(株)山梨中央銀行他 3月分手数料 17,380

㈱ニュースコム 1～3月分消耗品費 11,180

㈱ビーボーン他 3月分委託費 148,500

山梨県行政書士会 3月分諸謝金 127,400

未払費用 日本年金機構甲府年金事務所 賞与引当金に係る社会保険料 262,536

預り金 457,133

職員 3月分社会保険料 315,633

職員 源泉所得税 141,500

賞与引当金 職員 職員に対する賞与の支払いに備えたもの 1,614,478

未払消費税等 甲府税務署 消費税納付額 1,540,700

流動負債合計 10,018,908

（固定負債）

退職給付引当金 職員 職員に対する退職金の支払いに備えたもの 3,121,211

固定負債合計 3,121,211

　負債合計 13,140,119

　正味財産 293,407,776

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 継続事業の前提に関する注記 

    該当なし。 

 

２ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    最終仕入原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    定額法によっている。 

（４）引当金の計上基準 

    賞与引当金・・・夏期賞与要支給額に係る当期末相当金額を計上している。 

退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

（５）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

３  会計方針の変更 

該当なし。 

 

４ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

        基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                     （単位：円） 

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高 

基 本 財 産     

投 資 有 価 証 券 251,529,820 84,998 311,218 251,303,600 

定 期 預 金 539,000 0 0 539,000 

小 計 252,068,820 84,998 311,218 251,842,600 

特 定 資 産     

退職給付引当資産 7,826,150 538,233 5,243,172 3,121,211 

小 計 7,826,150 538,233 5,243,172 3,121,211 

合 計 259,894,970 623,231 5,554,390 254,963,811 
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５ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

科      目 当期末残高 
（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基 本 財 産     

投 資 有 価 証 券 251,303,600 (250,071,000) (1,232,600) 0 

定 期 預 金 539,000 (539,000) 0 0 

小 計 251,842,600 (250,610,000) (1,232,600) 0 

特 定 資 産    0 

退職給付引当資産 3,121,211 0 0 (3,121,211) 

小 計 3,121,211 0 0 (3,121,211) 

合 計 254,963,811 (250,610,000) (1,232,600) (3,121,211) 

 

６ 担保に供している資産 

        該当なし。 

 

７ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

      固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。 

                                                                    （単位：円） 

科 目 取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高 

什 器 備 品 239,532 239,531 1 

合      計 239,532 239,531 1 

 

８ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

      債権の債権金額、貸倒引当金の当期残高及び当該債権の当期末残高、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 債 権 金 額 貸倒引当金の当期末残高 債 権 の 当 期 末 残 高 

未 収 金 13,976,017 0 13,976,017 

合      計 13,976,017 0 13,976,017 

 

９ 債務保証等の偶発債務 

    該当なし。 

 

10 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

    満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

科 目 帳 簿 価 額 時    価 評 価 損 益 

第 １ ５ ３ 回 利 付 国 債 101,913,760 91,900,000 △10,013,760 

第 １ ７ ９ 回 利 付 国 債 98,662,622 68,950,000 △29,712,622 

第 ４ － ４ 回 静 岡 県 公 債 50,727,218 45,500,000 △5,227,218 

合      計 251,303,600 206,350,000 △44,953,600 
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11 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。  

 （単位：円） 

補 助 金 等 の 名 称 交 付 者 
前 期 末 

残 高 

当 期 

増 加 額 

当 期 

減 少 額 

当期末 

残 高 

貸借対照表 

上 の 記 載 

区 分 

助 成 金 等       

多 文 化 共 生 研 修 

助 成 金 

 

 

 

地 域 国 際 化 協 会 

連 絡 協 議 会 研 修 

助 成 金 

 

 

（ 一 財 ）

自 治 体

国 際 化

協 会 

 

地 域 国

際 化 協

会 連 絡

協 議 会 

 

 

0 

 

 

  

 

0 

 

 

 

 

 

 

29,200 

 

 

 

 

34,834 

 

 

 

   

 

 

29,200 

 

 

 

 

34,834 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

小 計  0 64,034 64,034 0  

合 計  0 64,034 64,034 0  

  

12 基金及び代替基金の増減額及びその残高 

    該当なし。 

 

13 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

内 容 金 額 

経 常 収 益 へ の 振 替 額  

 基 本 財 産 受 取 利 息 2,186,106 

合      計 2,186,106 

  

 

14 関連当事者との取引の内容 

該当なし。 

 

15 重要な後発事象 

該当なし。 

 

16 その他  

該当なし。 

 

-134-



 
 

令 和 ８ 年 度 公 益 財 団 法 人 山 梨 県 国 際 交 流 協 会 事 業 計 画 書  

事  業  計  画  

 

基本方針 

県民が主体となった国際交流、国際協力等の推進を図り、もって世界に開かれた山梨づくりに寄与する

ことを目的として事業を実施する。 

 

事業実施計画 

１ 会議の開催 

  協会の適正な管理運営を図るため、次のとおり会議を開催する。 

（１） 理 事 会  ３回 

（２） 評議員会  １回    

 

２ 多文化共生の社会づくりに関する事業    

（１） 情報収集提供事業 

① 国際交流・多文化共生情報発信強化事業 

② 国際関係書籍等の整備 

③ 協会機関誌「YIA Newsletter」の発行 

（２） 相談事業 

① やまなし外国人相談支援センターの運営 

② 外国人地域生活サポーター設置事業 

（３） 人材育成事業 

① 国際交流・多文化共生人材バンクの運営 

（４） 多文化共生推進事業 

① 地域日本語教育推進事業 

② 市町村日本語教室の運営 

③ 災害時外国人支援体制強化事業 

④ 多文化共生地域づくり推進事業 

⑤ 民間団体との連携事業 

⑥ 多文化共生アウトリーチ事業 

⑦ 県民の日記念行事「多文化ふれあい広場」開催事業 

 

３ 国際交流に関する事業 

（１） 国際親善交流事業 

① 姉妹友好地域等交流促進事業 

② やまなし国際フェスタ開催事業 

（２） 国際交流推進事業 

① 国際交流・多文化共生センターの運営 

② 市町村国際交流協会等連絡会の開催 

 

４ 国際協力に関する事業 

（１） 国際協力推進事業 

① 国際協力普及啓発事業 

② グローバル支援事業 
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５ 国際理解に関する事業 

（１） 国際理解促進事業 

① グローバルマインド養成事業 

② 国際交流・国際理解のための高校生の主張大会 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1)　経常収益

　　　　①　基本財産運用益 1,959,000 1,959,000 0

　　　　　　　　基本財産受取利息 1,959,000 1,959,000 0

　　　　②　特定資産運用益 6,000 1,000 5,000

　　　　　　　　特定資産受取利息 6,000 1,000 5,000

　　　　③　受取会費 250,000 270,000 △ 20,000

　　　　　　　　賛助会員受取会費 250,000 270,000 △ 20,000

　　　　④　受取委託費 65,641,000 67,679,000 △ 2,038,000

　　　　　　　　国際交流・多文化共生センター運営業務委託 28,362,000 31,300,000 △ 2,938,000

　　　　　　　　外国人相談支援センター運営業務委託 21,205,000 20,179,000 1,026,000

　　　　　　　　地域日本語教育推進事業委託 10,757,000 11,700,000 △ 943,000

　　　　　　　　市町村日本語教室運営業務委託 4,617,000 4,500,000 117,000

　　　　　　　　多文化ふれあい広場開催業務委託 700,000 0 700,000

　　　　⑤　受取負担金 180,000 180,000 0

　　　　　　　　受取負担金 180,000 180,000 0

　　　　⑥　雑収益 116,000 71,000 45,000

　　　　　　　　受取利息 66,000 16,000 50,000

　　　　　　　　広告収入 50,000 55,000 △ 5,000

　　　　　　　　雑収益 0 0 0

　　　　　経常収益計 68,152,000 70,160,000 △ 2,008,000

　　(２)　経常費用

　　　　①　事業費 67,038,000 69,000,000 △ 1,962,000

　　　　　　　　給料手当 31,328,000 31,000,000 328,000

　　　　　　　　臨時雇賃金 2,101,000 2,420,000 △ 319,000

　　　　　　　　法定福利費 5,018,000 5,030,000 △ 12,000

　　　　　　　　退職給付費用 505,000 750,000 △ 245,000

　　　　　　　　福利厚生費 85,000 85,000 0

　　　　　　　　旅費交通費 1,032,000 1,230,000 △ 198,000

　　　　　　　　通信運搬費 1,795,000 2,040,000 △ 245,000

　　　　　　　　消耗什器備品費 0 0 0

　　　　　　　　消耗品費 1,172,000 1,243,000 △ 71,000

　　　　　　　　修繕費 80,000 80,000 0

　　　　　　　　印刷製本費 1,984,000 1,980,000 4,000

　　　　　　　　光熱水料費 0 0 0

　　　　　　　　賃借料 4,402,000 4,840,000 △ 438,000

　　　　　　　　保険料　　　　 100,000 71,000 29,000

　　　　　　　　諸謝金 10,250,000 11,180,000 △ 930,000

　　　　　　　　租税公課 3,056,000 3,160,000 △ 104,000

　　　　　　　　支払負担金 135,000 135,000 0

　　　　　　　　支払助成金 100,000 100,000 0

　　　　　　　　委託費 2,200,000 2,060,000 140,000

　　　　　　　　職員研修費 100,000 110,000 △ 10,000

　　　　　　　　食糧費 202,000 102,000 100,000

　　　　　　　　手数料 1,206,000 1,194,000 12,000

　　　　　　　　広告宣伝費 100,000 100,000 0

　　　　　　　　燃料費 87,000 90,000 △ 3,000

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　　　②　管理費 1,114,000 1,160,000 △ 46,000

　　　　　　　　給料手当 879,000 907,000 △ 28,000

　　　　　　　　法定福利費 142,000 147,000 △ 5,000

　　　　　　　　退職給付費用 27,000 40,000 △ 13,000

　　　　　　　　会議費 5,000 5,000 0

　　　　　　　　旅費交通費 20,000 20,000 0

　　　　　　　　通信運搬費 8,000 8,000 0

　　　　　　　　賃借料 0 0 0

　　　　　　　　手数料 33,000 33,000 0

　　　　　経常費用計 68,152,000 70,160,000 △ 2,008,000

　　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

　　　　　　　評価損益等計　　　　　　 0 0 0

　　　　　　当期経常増減額 0 0 0

　２．経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

　　　　　経常外収益計　　　　　 0 0 0

　　(２)　経常外費用

　　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　　当期経常外増減額　　 0 0 0

　　　　　　当期一般正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　一般正味財産期首残高　　 31,677,110 31,677,110 0

　　　　　　一般正味財産期末残高 31,677,110 31,677,110 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　基本財産運用益 2,185,000 2,185,000 0

　　　　　　基本財産受取利息 2,185,000 2,185,000 0

　　　　　一般正味財産への振替額 △ 2,185,000 △ 2,185,000 0

　　　　　　当期指定正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　指定正味財産期首残高　　 250,610,000 250,610,000 0

　　　　　　指定正味財産期末残高 250,610,000 250,610,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 282,287,110 282,287,110 0

-138-



(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1)　経常収益

　　　　①　基本財産運用益 1,959,000 1,959,000

　　　　　　　　基本財産受取利息 1,959,000 1,959,000

　　　　②　特定資産運用益 6,000 6,000

　　　　　　　　特定資産受取利息 6,000 6,000

　　　　③　受取会費 184,000 66,000 250,000

　　　　　　　　賛助会員受取会費 184,000 66,000 250,000

　　　　④　受取委託費 64,593,000 1,048,000 65,641,000

　　　　　　　　国際交流・多文化共生センター運営業務委託 27,314,000 1,048,000 28,362,000

　　　　　　　　外国人相談支援センター運営業務委託 21,205,000 21,205,000

　　　　　　　　地域日本語教育推進事業委託 10,757,000 10,757,000

　　　　　　　　市町村日本語教室運営業務委託 4,617,000 4,617,000

　　　　　　　　多文化ふれあい広場開催業務委託 700,000 700,000

　　　　⑤　受取負担金 180,000 180,000

　　　　　　　　受取負担金 180,000 180,000

　　　　⑥　雑収益 116,000 116,000

　　　　　　　　受取利息 66,000 66,000

　　　　　　　　広告収入 50,000 50,000

　　　　　　　　雑収益 0 0

　　　　　経常収益計 67,038,000 1,114,000 68,152,000

　　(２)　経常費用

　　　　①　事業費 67,038,000 67,038,000

　　　　　　　　給料手当 31,328,000 31,328,000

　　　　　　　　臨時雇賃金 2,101,000 2,101,000

　　　　　　　　法定福利費 5,018,000 5,018,000

　　　　　　　　退職給付費用 505,000 505,000

　　　　　　　　福利厚生費 85,000 85,000

　　　　　　　　旅費交通費 1,032,000 1,032,000

　　　　　　　　通信運搬費 1,795,000 1,795,000

　　　　　　　　消耗什器備品費 0 0

　　　　　　　　消耗品費 1,172,000 1,172,000

　　　　　　　　修繕費 80,000 80,000

　　　　　　　　印刷製本費 1,984,000 1,984,000

　　　　　　　　光熱水料費 0 0

　　　　　　　　賃借料 4,402,000 4,402,000

　　　　　　　　保険料　　　　 100,000 100,000

　　　　　　　　諸謝金 10,250,000 10,250,000

　　　　　　　　租税公課 3,056,000 3,056,000

　　　　　　　　支払負担金 135,000 135,000

　　　　　　　　支払助成金 100,000 100,000

　　　　　　　　委託費 2,200,000 2,200,000

　　　　　　　　職員研修費 100,000 100,000

　　　　　　　　食糧費 202,000 202,000

　　　　　　　　手数料 1,206,000 1,206,000

　　　　　　　　広告宣伝費 100,000 100,000

　　　　　　　　燃料費 87,000 87,000

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計科     目

　　　　②　管理費 1,114,000 1,114,000

　　　　　　　　給料手当 879,000 879,000

　　　　　　　　法定福利費 142,000 142,000

　　　　　　　　退職給付費用 27,000 27,000

　　　　　　　　会議費 5,000 5,000

　　　　　　　　旅費交通費 20,000 20,000

　　　　　　　　通信運搬費 8,000 8,000

　　　　　　　　賃借料 0 0

　　　　　　　　手数料 33,000 33,000

　　　　　経常費用計 67,038,000 1,114,000 68,152,000

　　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

　　　　　　　評価損益等計　　　　　　 0 0 0

　　　　　　当期経常増減額 0 0 0

　２．経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

　　　　　経常外収益計　　　　　 0 0 0

　　(２)　経常外費用

　　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　　当期経常外増減額　　 0 0 0

　　　　　　当期一般正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　一般正味財産期首残高　　 31,677,110

　　　　　　一般正味財産期末残高 31,677,110

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　基本財産運用益 2,185,000 2,185,000

　　　　　　基本財産受取利息 2,185,000 2,185,000

　　　　　一般正味財産への振替額 △ 2,185,000 △ 2,185,000

　　　　　　当期指定正味財産増減額　　 0 0 0

　　　　　　指定正味財産期首残高　　 250,610,000

　　　　　　指定正味財産期末残高 250,610,000

Ⅲ　正味財産期末残高 282,287,110

-140-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 山梨県臓器移植推進財団  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-141-



 

 

  

-142-



 

 

令和７年度公益財団法人山梨県臓器移植推進財団事業報告書 

事    業    報    告 

 

事 業 概 要 

臓器移植に関する知識の普及啓発及び啓蒙を図るとともに、腎臓機能障害者に対して、腎臓移植と腎

臓病に関する知識の普及啓発と腎臓移植に関する事業を行い、山梨県民の医療の向上に資し、もって福

祉の増進に寄与する事を目的として事業を行った。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 臓器移植に関する県民への普及啓発 

（１）各種イベント、県・市町村祭り等でパンフレットの配布や、意思表示カードを設置して臓器移植推進の

啓発活動を行った。 

・5/16   フェスタ看護・・・200 部  

・9/6   八朔祭り（都留ライオンズクラブ）・・・250 部 

・9/23  山県大弐祭（竜王ライオンズクラブ）・・・500 部 

・10/20 免許センター・・・200 部 

・10/25 山梨大学医学部梨医祭・・・300 部 

・11/16 県民の日イベント・・・1,600 部 

 （県民の日イベントにおいて、エコバッグを 1,500 枚作成し配布した。） 

（２）10 月の臓器移植普及推進月間に合わせ、県と協力し普及啓発活動を行った。 

・10/15～10/23 まで、県庁別館、議事堂、甲府駅前の信玄公像、ココリをグリーンにライトアップした。 

・YBS ラジオで告知のためのスポット放送を行った。 

・県公式 X、Facebook、LINE での投稿を行った。 

（３）県内の新成人に対し、各市町村を通して意思表示説明用リーフレットの配布を行った。（甲府市以外約

6,500 部） 

（４）関連病院、各市町村、警察署、保健所にポスター、リーフレット、パンフレット等を配布した。 

（５）県内の高等学校及び支援学校にポスターを配布した。 

 

２ 移植希望者に対する組織適合検査費助成と登録手続き支援 

（１）献腎移植希望登録者 3 名に対し、HLA 検査費 20,000 円の助成と登録手続き支援を行った。 

 

３ 献腎及び臓器移植の体制の整備 

（１）移植医療地域推進会議を開催した。 

・7/16 第１回移植医療地域推進会議 

   〈内容〉 

     令和 7 年度事業計画及び予算について 

     山梨県内の腎臓移植の現状について（山梨大学医学部泌尿器科 准教授 澤田智史先生） 

・2/19 第 2 回移植医療地域推進会議 

   〈内容〉 

     令和 7 年度事業報告及び決算報告 

     次年度に向けて 

     2025 年度臓器提供状況について 
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（２）10/23 院内臓器提供情報担当者研修会を開催した。 

   〈内 容〉 

     「臓器移植コーディネーターの役割」  

講師 山梨県臓器移植コーディネーター 小林真澄 様 

     「重症患者における初期対応とメディエーターの視点」 

                        講師 山梨県立中央病院患者支援センター 看護師長 

                             入院時重症患者対応メディエーター 深澤智美 様 

（３）11/22 透析施設スタッフ及びライオンズクラブメンバーを対象とした「山梨県臓器移植に関する研修会」

を主催し、参加者に修了証書を授与し相談員として委嘱した。 

   〈内 容〉 

      「献腎移植希望登録から移植に至るまで（Zoom にて）」     

講師 日本臓器移植ネットワーク 

コーディネーター 金山 愛 様 

     「県内における献腎移植の症例について」   

講師 山梨大学医学部泌尿器科 准教授 澤田智史 先生 

（4）医療機関を対象とした院内研修会を開催した。 

  ・10/8 白根徳洲会病院職員研修会 

 〈内 容〉 

 「腎不全治療のひとつ、腎移植を知っておきましょう」 

講師 山梨大学医学部泌尿器科 准教授 澤田智史 先生 

 

４ 会議の開催 

（１）5 月 27 日 理事会開催  6 月 12 日 評議員会開催 

    ・議 案  令和 6 年度事業報告 承認の件 

令和 6 年度決算報告 承認の件 

理事及び評議員の選任について 

   2 月 20 日 理事会開催  3 月 4 日 評議員会開催 

    ・議 案  令和 8 年度事業計画（案） 承認の件 

令和 8 年度予算書（案） 承認の件 

附属明細書の作成について 

（２）必要に応じて、打ち合わせ等の事務局会議を行った。 

 

５ 臓器提供時の対処 

（１）令和 7 年度は、腎臓提供は 0 件だった。腎臓移植は 1 件あったが県外からの提供だったため献腎に

関する事業は行わなかった。 
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理 事 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事           項 

第 １ 回 令和７年 ５月２７日 

１ 令和６年度事業報告及び決算報告について 

２ 理事及び評議員の選任について 

３ 評議員会開催について 

第 ２ 回 令和８年 ２月２０日 

１ 令和８年度事業計画及び収支予算について 

２ 附属明細書の作成について 

３ 評議員会開催について 

 

評 議 員 会 議 決 事 項 

回        数 開  催  年  月  日 議           決            事           項 

第 １ 回 令和７年 ６月１２日 
１ 令和６年度事業報告及び決算報告について 

２ 理事及び評議員の選任について 

第 ２ 回 令和８年 ３月 ４日 
１ 令和８年度事業計画及び収支予算について 

２ 附属明細書の作成について 

 

役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

理 事 渡 辺 和 廣 5. 6.13 理事長 理 事 中 澤 一 浩 7. 6.12 理事長 

〃 井 上 弘 之 5. 6.13 副理事長 〃 植 村 武 彦 7. 6.12 副理事長 

〃 土 橋  亨 5. 6.13 副理事長 〃 土 橋  亨 7. 6.12 副理事長 

〃 中 野  真 6. 6.11  〃 中 野  真 7. 6.12  

〃 岩 佐  敏 5. 6.13  〃 岩 佐  敏 7. 6.12  

〃 三 井 貴 彦 5. 6.13  〃 三 井 貴 彦 7. 6.12  

〃 松 田 昌 樹 6. 6.11  〃 松 田 昌 樹 7. 6.12  

〃 岩 瀬 史 明 5. 6.13  〃 岩 瀬 史 明 7. 6.12  

〃 澤 田 智 史 5. 6.13  〃 澤 田 智 史 7. 6.12  

〃 中 島 政 一 5. 6.13  〃 中 島 政 一 7. 6.12  

〃 髙 橋 和 也 5. 6.13  〃 髙 橋 和 也 7. 6.12  

〃 日 向  恵 5. 6.13  〃 渡 辺  愛 7. 6.12  

〃 小 林 真 澄 5. 6.13  〃 小 林 真 澄 7. 6.12  

〃 髙 添 正 彦 5. 6.13  〃 髙 添 正 彦 7. 6.12  

〃 中 澤 一 浩 5. 6.13  〃 平 賀 新 也 7. 6.12  

〃 深 澤 英 夫 6. 6.11  〃 内 田 宗 英 7. 6.12  

〃 村 松 滝 夫 6. 6.11  〃 田 野 倉 博 史 7. 6.12  

〃 田 野 倉 博 史 5. 6.13  監 事 清 水 康 邦 6. 6.11  

監 事 清 水 康 邦 6. 6.11    〃 塚 田 忠 久 5. 6.13  

〃 塚 田 忠 久 5. 6.13      
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評議員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

評議員 山 下 晴 夫 5. 6.13 評議員長 評議員 山 下 晴 夫 5. 6.13 評議員長 

〃 土 屋 幸 治 5. 6.13  〃 土 屋 幸 治 5. 6.13  

〃 神 宮 寺 禎 巳 5. 6.13  〃 神 宮 寺 禎 巳 5. 6.13  

〃 飯 田 良 直 5. 6.13  〃 飯 田 良 直 5. 6.13  

〃 小 嶋 裕 一 郎 5. 6.13  〃 小 嶋 裕 一 郎 5. 6.13  

〃 田 邉 信 明 5. 6.13  〃 田 邉 信 明 5. 6.13  

〃 原 口 和 貴 5. 6.13  〃 原 口 和 貴 5. 6.13  

〃 秋 山 大 一 郎 5. 6.13  〃 秋 山 大 一 郎 5. 6.13  

〃 小 尾  武 5. 6.13  〃 小 尾  武 5. 6.13  

〃 山 田 栄 一 5. 6.13  〃 山 田 栄 一 5. 6.13  

〃 齋 藤 一 三 5. 6.13  〃 齋 藤 一 三 5. 6.13  

〃 佐 藤  隆 5. 6.13  〃 佐 藤  隆 5. 6.13  

〃 平 賀 新 也 5. 6.13  〃 宮 川 規 男 5. 6.13  

〃 宮 川 規 男 5. 6.13  〃 鈴 木 慎 二 5. 6.13  

〃 鈴 木 慎 二 5. 6.13    〃 深 澤 英 夫 ７. 6.1２  

〃 礒 部 直 也 5. 6.13    〃 礒 部 直 也 5. 6.13  
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益 440,112 213,487 226,625

　　　　　　基本財産受取利息 440,112 213,487 226,625

　　　②　受取会費 255,000 315,000 △ 60,000

　　　③　受取補助金等 1,248,208 1,119,996 128,212

　　　④　受取委託料 4,367,105 4,290,404 76,701

　　　⑤　受取負担金 30,000 40,000 △ 10,000

　　　⑥　受取寄付金 1,833,769 1,649,432 184,337

　　　　　　受取寄付金振替額 253,769 479,432 △ 225,663

　　　　　　受取寄付金 1,580,000 1,170,000 410,000

　　　⑦　雑収益 3,888 977 2,911

　　　経常収益計 8,178,082 7,629,296 548,786

　（２）経常費用

　　　①  事業費 7,227,695 6,802,849 424,846

　　　　　　ＨＬＡ検査料 90,000 120,000 △ 30,000

　　　　　　印刷費支出 41,800 19,250 22,550

　　　　　　通信費 226,304 195,567 30,737

　　　　　　消耗品費 89,130 114,739 △ 25,609

　　　　　　旅費交通費 51,292 64,211 △ 12,919

　　　　　　雑費 24,000 24,000 0

　　　　　　退職給付費用 81,100 80,080 1,020

　　　　　　街頭キャンペーン費支出 306,680 326,325 △ 19,645

　　　　　　車輌使用料負担 240,960 242,710 △ 1,750

　　　　　　交際費 41,792 105,352 △ 63,560

　　　　　　振り込み手数料 36,946 32,338 4,608

　　　　　　給与 4,056,800 3,761,600 295,200

　　　　　　建物使用料 41,536 33,792 7,744

　　　　　　傷害保険料 0 16,500 △ 16,500

　　　　　　法定福利費 736,168 613,674 122,494

　　　　　　福利厚生費 238,128 232,632 5,496

　　　　　　研修会費 282,829 293,299 △ 10,470

　　　　　　普及啓発費 371,350 239,900 131,450

　　　　　　会費 160,000 155,000 5,000

　　　　　　リース料 110,880 110,880 0

　　　　　　減価償却費 0 21,000 △ 21,000

　　  ②  管理費 950,387 826,447 123,940

　　　　　　通信費 115,469 95,658 19,811

　　　　　　消耗品費 1,042 574 468

　　　　　　会議費 125,058 114,133 10,925

　　　　　　給与 328,100 271,400 56,700

　　　　　　旅費交通費 26,085 21,312 4,773

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　　　　　交際費 26,500 16,000 10,500

　　　　　　雑費 12,201 15,412 △ 3,211

　　　　　　建物使用料 10,384 8,448 1,936

　　　　　　退職給付費用 20,275 20,020 255

　　　　　　手数料 2,200 3,355 △ 1,155

　　　　　　事務費 283,073 254,886 28,187

       　　 減価償却費 0 5,249 △ 5,249

　　　経常費用計 8,178,082 7,629,296 548,786

        評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

        評価損益等計 0 0 0

　      当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　固定資産減損損失 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 0 0 0

　      一般正味財産期首残高 38,433,361 38,433,361 0

　      一般正味財産期末残高 38,433,361 38,433,361 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　受取寄付金 300,000 800,000 △ 500,000

　　　特定資産受取利息 3,429 808 2,621

　　　一般正味財産への振替額 △ 253,769 △ 479,432 225,663

　　　　当期指定正味財産増減額 49,660 321,376 △ 271,716

　      指定正味財産期首残高 1,812,213 1,490,837 321,376

　      指定正味財産期末残高 1,861,873 1,812,213 49,660

Ⅲ正味財産期末残高 40,295,234 40,245,574 49,660
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益 352,090 88,022 440,112

　　　　　　基本財産受取利息 352,090 88,022 440,112

　　　②　受取会費 204,000 51,000 255,000

　　　③　受取補助金等 1,248,208 0 1,248,208

　　　④　受取委託料 4,367,105 0 4,367,105

　　　⑤　受取負担金 30,000 0 30,000

　　　⑥　受取寄付金 1,023,182 810,587 1,833,769

　　　　　　受取寄付金振替額 253,769 0 253,769

　　　　　　受取寄付金 769,413 810,587 1,580,000

　　　⑦　雑収益 3,110 778 3,888

　　　経常収益計 7,227,695 950,387 8,178,082

　（２）経常費用

      ①  事業費 7,227,695 0 7,227,695

　　　　　　ＨＬＡ検査料 90,000 0 90,000

　　　　　　印刷費支出 41,800 0 41,800

　　　　　　通信費 226,304 0 226,304

　　　　　　消耗品費 89,130 0 89,130

　　　　　　旅費交通費 51,292 0 51,292

　　　　　　雑費 24,000 0 24,000

　　　　　　退職給付費用 81,100 0 81,100

　　　　　　街頭キャンペーン費支出 306,680 0 306,680

　　　　　　車輌使用料負担 240,960 0 240,960

　　　　　　交際費 41,792 0 41,792

　　　　　　振り込み手数料 36,946 0 36,946

　　　　　　給与 4,056,800 0 4,056,800

　　　　　　建物使用料 41,536 0 41,536

　　　　　　傷害保険料 0 0 0

　　　　　　法定福利費 736,168 0 736,168

　　　　　　福利厚生費 238,128 0 238,128

　　　　　　研修会費 282,829 0 282,829

　　　　　　普及啓発費 371,350 0 371,350

　　　　　　会費 160,000 0 160,000

　　　　　　リース料 110,880 110,880

　　　　　　減価償却費 0 0 0

　　  ②  管理費 0 950,387 950,387

　　　　　　通信費 0 115,469 115,469

　　　　　　消耗品費 0 1,042 1,042

　　　　　　会議費 0 125,058 125,058

　　　　　　給与 0 328,100 328,100

　　　　　　旅費交通費 0 26,085 26,085

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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公益事業会計 法人会計 合計科     目

　　　　　　交際費 0 26,500 26,500

　　　　　　雑費 0 12,201 12,201

　　　　　　建物使用料 0 10,384 10,384

　　　　　　退職給付費用 0 20,275 20,275

　　　　　　手数料 0 2,200 2,200

　　　　　　事務費 0 283,073 283,073

  　　      減価償却費 0 0 0

　　　経常費用計 7,227,695 950,387 8,178,082

        評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

        評価損益等計 0 0 0

　      当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（2）  経常外費用

　　　固定資産減損損失 0 0 0

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 0 0 0

　      一般正味財産期首残高 30,705,303 7,728,058 38,433,361

　      一般正味財産期末残高 30,705,303 7,728,058 38,433,361

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　受取寄付金 300,000 0 300,000

　　　特定資産受取利息 3,429 0 3,429

　　　一般正味財産への振替額 △ 253,769 0 △ 253,769

　　　　当期指定正味財産増減額 49,660 0 49,660

　      指定正味財産期首残高 1,812,213 0 1,812,213

　      指定正味財産期末残高 1,861,873 0 1,861,873

Ⅲ正味財産期末残高 32,567,176 7,728,058 40,295,234
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　（１）現金預金 3,231,107 3,140,820 90,287

　（２）未収金 0 97,366 △ 97,366

　（３）仮払金 0 4 △ 4

　　　　流動資産合計 3,231,107 3,238,190 △ 7,083

　２　固定資産

　（１）基本財産

　     　 定期預金 625,126 625,126 0

　　　　　投資有価証券 35,003,142 35,003,561 △ 419

　　　　基本財産合計 35,628,268 35,628,687 △ 419

　（２）特定資産

　　　　　退職給付引当資産 1,201,970 1,100,595 101,375

　　　　　臓器移植推進事業資産 1,861,873 1,812,213 49,660

　　　　特定資産合計 3,063,843 2,912,808 151,035

　（３）その他固定資産

　　　　　什器備品 1,764,444 1,764,444 0

　　　　　減価償却累計額 △ 1,764,439 △ 1,764,439 0

　　　　その他固定資産合計 5 5 0

　　　　固定資産合計 38,692,116 38,541,500 150,616

　　　　資産合計 41,923,223 41,779,690 143,533

Ⅱ　負債の部

　　　　　未払費用 456,799 431,791 25,008

　　　　　預り金 △ 30,780 1,730 △ 32,510

　　　 流動負債合計 426,019 433,521 △ 7,502

　２　固定負債

　　　　　退職給付引当金 1,201,970 1,100,595 101,375

　 　　固定負債合計 1,201,970 1,100,595 101,375

　　　 負債合計 1,627,989 1,534,116 93,873

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産

 　　　指定正味財産合計 1,861,873 1,812,213 49,660

　　　（うち特定資産への充当額） (1,861,873) (1,812,213) (49,660)

　２　一般正味財産 38,433,361 38,433,361 0

　　　（うち基本財産への充当額） (35,628,268) (35,628,687) (△ 419)

　　　（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)

　　　　　正味財産合計 40,295,234 40,245,574 49,660

　　　　　負債及び正味財産合計 41,923,223 41,779,690 143,533

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科     目

１　流動負債
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 手元保管 運転資金として 140,777

預金 普通預金 運転資金として 1,527,882

  甲府信用金庫 1,527,882

預金 ゆうちょ銀行 運転資金として 1,562,448

流動資産合計 3,231,107

（固定資産）

　基本財産 公益目的保有財産 35,628,268

定期預金 甲府信用金庫 625,126

投資有価証券 35,003,142

　国債372回 みずほ証券 1,003,142

　28回イオン社債 みずほ証券 30,000,000

　9回みずほフィナ みずほ証券 2,000,000

　ンシャルG劣後社債

　5回ソフトバンクG利払 みずほ証券 1,000,000

　繰延期限前償還劣後債

　29回みずほフィナンシャ みずほ証券 1,000,000

　ルG期限前劣後社債

　特定資産 3,063,843

退職給付引当資産 職員の退職金の支払いに備えたもの 1,201,970

  退職給付引当資産 甲府信用金庫 1,201,970

臓器移植推進事業資産 甲府信用金庫 1,861,873

　その他固定資産 5

什器備品 会計ソフト、コピー機、パソコン 1,764,444

減価償却累計額 △ 1,764,439

　什器備品 △ 1,764,439

固定資産合計 38,692,116

　資産合計 41,923,223

（流動負債）

未払費用 3月分の給与、社会保険料 456,799

預り金 △ 30,780

　預り金（源泉） △ 30,780

流動負債合計 426,019

（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 職員の退職金の支払いに備えたもの 1,201,970

　退職給付引当金 1,201,970

固定負債合計 1,201,970

　負債合計 1,627,989

　正味財産 40,295,234

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１現在

貸借対照表科目
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

 

１ 重要な会計方針 

（１）会計基準 

  「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日、平成 21 年 10 月 16 日改正 内閣府公益認定等委員

会）を適用している。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

什器備品・・・定率法によっている。 

ソフトウェア・・・定額法によっている。 

（４）引当金の計上基準 

  退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、就業規則により平成 26 年度より毎年 100,000 円

を積み立てる。 

 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

       基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                                     （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

  投資有価証券 35,003,561 30,000,000 30,000,419 35,003,142 

  定期預金 625,126 0 0 625,126 

合  計 35,628,687 30,000,000 30,000,419 35,628,268 

特定資産     

 退職給付引当資産 1,100,595 101,375 0 1,201,970 

 臓器移植推進事業資産 1,812,213 49,660 0 1,861,873 

    合  計 2,912,808 151,035 0 3,063,843 

 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

科  目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当） 

（うち一般正味財

産からの充当） 

（うち負債に対応

する額） 

基本財産     

  投資有価証券 35,003,142 （0） （35,003,142） （0） 

  定期預金 625,126 （0） （625,126） （0） 

合  計 35,628,268 （0） （35,628,268） （0） 

特定資産     

 退職給付引当資産 1,201,970 （0） （0） （1,201,970） 

 臓器移植推進事業資産 1,861,873 （1,861,873） （0） （0） 

合  計 3,063,843 （1,861,873） （0） （1,201,970） 
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４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

     固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。 

                                                                    （単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

コピー機 442,800 442,799 1 

パソコン 120,330 120,329 1 

パソコン 126,000 125,999 1 

パソコン 160,914 160,913 1 

ＰＣＡ会計ソフト 298,200 298,200 0 

ＰＣＡ会計ソフト 448,200 448,200 0 

パソコン 168,000 167,999 1 

    合  計 1,764,444 1,764,439 5 

 

５  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 

      満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

                  （単位：円） 

     科  目  帳簿価額 時 価 評価損益 

372 回利付国債 1,000,000 912,200 △87,800 

28 回イオン社債 30,000,000 28,860,000 △1,140,000 

9 回みずほフィナンシャル

Ｇ劣後社債 
2,000,000 1,996,600 △3,400 

5 回ソフトバンクＧ利払繰

延期限前償還劣後社債 
1,000,000 1,000,000 0 

29 回みずほフィナンシャ

ルＧ期限前劣後社債 
1,000,000 978,100 △21,900 

      合  計 35,000,000 33,746,900 △1,253,100 

 

６ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及びその残高 

                     （単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

山梨県補助金 

 

山梨県 

 

0 

 

650,000 

 

650,000 

 

0 

― 
助成金 
 

都道府県支援事 
業助成金 

 

（公社）日

本臓器移

植 NW 

0 598,208 598,208 0 

合計  0 1,248,208 1,248,208 0  
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令和８年度公益財団法人山梨県臓器移植推進財団事業計画書 

事   業   計   画 

 

基 本 方 針 

臓器移植に対する県民の理解を深め、一層の定着・推進を図るため、次の事業を行なう。 

 

事 業 実 施 計 画 

１ 臓器移植に関する県民への普及啓発 

（１）意思表示カード、ポスター、パンフレット、広報誌等を各種イベント、県、市町村祭り等で配布し、１０月

の臓器移植普及推進月間においては、グリーンカラーライトアップや県の広報媒体を活用した臓器移

植推進の啓発活動を行う。 

（２）学校教育の中で、「命の尊さ」と「臓器移植」についての講演会や授業を依頼し、児童期から臓器移植

における教育体制をつくる。 

（３）市民公開講座等に積極的に参加、後援し、県民に腎臓病や臓器移植についての周知を図る。 

（４）財団冊子「Tomorrow」の発行や、ホームページにより事業報告等の情報公開、及び臓器移植に関する

情報提供を行う。 

（５）日本臓器移植ネットワークの助成事業を活用し、より充実した普及啓発活動に努める。 

 

２ 臓器提供資料の配布    

（１） 意思表示カード、ポスターの配布（市町村役場、保健所、病院、学校等） 

（２） 新成人への意思表示説明用リーフレットの配布  

（３） パンフレットの配布 

        

３ 移植希望者に対する組織適合検査助成と登録手続き支援 

（１）移植を希望する本人及び家族に相談と説明を行う。 

（２）献腎移植希望者の組織適合検査の助成を行う。 

（３）献腎移植希望者の登録目標   ５名 

（４）移植希望登録の手続きを支援する。 

 

４ 献腎及び臓器移植の体制の整備 

（１）医療関係者に対して、円滑な臓器の提供と移植ができる体制づくりを支援する。 

（２）臓器提供施設及び保健所等の関係者を対象に、臓器移植についての研修会を開催する。 

（３）透析施設スタッフ及び各種団体（ライオンズクラブ等）を対象に、移植希望登録が円滑に行えるよう研修 

会を行ない、研修した者に修了証書を授与し患者の相談員として委嘱する。 

（４）移植希望者に対し、説明会の開催やパンフレット等の配布により、移植に関する情報を提供する。 

（５）県内の臓器移植関係者による地域推進会議を開催し臓器移植の体制整備にかかる情報を交換する。 

 

５ 腎臓提供医療機関並びに献腎移植医療機関との連携 

（１）腎臓提供医療機関並びに腎臓移植医療機関との連絡調整を図るため、必要に応じて連絡会議を開催

する。 

（２）腎臓提供施設に対し、事業内容を説明し理解と協力を得る。また、必要に応じて説明会を開催し、提供

施設スタッフの意識の向上を図る。 

（３）病院を訪問し、臓器移植体制や問題点などの状況を確認するとともに、普及啓発活動を行う。 
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６ 会議の開催 

（１）理事会、評議員会を開催し、事業計画について審議し事業の推進を図る。 

（２）事務局打ち合わせ会議を開き、必要な事項について協議する。 

  

７ 臓器提供時の対処 

（１）臓器提供者への謝意を表して、臓器提供者の遺族に対し、感謝状を贈呈し、香典を送る。 

（提供家族の受け取りの是非や個人情報の取扱については、県臓器移植コーディネーターに確認を 

依頼する。） 

（２）腎臓移植時において、県内臓器提供施設及び臓器摘出チームに対し謝礼する。（県内からの腎臓提

供に限る。） 

 

８ 山梨県臓器移植コーディネーターの設置 

（１）山梨県からの委託を受け山梨県臓器移植コーディネーターを設置し、委託事業の業務内容に沿った 

日常業務及び臓器提供発生時業務を行う。 

    

９ その他 

（１）賛助会員の増員  

（２）法人設立の目標に沿って必要な事業を実施する。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益 650,000 210,000 440,000

　　　　　　基本財産受取利息 650,000 210,000 440,000

　　　②　受取会費 300,000 350,000 △ 50,000

　　　③　受取補助金等 1,150,000 1,150,000 0

　　　④　受取委託料 4,500,000 4,400,000 100,000

　　　⑤　受取負担金 50,000 50,000 0

　　　⑥　受取寄付金 2,000,000 2,000,000 0

　　　　　　受取寄付金振替額 300,000 300,000 0

　　　　　　受取寄付金 1,700,000 1,700,000 0

　　　⑦　雑収益 1,000 1,000 0

　　　経常収益計 8,651,000 8,161,000 490,000

　（２）経常費用

　　　①  事業費 7,656,500 7,216,500 440,000

　　　　　　ＨＬＡ検査料 150,000 150,000 0

　　　　　　印刷費支出 100,000 50,000 50,000

　　　　　　献腎費支出 100,000 100,000 0

　　　　　　通信費 210,000 200,000 10,000

　　　　　　消耗品費 100,000 100,000 0

　　　　　　旅費交通費 60,000 60,000 0

　　　　　　雑費 30,000 25,000 5,000

　　　　　　退職給付費用 80,000 80,000 0

　　　　　　街頭キャンペーン費支出 300,000 300,000 0

　　　　　　車輌使用料負担 230,000 230,000 0

　　　　　　交際費 100,000 100,000 0

　　　　　　振り込み手数料 40,000 30,000 10,000

　　　　　　給与 4,200,000 3,990,000 210,000

　　　　　　建物使用料 40,000 40,000 0

　　　　　　傷害保険料 16,500 16,500 0

　　　　　　法定福利費 780,000 730,000 50,000

　　　　　　福利厚生費 250,000 230,000 20,000

　　　　　　研修会費 250,000 240,000 10,000

　　　　　　普及啓発費 350,000 250,000 100,000

　　　　　　会費 160,000 160,000 0

　　　　　　リース料 110,000 110,000 0

　　　　　　減価償却費 0 25,000 △ 25,000

　　  ②  管理費 994,500 944,500 50,000

　　　　　　印刷費支出 10,000 10,000 0

　　　　　　通信費 120,000 120,000 0

　　　　　　消耗品費 10,000 10,000 0

　　　　　　会議費 150,000 120,000 30,000

　　　　　　給与 342,000 312,000 30,000

　　　　　　旅費交通費 20,000 20,000 0

　　　　　　備品 30,000 30,000 0

　　　　　　交際費 20,000 20,000 0

　　　　　　雑費 10,000 10,000 0

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　　　　　建物使用料 10,000 10,000 0

　　　　　　退職給付費用 20,000 20,000 0

　　　　　　手数料 2,500 2,500 0

　　　　　　事務費 250,000 250,000 0

　　　　　　減価償却費 0 10,000 △ 10,000

　　　経常費用計 8,651,000 8,161,000 490,000

        評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

        評価損益等計 0 0 0

　      当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 0 0 0

　      一般正味財産期首残高 38,430,000 38,430,000 0

　      一般正味財産期末残高 38,430,000 38,430,000 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　受取寄付金 300,000 300,000 0

　　　一般正味財産への振替額 △ 300,000 △ 300,000 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 1,810,000 1,490,000 320,000

　      指定正味財産期末残高 1,810,000 1,490,000 320,000

Ⅲ正味財産期末残高 40,240,000 39,920,000 320,000
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益 520,000 130,000 650,000

　　　　　　基本財産受取利息 520,000 130,000 650,000

　　　②　受取会費 240,000 60,000 300,000

　　　③　受取補助金等 1,150,000 0 1,150,000

　　　④　受取委託料 4,500,000 0 4,500,000

　　　⑤　受取負担金 50,000 0 50,000

　　　⑥　受取寄付金 1,195,700 804,300 2,000,000

　　　　　　受取寄付金振替額 300,000 0 300,000

　　　　　　受取寄付金 895,700 804,300 1,700,000

　　　⑦　雑収益 800 200 1,000

　　　経常収益計 7,656,500 994,500 8,651,000

　（２）経常費用

　　　①  事業費 7,656,500 0 7,656,500

　　　　　　ＨＬＡ検査料 150,000 0 150,000

　　　　　　印刷費支出 100,000 0 100,000

　　　　　　献腎費支出 100,000 0 100,000

　　　　　　通信費 210,000 0 210,000

　　　　　　消耗品費 100,000 0 100,000

　　　　　　旅費交通費 60,000 0 60,000

　　　　　　雑費 30,000 0 30,000

　　　　　　退職給付費用 80,000 0 80,000

　　　　　　街頭キャンペーン費支出 300,000 0 300,000

　　　　　　車輌使用料負担 230,000 0 230,000

　　　　　　交際費 100,000 0 100,000

　　　　　　振り込み手数料 40,000 0 40,000

　　　　　　給与 4,200,000 0 4,200,000

　　　　　　建物使用料 40,000 0 40,000

　　　　　　傷害保険料 16,500 0 16,500

　　　　　　法定福利費 780,000 0 780,000

　　　　　　福利厚生費 250,000 0 250,000

　　　　　　研修会費 250,000 0 250,000

　　　　　　普及啓発費 350,000 0 350,000

　　　　　　会費 160,000 0 160,000

　　　　　　リース料 110,000 0 110,000

　　　　　　減価償却費 0 0 0

　　  ②  管理費 0 994,500 994,500

　　　　　　印刷費支出 0 10,000 10,000

　　　　　　通信費 0 120,000 120,000

　　　　　　消耗品費 0 10,000 10,000

　　　　　　会議費 0 150,000 150,000

　　　　　　給与 0 342,000 342,000

　　　　　　旅費交通費 0 20,000 20,000

　　　　　　備品 0 30,000 30,000

　　　　　　交際費 0 20,000 20,000

　　　　　　雑費 0 10,000 10,000

令和８年度予算実施計画内訳書
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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公益事業会計 法人会計 合計科     目

　　　　　　建物使用料 0 10,000 10,000

　　　　　　退職給付費用 0 20,000 20,000

　　　　　　手数料 0 2,500 2,500

　　　　　　事務費 0 250,000 250,000

　　　　　　減価償却費 0 0 0

　　　経常費用計 7,656,500 994,500 8,651,000

        評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

        評価損益等計 0 0 0

　      当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 0 0 0

　      一般正味財産期首残高 30,744,000 7,686,000 38,430,000

　      一般正味財産期末残高 30,744,000 7,686,000 38,430,000

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　受取寄付金 300,000 0 300,000

　　　一般正味財産への振替額 △ 300,000 0 △ 300,000

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 1,810,000 0 1,810,000

　      指定正味財産期末残高 1,810,000 0 1,810,000

Ⅲ正味財産期末残高 32,554,000 7,686,000 40,240,000
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公益財団法人 

山梨県生活衛生営業指導センター 
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令和７年度公益財団法人山梨県生活衛生営業指導センター事業報告書 

事  業  報  告 

事 業 概 要 

 公益財団法人山梨県生活衛生営業指導センター（以下「当指導センター」という。）は、「生活衛生関係営

業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２年６月３日法律１６４号）」（以下「生衛法」という。）に基

づき、公衆衛生の見地から県民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業（以下「生衛業」と

いう。）について、衛生施設の改善向上、経営の健全化、振興等を通じてその衛生水準の維持向上を図り、

あわせて利用者又は消費者の利益の擁護に資することを目的として事業を実施した。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 相談指導事業 

（１） 相談室運営事業  

当指導センターの経営指導員が常設相談室（当指導センターに併設）及び地区相談室（富士・東部

保健所会議室）を設け、生衛業の相談指導にあたるとともに、税務相談には顧問税理士が相談指導を

実施した。また、生衛業を創業しようとする者等を対象に生衛業創業実務セミナーを開催した。 

      ・総相談指導件数：４８４件 

      ・地区相談室開設回数：６回（５月から１０月まで月１回） 

      ・税務相談室開設回数：１２回（毎月１回） 相談件数７件 

      ・生衛業創業実務セミナー参加者数：７４人（令和７年１２月１６日開催） 

（２） 生活衛生融資事業  

山梨県から当指導センターに委託されている日本政策金融公庫の融資に係る知事推薦を活用し、

生衛業の衛生施設の改善向上、経営の健全化、振興等を図った。 

      ・知事推薦書発行件数：３３件 

      ・公衆浴場業（サウナ営業）に係る意見書：１件 

（３） 経営改善資金融資指導事業 

知事委嘱の生活衛生営業経営特別相談員（２４人）による小規模生衛業の衛生水準の維持向上と

経営の健全化を図るための日本政策金融公庫の融資制度等の活用に努めるとともに、生活衛生営業

経営特別相談員としての能力向上を図るための研修を実施した。 

      ・生活衛生営業経営特別相談員研修会出席者：１８人（令和７年８月２５日開催）  

 

２ 生衛業情報化整備事業 

   当指導センター及び他都道府県指導センターホームページや(公財)全国生活衛生営業指導センター

「生衛業情報ネットワークシステム」を活用し、生衛業の経営の健全化や消費者サービス情報等を提供す

るとともに、当指導センターの相談指導業務に活用した。 

    ・ホームページ改新回数：２回（内容：研修案内、地区相談・経営相談案内、情報公開の更新） 

 

３ 健康福祉対策推進等事業 

   感染症に対する正しい知識と予防法を習得し、生衛業における衛生水準の維持向上を図るとともに、

感染症拡大防止対策を身につける研修を実施した。 

     ・感染症予防と拡大防止対策研修会参加者数：１２０人（令和７年１２月１日開催） 
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４ 生衛業振興事業 

   地域に密着した生衛業の活性化と同業者が共に生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）の活

動に参加することを通じ、地域社会の利便性を向上させるとともに、地域経済の振興を図るための事業を

実施した。 

（１） 生衛業活性化事業 

生衛組合と協力して、生衛業に係る技術、知識、情報などを広く県民に提供するため、新型コロナ

ウイルス感染症の感染状況から感染対策を考慮するなかで、県民の日記念行事に参画して「やまなし

生衛フェア」を開催し、県民への啓発活動を実施した。 

（２） 専門技術者養成事業 

生衛業に携わる者の技術力を高め、応用力を養うため、生衛組合が実施する専門技術の習得に必

要な研修を支援した。 

      ・実施生衛組合：理容業、美容業、各生衛組合 

（３） 後継者育成支援事業 

       後継者の確保を目指して、生衛組合と連携し、次代を担う若者を対象に生衛業への興味と就労意

欲を高める体験学習を例年支援実施している。令和３年度、４年度は、新型コロナウイルス感染症の

流行状況から実施することはできなかったが、令和５年度３名、令和６年度３名、令和７年度３名の実

施があった。 

（４） 生衛組合活性化事業 

生衛組合と保健所等行政機関及び融資機関との情報交換と協議の場を設け、関係機関との連携

を強化して生衛組合の活性化による組織強化を図った。 

・合同会議参加機関：山梨県、甲府市、日本政策金融公庫、生衛組合（令和７年９月１０日開催） 

・衛生水準の確保向上推進会議参加機関：   同    上       （令和７年９月１０日開催） 

     

５ 標準営業約款登録事業 

   生衛法に基づく標準営業約款制度の登録店舗の拡大に努めるとともに、県民への広報活動を行い登

録店舗の利用促進を図った。 

      ・制度普及活動：１１月「標準営業約款登録促進普及月間」開催（ポスター掲示、チラシ配布等） 

     ・新規登録者数：１件 

 

６ クリーニング師等研修事業 

    クリーニング業法の規定によるクリーニング師及び業務従事者の資質の向上を図るための研修等を、

知事の指定を受けて実施した。 

      ・クリーニング師研修等受講者数：２２人 

      ・クリーニング業務従事者講習受講者数：１０人 

 

７ 生衛業景気動向等調査事業 

   県内の生衛業の景気動向、設備投資動向、経営状況等を定期的及び定点的に把握し、生衛業に係

る今後の施策などに活用する目的で（公財）全国生活衛生営業指導センターの受託調査事業を実施し

た。 

      ・調査件数：７０件 
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理事会議決事項 

回    数 開 催 年 月 日 議    決      事     項 

第１回 令和 7 年 6月 5 日 

１ 令和６年度業報告及び決算について 

２ 令和７年度事業に係る借入金の追加について 

３ 役員の任期満了に伴う改選について 

４ 臨時理事会の開催について 

臨 時 令和 7 年 6月 20 日 １ 代表理事、職務執行理事の選定について 

臨 時 令和 7 年 9月 10 日 
１ 令和７年度衛生水準の確保・向上事業について 

２ 臨時評議員会の招集について 

第２回 令和 8 年 3月 11 日 

１ 令和８年度事業計画及び収支予算について 

２ 令和８年度事業に係る短期借入について 

３ 服務規程及び非常勤経営指導員設置規定の改定に

ついて 

４ 旅費規程の改定について 

５ 定時評議員会の開催等について   

 

評議員会議決事項 

回   数 開 催 年 月 日 議     決     事     項 

定 時 令和 7 年 6月 20 日 

１ 令和６年度事業報告及び決算について 

２ 令和７年度事業に係る借入金の追加について 

３ 役員の任期満了に伴う新たな選任について 

４ その他 

臨 時 令和 8 年 3月 11 日 

１ 令和８年度事業計画及び収支予算について 

２ 令和８年度事業に係る短期借入について 

３ 服務規程及び非常勤経営指導員設置規定の改定に

ついて 

４ 旅費規程の改定について 
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役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏       名 就任年月日 備 考 役職名 氏       名 就任年月日 備   考 

理 事 古 屋 育 男 5.6.16 理 事 長 理 事 古 屋 育 男 7.6.20 理 事 長 

 〃 小 野  樹 5.6.16 副理事長  〃 小 野  樹 7.6.20 副理事長 

 〃 松 野  彰 5.6.16   〃  〃 松 野  彰 7.6.20   〃 

 〃 山 田 栄 一 5.6.16   〃  〃 山 田 栄 一 7.6.20   〃 

 〃 深 澤 武 彦 5.6.16 専務理事  〃 深 澤 武 彦 7.6.20 専務理事 

 〃 笹 本 健 次 5.6.16   〃 笹 本 健 次 7.6.20  

 〃 齋 藤 義 一 5.6.16   〃 齋 藤 義 一 7.6.20  

 〃 村 瀬 信 成 5.6.16   〃 村 瀬 信 成 7.6.20  

 〃 輿 水 一 人 5.6.16   〃 輿 水 一 人 7.6.20  

 〃 澤 登 れい子 6.6.20   〃 澤 登 れい子 7.6.20  

監 事 小 倉 恵 一 5.6.16  監 事 小 倉 恵 一 7.6.20  

 〃 白 鳥 泰 彦 5.6.16   〃 白 鳥 泰 彦 7.6.20  

 〃 野 村  寛 6.6.20   〃 野 村 寛 7.6.20  

 

評議員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏     名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備   考 

評議員 末 木 久 公 6.6.20 会 長 評議員 末 木 久 公 6.6.20 会 長 

〃 笹 川  久 6.6.20  〃 笹 川 久 6.6.20  

〃 荻 野 直 樹 6.6.20  〃 荻 野 直 樹 6.6.20  

〃 奥 田 守 一 6.6.20  〃 奥 田 守 一 6.6.20  

〃 渡 邉 敏 夫 6.6.20  〃 渡 邉 敏 夫 6.6.20  

〃 鈴 木 駿 一 6.6.20  〃 鈴 木 駿 一 6.6.20  

〃 雨 宮 一 彦 6.6.20  〃 雨 宮 一 彦 6.6.20  

〃 多 田 勝 6.6.20  〃 多 田 勝 6.6.20  

〃 望 月 国 雄 6.6.20  〃 望 月 国 雄 6.6.20  

〃 大 森 泉 6.6.20  〃 大 森 泉 6.6.20  

〃 齊 藤 洋 平 6.6.20  〃 齊 藤 洋 平 6.6.20  
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益   

　    　基本財産運用益 9,400 879 8,521

　　　　　　基本財産受取利息 9,400 879 8,521

　　　　受取会費 275,000 280,000 △ 5,000

　　　　　　組合分担金 275,000 280,000 △ 5,000

　　　　受取補助金 18,248,085 17,258,000 990,085

　　　　　　対策事業費補助金 14,982,000 15,058,000 △ 76,000

　　　　　　振興事業費補助金 2,200,000 2,200,000 0

1,066,085 0 1,066,085

　　　　受託事業費 1,521,200 2,115,600 △ 594,400

1,384,400 1,895,500 △ 511,100

136,800 220,100 △ 83,300

249,200 77,880 171,320

249,200 77,880 171,320

190,627 108,841 81,786

190,627 108,841 81,786

20,493,512 19,841,200 652,312

　（２）経常費用

　　　　事業費 19,582,381 18,488,729 1,093,652

9,701,914 10,204,216 △ 502,302

1,087,230 1,200,948 △ 113,718

2,192,400 1,349,400 843,000

671,128 630,330 40,798

304,830 270,908 33,922

485,966 538,169 △ 52,203

220,022 219,802 220

1,470,730 1,447,472 23,258

5,000 32,000 △ 27,000

548,427 2,112,987 △ 1,564,560

155,000 96,800 58,200

76,000 23,760 52,240

1,791,000 0 1,791,000

296,560 347,893 △ 51,333

576,174 547,128 29,046

0 △ 533,084 533,084

　　　　　　支払助成金

正 味 財 産 増 減 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目

　　　　　　受託事業費

　　　　　　クリーニング研修等受託費

　　　　標準営業約款登録事業費

            緊急対策事業費補助金

　　　　　　使用料賃借料

　　　　　　標準営業約款登録手数料

　　　　雑収益

　　　　　　雑収入

　　　　経常収益計

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　会議費

　　　　　　委託料

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　納付金

　　　　　　報償費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　光熱水料

　　　　　　減価償却費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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当年度 前年度 増減科     目

1,499,457 973,935 525,522

510,627 537,064 △ 26,437

57,223 63,208 △ 5,985

208,000 192,000 16,000

63,000 58,000 5,000

508,761 0 508,761

1,980 0 1,980

36,000 36,000 0

4,541 9,675 △ 5,134

76,000 64,000 12,000

0 9,589 △ 9,589

3,000 3,660 △ 660

30,325 28,796 1,529

0 △ 28,057 28,057

21,081,838 19,462,664 1,619,174

△ 588,326 378,536 △ 966,862

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益 0 0 0

　（２）経常外費用 0 5 △ 5

0 5 △ 5

　      当期経常外増減額 0 △ 5 △ 5

　      当期一般正味財産増減額 △ 588,326 378,531 △ 966,857

　      一般正味財産期首残高 5,790,145 5,411,614 378,531

　      一般正味財産期末残高 5,201,819 5,790,145 △ 588,326

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 5,000,000 5,000,000 0

　      指定正味財産期末残高 5,000,000 5,000,000 0

Ⅲ正味財産期末残高 10,201,819 10,790,145 △ 588,326

　　　　管理費

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　退職金共済掛金

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　会議費

　　　　　　交際費

　　　　　　使用料賃借料

　　　　固定資産除去損

　　　　当期経常増減額

　　　　経常費用計

　　　　　　支払利息

　　　　　　雑費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    　基本財産運用益 9,400 0 9,400

　　　　　　基本財産受取利息 9,400 0 9,400

　　　　受取会費 0 275,000 275,000

　　　　　　組合分担金 0 275,000 275,000

　　　　受取補助金 17,680,235 567,850 18,248,085

　　　　　　対策事業費補助金 14,414,150 567,850 14,982,000

　　　　　　振興事業費補助金 2,200,000 0 2,200,000

1,066,085 0 1,066,085

　　　　受託事業費 829,000 692,200 1,521,200

692,200 692,200 1,384,400

136,800 0 136,800

249,200 0 249,200

249,200 0 249,200

190,627 0 190,627

190,627 0 190,627

18,958,462 1,535,050 20,493,512

　（２）経常費用

　　　　事業費 19,582,381 19,582,381

9,701,914 9,701,914

1,087,230 1,087,230

2,192,400 2,192,400

671,128 671,128

304,830 304,830

485,966 485,966

220,022 220,022

1,470,730 1,470,730

5,000 5,000

548,427 548,427

155,000 155,000

76,000 76,000

1,791,000 1,791,000

296,560 296,560

576,174 576,174

　　　　標準営業約款登録事業費

　　　　　　役務費

　　　　　　標準営業約款登録手数料

　　　　雑収益

　　　　　　雑収入

　　　　　　光熱水料

　　　　　　使用料賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　　報償費

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目

　　　　　　受託事業費

　　　　　　クリーニング研修等受託費

　　　　　　需用費

　　　　経常収益計

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　緊急対策事業費補助金

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　納付金

　　　　　　支払助成金

　　　　　　減価償却費

　　　　　　委託料

　　　　　　賞与引当金繰入額
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公益事業会計 法人会計 合計科     目

1,499,457 1,499,457

510,627 510,627

57,223 57,223

208,000 208,000

63,000 63,000

508,761 508,761

1,980 1,980

36,000 36,000

4,541 4,541

76,000 76,000

3,000 3,000

30,325 30,325

19,582,381 1,499,457 21,081,838

　　　　当期経常増減額 △ 623,919 35,593 △ 588,326

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益 0 0 0

　（２）経常外費用 0 0 0

0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 △ 623,919 35,593 △ 588,326

　      一般正味財産期首残高 5,790,145

　      一般正味財産期末残高 5,201,819

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　　当期指定正味財産増減額 0

　      指定正味財産期首残高 5,000,000

　      指定正味財産期末残高 5,000,000

Ⅲ正味財産期末残高 10,201,819

　　　　固定資産除去損

　　　　管理費

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　雑費

　　　　　　使用料賃借料

　　　　経常費用計

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　退職金共済掛金

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　会議費

　　　　　　交際費
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　１　流動資産

　　　　現金預金 5,732,796 5,979,488 △ 246,692

　　　　　流動資産合計 5,732,796 5,979,488 △ 246,692

　２　固定資産

　（１）基本財産

　      定期預金 5,000,000 5,000,000 0

　　　　　基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0

　（２）その他固定資産

　　　　什器備品 245,401 458,801 △ 213,400

　　　　ソフトウェア 41,580 124,740 △ 83,160

　　　　　その他固定資産合計 286,981 583,541 △ 296,560

　　　　　固定資産合計 5,286,981 5,583,541 △ 296,560

　　　　　資産合計 11,019,777 11,563,029 △ 543,252

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　　　未払金 96,051 69,449 26,602

　　　　預り金 115,408 127,511 △ 12,103

　　　　賞与引当金 606,499 575,924 30,575

　　　　　流動負債合計 817,958 772,884 45,074

　　　　　負債合計 817,958 772,884 45,074

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産

5,000,000 5,000,000 0

5,000,000 5,000,000 0

　　　（うち基本財産への充当額） (5,000,000) (5,000,000) (0)

　２　一般正味財産 5,201,819 5,790,145 △ 588,326

　　　　　正味財産合計 10,201,819 10,790,145 △ 588,326

　　　　　負債及び正味財産合計 11,019,777 11,563,029 △ 543,252

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科     目

　　　　寄付金

　　　　　指定正味財産合計
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

普通預金 山梨信用金庫本店 運転資金

普通預金 4,238,504

普通預金 681,420

普通預金 812,872

流動資産合計 5,732,796

（固定資産）

基本財産 定期預金 山梨信用金庫本店 5,000,000

その他

固定資産 什器備品 パソコン 公益目的保有財産 245,397

プリンタ 公益目的保有財産 1

紙折機 公益目的保有財産 1

プロジェクター 公益目的保有財産 1

ソフトウエア 公益目的保有財産 41,580

シュレッダー 公益目的保有財産 1

固定資産合計 5,286,981

資産合計 11,019,777

（流動負債）

　　　　　     未払金 甲府年金事務所 ３月分社会保険料 96,051

預り金 甲府年金事務所 ３月分社会保険料 41,906

甲府税務署 源泉所得税 73,502

賞与引当金 職員に対するもの １～３月分の支払いに備えたもの 606,499

流動負債合計 817,958

（固定負債） 0

固定負債合計 0

負債合計 817,958

正味財産 10,201,819

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目

公益目的保有財産であり、運用益を公益
目的事業の財産として使用している
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1

２

　　　賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に　

　　　職員に対する退職金の支給に備えるため、独立行政法人勤労者退職金共済機構の退職金共済

　　　制度に加入しており、支給額の全額を補っているため、退職給付引当金は計上していない。

３

４

５

６

―

―

―

合計 0 18,248,085 18,248,085 0

生活衛生関係営業
対策事業費補助金

山梨県 0 14,982,000

0

14,982,000 0

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照上の

記載区分

ソフトウエア 415,800 374,220 41,580

合　　　計 2,801,340 2,514,359 286,981

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

科　　　目 取 得 価 格 減価償却累計額 当期末残高

(0)合　　　計 5,000,000 (5,000,000) (0)

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

科　　　目 前期末残高
　（うち指定正味財 　（うち一般正味財 　　（うち負債に

　　産からの充当額）

合　　　計 5,000,000 0

　　　帰属する額を計上している。

（１）固定資産の減価償却の方法

（単位：円）

（３）退職給付引当金について

0 0 5,000,000

基本財産

財務諸表に対する注記

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残額は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

什器備品 2,385,540 2,140,139

重要な会計方針

　　　定額法により減価償却をおこなっている。

（２）引当金の計上基準

定期預金 5,000,000 (5,000,000) (0) (0)

当期末残高

245,401

　　産からの充当額） 　　　対応する額）

5,000,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

基本財産

0

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

定期預金 5,000,000

生活衛生関係営業
振興事業費補助金

山梨県 0 2,200,000 2,200,000 0

財務諸表の作成基準

（１）公益法人会計基準（平成２０年４月１１日令和２年５月１５日改正　内閣府公益認定等委員会）

　　　に準拠して作成している。

（４）消費税等の会計処理

　　　税込方式によっている。

生活衛生関係営業経営支
援対策事業費補助金

（公財）全国生
活衛生営業指
導センター

0 1,066,085 1,066,085
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１

２

合　　　計 575,924 606,499 575,924 0 606,499

賞与引当金 575,924 606,499 575,924 0 606,499

引当金の明細
（単位：円）

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

附　属　明　細　書

基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産については、財務諸表の注記２ 基本財産及び特定資産の増減額
及びその残高に記載をしているため、記載を省略する。
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令和８年度公益財団法人山梨県生活衛生営業指導センター事業計画書 

事   業   計   画 

 

基 本 方 針 

 公益財団法人山梨県生活衛生営業指導センター（以下「当指導センター」という。）は、「生活衛生関係営

業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２年６月３日法律１６４号）」（以下「生衛法」という。）に基

づき、公衆衛生の見地から県民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業（以下「生衛業」と

いう。）について、衛生施設の改善向上、経営の健全化、振興等を通じてその衛生水準の維持向上を図り、

あわせて利用者又は消費者の利益の擁護に資することを目的として事業を実施する。 

 

事 業 実 施 計 画 

１ 相談指導事業 

（１） 相談室運営事業  

     当指導センターの経営指導員が常設相談室（当指導センターに併設）及び地区相談室（富士東部

保健所会議室）を設け、生衛業の相談指導にあたるとともに、税務相談には顧問税理士が相談指導

を実施する。       

（２） 生活衛生融資事業  

     山梨県から当指導センターに委託されている日本政策金融公庫の融資に係る知事推薦を活用し、

生衛業の衛生施設の改善向上、経営の健全化、振興等を図る。   

（３） 経営改善資金融資指導事業 

知事委嘱の生活衛生営業経営特別相談員による小規模生衛業の衛生水準の維持向上と経営の

健全化を図るための日本政策金融公庫の融資制度等の活用に努めるとともに、生活衛生営業経営特

別相談員としての能力向上を図るための研修を実施する。 

  

２ 生衛業情報化整備事業 

   当指導センター及び他都道府県指導センターホームページや(公財)全国生活衛生営業指導センター

「生衛業情報ネットワークシステム」を活用し、生衛業の経営の健全化や消費者サービス情報等を提供す

るとともに、当指導センターの相談指導業務に活用する。 

 

３ 健康福祉対策推進事業 

   感染症に対する正しい知識と予防法を習得し、生衛業における衛生水準の維持向上を図るとともに、

感染症拡大防止対策を身につける研修を実施する。 

 

４ 生衛業振興事業 

   地域に密着した生衛業の活性化と同業者が共に生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）の活

動に参加することを通じ、地域社会の利便性を向上させるとともに、地域経済の振興を図るための事業を

実施する。 

（１） 生衛業活性化事業 

    生衛業に対する県民の理解を促進するため、生衛組合と協力して、生衛業に係る技術、知識、情報

などを広く県民に提供するイベント等を開催する。 
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（２） 専門技術者養成事業 

生衛業に携わる者の技術力を高め、応用力を養うため、生衛組合が実施する専門技術の習得に必

要な研修を支援する。 

（３） 後継者育成支援事業 

       後継者の確保につなげるために生衛組合と連携し、次代を担う若者を対象に生衛業への興味と就

労意欲を高める体験学習を支援する。 

（４） 生衛組合活性化事業 

生衛組合と保健所等行政機関及び融資機関との情報交換と協議の場を設け、関係機関との連携

を強化して生衛組合の活性化による組織強化を図る。 

     

５ 標準営業約款登録事業 

   生衛法に基づく標準営業約款制度の登録店舗の拡大に努めるとともに、県民への広報活動を行い登

録店舗の利用促進を図る。 

 

６ クリーニング師等研修事業 

    クリーニング業法の規定によるクリーニング師及び業務従事者の資質の向上を図るための研修等を、

知事の指定を受けて実施する。 

 

７ 生衛業景気動向等調査事業 

   県内の生衛業の景気動向、設備投資動向、経営状況等を定期的及び定点的に把握し、生衛業に係

る今後の施策などに活用する目的で（公財）全国生活衛生営業指導センターの受託調査事業を実施す

る。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益   

　    　基本財産運用益 3,000 500 2,500

　　　　　　基本財産受取利息 3,000 500 2,500

　　　　受取会費 270,000 275,000 △ 5,000

　　　　　　組合分担金 270,000 275,000 △ 5,000

　　　　受取補助金 20,132,000 18,200,000 1,932,000

　　　　　　対策事業費補助金 16,932,000 16,000,000 932,000

　　　　　　振興事業費補助金 2,200,000 2,200,000 0

1,000,000 0 1,000,000

　　　　受託事業費 1,774,500 1,652,000 122,500

1,457,000 1,457,000 0

317,500 195,000 122,500

187,840 296,400 △ 108,560

187,840 296,400 △ 108,560

132,300 58,760 73,540

132,300 58,760 73,540

22,499,640 20,482,660 2,016,980

　（２）経常費用

　　　　事業費 21,285,341 19,748,405 1,536,936

10,968,721 10,950,220 18,501

1,423,601 1,323,225 100,376

2,195,000 1,190,000 1,005,000

702,000 662,000 40,000

303,000 731,000 △ 428,000

356,000 550,000 △ 194,000

225,000 210,000 15,000

1,477,000 1,475,000 2,000

70,000 70,000 0

548,000 2,000,000 △ 1,452,000

1,791,000 1,791,000

160,000 130,000 30,000

143,280 90,400 52,880

65,000 70,000 △ 5,000

219,915 296,560 △ 76,645

637,824 577,118 60,706

0 △ 577,118 577,118

　　　　　　福利厚生費

令 和 ８ 年 度 予 算 実 施 計 画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目

　　　　　　受託事業費

　　　　　　クリーニング研修等受託費

　　　　標準営業約款登録事業費

　　　　　　標準営業約款登録手数料

　　　　雑収益

　　　　　　雑収入

　　　　経常収益計

　　　　　　人件費

　　　　　　緊急対策事業費補助金

　　　　　　雑費

　　　　　　報償費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　光熱水料

　　　　　　使用料賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　　委託料

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　納付金

　　　　　　支払助成金

　　　　　　減価償却費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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当年度 前年度 増減科     目

1,713,797 1,173,940 539,857

577,301 576,327 974

74,926 69,613 5,313

208,000 208,000 0

80,000 80,000 0

510,000 10,000 500,000

10,000 10,000 0

40,000 40,000 0

10,000 10,000 0

100,000 100,000 0

10,000 10,000 0

40,000 40,000 0

20,000 20,000 0

33,570 30,375 3,195

0 △ 30,375 30,375

22,999,138 20,922,345 2,076,793

△ 499,498 △ 439,685 △ 59,813

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益 0 0 0

　（２）経常外費用 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 △ 499,498 △ 439,685 △ 59,813

　      一般正味財産期首残高 5,350,460 5,790,145 △ 439,685

　      一般正味財産期末残高 4,850,962 5,350,460 △ 499,498

Ⅱ指定正味財産増減の部

3,000 500 2,500

        一般正味財産への振替額 △ 3,000 △ 500 △ 2,500

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 5,000,000 5,000,000 0

　      指定正味財産期末残高 5,000,000 5,000,000 0

Ⅲ正味財産期末残高 9,850,962 10,350,460 △ 499,498

　　　　　　会議費

　　　　管理費

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　退職金共済掛金

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　使用料賃借料

　　　　経常費用計

　　　　当期経常増減額

　　　　基本財産運用益

　　　　　　交際費

　　　　　　研修会費

　　　　　　支払利息

　　　　　　雑費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    　基本財産運用益 3,000 0 3,000

　　　　　　基本財産受取利息 3,000 0 3,000

　　　　受取会費 0 270,000 270,000

 　　 　　　組合分担金 0 270,000 270,000

　　　　受取補助金 19,446,203 685,797 20,132,000

　　　　　　対策事業費補助金 16,246,203 685,797 16,932,000

　　　　　　振興事業費補助金 2,200,000 0 2,200,000

1,000,000 0 1,000,000

　　　　受託事業費 887,750 886,750 1,774,500

729,000 728,000 1,457,000

158,750 158,750 317,500

157,840 30,000 187,840

157,840 30,000 187,840

132,300 0 132,300

132,300 0 132,300

20,627,093 1,872,547 22,499,640

　（２）経常費用

　　　　事業費 21,285,341 21,285,341

10,968,721 10,968,721

1,423,601 1,423,601

2,195,000 2,195,000

702,000 702,000

303,000 303,000

356,000 356,000

225,000 225,000

1,477,000 1,477,000

70,000 70,000

548,000 548,000

1,791,000 1,791,000

160,000 160,000

143,280 143,280

65,000 65,000

219,915 219,915

637,824 637,824

0 0

　　　　　　福利厚生費

令 和 ８ 年 度 予 算 実 施 計 画 内 訳 書
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目

　　　　　　受託事業費

　　　　　　クリーニング研修等受託費

　　　　標準営業約款登録事業費

　　　　　　標準営業約款登録手数料

　　　　雑収益

　　　　　　雑収入

　　　　経常収益計

　　　　　　人件費

　　　　　　緊急対策事業費補助金

　　　　　　雑費

　　　　　　報償費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　光熱水料

　　　　　　使用料賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　　委託料

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　納付金

　　　　　　支払助成金

　　　　　　減価償却費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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公益事業会計 法人会計 合計科     目

1,713,797 1,713,797

577,301 577,301

74,926 74,926

208,000 208,000

80,000 80,000

510,000 510,000

10,000 10,000

40,000 40,000

10,000 10,000

100,000 100,000

10,000 10,000

40,000 40,000

20,000 20,000

33,570 33,570

0 0

21,285,341 1,713,797 22,999,138

△ 658,248 158,750 △ 499,498

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益 0 0 0

　（２）経常外費用 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 △ 658,248 158,750 △ 499,498

　      一般正味財産期首残高 5,350,460

　      一般正味財産期末残高 4,850,962

Ⅱ指定正味財産増減の部

3,000 3,000

        一般正味財産への振替額 △ 3,000 △ 3,000

　　　　当期指定正味財産増減額 0

　      指定正味財産期首残高 5,000,000

　      指定正味財産期末残高 5,000,000

Ⅲ正味財産期末残高 9,850,962

　　　　　　会議費

　　　　管理費

　　　　　　人件費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　退職金共済掛金

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　役務費

　　　　　　需用費

　　　　　　使用料賃借料

　　　　経常費用計

　　　　当期経常増減額

　　　　基本財産運用益

　　　　　　交際費

　　　　　　研修会費

　　　　　　支払利息

　　　　　　雑費

　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　賞与引当金戻入額
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令和７年度公益財団法人山梨県緑化推進機構事業報告書 

事   業   報   告 

 

事 業 概 要 

緑化事業の推進と緑化思想の高揚を図り、「緑の募金」による森林整備等を推進することにより、緑豊かな県土づ

くりと国際緑化に寄与することを目的として様々な事業を実施した。 

また、「緑の少年隊山梨県連盟」、「やまなし森づくりコミッション」及び「やまなし森林環境教育・木育推進協議会」

の活動について支援を行った。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 緑化活動の普及啓発に関する事業【公１事業】 

（１）緑化活動普及啓発事業  

①やまなし森づくりコミッション支援事業 

企業､団体等が行う森づくり活動を推進する､「やまなし森づくりコミッション」の活動について、県から

の受託事業（やまなし森づくり支援・促進・普及啓発業務委託）を有効に活用し支援した。 

事業名 事 業 概 要 備 考 

森林整備協定 

締結 

※令和 7 年 1 月 1 日～12 月 31 日 

新規 1 件 

西東京市 

更新 4 件  

㈱ライフドリンクカンパニー、㈱蒼天、㈱コーセー、 

Green Volunteer NANBU 

協定に基づく期間更新 

小金井市教育委員会（1 年間）、ライオン㈱（2 年間） 

 

②森林のフェスティバル開催事業 

山梨県林業まつり実行委員会が開催する森林のフェスティバルに参加し、緑化思想の普及啓発活動

を行った。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

森林のフェスティバ

ル（林業まつり） 

緑化・育樹ポスターコンクール優秀作品の表彰 

国土緑化運動・育樹運動標語優秀作品の表彰 

環境緑化表彰 等 

令和 7 年 10 月 18 日 

小瀬スポーツ公園 

③森林整備普及啓発事業 

8 月11 日の国民の祝日「山の日」の普及啓発活動を行う「やまなしで過ごす「山の日」実行委員会」の

活動を支援した。（トレッキングツアー開催やイベントガイド発刊のほか、平成13 年度に県内で開催した

第52 回全国植樹祭の記念タイムカプセル開封イベントの開催） 

④県民緑化まつり開催 

うるおいとやすらぎのある緑豊かな県土づくりを目的に、「県民緑化まつり」を開催し、県民参加による

緑づくりを実施した。 
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行事名 行 事 概 要 備 考 

県民緑化

まつり 

開催日：令和 7 年 5 月 17 日 

式典会場：身延町立身延中学校 

植樹会場：身延町学校林 ※雨天のため植樹は中止 

参加人数：185 名 

【共催】 

山梨県、身延町 

⑤緑化推進普及啓発事業 

緑化運動ポスターを関係機関に配布し、緑化活動の普及啓発を図った。 

⑥環境緑化表彰事業 

山梨県と共催で、長年にわたり地域緑化の推進や、多くの人の模範となる森づくりを行って

いる個人・団体の功績をたたえ、森林のフェスティバルにおいて表彰を行った。 

⑦樹木医診断活動事業 

日本樹木医会山梨県支部が、貴重な巨樹等の保護育成のために行う、名木の調査診断、樹勢回復指

導・治療保全、各種相談等の活動を支援した。 

（２）青少年等緑化推進事業 

①教職員森林・林業等体験研修会開催事業 

緑の少年隊指導者を含めた県内の教職員に、児童生徒に対する自然学習や森づくり活動の指導方

法、林業・木材産業の知識、木工技術等を習得してもらうなど、学習活動を支援した。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

教職員県産木材研修 

教職員森林・林業 

研修 

開催日：令和 7 年 7 月 31 日（県産木材研修） 

令和 7 年 8 月 7 日（森林･林業研修） 

開催場所：南部町森林組合 

増穂ふるさと自然塾 

参加人数：36 名 

【共催】 

山梨県 

山梨県教育委員会 

②緑の活動だより事業 

各地区から推薦された優れた緑化活動を行う緑の少年隊等の活動内容を掲載した「緑の活動だより」

を発刊するとともに、書面(調書)による審査を実施し表彰を行った。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

「緑の活動だより」の発行 調書の提出：令和 7 年 11 月 

調書の審査：令和 7 年 12 月 

優秀賞 菱山小 緑の少年少女隊 

優良賞 明野小 緑の少年少女隊 

丹波小 緑の少年少女隊 

【共催】 

山梨県 

緑の少年隊山梨県連盟 

③森の教材「くらしと森林」発刊 

県内小学校５年生の社会科の副教材として､私たちの暮らしと森林との関わりや森を守る大切さを解

説した冊子を発刊した。 

事業名 事 業 概 要 備 考 

森の教材 

「くらしと森林」 

発刊部数：8,500 部 

配付先：県内小学校、市町村、図書

館など 360 ヶ所に配付 

【共催】山梨県 

【協力】山梨県教育委員会 

(一財)山梨県森林総合コンサルタント 
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④緑化・育樹運動ポスターコンクール等の開催 

緑化思想の普及啓発を図るため、山梨県と山梨県教育委員会との共催で、緑化・育樹運動ポスタ

ー、標語のコンクールを実施し、優秀作品については、森林のフェスティバルにおいて表彰を行った。 

⑤子ども樹木博士認定事業 

子供たちが樹木の名前を知ることを通じ、森林や自然への関心を深めるとともに、親とのふれあいの

場を提供する事業を実施した。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

子ども樹木

博士の認定 

開催日：令和 7 年 8 月 2 日、8 月 17 日 

開催場所：武田の杜（甲府市）､河口湖フィールドセンター（富士河

口湖町）          

参加人数：親子 11 組 30 名  

【共催】 

山梨県 

 

⑥親子緑の集い開催事業 

親子のふれあいや森林と緑への親しみを深めるため、森林を楽しむ体験や、ドングリなどを活用したリ

ース作りを実施した。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

親子緑の集い 開催日：令和 7 年 7 月 26 日（森の散歩と木工作） 

11 月8、24 日（親子でツリークライミング） 

11 月23 日（クリスマスリース作り） 

開催場所：武田の杜（甲府市） 

参加人数：親子 43 組  92 名 

 

⑦緑の少年隊山梨県連盟支援事業 

緑の少年隊山梨県連盟が行う各種活動と事務局の運営を支援した。連盟は令和7 年12 月末日をも

って解散となり、連盟が担っていた緑の少年隊相互の親善交流や情報交換、指導者の養成等の業務

は、令和8 年度から当機構が所管することとなった。 

⑧森林環境教育・木育支援事業 

子どもたちが森の大切さや木の魅力を学び、森林や木の文化を継承する豊かな心を育むため、やま

なし森林環境教育・木育推進協議会の活動を支援するとともに、県からの委託により同協議会の事務局

運営を行った。 

行事名 行 事 概 要 備 考 

木製玩具等購入支援事業 

木育体験イベント支援事業 

木製玩具等購入支援事業 

まみい・キッズこども園ほか 7 件に補助金交付 

木育体験イベント支援事業 

甲府市保育士会ほか 1 件に補助金交付 
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２ 森林整備等の推進に用いることを目的とする募金活動、および募金活動を行うの

に必要な事業並びに当該募金を財源とした森林整備等の推進に関する事業【公２事

業】 

（１）森林整備公募事業  

各種団体が行う森林整備等の活動を支援し、交付金の交付を行った。 

①地区緑推森林整備事業 

林務環境事務所の区域ごとに置く緑化推進会議が開催する森林・林業体験や研修会・シンポジウム等

の普及啓発活動を支援する事業（（公募したものの応募はなかった） 

②学校林整備・保全推進事業 

ＰＴＡや地域の団体がボランティア活動として行う学校林の整備・保全活動や、児童生徒等が参加して行

う森林・林業や緑への理解を深める活動を支援した。 

③森林環境教育の森整備事業 

児童・生徒が森林環境教育、木育の場として利活用するために行う学校林の設定や再整備に要する経

費を支援した。 

④森づくり活動支援事業 

地域の住民や団体等が主体となり実施する森林整備や、森林整備と一体的に実施する緑化イベント等

の開催、森林環境教育、木育、県産木材の利用促進等の普及啓発、上下流域の連携や山村地域と都市部

の交流促進等の活動を支援した。 

⑤森林ボランティア団体活動支援事業 

森林や緑化に関する普及活動を行うボランティア団体の運営に要する経費を支援した。 

（２）緑化推進公募事業  

各種団体が行う緑化推進等の活動を支援し、交付金の交付を行った。 

①地区緑推緑化推進事業 

各地区緑化推進組織が主催して実施する緑化普及啓発運動等を支援した。 

②緑の少年隊育成事業 

未来の森づくりを担う県下各地域の緑の少年隊の活動を支援した。 

③学校緑化の推進事業 

児童生徒やＰＴＡが主体となって行う、学校内の緑化施設の整備及び維持管理を支援した。 

④地域緑化活動支援事業 

地域住民が主体となって行う地域の緑化推進活動を支援した。 

（３）国際緑化推進事業  

民間団体が海外で実施する緑化推進活動を支援した。 

（４）市町村緑化推進組織活動事業  

市町村緑化推進組織が主催する森林整備や緑化の推進活動を支援した。 

（５）国土緑化推進機構交付金  

「緑の募金による森林整備等の推進に関する法律」（緑の募金法）第18 条に基づき募金の一部を公益社団法
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人国土緑化推進機構に交付した。 

（６）募金資材費  

緑の募金事業の推進を図るため、イベント等で配布する木製グッズなどの啓発資材などを購入した。 

（７）募金活動推進費  

緑の募金の趣旨、募金の使途等を県民に広く周知を図るため、次の広報、啓発活動等を実施した。 

①山日新聞紙面や山梨中央銀行デジタルサイネージを活用し緑の募金をＰＲ 

②緑の募金の実績や、使途報告をまとめたチラシの作成 

③当機構の活動をまとめた機関誌「みどり通信」を発刊 

④多額の「緑の募金」の募金者に対し感謝状を贈呈 

（８）緑化推進事務費  

①地区緑化推進組織が行う広報の実施､募金活動の推進､交付金事務､事業の実施等に関わる経費につい

て支出した。 

②緑の募金運営協議会の開催経費について支出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-187-



理事会議決事項 

回 数 開催年月日 議  決  事  項 

第 1 回 通常 令和 7 年 3 月 10 日 

１ 令和 6 年度 事業報告書について 

２ 令和 6 年度 貸借対照表、正味財産増減計算書、財務諸

表に対する注記、附属明細書及び財産目録について 

３ 定款の一部改正に関する評議員会提出案について 

４ 評議員会の招集について 

決議の省略 令和 7 年 4 月 1 日 代表理事の選任について 

第 1 回 臨時 令和 7 年 9 月 11 日 令和 8 年度 緑の募金事業公募要領について 

第 2 回 通常 令和 7 年 12 月 19 日 

１ 緑の少年隊に関する事業の執行体制の見直しについて 

２ 機構に事務局を設置している団体職員の雇用について 

３ 令和 8 年度 「緑の募金」目標額及び使途計画について   

４ 令和 8 年度 事業計画書について                

５ 収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みにつ

いて 

６ 資産運用方針及び運用手続きについて  

７ 第 4 次経営計画の策定について 

 

評議員会議決事項 

回 数 開催年月日 議  決  事  項 

定時 令和 7 年 3 月 25 日 

１ 令和 6 年度 事業報告書について 

２ 令和 6 年度 貸借対照表、正味財産増減計算書、財務

諸表に対する注記、附属明細書及び財産目録について 

３ 定款の一部改正について 

４ 評議員、役員（理事、監事）の選任について 

 

役員に関する事項 

令和 7 年 4 月 1 日現在 令和 8 年 4 月 1 日現在 

職名 氏名 就任年月日 備考 職名 氏名 就任年月日 備考 

代表理事 鷹野 裕司 7.4.1  代表理事 鷹野 裕司 7.4.1  

理 事 天野 公夫 7.3.25  理 事 天野 公夫 7.3.25  

理 事 江俣 尚厚 7.4.1  理 事 江俣 尚厚 7.4.1  

理 事 原 二士夫 7.3.25  理 事 原 二士夫 7.3.25  

理 事 杉原 廣 7.3.25  理 事 杉原 廣 7.3.25  

理 事 山田 秋津 7.3.25  理 事 山田 秋津 7.3.25  

理 事 金子 景一 7.3.25  理 事 金子 景一 7.3.25  

理 事 高村 里子 7.3.25  理 事 高村 里子 7.3.25  

理 事 藤川 明子 7.3.25  理 事 藤川 明子 7.3.25  

理 事 八巻 信也 7.3.25  理 事 鎌倉 豊秀 8.3.27  

理 事 依田 忠 7.3.25  理 事 依田 忠 7.3.25  

監 事 古屋俊一郎 5.3.22  監 事 古屋俊一郎 5.3.22  

監 事 小澤 浩 6.8.1  監 事 長田 芳樹 8.4.1  

-188-



評議員に関する事項 

令和 7 年 4 月 1 日現在 令和 8 年 4 月 1 日現在 

職名 氏名 就任年月日 備考 職名 氏名 就任年月日 備考 

評議員 小島 良一 5.7.12  評議員 小島 良一 5.7.12  

評議員 帯金 岩夫 5.3.22  評議員 帯金 岩夫 5.3.22  

評議員 齊藤 武彦 7.4.1  評議員 小澤 浩 8.4.1  

評議員 小林富一郎 5.3.22  評議員 蘒原 桂 8.3.27  

評議員 佐藤 敦 5.3.22  評議員 佐藤 敦 5.3.22  

評議員 外川 幸二 6.8.1  評議員 外川 幸二 6.8.1  

評議員 古屋 利枝 5.3.22  評議員 古屋 利枝 5.3.22  

評議員 増田由香子 5.3.22  評議員 増田由香子 5.3.22  

評議員 森澤 昌子 5.3.22  評議員 森澤 昌子 5.3.22  

評議員 山岸 正宜 5.3.22  評議員 山岸 正宜 5.3.22  

評議員 渡邉 晴夫 5.3.22  評議員 渡邉 晴夫 5.3.22  
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（単位：円）

当年度 前年度 増　　　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

　　１、経　常　増　減　の　部１．経常増減の部

(1) 経　常　収　益

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益① 基本財産運用益 17,068,500 15,920,214 1,148,286

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息基本財産受取利息 17,065,337 15,917,089 1,148,248

基本財産運用益振替額 3,163 3,125 38

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益② 特定資産運用益 6,090 601 5,489

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息特定資産受取利息 6,090 601 5,489

③ 事業収益 4,725,100 1,170,400 3,554,700

木育協議会事務局運営業務受託費 1,959,000 1,170,400 788,600

森づくり支援・促進・普及啓発業務受託費 2,766,100 2,766,100

　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益④ 受取補助金等 3,730,000 2,830,000 900,000

　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益緑と水の森林ファンド助成金収入 2,730,000 2,730,000

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　国土緑推助成金収入 100,000 △ 100,000

普及広報促進事業費 1,000,000 1,000,000

⑤ 受取寄付金 46,607,587 49,241,378 △ 2,633,791

　　　　　　⑤緑の募金収入　　　　　　⑤緑の募金収入　　　　　　⑤緑の募金収入緑の募金収入 46,607,587 49,241,378 △ 2,633,791

　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益⑥ 雑収益 772,364 779,593 △ 7,229

　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息受取利息 2,829 178 2,651

くらしと森林発行費用収入 750,000 750,000

　　　　　　　　　受取利息　　　　　　　　　受取利息　　　　　　　　　受取利息　　　　　　　　　受取利息雑収入 19,535 29,415 △ 9,880

経　常　収　益　計 72,909,641 69,942,186 2,967,455

(2) 経　常　費　用

　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費① 事　業　費 65,760,111 58,840,367 6,919,744

役員報酬 3,882,379 3,820,349 62,030

給料手当 3,292,497 2,961,628 330,869

退職給付費用 67,741 67,741

賃金 309,803 △ 309,803

福利厚生費 1,946,715 1,989,522 △ 42,807

旅費交通費 252,562 267,152 △ 14,590

通信運搬費 832,804 591,952 240,852

印刷製本費 3,925,558 4,168,341 △ 242,783

使用料・賃借料 1,013,942 1,714,834 △ 700,892

交付金 43,029,492 36,688,137 6,341,355

委託料 1,738,462 1,444,077 294,385

広報宣伝費 763,260 363,000 400,260

負担金 1,871,000 1,301,320 569,680

損害保険料 82,005 104,373 △ 22,368

消耗品費 837,901 908,224 △ 70,323

燃料費 71,900 73,335 △ 1,435

資材費 1,221,000 1,731,306 △ 510,306

啓発費 33,950 27,980 5,970

会議費 51,140 39,940 11,200

減価償却費 842,504 332,061 510,443

雑費 3,299 3,033 266

正味財産増減計算書
令和７年１月１日から令和７年１２月３１日まで

科　　　             　　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増　　　減科　　　             　　　目

② 管　理　費 9,227,088 9,062,560 164,528

役員報酬 2,090,513 2,057,111 33,402

給料手当 1,772,885 1,594,724 178,161

退職給付費用 36,477 91,582 △ 55,105

賃金 166,819 △ 166,819

福利厚生費 1,048,232 1,071,282 △ 23,050

会議費 43,860 21,060 22,800

旅費交通費 63,142 66,790 △ 3,648

通信運搬費 323,882 241,047 82,835

印刷製本費 341,826 223,039 118,787

消耗品費 119,399 98,842 20,557

修繕費 34,850 227,950 △ 193,100

燃料費 30,815 31,430 △ 615

光熱水費 371,376 389,352 △ 17,976

諸謝金 32,711 46,952 △ 14,241

損害保険料 35,145 44,732 △ 9,587

使用料・賃借料 1,520,917 1,034,985 485,932

租税公課費 50,000 43,790 6,210

負担金 320,050 350,950 △ 30,900

支払手数料 529,650 521,701 7,949

減価償却費 453,657 731,344 △ 277,687

雑費 7,701 7,078 623

経　常　費　用　計 74,987,199 67,902,927 7,084,272

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,077,558 2,039,259 △ 4,116,817

基本財産評価損益等

特定資産評価損

退職給与引当金利子収入

評価損益等計

当期経常増減額 △ 2,077,558 2,039,259 △ 4,116,817

２．経常外増減の部

(1) 経　常　外　収　益

過年度損益修正益 1,946,980 △ 1,946,980

経　常　外　収　益　計 1,946,980 △ 1,946,980

(2) 経　常　外　費　用

固定資産除却損 4 △ 4

経　常　外　費　用　計 4 △ 4

　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額当期経常外増減額 1,946,976 △ 1,946,976

　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額当期一般正味財産増減額 △ 2,077,558 3,986,235 △ 6,063,793

　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高一般正味財産期首残高 71,403,019 67,416,784 3,986,235

　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高一般正味財産期末残高 69,325,461 71,403,019 △ 2,077,558

Ⅱ 指定正味財産増減の部

　　　　　　　　　　　受取寄付金等　　　　　　　　　　　受取寄付金等受取寄付金

基本財産運用益 3,163 2,831 332

基本財産受取利息 3,163 2,831 332

基本財産評価益 866,034 632,129 233,905

基本財産評価損 △ 220,135 220,135

　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額一般正味財産への振替額 △ 3,163 △ 3,125 △ 38

寄付金

基本財産受取利息 △ 3,163 △ 3,125 △ 38

基本財産評価益等

　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額当期指定正味財産増減額 866,034 411,700 454,334

　　　　　　　　　指定正味財産期首残高　　　　　　　　　指定正味財産期首残高指定正味財産期首残高 1,084,453,372 1,084,041,672 411,700

　　　　　　　　　指定正味財産期末残高　　　　　　　　　指定正味財産期末残高指定正味財産期末残高 1,085,319,406 1,084,453,372 866,034

Ⅲ 正味財産期末残高 1,154,644,867 1,155,856,391 △ 1,211,524
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（単位：円）

公１事業 公２事業 小　　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

　　１、経　常　増　減　の　部1 経常増減の部

(1) 経　常　収　益

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益① 基本財産運用益 14,576,500 14,576,500 2,492,000 17,068,500

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息基本財産受取利息 14,573,798 14,573,798 2,491,539 17,065,337

基本財産運用益振替額 2,702 2,702 461 3,163

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益② 特定資産運用益 5,201 5,201 889 6,090

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息特定資産受取利息 5,201 5,201 889 6,090

　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益③ 事業収益 4,725,100 4,725,100 4,725,100

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　木育協議会事務局運営業務受託費 1,959,000 1,959,000 1,959,000

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　森づくり支援・促進・普及啓発業務受託費 2,766,100 2,766,100 2,766,100

　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益④ 受取補助金等 2,730,000 1,000,000 3,730,000 3,730,000

　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益緑と水の森林ファンド助成金収入 2,730,000 2,730,000 2,730,000

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　国土緑推助成金収入

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　普及広報促進事業費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

⑤ 受取寄付金 39,802,880 39,802,880 6,804,707 46,607,587

緑の募金収入 39,802,880 39,802,880 6,804,707 46,607,587

　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益⑥ 雑収益 750,000 750,000 22,364 772,364

　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息受取利息 2,829 2,829

くらしと森林発行費用収入 750,000 750,000 750,000

雑収入 19,535 19,535

経　常　収　益　計 22,786,801 40,802,880 63,589,681 9,319,960 72,909,641

(2) 経　常　費　用

　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費① 事　業　費 25,106,988 40,653,123 65,760,111 65,760,111

役員報酬 2,090,512 1,791,867 3,882,379 3,882,379

給料手当 1,772,883 1,519,614 3,292,497 3,292,497

退職給付費用 36,476 31,265 67,741 67,741

賃金

福利厚生費 1,048,231 898,484 1,946,715 1,946,715

旅費交通費 126,281 126,281 252,562 252,562

通信運搬費 473,294 359,510 832,804 832,804

印刷製本費 894,368 3,031,190 3,925,558 3,925,558

使用料・賃借料 506,971 506,971 1,013,942 1,013,942

交付金 13,242,095 29,787,397 43,029,492 43,029,492

委託料 1,738,462 1,738,462 1,738,462

広報宣伝費 89,760 673,500 763,260 763,260

負担金 1,871,000 1,871,000 1,871,000

損害保険料 82,005 82,005 82,005

消耗品費 623,202 214,699 837,901 837,901

燃料費 20,543 51,357 71,900 71,900

資材費 1,221,000 1,221,000 1,221,000

啓発費 33,950 33,950 33,950

会議費 51,140 51,140 51,140

減価償却費 453,656 388,848 842,504 842,504

雑費 3,299 3,299 3,299

正味財産増減計算書内訳表
令和７年１月１日から令和７年１２月３１日まで

科　　　             　　　目
公益目的事業会計

法人会計 合　　計
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（単位：円）

公１事業 公２事業 小　　計
科　　　             　　　目

公益目的事業会計
法人会計 合　　計

② 管　理　費 9,227,088 9,227,088

役員報酬 2,090,513 2,090,513

給料手当 1,772,885 1,772,885

退職給付費用 36,477 36,477

賃金

福利厚生費 1,048,232 1,048,232

会議費 43,860 43,860

旅費交通費 63,142 63,142

通信運搬費 323,882 323,882

印刷製本費 341,826 341,826

消耗品費 119,399 119,399

修繕費 34,850 34,850

燃料費 30,815 30,815

光熱水費 371,376 371,376

諸謝金 32,711 32,711

損害保険料 35,145 35,145

使用料・賃借料 1,520,917 1,520,917

租税公課費 50,000 50,000

負担金 320,050 320,050

支払手数料 529,650 529,650

減価償却費 453,657 453,657

雑費 7,701 7,701

経　常　費　用　計 25,106,988 40,653,123 65,760,111 9,227,088 74,987,199

△ 2,320,187 149,757 △ 2,170,430 92,872 △ 2,077,558

基本財産評価損益等

特定資産評価損

退職給与引当金利子収入

評価損益等計　　　　　　　　　　　

当期経常増減額 △ 2,320,187 149,757 △ 2,170,430 92,872 △ 2,077,558

2 経　常　外　増　減　の　部

(1) 経　常　外　収　益  

経　常　外　収　益　計

(2) 経　常　外　費　用

経　常　外　費　用　計

　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額当期経常外増減額

　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額当期一般正味財産増減額 △ 2,320,187 149,757 △ 2,170,430 92,872 △ 2,077,558

　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高一般正味財産期首残高 14,967,979 31,300,892 46,268,871 25,134,148 71,403,019

　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高一般正味財産期末残高 12,647,792 31,450,649 44,098,441 25,227,020 69,325,461

Ⅱ 指定正味財産増減の部  

　　　　　　　　　　　受取寄付金等　　　　　　　　　　　受取寄付金等受取寄付金

基本財産運用益 2,702 2,702 461 3,163

基本財産受取利息 2,702 2,702 461 3,163

基本財産評価益 739,593 739,593 126,441 866,034

基本財産評価損

　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額一般正味財産への振替額 △ 2,702 △ 2,702 △ 461 △ 3,163

寄付金

基本財産受取利息 △ 2,702 △ 2,702 △ 461 △ 3,163

基本財産評価益等

　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額当期指定正味財産増減額 739,593 739,593 126,441 866,034

　　　　　　　　　指定正味財産期首残高　　　　　　　　　指定正味財産期首残高指定正味財産期首残高 921,705,986 921,705,986 162,747,386 1,084,453,372

　　　　　　　　　指定正味財産期末残高　　　　　　　　　指定正味財産期末残高指定正味財産期末残高 922,445,579 922,445,579 162,873,827 1,085,319,406

 

Ⅲ 正味財産期末残高 935,093,371 31,450,649 966,544,020 188,100,847 1,154,644,867

評価損益等調整前当期経常増減額
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（単位:円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 57,377,088 57,678,036 △ 300,948

未収金 2,194,148 474,552 1,719,596

前払金 53,409 51,393 2,016

貯蔵品 11,860 20,000 △ 8,140

            流動資産合計 59,636,505 58,223,981 1,412,524

２．固定資産

 (1) 基本財産

投資有価証券 1,084,710,896 1,084,090,985 619,911

普通預金 1,489,576 1,567,676 △ 78,100

            基本財産合計 1,086,200,472 1,085,658,661 541,811

 (2) 特定資産

退職給付引当資産 1,276,376 1,172,158 104,218

定期預金 10,000,000 10,000,000 0

            特定資産合計 11,276,376 11,172,158 104,218

 (3) その他固定資産

車両運搬具 1 1 0

什器備品 746,427 862,288 △ 115,861

ソフトウエア 1,587,301 2,586,101 △ 998,800

預託金 10,460 10,460 0

            その他固定資産合計 2,344,189 3,458,850 △ 1,114,661

            固定資産合計 1,099,821,037 1,100,289,669 △ 468,632

            資産合計 1,159,457,542 1,158,513,650 943,892

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 1,081,769 508,248 573,521

前受金 1,975,000 501,600 1,473,400

預り金 479,530 475,253 4,277

            流動負債合計 3,536,299 1,485,101 2,051,198

２．固定負債

退職給付引当金 1,276,376 1,172,158 104,218

            固定負債合計 1,276,376 1,172,158 104,218

            負債合計 4,812,675 2,657,259 2,155,416

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

地方公共団体出捐金 400,006,000 400,006,000 0

寄附金 685,313,406 685,313,406 0

公共団体出捐金及び寄附金の運用益 0 △ 866,034 866,034

1,085,319,406 1,084,453,372 866,034

（うち基本財産への充当額） ( 1,085,319,406 ) ( 1,084,453,372 ) 866,034

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) 0

２．一般正味財産 69,325,461 71,403,019 △ 2,077,558

（うち基本財産への充当額） ( 881,066 ） ( 1,205,289 ) △ 324,223

（うち特定資産への充当額） ( 10,000,000 ) ( 10,000,000 ) 0

            正味財産合計 1,154,644,867 1,155,856,391 △ 1,211,524

            負債及び正味財産合計 1,159,457,542 1,158,513,650 943,892

令和７年１２月３１日現在

科目

          指定正味財産合計

貸 借 対 照 表
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（単位:円）

場所・物量等 金  額

Ⅰ　資産の部

１．流動資産
預金 普通預金 57,377,088

㈱山梨中央銀行県庁支店  （口座番号0564572） 54,033,164
甲府信用金庫本店営業部  （口座番号0421545） 1,030,233
山梨信用金庫本店　（口座番号1130091） 731,527
山梨県民信用組合本店　（口座番号1316308） 162,775
㈱ゆうちょ銀行 振替口座　（00220-0-99059） 825,762
山梨信用金庫本店　（口座番号1139443） 54,097
三井住友信託銀行本店営業部（口座番号1100537） 60,000
㈱山梨中央銀行県庁支店　（口座番号489983） 479,530

未収金 森林環境教育・木育推進事業交付金返還金等 2,194,148
前払金 労働保険料立替分 53,409
貯蔵品 切手 11,860

59,636,505
２．固定資産 　
(1)基本財産 1,086,200,472

  投資有価証券 1,084,710,896
    第６回　東京電力パワーグリッド社債 20,054,911
    第120回 利付国債 99,866,800
    第120回 利付国債 10,129,718
    第129回 利付国債 99,959,674
    第164回 日本高速道路機構債 100,000,000
    第139回 利付国債 29,918,440
    第95回 日本高速道路機構債 99,915,683

第174回 日本高速道路機構債 99,928,731
    第25回 みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ劣後社債 4,880,235

第9回 利付国債 99,632,508
    第148回 利付国債 10,000,000

第150回 利付国債 10,027,362
第40回 東京電力パワーグリッド社債 95,445,446
第27-5回 京都府債 100,310,985
第88回 東海旅客鉄道㈱無担保普通社債 99,564,267
第192回 利付国債 5,076,136
ノムラグローバルファイナンス仕組債 100,000,000

  預金 普通預金 1,489,576

    ㈱山梨中央銀行県庁支店　（口座番号632700） 1,489,576

(2)特定資産 11,276,376
  預金 普通預金 1,276,376
  ㈱山梨中央銀行県庁支店　（口座番号668011） 1,276,376

預金 定期預金 10,000,000
㈱山梨中央銀行県庁支店　（口座番号49973） 4,000,000
㈱山梨中央銀行県庁支店　（口座番号51833） 2,000,000

山梨信用金庫本店　（口座番号1138792） 4,000,000

  0
(3)その他固定資産 2,344,189

  車両運搬具 公用車 1

什器備品 パソコン、脇机　等 746,427
ソフトウエア 会計ソフト等 1,587,301
預託金 公用車リサイクル料 10,460

1,099,821,037
資産合計 1,159,457,542

固定資産合計

公益目的及び法人管
理に供する財産であ
り、運用益を公益目
的事業及び法人会計
の財源として使用す
る。

  
流動資産合計

公益目的及び法人管
理に供する財産であ
り、運用益を公益目
的事業及び法人会計
の財源として使用す
る。
（共有財産のうち公益
目的事業の財源とし
て使用する財産
85.4%、
管理目的の財源とし
て使用する財産
14.6%)

公益目的保有財産で
あり、元利を貯蓄し、
まとまった時点で有価
証券に投資して運用
益を得る。

退職給付引当資産

金利の大幅な変動に
対処するため積み立
てている。

    

    運転資金
    運転資金
    運転資金
    運転資金

預り金

    運転資金
    運転資金
    運転資金

財　産　目　録
令和７年１２月３１日現在

貸借対照表科目 使用目的等
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（単位:円）

場所・物量等 金  額貸借対照表科目 使用目的等

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 電話料、家賃　等 1,081,769
  前受金 木育協議会事務局運営業務受託費他 1,975,000
  預り金 社会保険料　等 479,530

3,536,299
２．固定負債

退職給付引当金 1,276,376
1,276,376

負債合計 4,812,675

正味財産 1,154,644,867

流動負債合計

固定負債合計
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１　重要な会計方針
　 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　　　　　　･･････････

満期保有目的の債券並びに子会社及び関連会社株式以外の有価証券

   時価のあるもの　　　 ･････ 期末日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価は移動平均法により算定）によっている。

   時価のないもの　　　 ･････ 移動平均法による原価法によっている。

　 (2)　固定資産の減価償却の方法

車両運搬具及び什器備品 ･････ 定額法によっている。

ソフトウェア　　　　　　　　　 ･････ 定額法によっている。

　 (3)　引当金の計上基準

退職給付引当金 ･････ 職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の

自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　 (4)　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位：円）

科　目 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

 普通預金 5,003,163 5,081,263 1,489,576

 投資有価証券 5,723,211 5,103,300 1,084,710,896

小　計 10,726,374 10,184,563 1,086,200,472

特定資産

 退職給付引当資産 104,218 0 1,276,376

 定期預金 0 0 10,000,000

小　計 104,218 0 11,276,376

合　　　計 10,830,592 10,184,563 1,097,476,848

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

 普通預金 ( 1,489,576 ) ( 0 ) 0

 投資有価証券 ( 1,083,829,830 ) ( 881,066 ) 0

小　計 ( 1,085,319,406 ) ( 881,066 ) 0

特定資産

 退職給付引当資産 0 0 ( 1,276,376 )

 定期預金 0 10,000,000 0

小　計 ( 0 ) ( 10,000,000 ) ( 1,276,376 )

合　　　計 ( 1,085,319,406 ) ( 10,881,066 ) ( 1,276,376 )

11,276,376

1,097,476,848

1,489,576

1,084,710,896

1,086,200,472

1,276,376

10,000,000

（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち負債に
対応する額）

当期末残高

11,172,158

（うち一般正味財産
からの充当額）

1,172,158

1,096,830,819

財務諸表に対する注記

前期末残高

1,567,676

1,084,090,985

移動平均法による償却原価法（定額法）によっている。

1,085,658,661

10,000,000
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４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

 基本財産受取利息による振替額 3,163

合　　計 3,163

（単位：円）

内　容 金　額

経常収益への振替額

合　　計 1,084,710,896 1,009,629,000 △ 75,081,896

小　　計 1,084,710,896 1,009,629,000 △ 75,081,896

第192回 利付国債 5,076,136 4,628,500 △ 447,636

ノムラグローバルファイナンス仕組債 100,000,000 63,990,000 △ 36,010,000

第27-5回 京都府債 100,310,985 91,920,000 △ 8,390,985

第88回 東海旅客鉄道㈱無担保普通社債 99,564,267 82,040,000 △ 17,524,267

第150回 利付国債 10,027,362 9,565,000 △ 462,362

第40回　東京電力パワーグリッド社債 95,445,446 87,390,000 △ 8,055,446

第9回 利付国債 99,632,508 97,640,000 △ 1,992,508

第148回 利付国債 10,000,000 9,698,000 △ 302,000

第174回 日本高速道路機構債 99,928,731 98,810,000 △ 1,118,731

第25回　みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ劣後社債 4,880,235 4,571,500 △ 308,735

第139回 利付国債 29,918,440 29,802,000 △ 116,440

第95回 日本高速道路機構債 99,915,683 99,040,000 △ 875,683

第129回 利付国債 99,959,674 101,050,000 1,090,326

第164回 日本高速道路機構債 100,000,000 99,270,000 △ 730,000

第120回 利付国債 99,866,800 100,390,000 523,200

第120回 利付国債 10,129,718 10,040,000 △ 89,718

国内債券

第６回　東京電力パワーグリッド社債 20,054,911 19,784,000 △ 270,911

合　　計 10,727,503 8,393,774 2,333,729

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

什器備品 2,129,969 1,383,542 746,427

ソフトウェア 5,693,380 4,106,079 1,587,301

（単位：円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車両運搬具 2,904,154 2,904,153 1
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1 基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記２に記載している。

2

該当なし。

引当金に関わる明細については、次のとおり。

その他

退職給付引当金 1,172,158 104,218 0 0

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用

1,276,376

附　属　明　細　書

引当金の明細
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令和８年度公益財団法人山梨県緑化推進機構事業計画書 

事   業   計   画 

                      

Ⅰ 基本方針 

「緑の募金で進めよう ＳＤＧｓ」をテーマに募金運動を展開するとともに、事業実施計画  

に基づき緑化思想の普及啓発及び森林整備等の推進を図るほか、山梨県をはじめとした 

関係団体との連携を強化しながら、社会全体で森林や緑を守り、育てていく機運を醸成 

するなど、緑豊かな県土づくり等に寄与することとする。 

 

Ⅱ 事業実施計画 

１ 緑化思想の普及啓発に関する事業【公１事業】 

（1）緑化活動普及啓発事業  

①やまなし森づくりコミッション支援事業 

企業、団体等が行う森づくり活動を推進する「やまなし森づくりコミッション」の活動について、

県からの受託事業（やまなし森づくり支援・促進・普及啓発業務委託）を有効に活用し支援を行

う。 

②森林フェスティバル開催事業 

山梨県林業まつり実行委員会が開催する森林のフェスティバルに参加し、緑化思想の普及啓

発活動を行う。 

③森林整備普及啓発事業 

8 月 11 日の国民の祝日「山の日」の普及活動を行う「やまなしで過ごす「山の日」実行委員

会」の活動を支援する。 

④県民緑化まつり開催事業 

うるおいと安らぎのある緑豊かな県土づくりを目的に「県民緑化まつり」を開催し、県民参加によ

る緑づくりを実施する。 

      （内容）  ・式典会場：富士河口湖町 ※予定 

・植樹会場：同上 

・開 催 日：令和 8 年 5 月１6 日(土) ※予定 

・参加人数：約 400 人 

             ※山梨県、富士河口湖町と共催 

⑤緑化推進普及啓発事業 

県土緑化強調期間にショッピングモール等多くの人が集まる施設で街頭募金活動を展開する

とともに、緑化・育樹ポスターを活用した普及啓発活動を行う。 

⑥環境緑化表彰事業 

長年にわたり地域緑化の推進や、多くの人の模範となる森づくりを行っている個人・団体の功

績を称えて表彰する。 

※ 山梨県と共催 

⑦樹木医診断活動事業 

日本樹木医会山梨県支部が、貴重な巨樹等の保護育成のために行う、名木の調査診断、樹

勢回復指導・治療保全、各種相談等の活動を支援する。 

（2）青少年等緑化推進事業費 

①教職員森林・林業等体験研修会開催事業 

緑の少年隊指導者を含めた県内の教職員に、児童生徒に対する自然学習、森づくり活動の
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指導方法や林業・木材産業の知識、木工技術等を習得してもらうなど学習活動を支援する。 

（内容） ・開催時期：令和 8 年 7～8 月 2 回開催予定 

・開催場所：南部町森林組合(南部町)、増穂ふるさと自然塾(富士川町) 

・募集人数：各 20 名程度 

※ 山梨県、山梨県教育委員会との共催 

②森の教材「くらしと森林」発刊事業 

県内小学校 5 年生の社会科の副教材として、私たちの暮らしと森林との関わりや森を守る大

切さを解説した冊子を発刊する。 

（内容） ・発刊予定部数：約 8,500 部 

・送付先：県内小学校、図書館、市町村等 238 ヶ所 

※山梨県と共催 （協力：(一社）山梨県森林総合コンサルタント） 

③緑化ポスターコンクール等開催事業 

緑化思想の普及啓発のため、緑化・育樹運動ポスター、標語のコンクールを実施する。 

※山梨県、山梨県教育委員会と共催 

④子ども樹木博士認定・親子緑の集い開催事業 

子ども達が森林や自然に興味を持つ一つの手段として、樹木の名前を学ぶ「子ども樹木博士

の認定」事業と、親子で緑に親しむための木工作教室やツリークライミングなどの体験活動を行

う「親子緑の集い」事業を実施する。 

（内容） 

〇子ども樹木博士認定 

・開催時期：令和 8 年 7～8 月 2 回実施予定 

・開催場所：県内の森林公園等 

・募集人数：各回 15 人程度 

※ 山梨県と共催 

〇親子緑の集い 

・開催時期：令和 8 年 8～11 月 3～4 回実施 

・開催場所：武田の杜サービスセンター（甲府市） ※予定 

・募集人数：各回親子 20 組程度 

⑤緑の少年隊活動支援事業 

    緑の少年隊が行う活動の支援や優秀な活動を展開している緑の少年隊を紹介する「緑の活

動だよ り」の配布のほか、活動支援の方策や、指導者養成の方法等について協議を行う「緑の

少年隊活動推進委員会」を新たに設置し、活動の推進向けた方針等を検討する。 

※ 緑の少年隊山梨県連盟が解散し担ってきた事業を本機構が行う予定のため、新たに「緑の

少年隊活動支援事業」を立ち上げ、従前の「緑の活動だより事業」及び「緑の少年隊山梨県

連盟支援事業」を統合 

⑥森林環境教育・木育支援事業 

令和２年１０月に発足した「やまなし森林環境教育・木育推進協議会」の活動を支援するととも

に、県からの委託により同協議会の事務局運営を行う。 

 

２ 森林整備等の推進に用いることを目的とする募金活動、および募金活動

を行うために必要な事業並びに当該募金を財源とした森林整備等の推進に

関する事業【公２事業】 

（１）森林整備公募事業  

各種団体が行う森林整備等の活動を支援し、交付金を交付する。 
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①地区緑推森林整備事業 

林務環境事務所の区域ごとに置く緑化推進会議が開催する森林・林業体験や研修会・シンポ

ジウム等の普及啓発活動を支援する。 

②学校林整備・保全推進事業森林 

ＰＴＡや地域の団体等がボランティア活動として行う学校林の整備・保全活動や、児童生徒等

が森林や林業・県産木材の利用等への理解を深めるための活動を支援する。 

③森林環境教育の森整備事業 

児童生徒が森林環境教育、木育の場として利活用するために行う学校林の設定や再整備を

支援する。 

④森づくり活動支援事業 

地域の住民や団体等が主体となり実施する森林整備や、森林整備の推進を目的とした公募

等による緑化イベント等の開催、森林環境教育、木育、県産木材の利用促進等の普及啓発、上

下流域の連携や山村地域と都市部の交流促進等の活動を支援する。 

⑤森林ボランティア団体活動支援事業 

森林や緑化に関する普及活動を行う森林ボランティア団体の運営に要する経費を支援する。 

（２）緑化推進公募事業  

各種団体が行う緑化推進等の活動を支援し、交付金を交付する。 

①地区緑推緑化推進事業 

林務環境事務所の区域ごとに置く緑化推進会議が主催して開催する、地域の人々の参加に

よる緑化の推進等を行う事業を支援する。 

②緑の少年隊育成事業 

未来の森づくりを担う県下各地域の緑の少年隊の活動を支援する。 

③学校緑化の推進事業 

児童生徒やＰＴＡが主体となって行う学校内の緑化施設の整備及び維持管理、記念樹の植栽

等を支援する。 

④地域緑化活動支援事業 

地域住民や団体等が主体となって行う緑化推進及び普及啓発活動を支援する。 

（３）国際緑化推進事業  

民間団体が海外で実施する緑化推進活動を支援する。 

①国際緑化協力事業 

民間団体が国外において行う森林整備や緑化推進事業を支援する。 

②国際緑化推進事業 

地域の住民や団体等が主体となり実施する国外での森林整備や緑化活動等を支援する。 

（４）市町村緑化推進組織活動事業  

市町村緑化推進組織が主催する森林整備や緑化の推進活動を支援する。 

（５）国土緑化推進機構交付金  

「緑の募金による森林整備等の推進に関する法律」（緑の募金法）第 18 条に基づき募金の一

部を国土緑化推進機構に交付する。 

（６）募金資材費  

「緑の募金」活動の推進を図るため、イベント等で配布する木製グッズなどの啓発資材などを購

入する。 

（７）募金活動推進費  

緑の募金の趣旨、募金の活用内容等を県民に広く周知するため、次の広報、啓発活動等を推

進する。 

-202-



・緑化運動ポスター等によるキャンペーンの実施 

・緑の募金の実績や、使途報告をまとめたチラシの全世帯への配布 

・当機構の活動をまとめた機関誌「みどり通信」の発刊、配布 

・多額の緑の募金者に対し、「県民緑化まつり」式典において顕彰を実施 

（８）緑化推進事務費  

・地区緑化推進組織が行う広報の実施、募金活動の推進、交付金事務、事業の実施等に関

わる経費 

・緑の募金運営協議会の開催経費 

 

３ 管理費支出 

法人の運営に要する職員給与、通信運搬費、事務室・電子機器等の使用料・賃借料、光熱水

費等の管理費を支出する。 

 

Ⅲ 予算実施計画書 

令和 8 年度に係る収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みについては、以下のとおり。 
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

　　１、経　常　増　減　の　部1 経常増減の部

(1) 経　常　収　益

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益① 基本財産運用益 17,745,000 17,106,950 638,050

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息基本財産受取利息 17,745,000 17,106,950 638,050

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益② 特定資産運用益 2,000 2,000

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息特定資産受取利息 2,000 2,000

　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益③ 受取補助金等 11,590,000 4,922,000 6,668,000

　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益緑と水の森林ファンド助成金収入 2,730,000 2,730,000

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　国土緑推助成金収入 100,000 100,000

普及広報促進事業費 1,000,000 420,000 580,000

中部ブロック会議費 500,000 500,000

木育協議会事務局運営業務受託費 2,470,000 1,672,000 798,000

やまなしの森づくり支援・
促進・普及啓発業務委託

4,290,000 4,290,000

森づくりフォーラム開催負担金 500,000 500,000

④ 受取寄付金 49,000,000 52,000,000 △ 3,000,000

緑の募金収入 49,000,000 52,000,000 △ 3,000,000

　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益⑤ 雑収益 753,000 754,050 △ 1,050

　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息受取利息 3,000 4,050 △ 1,050

くらしと森林発行費用収入 750,000 750,000

経　常　収　益　計 79,090,000 74,785,000 4,305,000

(2) 経　常　費　用

　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費① 事　業　費 68,682,000 65,607,000 3,075,000

役員報酬 4,095,000 3,900,000 195,000

給与手当 13,410,000 3,315,000 10,095,000

賃金 292,000 390,000 △ 98,000

福利厚生費 3,318,000 1,820,000 1,498,000

会議費 45,000 45,000

旅費交通費 440,000 320,000 120,000

通信運搬費 912,000 814,000 98,000

備品費 32,000 32,000

印刷製本費 4,000,000 4,507,000 △ 507,000

使用料・賃借料 1,709,000 1,737,000 △ 28,000

交付金 33,435,000 41,633,000 △ 8,198,000

委託費 1,820,000 1,660,000 160,000

広報宣伝費 686,000 686,000

負担金 1,400,000 1,302,000 98,000

損害保険料 105,000 106,000 △ 1,000

消耗品費 855,000 843,000 12,000

燃料費 105,000 105,000

資材費 1,500,000 2,000,000 △ 500,000

啓発費 100,000 50,000 50,000

減価償却費 406,000 327,000 79,000

雑費 17,000 15,000 2,000

令和８年度予算実施計画
令和８年１月１日から令和８年１２月３１日まで

科　　　             　　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　             　　　目

② 管　理　費 10,408,000 9,178,000 1,230,000

役員報酬 2,205,000 2,100,000 105,000

給与手当 1,490,000 1,785,000 △ 295,000

退職給付費用 220,000 90,000 130,000

賃金 158,000 210,000 △ 52,000

福利厚生費 882,000 980,000 △ 98,000

会議費 550,000 50,000 500,000

旅費交通費 110,000 80,000 30,000

通信運搬費 608,000 336,000 272,000

備品費 68,000 68,000

印刷製本費 215,000 198,000 17,000

使用料・賃借料 1,029,000 923,000 106,000

負担金 350,000 320,000 30,000

損害保険料 45,000 44,000 1,000

消耗品費 210,000 62,000 148,000

燃料費 45,000 45,000

諸謝金 50,000 50,000

修繕費 180,000 180,000

光熱水費 460,000 460,000

租税公課費 60,000 60,000

支払手数料 540,000 380,000 160,000

減価償却費 894,000 721,840 172,160

雑費 39,000 35,160 3,840

経　常　費　用　計 79,090,000 74,785,000 4,305,000

基本財産評価損益等

特定資産評価損

退職給与引当金利子収入

評価損益等計　　　　　　　　　　　

当期経常増減額

2 経　常　外　増　減　の　部

(1) 経　常　外　収　益  

経　常　外　収　益　計

(2) 経　常　外　費　用

経　常　外　費　用　計

　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額当期経常外増減額

　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額当期一般正味財産増減額

　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高一般正味財産期首残高 71,403,019 67,416,784 3,986,235

　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高一般正味財産期末残高 71,403,019 67,416,784 3,986,235

評価損益等調整前当期経常増減額
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　             　　　目

Ⅱ 指定正味財産増減の部

　　　　　　　　　　　受取寄付金等　　　　　　　　　　　受取寄付金等受取寄付金

基本財産運用益

基本財産受取利息

基本財産評価益

基本財産評価損

　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額一般正味財産への振替額

寄付金

基本財産受取利息

基本財産評価益等

　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額当期指定正味財産増減額

　　　　　　　　　指定正味財産期首残高　　　　　　　　　指定正味財産期首残高指定正味財産期首残高 1,084,453,372 1,084,041,672 411,700

　　　　　　　　　指定正味財産期末残高　　　　　　　　　指定正味財産期末残高指定正味財産期末残高 1,084,453,372 1,084,041,672 411,700

 

Ⅲ 正味財産期末残高 1,155,856,391 1,151,458,456 4,397,935
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（単位：円）

公１事業 公２事業 小　　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

　　１、経　常　増　減　の　部1 経常増減の部

(1) 経　常　収　益

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益① 基本財産運用益 15,154,000 15,154,000 2,591,000 17,745,000

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息基本財産受取利息 15,154,000 15,154,000 2,591,000 17,745,000

　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益　　　　　　①基本財産運用益② 特定資産運用益 2,000 2,000 2,000

　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息　　　　　　　　　基本財産受取利息特定資産受取利息 2,000 2,000 2,000

　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益　　　　　　③補助金等収益③ 受取補助金等 10,990,000 10,990,000 600,000 11,590,000

　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益　　　　　　　　　緑と水の森林ファンド助成金収益緑と水の森林ファンド助成金収入 2,730,000 2,730,000 2,730,000

　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　　　　　　　　　　国土緑推助成金収益　国土緑推助成金収入 100,000 100,000

普及広報促進事業費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

中部ブロック会議費 500,000 500,000

木育協議会事務局運営業務受託費 2,470,000 2,470,000 2,470,000

やまなしの森づくり支援・
促進・普及啓発業務委託

4,290,000 4,290,000 4,290,000

森づくりフォーラム開催負担金 500,000 500,000 500,000

④ 受取寄付金 41,786,000 41,786,000 7,214,000 49,000,000

緑の募金収入 41,786,000 41,786,000 7,214,000 49,000,000

　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益　　　　　　⑥雑収益⑤ 雑収益 750,000 750,000 3,000 753,000

　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息　　　　　　　　　金利変動準備預金受取利息受取利息 3,000 3,000

くらしと森林発行費用収入 750,000 750,000 750,000

経　常　収　益　計 26,896,000 41,786,000 68,682,000 10,408,000 79,090,000

(2) 経　常　費　用

　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費　　　　　　①事　業　費① 事　業　費 26,896,000 41,786,000 68,682,000 68,682,000

役員報酬 2,577,000 1,518,000 4,095,000 4,095,000

給与手当 12,035,000 1,375,000 13,410,000 13,410,000

賃金 184,000 108,000 292,000 292,000

福利厚生費 2,663,000 655,000 3,318,000 3,318,000

会議費 45,000 45,000 45,000

旅費交通費 220,000 220,000 440,000 440,000

通信運搬費 456,000 456,000 912,000 912,000

備品費 1,000 31,000 32,000 32,000

印刷製本費 738,000 3,262,000 4,000,000 4,000,000

使用料・賃借料 513,000 1,196,000 1,709,000 1,709,000

交付金 3,270,000 30,165,000 33,435,000 33,435,000

委託費 1,820,000 1,820,000 1,820,000

広報宣伝費 66,000 620,000 686,000 686,000

負担金 1,400,000 1,400,000 1,400,000

損害保険料 105,000 105,000 105,000

消耗品費 694,000 161,000 855,000 855,000

燃料費 30,000 75,000 105,000 105,000

資材費 1,500,000 1,500,000 1,500,000

啓発費 100,000 100,000 100,000

減価償却費 7,000 399,000 406,000 406,000

雑費 17,000 17,000 17,000

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年１月１日から令和８年１２月３１日まで

科　　　             　　　目
公益目的事業会計

法人会計 合　　計
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（単位：円）

公１事業 公２事業 小　　計
科　　　             　　　目

公益目的事業会計
法人会計 合　　計

② 管　理　費 10,408,000 10,408,000

役員報酬 2,205,000 2,205,000

給与手当 1,490,000 1,490,000

退職給付費用 220,000 220,000

賃金 158,000 158,000

福利厚生費 882,000 882,000

会議費 550,000 550,000

旅費交通費 110,000 110,000

通信運搬費 608,000 608,000

備品費 68,000 68,000

印刷製本費 215,000 215,000

使用料・賃借料 1,029,000 1,029,000

負担金 350,000 350,000

損害保険料 45,000 45,000

消耗品費 210,000 210,000

燃料費 45,000 45,000

諸謝金 50,000 50,000

修繕費 180,000 180,000

光熱水費 460,000 460,000

租税公課費 60,000 60,000

支払手数料 540,000 540,000

減価償却費 894,000 894,000

雑費 39,000 39,000

経　常　費　用　計 26,896,000 41,786,000 68,682,000 10,408,000 79,090,000

基本財産評価損益等

特定資産評価損

退職給与引当金利子収入

評価損益等計　　　　　　　　　　　

当期経常増減額

2 経　常　外　増　減　の　部

(1) 経　常　外　収　益  

経　常　外　収　益　計

(2) 経　常　外　費　用

経　常　外　費　用　計

　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額　　　　　　　　　　　当期経常外増減額当期経常外増減額

　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額　　　　　　　　　　　当期一般正味財産増減額当期一般正味財産増減額

　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期首残高一般正味財産期首残高 14,967,979 31,300,892 46,268,871 25,134,148 71,403,019

　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高　　　　　　　　　　　一般正味財産期末残高一般正味財産期末残高 14,967,979 31,300,892 46,268,871 25,134,148 71,403,019

評価損益等調整前当期経常増減額
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（単位：円）

公１事業 公２事業 小　　計
科　　　             　　　目

公益目的事業会計
法人会計 合　　計

Ⅱ 指定正味財産増減の部  

　　　　　　　　　　　受取寄付金等　　　　　　　　　　　受取寄付金等受取寄付金

基本財産運用益

基本財産受取利息

基本財産評価益

基本財産評価損

　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額　　　　　　　　　　　一般正味財産への振替額一般正味財産への振替額

寄付金

基本財産受取利息

基本財産評価益等

　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額　　　　　　　　　当期指定正味財産増減額当期指定正味財産増減額

　　　　　　　　　指定正味財産期首残高　　　　　　　　　指定正味財産期首残高指定正味財産期首残高 921,705,986 921,705,986 162,747,386 1,084,453,372

　　　　　　　　　指定正味財産期末残高　　　　　　　　　指定正味財産期末残高指定正味財産期末残高 921,705,986 921,705,986 162,747,386 1,084,453,372

 

Ⅲ 正味財産期末残高 936,673,965 31,300,892 967,974,857 187,881,534 1,155,856,391
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令和７年度株式会社清里の森管理公社事業報告書 

事    業    報    告 

事 業 概 要 

株式会社清里の森管理公社は、山梨県が県有林高度活用事業のひとつとして設置した保健休養施設

「清里の森」について、県との管理運営委託契約及び別荘借地人との一般管理契約等に基づき、別荘地

区、センター施設地区を合わせた、清里の森全体の管理運営に係る業務を実施している。 

 

事 業 実 施 状 況 

 県及び別荘借地人との契約等に基づき、次のとおり施設の維持管理及び運営を実施 

１ 別荘地管理運営等業務 
   別荘地内の道路及び付帯施設等の維持管理、道路・歩道の除雪、ごみの処理、防犯等のための巡

回パトロール、緑地管理等 

２ 収益施設管理運営等業務 

   テニスコート、パークゴルフ場、ディスクゴルフ場、売店及び食堂の管理運営、テナント賃貸、別荘入

居者への個別サービス、別荘仲介業務等 

３ 文化振興施設管理運営等業務 

    森の音楽堂、森の工房等文化振興施設の管理運営、センター施設地区内の道路及び付帯施設等

の維持管理、道路・歩道の除雪、芝生広場などの緑地管理等 

 

株主総会及び取締役会議決事項 

回     数 開 催 年 月 日 議         決         事       項 

第 １ 回 
令和７年５月３０日 

定時株主総会 

１．第４０期事業報告 

２．決算報告書の承認に関する件 

３．監査役の選任に関する件 

第 ２ 回 
令和７年５月３０日 

取締役会 
１．第４１期事業計画並びに予算承認の件 

第 ３ 回 
令和７年９月書面開催 

取締役会 
１．第４１期事業中間報告 

第 ４ 回 
令和７年１２月２６日 

取締役会 

１．第４１期事業中間報告 

２．第五次経営計画の策定 

第 ５ 回 
令和８年３月３０日 

臨時株主総会 

１．役員の選任の件 

２．専務取締役の報酬の件 

３．県出資比率の算定方法見直しの件 

第 ６ 回 
令和８年３月３０日 

取締役会 

１．代表取締役の選任の件 

２．専務取締役の報酬の件 

３．第４１期事業中間報告及び通期の収支見込み 

４．就業規則並びに職員給与旅費規則の一部改正の件 

５．第五次経営計画承認の件 

６．第４２期事業計画並びに予算承認の件 

 

役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備考 役職名 氏   名 就任年月日 備考 

代表取締役 小澤 浩 R ７ . ４ . １  代表取締役 長田 芳樹 R ８ . ４ . １  

取 締 役 堀内 直 R ７ . ４ . １  取 締 役 穴井 剛 R ８ . ４ . １  

〃 加藤 郷志 R ７ . ４ . １  〃 田中 伸 R ８ . ４ . １  

〃 深澤 秋朋 R ７ . ４ . １  〃 深澤 秋朋 R ７ . ４ . １  

〃 小沢 武雄 R ６ . ４ . １  〃 小沢 武雄 R ６ . ４ . １  

監 査 役 河手 貴 R ７ . ４ . １  監 査 役 河手 貴 R７ .５ .３０  

〃 名取 正文 R ３ . ６ . ２  〃 名取 正文 R７ .５ .３０  
 

-213-



(単位：円）
当年度 前年度 増減

　　テニス収入 1,589,394 1,706,037 △ 116,643
　　パークゴルフ収入 1,929,249 2,185,200 △ 255,951
　　売店売上 361,878 567,290 △ 205,412
　　工房収入 959,936 1,394,590 △ 434,654
　　営業収入その他 5,000,935 4,977,843 23,092
　　共益費収入 43,038,136 43,222,909 △ 184,773
　　テナント関係収入 10,102,103 10,893,955 △ 791,852
　　別荘関係収入 39,320,015 35,707,726 3,612,289
　   　　　【売　　　　上　　　　高】 102,301,646 100,655,550 1,646,096
　　　　期首棚卸高 146,609 201,860 △ 55,251
　　　　仕入高 421,055 810,090 △ 389,035
　　　　合計　 567,664 1,011,950 △ 444,286
　　　　期末棚卸高 48,260 146,609 △ 98,349
　　　　　【売　　上　　原　　価】 519,404 865,341 △ 345,937

売　上　総　利　益 101,782,242 99,790,209 1,992,033
　　給料手当 43,568,763 45,511,693 △ 1,942,930
　　法定福利費 7,051,217 7,501,603 △ 450,386
　　福利厚生費 418,751 315,250 103,501
　　退職金 0 5,273,080 △ 5,273,080
　　退職給付費用 1,206,040 △ 4,344,410 5,550,450
　　賞与引当金繰入 124,000 △ 418,000 542,000
　　賞与引当金戻入 0 0 0
　　退職共済掛金 828,000 1,178,000 △ 350,000
　　広告宣伝費 433,006 427,620 5,386
　　支払手数料 7,208,035 10,470,194 △ 3,262,159
　　寄付金 15,000 15,000 0
　　イベント費 1,364,431 1,651,898 △ 287,467
　　研修費 9,091 150,183 △ 141,092
　　管理諸費　　　 9,432,384 6,215,414 3,216,970
　　貸倒引当金繰入 50,768 38,663 12,105

修繕費引当金繰入 1,855,768 470,800 1,384,968
　　諸会費 190,650 175,775 14,875
　　接待交際費 22,365 10,986 11,379
　　旅費交通費 1,566,570 1,800,085 △ 233,515
　　通信費 753,869 701,231 52,638
　　事務消耗品費 362,207 358,606 3,601
　　消耗品費 3,030,043 1,043,306 1,986,737
　　租税公課 176,600 228,140 △ 51,540
　　減価償却費 1,347,346 1,482,569 △ 135,223
　　地代・家賃 3,451,318 3,436,103 15,215
　　修繕費 691,290 591,646 99,644
　　水道光熱費 7,270,918 7,450,275 △ 179,357
　　保険料 801,317 974,376 △ 173,059
　　保守料 787,628 853,500 △ 65,872
　　車両関係費 771,905 2,187,502 △ 1,415,597
　　リース料 2,814,925 2,194,584 620,341
　　会議費 27,017 26,396 621
　　印刷費 79,749 70,163 9,586
　　新聞図書費 105,653 106,561 △ 908
　　委託料 735,657 897,445 △ 161,788
　　雑費 710 44,870 △ 44,160
　　　　　　【販売費及び一般管理費】 98,552,991 99,091,107 △ 538,116

営　　業　　利　　益 3,229,251 699,102 2,530,149
　　　受取利息 56,934 12,419 44,515
　　　雑収入 492,070 1,356,817 △ 864,747
　　　　　　【営　業　外　収　益】 549,004 1,369,236 △ 820,232
　　　雑損失 29,285 39,429 △ 10,144
　　　　　　【営　業　外　費　用】 29,285 39,429 △ 10,144

経　　常　　利　　益 3,748,970 2,028,909 1,720,061
　　　固定資産売却益 2,199,998 362,043 1,837,955
　　　貸倒引当金戻入 1,699,988 1,715,658 △ 15,670
　　　　　　【特　 別　 利　 益】 3,899,986 2,077,701 1,822,285
　　　特別損失 0 0 0
　　　固定資産除却損 9,548 1 9,547
　　　貸倒引当金繰入 5,916,510 1,661,325 4,255,185
　　　前期損益修正損 0 1,603,800 △ 1,603,800
　　　　　　【特　 別　 損　失】 5,926,058 3,265,126 2,660,932

税引前当期純利益 1,722,898 841,484 881,414
法人税等及事業税 79,711 72,894 6,817
当　 期　純　利　益 1,643,187 768,590 874,597

損　益　計　算　書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　１　流動資産

　（１）現金 55,640 39,934 15,706

　（２）普通預金 9,603,328 6,432,016 3,171,312

  （３）定期預金 7,988,981 7,866,410 122,571

  （４）売掛金 56,340 37,419 18,921

  （５）商品 48,260 146,609 △ 98,349

  （６）貯蔵品 50,556 52,916 △ 2,360

  （７）立替金 132,864 131,984 880

  （８）未収入金 9,745,757 7,704,859 2,040,898

  （9）仮払金 369,043 0 369,043

  （１０）前払費用 679,771 667,853 11,918

　（１１）貸倒引当金（短期） △ 50,768 △ 38,663 △ 12,105

　　　　　流動資産合計 28,679,772 23,041,337 5,638,435

　２　固定資産

　（１）有形固定資産

　      建物 277,810 345,240 △ 67,430

　      建物付属設備 361,544 398,277 △ 36,733

　      構築物 1 1 0

　      美術品 700,000 700,000 0

　      車両運搬具 6 8 △ 2

　      工具器具備品 1,247,036 1,157,749 89,287

　      その他有形固定資産 0 100,000 △ 100,000

　　　　　有形固定資産合計 2,586,397 2,701,275 △ 114,878

　（２）無形固定資産

　　　　電話加入権 218,400 218,400 0

　　　　ソフトウェア 104,417 140,217 △ 35,800

　　　　　無形固定資産合計 322,817 358,617 △ 35,800

　（３）投資等その他の資産

　　　　長期前払費用 0 0 0

　　　　保証金 620,000 620,000 0

　　　　退職給付引当金預金 4,422,500 0 4,422,500

　　　　長期定期預金 6,003,981 6,001,410 2,571

　　　　長期未収入金 6,640,858 6,473,863 166,995

　　　　リサイクル預託金 22,490 32,990 △ 10,500

　　　　貸倒引当金（長期） △ 5,916,510 △ 1,661,325 △ 4,255,185

　　　　　投資等その他の資産合計 11,793,319 11,466,938 326,381

　　　　　固定資産合計 14,702,533 14,526,830 175,703

　　　　　資産合計 43,382,305 37,568,167 5,814,138

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　（１）未払金 5,820,583 3,241,144 2,579,439

　（２）クレカ未払金 901,472 637,282 264,190

　（３）未払費用 551,501 508,210 43,291

　（４）前受収益 2,953,764 2,812,662 141,102

　（５）仮受金 314,529 414,856 △ 100,327

　（６）委託販売 0 6,410 △ 6,410

　（７）未払消費税等 1,389,100 1,679,500 △ 290,400

　（８）未払法人税等 71,000 71,000 0

　（９）賞与引当金 2,394,000 2,270,000 124,000

　（１０）従業員預り金 400,308 510,250 △ 109,942

　（１１）修繕引当金 1,855,768 470,800 1,384,968

　　　　　流動負債合計 16,652,025 12,622,114 4,029,911

　２　固定負債

　（１）退職給付引当金 4,422,500 3,216,460 1,206,040

　（２）預り敷金 4,920,000 5,985,000 △ 1,065,000

　　　　　固定負債合計 9,342,500 9,201,460 141,040

　　　　　負債合計 25,994,525 21,823,574 4,170,951

Ⅲ　純資産の部

　１　資本金 10,000,000 10,000,000 0

　２　利益剰余金 9,887,780 8,244,593 1,643,187

　　　　別途積立金 6,000,000 6,000,000 0

　　　　繰越利益剰余金 3,887,780 2,244,593 1,643,187

　　　　　（うち当期利益）　 （1,643,187） (768,590) 874,597

　３　自己株式 △ 2,500,000 △ 2,500,000 0

　　　　　純資産の部合計 17,387,780 15,744,593 1,643,187

　　　　　負債及び純財産の合計 43,382,305 37,568,167 5,814,138

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科     目
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 つり銭他現金手許残高 55,640

普通預金 山梨中央銀行高根支店他 運転資金として 9,603,328

定期預金 山梨中央銀行高根支店他 テナント預り敷金ほか定期預入 7,988,981

売掛金 キャッシュレス決済売掛金 56,340

商品 売店商品等 48,260

貯蔵品 切手・印紙 50,556

立替金 源泉税、書類送付切手代 132,864

未収入金 共益費・テナント賃料他 別荘所有者、モール入居者他 9,745,757

仮払金 セコム山梨㈱ 防災備品購入費用 369,043

前払費用 損害保険ジャパン㈱他 施設賠償責任保険料他 679,771

貸倒引当金 短期未収入金に係る貸倒引当金 △ 50,768

流動資産合計 28,679,772

（固定資産）

有形固定資産建物 粗大ゴミ庫他 277,810

建物付属設備 森のプラザ２０３間仕切工事他 361,544

構築物 音楽堂受電改修工事 1

美術品 南雲龍比古陶芸作品「時の流れ」 700,000

車両運搬具 軽自動車４台、電動アシツト付レンタサイクル７台 6

器具備品 薪ストーブ、ウッドチッパー、芝刈り機 1,247,036

その他 有形固定資産 （少額） ＰＣ、監視カメラレコーダー 0

無形固定資産電話加入権 218,400

ソフトウェア 桐ソフト 104,417

投資その他 保証金 宅建取引業弁済業務保証金分担金他 620,000

退職給付
引当金預金

山梨中央銀行高根支店 退職給付引当金積立 4,422,500

長期定期預金 山梨中央銀行高根支店他 6,003,981

長期未収入金 別荘所有者（共益費収入金） 6,640,858

リサイクル
預託金

社用車リサイクル預託金 22,490

貸倒引当金 （長期） △ 5,916,510

固定資産合計 14,702,533

資産合計 43,382,305

（流動負債）

　　　　　     未払金 光熱費、人材センター等業務委託料他 5,820,583

クレカ未払金 ＣｈａｔＷｏｒｋ利用料他 901,472

未払費用 社会保険料３月他 551,501

前受収益 テナント賃料等、別荘特別管理費他 2,953,764

仮受金 別荘業務受託料他 314,529

委託販売 ポストカード他 0

未払消費税等 期末確定消費税 1,389,100

未払法人税等 期末確定法人県民・市民税 71,000

賞与引当金 従業員賞与の支給見込の当期負担分 2,394,000

従業員預り金 山梨中央銀行高根支店 従業員社会保険料他 400,308

修繕引当金 期末施設修繕費 1,855,768

流動負債合計 16,652,025

（固定負債）
退職給付
引当金 当期末要支給額 4,422,500

預り敷金 山梨中央銀行高根支店 テナント入居者の預り敷金 4,920,000

固定負債合計 9,342,500

負債合計 25,994,525

正味財産 17,387,780

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目
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株主資本等変動計算書
自　令和７年４月１日　　至　令和８年３月３１日

（単位：円）

利益剰余金
他利益剰余金

前期末残高 10,000,000 8,244,593 △ 2,500,000 15,744,593 15,744,593
当期変動額

当期純利益 1,643,187 1,643,187 1,643,187
当期変動額合計 0 1,643,187 0 1,643,187 1,643,187
当期末残高 10,000,000 9,887,780 △ 2,500,000 17,387,780 17,387,780

株主資本等変動計算書（内訳）
自　令和７年４月１日　　至　令和８年３月３１日

（単位：円）

別途積立金 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

前期末残高 6,000,000 2,244,593 8,244,593
当期変動額

当期純利益 1,643,187 1,643,187
当期変動額合計 0 1,643,187 1,643,187
当期末残高 6,000,000 3,887,780 9,887,780

純資産合計

利益剰余金の内訳

株主資本

資本金 自己株式 株主資本合計
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個  別  注  記  表 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    移動平均法による原価法によっている。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品・貯蔵品：最終仕入原価法による原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

   建 物 ： 平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものは、旧定額法（平成 10 年 3 月

31日以前に取得したものは、旧定率法）。 

平成 19年 4月 1日以後に取得したものは、定額法。 

   建物以外の有形固定資産 ： 定額法、ただし平成 19年 3月 31日以前に取得したものは、旧定率法。 

     （リース資産除く） 

   無 形 固 定 資 産 ： 定額法  

（４）引当金の計上基準 

    貸倒引当金・・・・・債権の貸倒損失に備えるために、法人税法の規定による繰入率によるほか、債権

の内容を検討して計上している。 

    賞与引当金･･･････従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。 

    退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく自己都合による当期末

要支給額を計上している。 

    修繕引当金････････当期以前の事象に起因して今後必要が見込まれる特定の修繕につき、合理的

に見積もった金額を計上している。 

（５）収益及び費用の計上基準 

   その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理：税抜方式で計上している。また、消費税の損金計上は、納税申告書が提出さ

れた日の属する事業年度としている。 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

    担保資産及び担保付債務・・・該当なし 

有形固定資産の減価償却累計額                        24,181,543 円 

 

３ 株主資本等変動計算書に関する注記 

    発行済株式の種類及び総数に関する事項 

      発行済株式 

       普通株式（発行済株式） 

        当期末株式数（発行済普通株式）                     200株 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      自己株式（種類及び株式数） 

       普通株式（自己株式） 

        当期末株式数（自己株式）                          50株 

 

４ １株当たり情報に関する注記 

１株当たりの純資産額                                 115,918 円 53銭 

１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額              10,954 円 58銭 
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令和８年度株式会社清里の森管理公社事業計画書 

事   業   計   画 

 

基本方針 

山梨県が恩賜県有財産特別会計の改善を図るとともに、地域振興にも寄与することを基本として進めら

れた県有林野高度活用事業の趣旨に沿い、次の事業を実施し、保健休養施設「清里の森」の効果的運営

を図る。 

 

経営理念 

山梨県が県有林野高度活用事業で整備した保健休養施設「清里の森」を適切に管理経営することにより、

山梨県と一体となって地域振興と県有林経営の活性化を実現する。 

 

事業概要 

1. 県有施設の管理及び経営の受託 

県の委託を受け、管理棟、駐車場、テニスコートその他附帯施設の管理経営を行う。 

2. 別荘等の管理受託 

別荘所有者の委託を受け、別荘等の保全管理業務を行う。 

3. 不動産の斡旋及び仲介 

4. 森林の管理受託及び林産物の販売 

計画的な森林整備により森林の適切な維持管理を図る。 

5. 広告宣伝業務 

県有レクリェーション施設等の利用促進を図る。 

6. 料理飲食業の経営 

7. 観光土産品、地域特産品等の製造及び販売 

8. 煙草、酒類、食料品及び日用雑貨品等の販売 

9. 損害保険の取り次ぎ 

10. その他、会社の目的を達成するために必要な事業 

 

取り組みの概要 

清里の森管理公社は、観光、移住、ワーケーションの面で高いポテンシャルを秘めている八ヶ岳高原に

おいて、豊かな自然、冷涼な気候、首都圏からのアクセス性等を有する清里の森の各施設の長寿命化、最

適化を通じた利用者にとって快適な環境づくりに取り組み、安定した施設運営のもと地域の振興と県有林

経営の活性化を図るため、次のとおり経営方針を定める。 

 

○ 計画的な維持管理 

老朽化施設等の長寿命化対策や樹木の適正管理により高原別荘地としての快適な環境を維持する。 

○ 施設利用の促進 

地域と連携したイベントの開催やＰＲ等により施設の利用を促進する。 

○ サービスの向上 

別荘居住者や一般来訪者向けサービスの向上を図る。 
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主な具体策 

○安定収入の確保 

1.芝生広場等の有効活用 

芝生広場や空き駐車場における食やクラフト、各種スポーツ等、様々なイベントの提案や誘致に

取り組み、賑わい創出、利用料収入増による集客力、収益力の向上を図る。また、近年増加するペ

ット同伴などニーズの変化に対応した施設の活用策を検討する。 

2.低未利用別荘の有効活用 

長期に渡り未使用の別荘所有者に各種手入れを提案するとともに、希望者には売却仲介を案内

し、良好な景観維持、物件売買の促進、別荘地の活性化を図る。 

  

○安全・安心の確保 

1.防犯対策等の強化 

事故や犯罪発生の抑止効果の高いエリアでの常夜灯や人感センサーライトによる夜間照明の確

保、簡易防犯カメラの増設や不審者の情報収集、声掛けなどにより犯罪の未然防止を図る。防犯

カメラや社用車ドライブレコーダーのデータは有事の際の状況確認等に活用する。 

また、清里の森内で発生した災害・防災等情報はメール登録別荘所有者に配信し、安全性、利

便性の向上を図る。  

2.施設の維持管理 

車道、遊歩道における路面補修や草木の除去、倒木・落枝の恐れのある立木の伐採・除去、側

溝清掃による排水機能の正常化など利用者が安全、快適に利用できる施設環境整備を実施する。 

 

○業務の適正化 

1.生産性の向上 

個々の社員が創意工夫のもと業務に取り組み、計画的な現場施工、既存のデータ活用による事

務の DX化等業務の見直しにより生産性の向上を図る。 

2.利用者サービスの向上 

芝生広場の除草や別荘の草刈、通・抜水、除雪などの受託業務の集中期において、業務に見

合った人員の確保、作業の機械化に取り組み、利用者ニーズに応じた適時適切なサービスを提供

する。 
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(単位：円　税抜）

当年度 前年度 増減

　共益費収入 43,030,000 43,240,000 △ 210,000

　テナント収入 9,090,000 10,890,000 △ 1,800,000

　別荘関係収入 35,000,000 35,830,000 △ 830,000

　テニス 1,540,000 1,700,000 △ 160,000

　パークゴルフ 1,920,000 2,180,000 △ 260,000

　工房収入 950,000 1,380,000 △ 430,000

　営業収入その他 4,890,000 5,180,000 △ 290,000

　　　　　〔売　　　　上　　　　高〕 96,420,000 100,400,000 △ 3,980,000

　　　期首棚卸高 48,260 146,609 △ 98,349

　　　仕入高 421,740 453,391 △ 31,651

　　　合計 470,000 600,000 △ 130,000

　　　期末棚卸高 50,000 200,000 △ 150,000

　　　　　〔売　 上　 原　 価〕 420,000 400,000 20,000

　　　　　　　　　　　　　　　　売　上　総　利　益 96,000,000 100,000,000 △ 4,000,000

　給料手当 44,820,000 44,780,000 40,000

　法定福利費 7,550,000 7,740,000 △ 190,000

　福利厚生費 290,000 350,000 △ 60,000

　賞与引当金繰入 260,000 5,000,000 △ 4,740,000

　賞与引当金戻入 0 △ 4,860,000 4,860,000

　退職共済掛金 1,020,000 830,000 190,000

　広告宣伝費 440,000 430,000 10,000

　支払手数料 6,500,000 10,480,000 △ 3,980,000

　イベント費 1,300,000 1,610,000 △ 310,000

　管理諸費 8,430,000 6,220,000 2,210,000

　貸倒引当金 60,000 60,000 0

　旅費交通費 1,600,000 1,800,000 △ 200,000

　通信費 800,000 700,000 100,000

　事務消耗品費 400,000 360,000 40,000

　消耗品費 1,000,000 1,150,000 △ 150,000

　租税公課 200,000 230,000 △ 30,000

　減価償却費 1,700,000 1,970,000 △ 270,000

　地代・家賃 3,270,000 3,451,000 △ 181,000

　修繕費 2,000,000 1,200,000 800,000

　水道光熱費 7,100,000 7,090,000 10,000

　保険料 900,000 980,000 △ 80,000

　保守料 800,000 860,000 △ 60,000

　車両関係費 900,000 1,100,000 △ 200,000

　リース料 1,100,000 2,200,000 △ 1,100,000

　委託料 800,000 900,000 △ 100,000

　その他一般管理費 1,960,000 1,949,000 11,000

　　　　　〔販売費及び一般管理費〕 95,200,000 98,580,000 △ 3,380,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　営　　業　　利　　益 800,000 1,420,000 △ 620,000

     受取利息 1,000 1,000 0

     雑収入 199,000 1,097,000 △ 898,000

　　　　　〔営　業　外　収　益〕 200,000 1,098,000 △ 898,000

     雑損失 120,000 40,000 80,000

　　　　　〔営　業　外　費　用〕 120,000 40,000 80,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　常　　利　　益 880,000 2,478,000 △ 1,598,000

　　　　　〔特　 別　 利　 益〕 5,916,000 1,670,000 4,246,000

　　　　　〔特　 別　 損　 失〕 5,916,000 3,308,000 2,608,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　税引前当期純利益 880,000 840,000 40,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　法人税等及事業税 80,000 70,000 10,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　当　 期　純　利　益 800,000 770,000 30,000

令和８年度予算実施計画

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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公益財団法人 山梨県環境整備事業団
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令和７年度公益財団法人山梨県環境整備事業団事業報告書 

事 業 報 告  

 

事 業 概 要 

当事業団は、安全性と信頼性が確保できる産業廃棄物最終処分場の運営及び一般廃棄物最終処分場の

運営を受託することにより、廃棄物処理の先導的な役割を果たすとともに、廃棄物の適正処理に関する調査

研究を行うことで、県民の生活環境の保全と産業の健全な発展に寄与することを目的として事業を行う。 

 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 山梨県環境整備センター（明野廃棄物最終処分場）管理運営事業 

（１）環境モニタリングの実施 

処分場周辺の生活環境への影響を調査するため、地下水等の水質等について環境モニタリングを

定期的に実施している。令和７年度の実施内容は以下のとおりであり、生活環境への影響は認められな

かった。 

項目 箇所 測定地点 測定回数（回／年） 

水質 

浸出水 ※ １ ４ 

施設放流水 １ １２ 

処分場地下水観測井 ３ １２ 

地下水集排水管モニタリング人孔 １ ０（通水がなく欠測） 

放流先河川（湯沢川） ２ ４ 

周辺地下水 ６ ２ 

発生ガス 埋立地内 ３ ４ 

悪臭 敷地内または敷地境界 １ ２ 

      ※公害防止協定に定める放流水の水質基準（41項目）のうち 2項目が不適合 

 

（２）安全管理委員会の開催 

処分場の建設及び運営について、地域住民や専門家の意見を聴くことにより、安全面に万全を期す

るため、山梨県、事業団、北杜市（地域住民の代表を含む。）及び専門家からなる安全管理委員会を設

置しており、令和７年度には臨時を含めて計３回実施した。 

 

＜臨時：令和７年５月２３日（金）＞ 

議題 

・山梨県環境整備センターの今後のあり方について 

 

＜第１回：令和７年９月９日（火）＞ 

議題 

・環境モニタリング結果について 

・PFOS及び PFOAモニタリング結果について 
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＜第２回：令和８年２月６日（金）＞ 

議題 

・環境モニタリング結果について 

・PFOS 及び PFOA モニタリング結果について 

 

【施設概要】 

施設 一般・産業廃棄物管理型最終処分場 浸出水処理方式 
生物処理＋物理化学処理

＋高度処理 

設置場所 北杜市明野町浅尾 浸出水処理能力 ８０㎥／日 

全体面積 ７．８ｈａ 
 

遮水構造 

 

底面部：２重遮水シート＋ 

ベントナイト混合土 

法面部：２重遮水シート、 

自己修復性シート 

埋立面積 ２．５ｈａ 

全体埋立容量 約１０．５万㎥ 

廃棄物埋立量 約４．７万㎥ 

埋立形式 サンドイッチ方式 埋立処分開始日 平成２１年５月２１日 

埋立構造 準好気性埋立 埋立処分終了日 平成２６年４月８日 

 

 

 

２ 山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物最終処分場（かいのくにエコパーク）運営・ 

維持管理受託事業 

（１）廃棄物の受入状況 

                                                    

（単位：ｔ） 

廃棄物の種類 Ｈ３０(H３０．１２～) Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 小計 

焼却残さ ３，９１９ １２，８５６ １３，７０４ １３，１７６ １４，４３８ １３，９３１ ７２，０２４ 

 焼却灰 １，２４８ ３，３５６ ４，０５５ ３，９６０ ４，６２１ ４，３８１ ２１，６２１ 

飛灰 ２，６７１ ８，６９２ ８，８９４ ８，８１１ ８，９８６ ８，７８６ ４６，８４０ 

混合灰 ０ ８０８ ７５５ ４０５ ８３１ ７６４ ３，５６３ 

不燃性残さ ９０７ ２，４９６ ２，５５８ ２，３０３ ２，３８０ ２，２７７ １２，９２１ 

合計 ４，８２６ １５，３５２ １６，２６２ １５，４７９ １６，８１８ １６，２０８ ８４，９４５ 

 

廃棄物の種類 R６ Ｒ７ 合計 

焼却残さ １３，５０１ １３，３０３ ９８，８３４  

 焼却灰 ４，３２５ ４，３８６ ３０，３３６  

飛灰 ８，３４１  ８，１１２ ６３，２９３  

混合灰 ８３５   ８０４ ５，２０４  

不燃性残さ ２，３０４  １，８０７ １７，０３１  

合計 １５，８０５  １５，１１０ １１５，８６５  

※数値は四捨五入しているため、各値の合計と総計に差異が生じる場合があります 
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（２）環境モニタリングの実施 

処分場周辺の生活環境への影響を調査するため、地下水等の水質について環境モニタリングを定

期的に実施している。令和７年度の実施内容は以下のとおりであり、生活環境への影響は認められなか

った。 

項目 箇所 測定地点 測定回数（回/年） 

水質 

浸出水 １ １２ 

下水道放流水 １ １１（９月はメンテナンスのため欠測） 

地下水モニタリング井戸 ３ １２ 

地下水集排水設備 １ １（６月以外は通水がなく欠測） 

周辺河川（蟹沢川） １ １ 

  

【施設概要】 

施設 一般廃棄物最終処分場 浸出水処理方式 アルカリ凝集沈殿法 

設置場所 笛吹市境川町寺尾 浸出水処理能力 １２０㎥／日 

全体面積 約１２．５ｈａ 遮水構造 底面部：２重遮水シート＋水密アス

ファルトコンクリート 

法面部：２重遮水シート 
埋立面積 約２．９ｈａ 

全体埋立容量 ３０．２万㎥ 

廃棄物埋立量 約２２万㎥（予定） 

埋立形式 サンドイッチ方式＋セル方式 埋立開始日 平成３０年１２月３日 

埋立構造 準好気性埋立 埋立完了予定日 令和２０年１１月３０日 

 

 

 

３ 調査研究事業 

○ 山梨県環境整備センターの浸出水等の水質測定を実施し、その結果を整理し、水質管理の手法に

反映させた。 

○ 一般廃棄物最終処分場の浸出水等のカルシウム及び塩化物イオン濃度等の測定を実施し、その結

果を整理分析した。 

 

 

 

４ 普及啓発事業 

○ 廃棄物の適正処理や減量化等に関する普及啓発活動の一環として、施設見学の受け入れを行っている。 

令和７年度は、環境整備センターでは地元住民など２団体１５名、一般廃棄物最終処分場では小学

生など１２団体２７７名の受け入れを行った。 
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理 事 会 議 決 事 項 

回 数 開 催 年 月 日 議     決     事     項 

第１回 令和７年４月１日 

１ 副理事長１名の選定について 

２ 専務理事１名の選定について 

３ 役員報酬の件について 

第２回 令和７年６月４日 

１ 令和６年度事業報告について 

２ 令和６年度決算及び監査報告について 

３ 令和７年度定時評議員会の招集について 

第３回 令和７年６月２６日 

１ 任期満了に伴う理事改選後の理事長１名の選定について 

２ 任期満了に伴う理事改選後の副理事長１名の選定について 

３ 任期満了に伴う理事改選後の専務理事１名の選定について 

第４回 令和８年３月６日 １ 令和７年度第２回評議員会の招集について 

第５回 令和８年３月２４日 

１ 令和８年度事業計画について 

２ 令和８年度収支予算について 

３ 評議員、理事の候補者について 

４ 副理事長の報酬額改定について 

 

 

 

 

 

評 議 員 会 議 決 事 項 

回 数 開 催 年 月 日 議     決     事     項 

第１回 令和７年６月２６日 

１ 令和６年度決算及び監査報告について 

２ 定款の変更について 

３ 評議員の選任について 

４ 理事の選任について 

５ 監事の選任について 

第２回 令和８年３月２７日 
１ 評議員の選任について 

２ 理事の選任について 
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役 員 に 関 す る 事 項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

理  事 長 崎  幸 太 郎 R5.6.29 理 事 長 理  事 長崎  幸太郎 R7.6.26 理 事 長 

〃 草 間 聖 一 R7.4.1 副理事長 〃 草 間 聖 一 R7.6.26 副理事長 

〃 小 澤  浩  R7.4.1 専務理事 〃 長 田  芳 樹 R8.4.1 専務理事 

〃 浅 野 正 一 R5.6.29  〃 浅 野 正 一 R7.6.26  

〃 一 瀬  修 R5.6.29  〃 一 瀬  修 R7.6.26  

〃 反 田 成 樹 R5.6.29  〃 反 田 成 樹 R7.6.26  

〃 小 島 良 一 R5.6.29  〃 小 島 良 一 R7.6.26  

〃 玉 川 武 年 R5.6.29  〃 玉 川 武 年 R7.6.26  

監  事 入 倉 由 紀 子 R7.4.1  監  事 入 倉 由 紀 子 R7.6.26  

〃 古 屋 賀 章 R5.9.13  〃 古 屋 賀 章 R7.6.26  

 

 

 

 

 

評 議 員 に 関 す る 事 項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備  考 役職名 氏   名 就任年月日 備  考 

評議員 越 石  寛 R4.12.22  評議員 越 石  寛 R7.6.26  

〃 中 澤 和 樹 R5.4.1  〃 中 澤 和 樹 R7.6.26  

〃 山 岸 正 宜 R5.4.1  〃 山 岸 正 宜 R7.6.26  

〃 早 川 幸 夫 R6.6.25  〃 早 川 幸 夫 R7.6.26  

〃 山 本 盛 次 R7.4.1  〃 山 本 盛 次 R7.6.26  

〃 中 込 良 夫 R3.6.28  〃 中 込 良 夫 R7.6.26  

〃 新 田 治 江 R3.6.28  〃 小 澤  浩 R8.4.1  

〃 平 山 公 明 R3.6.28      

〃 齊 藤 武 彦 R6.4.1      
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益   

　　基本財産運用益

　　　基本財産利息 56,300 4,060 52,240

　　　　基本財産運用益計 56,300 4,060 52,240

　　受取補助金等　

　　　受取県補助金 103,841,162 91,514,815 12,326,347

　　　　受取補助金等計 103,841,162 91,514,815 12,326,347

　　受取補助金

　　　（指定正味財産からの振替額） 11,163,717 11,163,717 0

　　　　事業収益計 11,163,717 11,163,717 0

　　受託事業収入　

　　　運営・維持管理委託料収入 196,832,106 219,337,814 △ 22,505,708

　　　管理費負担金収入 5,842,469 6,818,609 △ 976,140

　　　　受託事業収入計 202,674,575 226,156,423 △ 23,481,848

　　引当金取崩収入

　　　維持管理引当金取崩収入 0 2,100,000 △ 2,100,000

　　　　引当金取崩収入計 0 2,100,000 △ 2,100,000

　　雑収入

　　　受取利息 662,351 226,284 436,067

　　　雑収入 0 0 0

　　　　雑収入計 662,351 226,284 436,067

　　　経常収益計 318,398,105 331,165,299 △ 12,767,194

　(2)経常費用

　①事業費

　　給料手当 1,807,969 2,479,759 △ 671,790

　　臨時雇手当 3,235,202 5,398,135 △ 2,162,933

　　福利厚生費 2,491,975 3,041,220 △ 549,245

　　食糧費 4,235 5,040 △ 805

　　旅費交通費 74,804 159,976 △ 85,172

　　通信運搬費 371,854 340,633 31,221

　　減価償却費 26,747,759 26,772,696 △ 24,937

　　消耗什器備品費 119,163 0 119,163

　　消耗品費 1,037,015 746,069 290,946

　　修繕費 379,609 515,164 △ 135,555

　　光熱水費 13,446,297 16,166,684 △ 2,720,387

　　手数料 67,346 70,682 △ 3,336

　　使用料及び賃借料 12,340,519 10,263,264 2,077,255

　　保険料 883,570 975,710 △ 92,140

　　諸謝金 580,200 655,200 △ 75,000

　　租税公課費 2,484,450 2,840,850 △ 356,400

　　負担金 89,000 88,000 1,000

　　交際費 7,088 6,510 578

　　委託費 237,573,270 246,975,327 △ 9,402,057

　　支払利息 5,500 7,638 △ 2,138

　　　　 事業費計 303,746,825 317,508,557 △ 13,761,732

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　②管理費

　　役員報酬 5,052,270 4,930,725 121,545

　　給料手当 3,193,285 2,995,434 197,851

　　臨時雇手当 0 0 0

　　福利厚生費 3,455,034 3,367,040 87,994

　　食糧費 4,518 4,050 468

　　旅費交通費 32,562 17,311 15,251

　　通信運搬費 106,451 88,800 17,651

　　減価償却費 94,600 94,600 0

　　消耗什器備品費 37,785 0 37,785

　　消耗品費 294,163 122,808 171,355

　　修繕費 103,185 59,633 43,552

　　光熱水費 243,774 165,711 78,063

　　手数料 22,579 21,243 1,336

　　使用料及び賃借料 283,291 183,275 100,016

　　保険料 18,980 20,010 △ 1,030

　　諸謝金 52,800 52,800 0

　　租税公課費 1,132,150 1,095,950 36,200

　　負担金 0 0 0

　　交際費 0 0 0

　　委託費 523,517 436,909 86,608

　　支払利息 336 443 △ 107

　　　　 管理費計 14,651,280 13,656,742 994,538

　　　経常費用計 318,398,105 331,165,299 △ 12,767,194

　      当期経常増減額

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 0 0 0

　      一般正味財産期首残高 △ 2,037,800 △ 2,037,800 0

　      一般正味財産期末残高 △ 2,037,800 △ 2,037,800 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

        一般正味財産への振替額 △ 11,163,717 △ 11,163,717 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 94,225,729 105,389,446 △ 11,163,717

　      指定正味財産期末残高 83,062,012 94,225,729 △ 11,163,717

Ⅲ正味財産期末残高 81,024,212 92,187,929 △ 11,163,717
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（単位：円）

うち明野分 うち受託分

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

　　基本財産運用益 50,670 50,670 0 5,630 56,300

　　　基本財産利息 50,670 50,670 0 5,630 56,300

　　受取補助金等　 95,097,475 95,097,475 0 8,743,687 103,841,162

　　　受取県補助金 95,097,475 95,097,475 0 8,743,687 103,841,162

　　受取補助金 11,163,717 11,163,717 0 0 11,163,717

　　　（指定正味財産からの振替額） 11,163,717 11,163,717 0 0 11,163,717

　　受託事業収入　 196,832,106 0 196,832,106 5,842,469 202,674,575

　　　運営・維持管理委託料収入 196,832,106 0 196,832,106 0 196,832,106

　　　管理費負担金収入 0 0 0 5,842,469 5,842,469

　　引当金取崩収入 0 0 0 0 0

　　　維持管理引当金取崩収入 0 0 0 0 0

　　雑収入 602,857 602,857 0 59,494 662,351

　　　受取利息 602,857 602,857 0 59,494 662,351

　　　雑収入 0 0 0 0 0

　　　　経常収益計 303,746,825 106,914,719 196,832,106 14,651,280 318,398,105

（２） 経常費用

　①事業費

　　役員報酬 0 0 0 0

　　給料手当 1,807,969 0 1,807,969 1,807,969

　　臨時雇手当 3,235,202 3,235,202 0 3,235,202

　　福利厚生費 2,491,975 532,602 1,959,373 2,491,975

　　食糧費 4,235 4,235 0 4,235

　　旅費交通費 74,804 0 74,804 74,804

　　通信運搬費 371,854 114,581 257,273 371,854

　　減価償却費 26,747,759 26,747,759 0 26,747,759

　　消耗什器備品費 119,163 119,163 0 119,163

　　消耗品費 1,037,015 579,183 457,832 1,037,015

　　修繕費 379,609 379,609 0 379,609

　　光熱水費 13,446,297 2,484,612 10,961,685 13,446,297

　　手数料 67,346 39,716 27,630 67,346

　　使用料及び賃借料 12,340,519 11,974,045 366,474 12,340,519

　　保険料 883,570 859,170 24,400 883,570

　　諸謝金 580,200 342,600 237,600 580,200

　　租税公課費 2,484,450 2,143,750 340,700 2,484,450

　　負担金 89,000 89,000 0 89,000

　　交際費 7,088 7,088 0 7,088     

　　委託費 237,573,270 57,256,904 180,316,366 237,573,270

　　支払利息 5,500 5,500 0 5,500

　　　事業費計 303,746,825 106,914,719 196,832,106 0 0 303,746,825

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科         目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合　　　　計
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うち明野分 うち受託分
科         目

公益目的事業会計
法人会計 内部取引消去 合　　　　計

　②管理費

　　役員報酬 5,052,270 5,052,270

　　給料手当 3,193,285 3,193,285

　　臨時雇手当 0 0

　　福利厚生費 3,455,034 3,455,034

　　食糧費 4,518 4,518

　　旅費交通費 32,562 32,562

　　通信運搬費 106,451 106,451

　　減価償却費 94,600 94,600

　　開業費償却 0 0

　　消耗什器備品費 37,785 37,785

　　消耗品費 294,163 294,163

　　修繕費 103,185 103,185

　　光熱水費 243,774 243,774

　　手数料 22,579 22,579

　　使用料及び賃借料 283,291 283,291

　　保険料 18,980 18,980

　　諸謝金 52,800 52,800

　　租税公課費 1,132,150 1,132,150

　　負担金 0 0

　　交際費 0 0

　　委託費 523,517 523,517

　　支払利息 336 336

　　　管理費計 0 0 0 14,651,280 0 14,651,280

　　　　経常費用計 303,746,825 106,914,719 196,832,106 14,651,280 318,398,105

　　　　　当期経常増減額 0 0 0 0 0

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0

　　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0

　　　　他会計振替額 0 0 0 0 0

　　　　当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0

　　　　　一般正味財産期首残高 △ 1,200,800 △ 1,200,800 0 △ 837,000 △ 2,037,800

　　　　　一般正味財産期末残高 △ 1,200,800 △ 1,200,800 0 △ 837,000 △ 2,037,800

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

　　　　　指定正味財産期首残高 91,225,729 91,225,729 0 3,000,000 94,225,729

　　　　　一般正味財産への振替額 △ 11,163,717 △ 11,163,717 0 0 △ 11,163,717

　　　　　指定正味財産期末残高 80,062,012 80,062,012 0 3,000,000 83,062,012

Ⅲ　正味財産期末残高 78,861,212 78,861,212 0 2,163,000 81,024,212
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（単位：円）

科         目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ資産の部

  １流動資産

現金預金 209,428,801 170,904,165 38,524,636

未収入金 25,624,241 98,810,256 △ 73,186,015

        　　流動資産合計 235,053,042 269,714,421 △ 34,661,379

  ２固定資産

       基本財産

　　　　　投資有価証券 0 0 0

　　　　　定期預金 30,000,000 30,000,000 0

        　基本財産合計 30,000,000 30,000,000 0

       特定資産

          建物 126,862,729 153,553,380 △ 26,690,651

          構築物 1 1 0

　　　　　維持管理積立金資産 10,799,000 10,799,000 0

      　　基本財産調整預金 0 0 0

          特定資産合計 137,661,730 164,352,381 △ 26,690,651

       その他の固定資産

          什器備品 188,044 245,152 △ 57,108

          土地 92,452,800 92,452,800 0

          機械及び装置 1 1 0

          車両運搬具 1 1 0

          無形固定資産 23,650 118,250 △ 94,600

          その他固定資産合計 92,664,496 92,816,204 △ 151,708

        　　固定資産合計 260,326,226 287,168,585 △ 26,842,359

        　　　資産合計 495,379,268 556,883,006 △ 61,503,738

Ⅱ負債の部

  １流動負債

       未払金 156,181,799 196,954,979 △ 40,773,180

　　　 短期借入金 187,200,000 202,900,000 △ 15,700,000

　　　 前受金 60,040,224 53,951,532 6,088,692

       預り金 134,033 89,566 44,467

        　　流動負債合計 403,556,056 453,896,077 △ 50,340,021

  ２固定負債

　　　維持管理引当金 10,799,000 10,799,000 0

        　　固定負債合計 10,799,000 10,799,000 0

        　　　負債合計 414,355,056 464,695,077 △ 50,340,021

Ⅲ正味財産の部

  １指定正味財産

　　　　基本財産 30,000,000 30,000,000 0

　　　　国庫補助金 18,019,402 21,810,505 △ 3,791,103

　　　　県補助金 35,042,610 42,415,224 △ 7,372,614

        　　指定正味財産合計 83,062,012 94,225,729 △ 11,163,717

      （うち基本財産への充当額） (30,000,000) (30,000,000) (0)

      （うち特定資産への充当額） (53,062,012) (64,225,729) △ (11,163,717)

  ２一般正味財産 △ 2,037,800 △ 2,037,800 0

　　　　（うち基本財産への充当） 0 0 0

　　　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0

        　　正味財産合計 81,024,212 92,187,929 △ 11,163,717

        　　　負債及び正味財産合計 495,379,268 556,883,006 △ 61,503,738

貸   借   対   照   表

令和８年３月３１日現在
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（単位：円）

科         目 場所・物量等 使用目的等 金　　　　額

Ⅰ資産の部

　１流動資産

    現金預金 209,428,801

      現金 手元保管 運転資金として 100,000

      普通預金
普通預金
山梨中央銀行県庁支店

運転資金として 209,328,801

      普通預金
普通預金
山梨中央銀行県庁支店

社会保険料等預り金 0

    未収入金 計3件の未収額
山梨県市町村総合事務組合業務委託料等
の未収分

25,624,241

            流動資産合計 235,053,042

　２固定資産

　 （１）基本財産

      基本財産(定期預金）
定期預金
山梨中央銀行県庁支店

公益目的保有財産及び管理運営に供する財
産であり、運用益を公益目的事業及び管理
費の財源として使用

30,000,000

          基本財産合計 30,000,000

　 （２）特定資産

      建物 北杜市明野町浅尾字浅尾原 公益目的事業に使用している 126,862,729

      構築物 北杜市明野町浅尾字浅尾原 公益目的事業に使用している 1

      維持管理積立金
独立行政法人環境再生保全
機構及び普通預金

埋立終了後の維持管理資金 10,799,000

          特定資産合計 137,661,730

　 （３）その他の固定資産

      什器備品 金庫１台、小型除雪機１台、マイクセット 公益目的事業に使用している 188,044

      土地 5筆　16,887㎡ 公益目的事業に使用している 92,452,800

      機械及び装置 乗用草刈機１台 公益目的事業に使用している 1

      車両運搬具 自動車１台 公益目的事業及び管理運営に使用している 1

      無形固定資産 PCA会計ソフト 法人全体の会計管理に使用している 23,650

        その他の固定資産合計 92,664,496

            固定資産合計 260,326,226

              資産合計 495,379,268

Ⅱ負債の部

　１流動負債

    未払金 計36件の未払額
一般廃棄物最終処分場運営・維持管理業務
委託料等の未払分

156,181,799

    短期借入金 山梨中央銀行県庁支店 運転資金として 187,200,000

    前受金
普通預金
山梨中央銀行県庁支店

一般廃棄物最終処分場運営・維持管理
業務委託に係る前受金

60,040,224

    預り金
普通預金
山梨中央銀行県庁支店

社会保険料等預り金 134,033

            流動負債合計 403,556,056

　２固定負債

   維持管理引当金
独立行政法人
環境再生保全機構

埋立終了後の維持管理に備えたもの 10,799,000

            固定負債合計 10,799,000

              負債合計 414,355,056

              正味財産 81,024,212

財    産    目    録

令和８年３月３１日現在

-235-



１ 重要な会計方針

　（１）固定資産の減価償却の方法

　定額法により行っている。

　（２）引当金の計上基準

　維持管理引当金・・・環境整備センターの埋立終了後の維持管理費用に備えるため、廃棄物の処理及び清掃に

　　　　　　　　　　　　　関する法律第８条の５に基づき、その見積額を計上している。

　（３）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　会計方針の変更

３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

小計 30,000,000 0 0 30,000,000

特定資産

　建物 153,553,380 0 26,690,651 126,862,729

　構築物 1 0 0 1

　維持管理積立金資産 10,799,000 0 0 10,799,000

小計 164,352,381 0 26,690,651 137,661,730

合計 194,352,381 0 26,690,651 167,661,730

４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正
味財産から
の充当額）

（うち一般正
味財産から
の充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産 0 (0) (0) (0)

　定期預金 30,000,000 (30,000,000) (0) (0)

小計 30,000,000 (30,000,000) (0) (0)

特定資産

　建物 126,862,729 (53,062,012) (73,800,717)

　構築物 1 (0) (1)

　維持管理積立金資産 10,799,000 (0) (0) (10,799,000)

小計 137,661,730 (53,062,012) (0) (84,599,718)

合計 167,661,730 (83,062,012) (0) (84,599,718)

５　担保に供している資産
該当する事項なし

６　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　目

建物

構築物

什器備品

機械及び装置

車両運搬具

無形固定資産

合計 3,409,048,730 3,281,974,304 127,074,426

1,240,000 1,239,999 1

473,000 449,350 23,650

1,726,780 1,538,736 188,044

700,000 699,999 1

1,240,606,381 1,113,743,652 126,862,729

2,164,302,569 2,164,302,568 1

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

　公益法人会計基準（平成20年４月11日、令和2年5月15日改正　内閣府公益認定等委員会）に
より財務諸表等の作成を行っている。

　会計方針の変更はない。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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７　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科目

未収入金

合計

８　保証債務等の偶発債務
該当する事項なし

９　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

交付者
前期末
  残高

  当期
増加額

 当期
減少額

当期末
  残高

貸借対照表
上の記載区

分

補助金

環境省 21,810,505 3,791,103 18,019,402 指定正味財産

山梨県 42,415,224 7,372,614 35,042,610 指定正味財産

山梨県 4,270,000 4,292,000 4,270,000 4,292,000 未収入金

山梨県 0 8,743,687 8,743,687 0

山梨県 0 90,805,475 90,805,475 0

68,495,729 103,841,162 114,982,879 57,354,012

１０　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金額

11,163,717

11,163,717

１１　関連当事者との取引の内容
該当する事項なし

１２　重要な後発事象
該当する事項なし

25,624,241 0 25,624,241

債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

25,624,241 0 25,624,241

補助金等の名称

　廃棄物処理施設整備費
　国庫補助金

　山梨県産業廃棄物処理
　施設整備事業費補助金

　山梨県廃棄物処理施設
　安全確保対策費補助金

　経営支援補助金 (法人
分)

　減価償却費計上による振替額

　　建物（水処理施設）

合　計

　経営支援補助金 (明野
分)

合計

内　容

経常収益への振替額
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令和８年度公益財団法人山梨県環境整備事業団事業計画書 

事  業  計  画 

 

第１ 基本方針 

山梨県環境整備事業団は、安全性と信頼性が確保できる産業廃棄物最終処分場を運営すると

ともに、一般廃棄物最終処分場の運営を受託することにより、廃棄物処理の先導的な役割を果た

し、さらに廃棄物の適正処理に関する調査研究に関する事業等を行うことで県民の生活環境の保

全と産業の健全な発展に資する。 

 

第２ 事業計画 

（１）山梨県環境整備センターの管理運営事業 

山梨県、北杜市と締結した「明野廃棄物最終処分場に係る公害防止協定」に基づく安全対策を着実

に推進し、引き続き、水質、発生ガス等が基準に適合するまで維持管理を行う。 

また、業務遂行に当たっては、第五次改革プランに基づく経営改善の取り組みをより一層推進し、赤

字縮減に向け、最大限の努力を行う。 

 

（２）山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物最終処分場（かいのくにエコパーク）の

運営・維持管理受託事業 

山梨県市町村総合事務組合と締結した「山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物最終処分場運

営・維持管理業務委託契約」及びクボタ環境・大林・湯澤・内藤共同企業体と締結した「山梨県市町村

総合事務組合立一般廃棄物最終処分場長期包括的運営・維持管理業務委託契約」並びに山梨県市

町村総合事務組合、地元、山梨県と締結した「公害防止協定」に基づき、周辺環境の状況確認に努

めるとともに、安全性に最大限配慮した適切かつ効率的な一般廃棄物最終処分場の運営・維持管理

を行う。 

 

（３）調査研究事業 

山梨県環境整備センターの浸出水等の水質、埋立地から発生するガス等の測定を定期的に実施し、

その結果を整理・分析する等、埋立廃棄物の安定化について調査を行う。 

一般廃棄物最終処分場は、飛灰の埋立量が多く、浸出水のカルシウム及び塩化物イオン濃度が高

い傾向があることから、定期的に浸出水の水質を測定し、カルシウム及び塩化物イオン濃度の挙動を

把握する。 

 

（４）普及啓発事業 

山梨県環境整備センター及び一般廃棄物最終処分場において施設見学の受け入れを積極的に行い、

廃棄物処理に関する学習機会を提供することにより、廃棄物の適正処理や減量化等に関する普及啓発

を行う。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

  　基本財産運用収入 2,000 2,000 0

      基本財産利息収入 2,000 2,000 0

    受取補助金等　 133,671,000 129,538,000 4,133,000

      受取県補助金 133,671,000 129,538,000 4,133,000

    受取補助金 11,164,000 11,164,000 0

     （指定正味財産からの振替額） 11,164,000 11,164,000 0

  　受託事業収入 230,957,000 230,412,000 545,000

　　　運営・維持管理委託料収入 224,901,000 224,285,000 616,000

      管理費負担金収入 6,056,000 6,127,000 △ 71,000

    引当金取崩収入 0 0 0

　　　維持管理引当金取崩収入 0 0 0

  　雑収入 252,000 37,000 215,000

      受取利息 2,000 2,000 0

　　　雑収入 250,000 35,000 215,000

　　 経常収益計 376,046,000 371,153,000 4,893,000

  （２）経常費用

　　事業費

      給料手当 2,397,000 2,198,000 199,000

      臨時雇手当 3,138,000 2,479,000 659,000

      福利厚生費 2,610,000 2,158,000 452,000

      食糧費 23,000 23,000 0

      旅費交通費 490,000 490,000 0

      通信運搬費 437,000 437,000 0

      減価償却費 26,748,000 26,708,000 40,000

      消耗什器備品費 150,000 150,000 0

      消耗品費 4,595,000 4,594,000 1,000

      修繕費 608,000 608,000 0

      光熱水費 22,760,000 22,708,000 52,000

      手数料 150,000 150,000 0

      使用料及び賃借料 15,906,000 12,763,000 3,143,000

      保険料 1,530,000 1,532,000 △ 2,000

      諸謝金 766,000 766,000 0

      租税公課費 2,831,000 2,804,000 27,000

      負担金 209,000 209,000 0

      交際費 55,000 55,000 0

      委託費 274,485,000 272,944,000 1,541,000

      支払利息 10,000 10,000 0

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　管理費

      役員報酬 5,662,000 5,463,000 199,000

      給料手当 3,423,000 3,509,000 △ 86,000

      福利厚生費 3,535,000 3,401,000 134,000

      食糧費 5,000 5,000 0

      旅費交通費 38,000 38,000 0

      通信運搬費 126,000 126,000 0

      減価償却費 24,000 95,000 △ 71,000

      消耗什器備品費 30,000 30,000 0

      消耗品費 374,000 374,000 0

　　　修繕費 58,000 58,000 0

      光熱水費 282,000 262,000 20,000

      手数料 15,000 15,000 0

      使用料及び賃借料 656,000 306,000 350,000

      保険料 19,000 21,000 △ 2,000

　　　諸謝金 53,000 53,000 0

      租税公課費 1,379,000 3,138,000 △ 1,759,000

      負担金 0 0 0

      交際費 0 0 0

      委託費 468,000 472,000 △ 4,000

      支払利息 1,000 1,000 0

　　　経常費用計 376,046,000 371,153,000 4,893,000

事業活動収支差額 0 0 0

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２） 経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 2,038,000 △ 2,038,000 0

△ 2,038,000 △ 2,038,000 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

△ 11,164,000 △ 11,164,000 0

83,063,000 94,227,000 △ 11,164,000

71,899,000 83,063,000 △ 11,164,000

Ⅲ　正味財産期末残高 69,861,000 81,025,000 △ 11,164,000

　      一般正味財産期末残高

　　　　当期指定正味財産増減額

　　　　指定正味財産期首残高

　      指定正味財産期末残高

　      当期経常外増減額

　      当期一般正味財産増減額

　      一般正味財産期首残高
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(単位：円）

明野分 受託事業分 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

  　基本財産運用収入 1,000 0 1,000 1,000 2,000

      基本財産利息収入 1,000 0 1,000 1,000 2,000

    受取補助金等　 123,581,000 0 123,581,000 10,090,000 133,671,000

      受取県補助金 123,581,000 0 123,581,000 10,090,000 133,671,000

    受取補助金 11,164,000 0 11,164,000 0 11,164,000

     （指定正味財産からの振替額） 11,164,000 0 11,164,000 0 11,164,000

  　受託事業収入 0 224,901,000 224,901,000 6,056,000 230,957,000

　　　運営・維持管理委託料収入 0 224,901,000 224,901,000 0 224,901,000

      管理費負担金収入 0 0 0 6,056,000 6,056,000

    引当金取崩収入 0 0 0 0 0

　　　維持管理引当金取崩収入 0 0 0 0 0

  　雑収入 251,000 0 251,000 1,000 252,000

      受取利息 1,000 0 1,000 1,000 2,000

　　　雑収入 250,000 0 250,000 0 250,000

　　 経常収益計 134,997,000 224,901,000 359,898,000 16,148,000 376,046,000

  （２）経常費用

　　事業費

      役員報酬 0 0 0 5,662,000 5,662,000

      給料手当 0 2,397,000 2,397,000 3,423,000 5,820,000

      臨時雇手当 3,138,000 0 3,138,000 0 3,138,000

      福利厚生費 648,000 1,962,000 2,610,000 3,535,000 6,145,000

      食糧費 23,000 0 23,000 5,000 28,000

      旅費交通費 290,000 200,000 490,000 38,000 528,000

      通信運搬費 151,000 286,000 437,000 126,000 563,000

      減価償却費 26,748,000 0 26,748,000 24,000 26,772,000

      消耗什器備品費 50,000 100,000 150,000 30,000 180,000

      消耗品費 3,541,000 1,054,000 4,595,000 374,000 4,969,000

      修繕費 608,000 0 608,000 58,000 666,000

      光熱水費 3,155,000 19,605,000 22,760,000 282,000 23,042,000

      手数料 80,000 70,000 150,000 15,000 165,000

      使用料及び賃借料 15,440,000 466,000 15,906,000 656,000 16,562,000

      保険料 1,504,000 26,000 1,530,000 19,000 1,549,000

      諸謝金 473,000 293,000 766,000 53,000 819,000

      租税公課費 2,359,000 472,000 2,831,000 1,379,000 4,210,000

      負担金 209,000 0 209,000 0 209,000

      交際費 5,000 50,000 55,000 0 55,000

      委託費 76,565,000 197,920,000 274,485,000 468,000 274,953,000

      支払利息 10,000 0 10,000 1,000 11,000

　　　経常費用計 134,997,000 224,901,000 359,898,000 16,148,000 376,046,000

事業活動収支差額 0 0 0 0 0

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0 0 0

　（２） 経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 1,201,000 0 △ 1,201,000 △ 837,000 △ 2,038,000

△ 1,201,000 0 △ 1,201,000 △ 837,000 △ 2,038,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0 0 0

△ 11,164,000 0 △ 11,164,000 0 △ 11,164,000

80,063,000 0 80,063,000 3,000,000 83,063,000

68,899,000 0 68,899,000 3,000,000 71,899,000

Ⅲ　正味財産期末残高 67,698,000 0 67,698,000 2,163,000 69,861,000

　      指定正味財産期末残高

合計

　      当期経常外増減額

　      当期一般正味財産増減額

　      一般正味財産期首残高

　      一般正味財産期末残高

　　　　当期指定正味財産増減額

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
公益目的事業会計

法人会計

　　　　指定正味財産期首残高
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令和７年度公益財団法人やまなし環境財団事業報告書 

事    業    報    告 

 

事 業 概 要 

民間の視点から、環境保全活動を行っている県内の個人、または民間団体を支援する各種事業の実施

や財団の普及啓発活動を行った。 

 

事 業 実 施 状 況 

１ 環境保全活動を行っている民間団体等への助成事業 

  県内における民間活動団体の自発的、継続的な環境保全へ向けた活動に必要な経費を助成 

・スタートアップ助成（環境保全活動を新たに開始又は開始後３年未満の団体等を対象）   ４団体 

・ステップアップ助成（環境保全活動を開始後３年以上行っている団体等を対象）        ３団体 

・ブラッシュアップ助成（ステップアップ助成を２年以上交付された実績がある団体等を対象） ３団体 

 

２ やまなし環境活動推進ネットワークフォーラムの開催 

県内で環境保全に向けた活動を行っている個人・団体・企業等による活動発表の場を通じて、参加

者相互の情報交換とネットワークづくりを目的として開催 

     日   時：令和８年２月８日（日）午後１時１５分から午後４時３０分 

内   容：「つなげよう、持続可能な環境と笑顔の未来～今日のチャレンジは、明日への希望～」  

をテーマに、ポスターセッション等を実施 

     

３ 若宮賞表彰事業 

優れた環境保全活動を行っている県内の個人・団体を表彰 

被表彰者数  ３個人・３団体 

 

４ 温暖化防止対策支援事業 

山梨県地球温暖化防止活動推進センターへ地球温暖化防止対策事業を委託し、地球温暖化防止

対策の効果的・効率的な普及啓発、環境教育事業を実施 

 

５ 情報提供事業 

ホームページ及びメールでの最新情報の提供（随時） 

 財団の概要、事業・活動団体の紹介、環境に関する情報の提供 等 

 

６ 普及啓発事業 

県民の日記念行事小瀬会場において普及啓発物品の配布・助成団体の活動展示を行い、環境保

全に関する普及啓発を実施 
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理事会議決事項 

回     数 開 催 年 月 日 議  決  事  項 

第 １ 回 令和７年６月１１日 

1 令和６年度事業報告について 
2 令和６年度収支決算報告について 
3 評議員会の開催について 
4 理事の候補者について 

第 ２ 回 
書面会議 

（令和７年６月２７日） 

１ 理事長の選定について 
２ 副理事長の選定について 

第 ３ 回 
書面会議 

（令和８年１月２７日） 
１ 寄附金の受け入れについて 

第 ４ 回 
書面会議 

（令和８年２月４日） 
１ 評議員会の招集について 

第 ５ 回 令和８年３月２５日 

１ 環境保全活動支援助成金の見直しについて 
２ 令和８年度事業計画について 
３ 令和８年度予算実施計画について 
４ 評議員、理事の候補者について 

第 ６ 回 
書面会議 

（令和８年３月２７日） 
１ 評議員、監事の候補者について 

 

評議員会議決事項 

回     数 開 催 年 月 日 議  決  事  項 

第 １ 回 令和７年６月２７日 
1  令和６年度収支決算報告について 
2  評議員の選任について 
3～9 理事の選任について 

第 ２ 回 令和８年３月３０日 １ 評議員、理事・監事の選任について 

 

役員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏   名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備 考 

理  事 齊藤 武彦 6. 4. 1 理 事 長 理  事 小澤  浩 8. 4. 1 理 事 長 

〃 風間ふたば 5.6.26 副理事長 〃 風間ふたば 7.6.27 副理事長 

〃 浅川 節子 5.6.26  〃 浅川 節子 7.6.27  

〃 岩田 智也 5.6.26  〃 岩田 智也 7.6.27  

〃 小澤 一昭 5.6.26  〃 小澤 一昭 7.6.27  

〃 坂本 政彦 5.6.26  〃 坂本 政彦 7.6.27  

〃 箕浦 一哉 5.6.26  〃 箕浦 一哉 7.6.27  

監  事 越石  寛 5.6.26  監  事 越石  寛 5.6.26  

〃 齋藤 正信 5.6.26  〃 鈴木 卓也 8.4.1  

 

評議員に関する事項 

令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏    名 就任年月日 備 考 役職名 氏   名 就任年月日 備 考 

評 議 員 篠原  充 5. 6. 26 会 長 評 議 員 篠原  充 5. 6. 26 会 長 

〃 小澤  浩 7. 4. 1  〃 長田 芳樹 8. 4. 1  

〃 岸 いず美 5. 6. 26  〃 岸 いず美 5. 6. 26  

〃 志村 宏司 5. 6. 26  〃 小澤 浩二 7. 6. 27  

〃 中澤 和樹 5. 6. 26  〃 中澤 和樹 5. 6. 26  

〃 仲澤 早苗 5. 6. 26  〃 仲澤 早苗 5. 6. 26  

〃 増田 直広 5. 6. 26  〃 増田 直広 5. 6. 26  
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益   

　    ①　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息(振替額) 2,620,742 2,248,987 371,755

　　　　基本財産運用益計 2,620,742 2,248,987 371,755

　    ②　受取寄附金

　　　　　　受取寄附金 1,964,984 0 1,964,984

　　　　受取寄附金計 1,964,984 0 1,964,984

　    ③　雑収益

　　　　　　受取利息 2,561 416 2,145

　　　　雑収益計 2,561 416 2,145

　　　経常収益計 4,588,287 2,249,403 2,338,884

　（２）経常費用

　　　①  事業費

　　　　民間団体助成金 1,419,000 1,905,000 △ 486,000

　　　　　　助成金 1,419,000 1,900,000 △ 481,000

　　　　　　消耗品費 0 5,000 △ 5,000

　　　　　　通信運搬費 0 0 0

　　　　ネットワーク集会経費 102,885 65,000 37,885

　　　　　　報償費 0 0 0

　　　　　　消耗品費 27,385 10,000 17,385

　　　　　　印刷製本費 71,500 55,000 16,500

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0

　　　　　　食糧費 4,000 0 4,000

　　　　財団PR経費 240,316 206,023 34,293

　　　　　　消耗品費 166,716 139,923 26,793

　　　　　　使用料及び賃借料 73,600 66,100 7,500

　　　　若宮賞表彰経費 163,254 68,764 94,490

　　　　　　報償費 153,255 60,000 93,255

　　　　　　消耗品費 9,999 8,764 1,235

　　　　　　印刷製本費 0 0 0

　　　　　　通信運搬費 0 0 0

　　　　　　筆耕料 0 0 0

　　　　ホームページ作成事業経費 26,400 26,400 0

　　　　　　委託費 26,400 26,400 0

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0

　　　　温暖化防止支援事業経費 250,000 250,000 0

　　　　　　委託費 250,000 250,000 0

　　　　事業費計 2,201,855 2,521,187 △ 319,332

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　  ②  管理費

　　　　　　会議費 57,008 49,172 7,836

　　　　　　消耗品費 26,664 29,847 △ 3,183

　　　　　　印刷製本費 0 0 0

　　　　　　通信運搬費 5,450 4,072 1,378

　　　　　　筆耕料 0 0 0

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0

　　　　　　雑費 25,220 31,185 △ 5,965

　　　　管理費計 114,342 114,276 66

　　　経常費用計 2,316,197 2,635,463 △ 319,266

　      当期経常増減額 2,272,090 △ 386,060 2,658,150

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　      指定正味財産からの振替 0 0 0

　      過年度指定正味財産からの振替 0 0 0

　      他会計振替 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0

　（2）  経常外費用

　      他会計振替 0 0 0

　      過年度一般正味振替取消額 0 0 0

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 2,272,090 △ 386,060 2,658,150

　      一般正味財産期首残高 5,810,580 6,196,640 △ 386,060

　      一般正味財産期末残高 8,082,670 5,810,580 2,272,090

Ⅱ指定正味財産増減の部

        基本財産受取利息 2,620,742 2,248,987 371,755

        基本財産調整 0 0 0

        過年度一般正味振替取消額 0 0 0

        一般正味財産への振替額 △ 2,620,742 △ 2,248,987 △ 371,755

        過年度一般正味財産への振替額 0 0 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 482,290,244 482,290,244 0

　      指定正味財産期末残高 482,290,244 482,290,244 0

Ⅲ正味財産期末残高 490,372,914 488,100,824 2,272,090
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 内部取引等消去 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息(振替額) 2,306,253 314,489 0 2,620,742

　　　　基本財産運用益計 2,306,253 314,489 0 2,620,742

　    ②　受取寄附金

　　　　　　受取寄附金 1,964,984 0 0 1,964,984

　　　　受取寄附金計 1,964,984 0 0 1,964,984

　    ③　雑収益

　　　　　　受取利息 2,254 307 0 2,561

　　　　雑収益計 2,254 307 0 2,561

　　　経常収益計 4,273,491 314,796 0 4,588,287

　（２）経常費用

　　　①  事業費

　　　　民間団体助成金 1,419,000 0 0 1,419,000

　　　　　　助成金 1,419,000 0 0 1,419,000

　　　　　　消耗品費 0 0 0 0

　　　　　　通信運搬費 0 0 0 0

　　　　ネットワーク集会経費 102,885 0 0 102,885

　　　　　　報償費 0 0 0 0

　　　　　　消耗品費 27,385 0 0 27,385

　　　　　　印刷製本費 71,500 0 0 71,500

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0 0

　　　　　　食糧費 4,000 0 0 4,000

　　　　財団PR経費 240,316 0 0 240,316

　　　　　　消耗品費 166,716 0 0 166,716

　　　　　　使用料及び賃借料 73,600 0 0 73,600

　　　　若宮賞表彰経費 163,254 0 0 163,254

　　　　　　報償費 153,255 0 0 153,255

　　　　　　消耗品費 9,999 0 0 9,999

　　　　　　印刷製本費 0 0 0 0

　　　　　　通信運搬費 0 0 0 0

　　　　　　筆耕料 0 0 0 0

　　　　ホームページ作成事業経費 23,232 3,168 0 26,400

　　　　　　委託費 23,232 3,168 0 26,400

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0 0

　　　　温暖化防止支援事業経費 250,000 0 0 250,000

　　　　　　委託費 250,000 0 0 250,000

　　　　事業費計 2,198,687 3,168 0 2,201,855

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
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公益事業会計 法人会計 内部取引等消去 合計科     目

　　  ②  管理費

　　　　　　会議費 0 57,008 0 57,008

　　　　　　消耗品費 0 26,664 0 26,664

　　　　　　印刷製本費 0 0 0 0

　　　　　　通信運搬費 0 5,450 0 5,450

　　　　　　筆耕料 0 0 0 0

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0 0

　　　　　　雑費 0 25,220 0 25,220

　　　　管理費計 0 114,342 0 114,342

　　　経常費用計 2,198,687 117,510 0 2,316,197

　      当期経常増減額 2,074,804 197,286 0 2,272,090

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　      指定正味財産からの振替 0 0 0 0

　      過年度指定正味財産からの振替 0 0 0 0

　      他会計振替 0 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0 0

　（2）  経常外費用

　      他会計振替 0 0 0 0

　      過年度一般正味振替取消額 0 0 0 0

　　　経常外費用計 0 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 2,074,804 197,286 0 2,272,090

　      一般正味財産期首残高 4,653,815 1,156,765 0 5,810,580

　      一般正味財産期末残高 6,728,619 1,354,051 0 8,082,670

Ⅱ指定正味財産増減の部

        基本財産受取利息 2,306,253 314,489 0 2,620,742

        基本財産調整 0 0 0 0

        過年度一般正味振替取消額 0 0 0 0

        一般正味財産への振替額 △ 2,306,253 △ 314,489 0 △ 2,620,742

        過年度一般正味財産への振替額 0 0 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 424,415,415 57,874,829 0 482,290,244

　      指定正味財産期末残高 424,415,415 57,874,829 0 482,290,244

Ⅲ正味財産期末残高 431,144,034 59,228,880 0 490,372,914
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　１　流動資産

　（１）普通預金 9,135,714 7,088,804 2,046,910

　（２）定期預金 0 0 0

  （３）未収金 326,909 378,763 △ 51,854

　（４）前払金 0 0 0

　　　　　流動資産合計 9,462,623 7,467,567 1,995,056

　２　固定資産

　（１）基本財産

　      定期預金 2,790,244 2,790,244 0

　      有価証券 480,000,000 480,000,000 0

　　　　　基本財産合計 482,790,244 482,790,244 0

　（２）特定資産

　      事業実施資金 0

　　　　　特定資産合計 0 0 0

　（３）その他固定資産

　　　　有価証券評価損 △ 768,575 △ 742,834 △ 25,741

　　　　　その他固定資産合計 △ 768,575 △ 742,834 △ 25,741

　　　　　固定資産合計 482,021,669 482,047,410 △ 25,741

　　　　　資産合計 491,484,292 489,514,977 1,969,315

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　　　　　未払金 1,111,378 1,414,153 △ 302,775

　　　　　流動負債合計 1,111,378 1,414,153 △ 302,775

　２　固定負債

　　　　　固定負債合計 0 0 0

　　　　　負債合計 1,111,378 1,414,153 △ 302,775

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産 482,290,244 482,290,244 0

　　　（うち基本財産への充当額） （482,290,244） （482,290,244） （0）

　　　（うち特定資産への充当額） (0) (0) （0）

　２　一般正味財産 8,082,670 5,810,580 2,272,090

　　　（うち基本財産への充当額） （500,000） （500,000） （0）

　　　（うち特定資産への充当額） （0） （0） （0）

　　　　　正味財産合計 490,372,914 488,100,824 2,272,090

　　　　　負債及び正味財産合計 491,484,292 489,514,977 1,969,315

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科     目
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(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

普通預金
(株)山梨中央銀行
　県庁支店

公益事業資金及び法人運営資金 9,135,714

未収金
野村證券(株)
　甲府支店

公益事業及び法人運営の
使用目的利付国債利息

90,136

未収金
三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ
証券(株)甲府支店

公益事業及び法人運営の
使用目的利付国債利息

130,821

未収金
(株)山梨中央銀行
　県庁支店

公益事業及び法人運営の
使用目的山梨県公債利息

63,714

未収金
大和証券(株)
　甲府支店

公益事業及び法人運営の
使用目的大阪府公債利息

26,896

未収金
(株)みずほ証券
　甲府支店

公益事業及び法人運営の
使用目的利付国債利息

15,342

流動資産合計 9,462,623

（固定資産）

基本財産 定期預金
(株)山梨中央銀行
　県庁支店

2,790,244

有価証券
野村證券(株)
　甲府支店

100,000,000

三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ
証券(株)甲府支店

100,000,000

(株)山梨中央銀行
　県庁支店

130,000,000

大和証券(株)甲府支店 100,000,000

みずほ証券（株）
　甲府支店

50,000,000

その他の固定資産

有価証券 △ 768,575

固定資産合計 482,021,669

資産合計 491,484,292

（流動負債）

未払金 委託料、助成金の未払分等 1,111,378

流動負債合計 1,111,378

（固定負債）

固定負債合計 0

負債合計 1,111,378

正味財産 490,372,914

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１現在

貸借対照表科目

運用益を公益目的事業及び
管理目的の財源として使用する
資産
・公益目的事業会計88%
・法人会計12%
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。 

（２）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

 

２ 基本財産及びその残高 

   （１）基本財産及びその残高は、次のとおりである。 

                      （単位：円） 

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高 

基 本 財 産     

有 価 証 券 480,000,000 0 0 480,000,000 

定 期 預 金 2,790,244 0  0 2,790,244 

合 計 482,790,244 0 0 482,790,244 

        

 

３ 基本財産の財源等の内訳 

  基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

科      目 当 期 末 残 高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基 本 財 産     

有 価 証 券 480,000,000 (480,000,000) (       0) (         0) 

定 期 預 金 2,790,244 (2,290,244) (  500,000) (        0) 

合 計 482,790,244 (482,290,244) (  500,000) (         0) 

 

 

４ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

                                                                           （単位：円） 

科       目 帳 簿 価 額 時   価 評 価 損 益 

山梨県Ｈ28 第 1 回公募公債（10 年）  30,000,000 29,820,000 ▲180,000 

第 161 回 利付国債(20 年) 50,097,900 40,595,000 ▲9,502,900 

第 433 回 大阪府債(10 年) 49,976,400 48,515,000 ▲1,461,400 

山梨県 R2 第 1 回公募公債（10 年）  100,000,000 92,320,000 ▲7,680,000 

第 174 回 利 付 国 債 （ 20 年 ） 49,932,875 35,395,000 ▲14,537,875 

第 180 回 利 付 国 債 （ 20 年 ） 49,797,200 36,040,000 ▲13,757,200 

第 181 回 利 付 国 債 （ 20 年 ） 49,787,500 36,400,000 ▲13,387,500 

第 374 回 利付国債(10 年) 49,716,950 45,125,000 ▲4,591,950 

第 378 回 利付国債(10 年) 49,922,600 46,545,000 ▲3,377,600 

合 計 479,231,425 410,755,000 ▲68,476,425 

  （注）満期保有前提のため、評価損は影響しない。 
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５ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

経常収益への振替額 

  基本財産受取利息額           2,620,742 円 

 

付 属 明 細 書 

 

１ 基本財産 

     財務諸表の注記に記載のため作成を省略    
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令和８年度公益財団法人やまなし環境財団事業計画書 

事    業    計    画 

 

基 本 方 針 

個人又は民間団体の環境保全に向けた活動に対する支援を行い、民間の視点から環境保全活動を推進する。 

 

事 業 実 施 計 画 

  県内の個人又は民間団体の環境保全活動の促進を図るため、次の事業を実施することとし、その際には県の施

策とも連動・連携して進めていくこととする。 

 

１ 環境保全活動を行っている民間団体等への助成事業 

県内における民間活動団体の自発的、継続的な環境保全へ向けた活動に必要な経費を助成する。 

・スタートアップ助成（環境保全活動を新たに開始又は開始後３年未満の団体等を対象） 

・ステップアップ助成（環境保全活動を開始後３年以上行っている団体等を対象）      

・ブラッシュアップ助成（ステップアップ助成を２年以上交付された実績がある団体等を対象） 

 

２ やまなし環境活動推進ネットワークフォーラムの開催 

県内で環境保全に向けた活動を行っている個人・団体・企業等による活動発表の場を通じて、参加者相互

の情報交換とネットワークづくりを目的として開催する。 

     内容：若宮賞表彰式、感謝状贈呈式、環境保全活動リレートーク等（予定） 

     

３ 若宮賞表彰事業 

優れた環境保全活動を行っている県内の個人・団体を表彰する。 

 

４ 温暖化防止対策支援事業 

・山梨県が目指す 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた取組を促進するため、県作成の啓発パン 

フレットなどを県民の日イベント等で配布する。 

・山梨県地球温暖化防止活動推進センターへ地球温暖化防止対策事業を委託し、効率的・効果的な普及 

啓発、実践活動を促進する。 

 

５ 情報提供事業 

ホームページ及びメールでの最新情報の提供（随時） 

 財団の概要、事業・活動団体の紹介、環境に関する情報の提供 等 

 

６ 普及啓発事業 

県民の日記念行事等において、環境保全に関する普及啓発及び財団の PR を図る。 
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益   

　    ①　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息 2,789,500 2,189,500 600,000

　　　　基本財産運用益計 2,789,500 2,189,500 600,000

　    ②　受取寄附金

　　　　　　受取寄附金 1,000 1,000 0

　　　　受取寄附金計 1,000 1,000 0

　    ③　雑収益

　　　　　　　受取利息 2,500 2,000 500

　　　　受取利息計 2,500 2,000 500

　　　経常収益計 2,793,000 2,192,500 600,500

　（２）経常費用

　　　①  事業費

　　　　民間団体助成金 3,420,000 2,520,000 900,000

　　　　　　助成金 2,900,000 2,500,000 400,000

　　　　　　委託費 500,000 0 500,000

　　　　　　消耗品費 10,000 10,000 0

　　　　　　通信運搬費 10,000 10,000 0

　　　　ネットワーク集会経費 200,000 200,000 0

　　　　　　消耗品費 30,000 30,000 0

　　　　　　印刷製本費 100,000 100,000 0

　　　　　　通信運搬費 10,000 10,000 0

　　　　　　使用料及び賃借料 50,000 50,000 0

　　　　　　食糧費 10,000 10,000 0

　　　　財団PR経費 270,000 270,000 0

　　　　　　消耗品費 170,000 170,000 0

　　　　　　使用料及び賃借料 100,000 100,000 0

　　　　若宮賞表彰経費 230,000 230,000 0

　　　　　　報償費 200,000 200,000 0

　　　　　　消耗品費 10,000 10,000 0

　　　　　　印刷製本費 10,000 10,000 0

　　　　　　通信運搬費 5,000 5,000 0

　　　　　　筆耕料 5,000 5,000 0

　　　　ホームページ作成事業経費 30,000 30,000 0

　　　　　　委託費 30,000 30,000 0

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0 0

　　　　温暖化防止支援事業経費 250,000 250,000 0

　　　　　　委託費 250,000 250,000 0

　　　　事業費計 4,400,000 3,500,000 900,000

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　  ②  管理費

　　　　　　会議費 120,000 100,000 20,000

　　　　　　消耗品費 30,000 30,000 0

　　　　　　印刷製本費 10,000 10,000 0

　　　　　　通信運搬費 15,000 15,000 0

　　　　　　筆耕料 5,000 5,000 0

　　　　　　雑費 40,000 40,000 0

　　　　管理費計 220,000 200,000 20,000

　　　経常費用計 4,620,000 3,700,000 920,000

　      当期経常増減額 △ 1,827,000 △ 1,507,500 △ 319,500

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　      指定正味財産からの振替 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 △ 1,827,000 △ 1,507,500 △ 319,500

　      一般正味財産期首残高 7,528,000 6,196,640 1,331,360

　      一般正味財産期末残高 5,701,000 4,689,140 1,011,860

Ⅱ指定正味財産増減の部

        基本財産受取利息 2,789,500 2,189,500 600,000

        基本財産調整 0 0 0

        一般正味財産への振替額 △ 2,789,500 △ 2,189,500 △ 600,000

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 482,290,244 482,290,244 0

　      指定正味財産期末残高 482,290,244 482,290,244 0

Ⅲ正味財産期末残高 487,991,244 486,979,384 1,011,860
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(単位：円）

公益事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息 2,454,760 334,740 2,789,500

　　　　基本財産運用益計 2,454,760 334,740 0 2,789,500

　    ②　受取寄附金

　　　　　　受取寄附金 880 120 1,000

　　　　受取寄附金計 880 120 0 1,000

　    ③　雑収益

　　　　　　受取利息 2,200 300 2,500

　　　　受取利息計 2,200 300 0 2,500

　　　経常収益計 2,457,840 335,160 0 2,793,000

　（２）経常費用

　　　①  事業費

　　　　民間団体助成金 3,420,000 0 3,420,000

　　　　　　助成金 2,900,000 2,900,000

　　　　　　委託費 500,000 500,000

　　　　　　消耗品費 10,000 10,000

　　　　　　通信運搬費 10,000 10,000

　　　　ネットワーク集会経費 200,000 0 200,000

　　　　　　消耗品費 30,000 30,000

　　　　　　印刷製本費 100,000 100,000

　　　　　　通信運搬費 10,000 10,000

　　　　　　使用料及び賃借料 50,000 50,000

　　　　　　食糧費 10,000 10,000

　　　　財団PR経費 270,000 0 270,000

　　　　　　消耗品費 170,000 170,000

　　　　　　使用料及び賃借料 100,000 100,000

　　　　若宮賞表彰経費 230,000 0 230,000

　　　　　　報償費 200,000 200,000

　　　　　　消耗品費 10,000 10,000

　　　　　　印刷製本費 10,000 10,000

　　　　　　通信運搬費 5,000 5,000

　　　　　　筆耕料 5,000 5,000

　　　　ホームページ作成事業経費 30,000 0 30,000

　　　　　　委託費 30,000 30,000

　　　　　　使用料及び賃借料 0 0

　　　　温暖化防止支援事業経費 250,000 0 250,000

　　　　　　委託費 250,000 250,000

　　　　事業費計 4,400,000 0 0 4,400,000

令和８年度予算実施計画内訳表
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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公益事業会計 法人会計 内部取引消去 合計科     目

　　  ②  管理費

　　　　　　会議費 120,000 120,000

　　　　　　消耗品費 30,000 30,000

　　　　　　印刷製本費 10,000 10,000

　　　　　　通信運搬費 15,000 15,000

　　　　　　筆耕料 5,000 5,000

　　　　　　雑費 40,000 40,000

　　　　管理費計 0 220,000 0 220,000

　　　経常費用計 4,400,000 220,000 0 4,620,000

　      当期経常増減額 △ 1,942,160 115,160 0 △ 1,827,000

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　      指定正味財産からの振替 0 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　経常外費用計 0 0 0 0

　      当期経常外増減額 0 0 0 0

　      当期一般正味財産増減額 △ 1,942,160 115,160 0 △ 1,827,000

　      一般正味財産期首残高 6,624,640 903,360 0 7,528,000

　      一般正味財産期末残高 4,682,480 1,018,520 0 5,701,000

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　　 基本財産受取利息 2,454,760 334,740 0 2,789,500

　　　　 基本財産調整 0 0 0 0

        一般正味財産への振替額 △ 2,454,760 △ 334,740 0 △ 2,789,500

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

　      指定正味財産期首残高 424,415,415 57,874,829 0 482,290,244

　      指定正味財産期末残高 424,415,415 57,874,829 0 482,290,244

Ⅲ正味財産期末残高 429,097,895 58,893,349 0 487,991,244
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　　　　　　　（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増    減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

（１）現金預金   

①現金 　 　

両替金 1,027,000 1,122,300 △ 95,300

小口現金 100,000 100,000 0

現金                                0 0 0

切手現金 0 0

  現金合計 1,127,000 1,222,300 △ 95,300

②普通預金 　

一般会計 2,339,742 7,721,607 △ 5,381,865

売上金口座（ｶｰﾄﾞ） 10,568,086 7,106,221 3,461,865

切手販売 851,146 848,402 2,744

売上金口(ﾌﾛｱ） 33,715,091 31,960,245 1,754,846

山梨中央銀行（酒） 21,425,205 14,842,452 6,582,753

センター独自事業通帳 2,278,057 1,728,609 549,448

  普通預金合計                            71,177,327 64,207,536 6,969,791

定期預金

山梨中央銀行 251,141 203,440 47,701

  現金預金合計                            72,555,468 65,633,276 6,922,192

（２）未収金                              15,935,936 14,679,974 1,255,962

（３）前払金                              110,611 56,821 53,790

（４）有価証券 0 0  

（５）商品                                6,196,446 5,758,462 437,984

（６）貯蔵品                              959,587 1,000,399 △ 40,812

33,759 6,240 27,519

0 0 0

  流動資産合計                          95,791,807 87,135,172 8,656,635

２　固定資産

（１）基本財産

①有価証券                            30,000,000 30,000,000 0

  基本財産合計                            30,000,000 30,000,000 0

（２）特定資産

①減価償却引当資産 　

減価償却引当資産(一般) 18,547,663 16,145,515 2,402,148

  減価償却引当資産合計                    18,547,663 16,145,515 2,402,148

②建物修繕引当資産                    　 　  

建物修繕引当資産(一般) 25,425,252 25,425,162 90

  建物修繕引当資産合計                    25,425,252 25,425,162 90

③建物（特）        　

建物（特）（指定） 282,089,713 293,142,150 △ 11,052,437

建物（特）（一般） 22,495,922 23,563,664 △ 1,067,742

  建物（特）合計                          304,585,635 316,705,814 △ 12,120,179

④付属設備（特）          　

付属設備（特）（指定） 39 81 △ 42

付属設備（特）（一般） 11 39,868 △ 39,857

  付属設備（特）合計                      50 39,949 △ 39,899

⑤構築物（特）                 　

構築物（特）（指定） 2,059,518 2,282,746 △ 223,228

構築物（特）（一般） 668,804 708,404 △ 39,600

  構築物（特）合計                        2,728,322 2,991,150 △ 262,828

貸　借　対　照　表
令和８年３月３１日現在

科       目

（７）繰延税金資産

（８）仮払消費税
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当 年 度 前 年 度 増    減科       目

⑥什器備品（特） 　

什器備品（特）（指定） 57 57 0

什器備品（特）（一般） 1,200,108 1,200,132 △ 24

  什器備品（特）合計                      1,200,165 1,200,189 △ 24

⑦土地（特） 　

土地（特）（指定） 197,368,820 197,368,820 0

土地（特）（一般） 52,401,120 52,401,120 0

  土地（特）合計                          249,769,940 249,769,940 0

特定資産合計                          602,257,027 612,277,719 △ 10,020,692

（３）その他固定資産

①車両運搬具 2 2 0

②什器備品 3 75,696 △ 75,693

③展示用備品設備 108,976 161,581 △ 52,605

④電話加入権 145,600 145,600 0

⑤出資金                              200 200 0

⑥付属設備 3,153,001 3,674,421 △ 521,420

⑦繰延税金資産 0 0 0

  その他固定資産合計                    3,407,782 4,057,500 △ 649,718

  固定資産合計                            635,664,809 646,335,219 △ 10,670,410

  資産の部合計                        731,456,616 733,470,391 △ 2,013,775

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

（１）買掛金                              1,225,069 1,155,383 69,686

（２）未払金                              4,702,529 4,680,918 21,611

（３）未払消費税                          2,299,600 1,567,000 732,600

（４）未払法人税等                        411,300 139,400 271,900

（５）前受金 0 0 0

（６）預り金 　

①その他                              15,315 15,315 0

②源泉 136,410 132,240 4,170

③社会保険料 463,992 363,107 100,885

④雇用保険料                     211,337 226,102 △ 14,765

⑤販売 29,636,495 28,657,525 978,970

⑥ｼﾞｭｴﾘｰ券 1,660,000 920,000 740,000

  預り金合計                              32,123,549 30,314,289 1,809,260

（７）仮受消費税                     0 0 0

（８）テナント預り金                      10,568,086 7,106,221 3,461,865

  流動負債合計                            51,330,133 44,963,211 6,366,922

２　固定負債

（１）長期借入金 　

0 0 0

  長期借入金合計                          0 0 0

  固定負債合計                            0 0 0

  負債の部合計                        51,330,133 44,963,211 6,366,922

Ⅲ　正味財産の部

１　指定正味財産

（１）国庫補助金                          48,444,675 50,385,116 △ 1,940,441

（２）山梨県補助金                        349,443,483 355,125,022 △ 5,681,539

（３）甲府市補助金 103,551,587 107,279,963 △ 3,728,376

（４）地方公共団体助成金 3,078,393 3,091,117 △ 12,724

（５）民間助成金                          1,000,006 1,000,006 0

（６）民間助成金                          6,000,000 6,000,000 0

指定正味財産合計                        511,518,144 522,881,224 △ 11,363,080

(うち基本財産への充当額)            （0） （0）

(うち特定資産への充当額)            (481,518,147) (492,793,854) △ 11,275,707

２　一般正味財産 168,608,339 165,625,956 2,982,383

  正味財産の部合計                    680,126,483 688,507,180 △ 8,380,697

負債及び正味財産合計                731,456,616 733,470,391 △ 2,013,775
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　（１）経常収益

　    ①　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息 80,000 80,000 0

　　　　基本財産運用益計 80,000 80,000 0

　    ②　特定資産運用益

　　　　　　特定資産受取利息 30,000 80,000 △ 50,000

　　　　特定資産運用益計 30,000 80,000 △ 50,000

　    ③　事業収益

　　　　　　展示販売フロア使用料収入 8,119,000 8,339,000 △ 220,000

　　　　　　販売手数料収入ﾌﾛｱ 52,000,000 44,500,000 7,500,000

　　　　　　センター独自事業収入 2,500,000 1,500,000 1,000,000

　　　　　　販売手数料収入催事 200,000 170,000 30,000

　　　　　　施設使用料収入 23,000,000 22,000,000 1,000,000

　　　　　　団体事務室使用料収入 1,022,400 1,022,400 0

　　　　　　レストラン使用料収入 2,040,000 4,879,000 △ 2,839,000

　　　　　　販売事業収入 500,000 1,530,000 △ 1,030,000

　　　　　　販売雑収入 4,300,000 4,500,000 △ 200,000

　　　　　　酒類売上収入 26,500,000 32,000,000 △ 5,500,000

　　　　事業収益計 120,181,400 120,440,400 △ 259,000

　    ④　受取補助金等

　　　　　　甲府市補助金収入 120,000 120,000 0

　　　　　　電気自動車充電電気代権利金収入

　　　　受取補助金等計 120,000 120,000 0

　    ⑤　雑収益

　　　　　　その他雑収益 1,300,000 1,000,000 300,000

　　　　雑収益計 1,300,000 1,000,000 300,000

　　　経常収益計 121,711,400 121,720,400 △ 9,000

　（２）経常費用

      ①  事業費

　　　　　　地場産品支援事業支出 20,000 100,000 △ 80,000

　　　　　　通年型事業支出 10,000 30,000 △ 20,000

　　　　　　誘客・観光客増加対策事業支出 500,000 600,000 △ 100,000

　　　　事業費計 530,000 730,000 △ 200,000

令和８年度予算実施計画
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科     目
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当年度 前年度 増減科     目

　　  ②  管理費

　　　　　　役員報酬支出 5,000,000 5,000,000 0

　　　　　　給料手当支出 41,000,000 40,000,000 1,000,000

　　　　　　退職金共済制度掛金支出 420,000 365,000 55,000

　　　　　　福利厚生費支出 6,700,000 6,000,000 700,000

　　　　　　旅費交通費支出 300,000 150,000 150,000

　　　　　　通信運搬費支出 900,000 855,000 45,000

　　　　　　消耗品費支出 1,600,000 1,500,000 100,000

　　　　　　販売消耗品費支出 1,600,000 2,000,000 △ 400,000

　　　　　　商品仕入（センター独自）支出 1,500,000 1,000,000 500,000

　　　　　　修繕費支出 4,000,000 6,000,000 △ 2,000,000

　　　　　　印刷製本費支出 10,000 70,000 △ 60,000

　　　　　　燃料費支出 1,300,000 1,400,000 △ 100,000

　　　　　　水道光熱費支出 8,060,000 8,200,000 △ 140,000

　　　　　　賃借料支出 8,300,000 7,800,000 500,000

　　　　　　保険料支出 735,000 660,000 75,000

　　　　　　食料費支出 30,000 46,000 △ 16,000

　　　　　　租税公課支出 10,500,000 11,000,000 △ 500,000

　　　　　　負担金支出 270,000 290,000 △ 20,000

　　　　　　広告宣伝費支出 1,600,000 2,889,000 △ 1,289,000

　　　　　　支払利息支出 0 0 0

　　　　　　期首商品棚卸高 5,800,000 6,000,000 △ 200,000

　　　　　　酒類仕入 18,500,000 22,200,000 △ 3,700,000

　　　　　　期末商品棚卸高 △ 5,700,000 △ 5,500,000 △ 200,000

　　　　　　雑支出 3,680,000 4,650,000 △ 970,000

　　　　    委託料支出 7,000,000 8,100,000 △ 1,100,000

　　　　管理費計 123,105,000 130,675,000 △ 7,570,000

　　　経常費用計 123,635,000 131,405,000 △ 7,770,000

　      当期経常増減額 0 0 0

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計 0 0 0

　（２） 経常外費用

　　　　固定資産除却損 0 0 0

　　　経常外費用計

　      当期経常外増減額

　      当期一般正味財産増減額

　      一般正味財産期首残高

　      一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        一般正味財産への振替額

　　　　当期指定正味財産増減額

　      指定正味財産期首残高

        （基本財産）

　　　　（車両運搬具補助金等）

　      指定正味財産期末残高

        （基本財産）

　　　　（車両運搬具補助金等）

Ⅲ　正味財産期末残高
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令和８年度予算
令和８年４月１日から

Ⅰ　一般正味財産増減の部
継１（公益的

施設活用事業）
継２（地場産業・
観光振興事業）

共通 小計

　１　経常増減の部 　 　  

　（１）経常収益 　 　  

　    ①　基本財産運用益 　 　  

　　　　　　基本財産受取利息 　 　 80,000 80,000

　　　　基本財産運用益計 0 0 80,000 80,000

　    ②　特定資産運用益 　 　  

　　　　　　建物修繕引当資産利息収入 　 　 30,000 30,000

　　　　特定資産運用益計 0 0 30,000 30,000

　    ③　事業収益 　 　  

　　　　　　展示販売フロア使用料収入 　 　 0

　　　　　　販売手数料収入ﾌﾛｱ 　 　 0

　　　　　　センター独自事業収入 　 　 0

　　　　　　販売手数料収入催事 　 200,000 200,000

　　　　　　施設使用料収入 9,959,000 　 9,959,000

　　　　　　団体事務室使用料収入 1,022,400 　 1,022,400

　　　　　　レストラン使用料収入 　 　 0

　　　　　　販売事業収入 　 　 0

　　　　　　販売雑収入 　 　 0

　　　　　　酒類売上収入 　 　 0

　　　　事業収益計 10,981,400 200,000 0 11,181,400

　    ④　受取補助金等 　 　  

　　　　　　備品受取補助金等 　 120,000 120,000

　　　　受取補助金等計

　    ⑤　雑収益 0 120,000 0 120,000

　　　　　　受取利息 　 　  

　　　　　　雑収益 　 　 0

　　　　雑収益計 0 0 0 0

　　　経常収益計 10,981,400 320,000 110,000 11,411,400

　（２）経常費用 　 　 　

      ①  事業費 　 　 　

　　　　　　地場産品支援事業支出 　 20,000 20,000

　　　　　　通年型事業支出 　 10,000 10,000

　　　　　　誘客・観光客増加対策事業支出 　 500,000 500,000

　　　　事業費計 0 530,000 0 530,000

科     目 実施事業等会計
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実施計画内訳表
令和９年３月３１日まで

（単位：円）

他１（施設貸与
事業

「一般貸出」）

他２（販売促進
事業）

共通 小計

   

   

   

0 80,000

0 0 0 0 0 80,000

    

0 30,000

0 0 0 0 0 0 30,000

    

8,119,000 8,119,000 0 8,119,000

52,000,000 52,000,000 0 52,000,000

2,500,000 2,500,000 0 2,500,000

0 0 200,000

13,041,000 13,041,000 0 23,000,000

0 0 1,022,400

2,040,000 2,040,000 0 2,040,000

500,000 500,000 0 500,000

4,300,000 4,300,000 0 4,300,000

26,500,000 26,500,000 0 26,500,000

15,081,000 93,919,000 0 109,000,000 0 0 120,181,400

    

0 0 120,000

0

0 0 0 0 0 0 120,000

   

0 1,300,000 1,300,000

0 0 0 0 1,300,000 0 1,300,000

15,081,000 93,919,000 0 109,000,000 1,300,000 0 121,711,400

　   

　   

0 0 20,000

0 0 10,000

0 0 500,000

0 0 0 0 0 0 530,000

合計

その他会計

法人会計
内部取引

控除
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Ⅰ　一般正味財産増減の部
継１（公益的

施設活用事業）
継２（地場産業・
観光振興事業）

共通 小計

科     目 実施事業等会計

　　  ②  管理費 　 　 　

　　　　　　役員報酬支出 500,000 500,000 1,000,000

　　　　　　給料手当支出 2,167,761 1,083,881 3,251,642

　　　　　　退職金共済制度掛金支出 36,000 18,000 54,000

　　　　　　福利厚生費支出 380,889 232,581 613,470

　　　　　　旅費交通費支出 　 　 0

　　　　　　通信運搬費支出 361,800 45,000 406,800

　　　　　　消耗品費支出 507,200 80,000 587,200

　　　　　　販売消耗品費支出 　 　 0

　　　　　　商品仕入（センター独自）支出 　 　 0

　　　　　　修繕費支出 520,000 40,000 560,000

　　　　　　印刷製本費支出 3,000 0 3,000

　　　　　　燃料費支出 169,000 13,000 182,000

　　　　　　水道光熱費支出 1,047,800 80,600 1,128,400

　　　　　　賃借料支出 1,660,000 415,000 2,075,000

　　　　　　保険料支出 95,550 7,350 102,900

　　　　　　食料費支出 　 　 0

　　　　　　租税公課支出 1,680,000 840,000 2,520,000

　　　　　　負担金支出 27,000 　 27,000

　　　　　　広告宣伝費支出 256,000 128,000 384,000

　　　　　　支払利息支出 　 　 0

　　　　　　期首商品棚卸高 　 　 0

　　　　　　酒類仕入

　　　　　　期末商品棚卸高

　　　　　　雑支出 368,000 　 368,000

　　　　　　委託料支出 910,000 70,000 980,000

　　　　管理費計 10,690,000 3,553,412 0 14,243,412

　　　経常費用計 10,690,000 4,083,412 0 14,773,412

　      当期経常増減額

　２　経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　経常外収益計

　（２） 経常外費用

　　　  固定資産除却損

　　　経常外費用計

　      当期経常外増減額

　      当期一般正味財産増減額

　      一般正味財産期首残高

　      一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        一般正味財産への振替額

　　　　当期指定正味財産増減額

　      指定正味財産期首残高

　      指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高
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他１（施設貸与
事業

「一般貸出」）

他２（販売促進
事業）

共通 小計
合計

その他会計

法人会計
内部取引

控除

　   

500,000 3,000,000 3,500,000 500,000 5,000,000

5,503,774 31,490,706 36,994,480 753,878 41,000,000

90,000 276,000 366,000 420,000

775,885 5,119,078 5,894,963 191,567 6,700,000

240,000 240,000 60,000 300,000

252,900 181,800 434,700 58,500 900,000

353,600 643,200 996,800 16,000 1,600,000

1,600,000 1,600,000 0 1,600,000

1,500,000 1,500,000 0 1,500,000

828,000 1,112,000 1,452,000 3,392,000 48,000 4,000,000

3,000 4,000 7,000 0 10,000

269,100 345,800 471,900 1,086,800 31,200 1,300,000

1,668,420 2,289,040 2,925,780 6,883,240 48,360 8,060,000

2,083,300 4,042,100 6,125,400 99,600 8,300,000

152,145 195,510 266,805 614,460 17,640 735,000

0 0 30,000 30,000

3,045,000 4,903,500 7,948,500 31,500 10,500,000

40,500 202,500 243,000 0 270,000

464,000 708,800 1,172,800 43,200 1,600,000

0 0

5,800,000 5,800,000 0 5,800,000

18,500,000 18,500,000 18,500,000

△ 5,700,000 △ 5,700,000 △ 5,700,000

552,000 2,760,000 3,312,000 0 3,680,000

1,449,000 1,946,000 2,541,000 5,936,000 84,000 7,000,000

18,030,624 81,160,034 7,657,485 106,848,143 2,013,445 0 123,105,000

18,030,624 81,160,034 7,657,485 106,848,143 2,013,445 0 123,635,000
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令 和７ 年度公 益財 団法 人 やまなみ文 化基金 事業 報告書 

事  業  報  告 

 

事 業 概 要 

県 民 の文 化 活 動 が自 主 的 かつ活 発 に推 進 されるよう、基 金 等 の運 用 果 実 をもって、文

化 団 体 等 が行 う活 動 などに対 して奨 励 、助 成 事 業 を行 った。  

 

事 業 実 施 状 況 

１ 会議等の開催状況 

（ １ ）  理 事 会  ：  ３ 回  

（ ２ ）  評 議 員 会  ：  １ 回  

（ ３ ）  助 成 事 業 選 考 委 員 会  ：  １ 回  

 

２ 助成事業の実施状況 

令和７年度助成事業の実施 

（ １ ）  地 域 文 化 振 興 事 業 への助 成  １ 件  助 成 金 交 付 額  400千 円  

（ ２ ）  芸術文化の創作、成果発表等への奨励、助成  ３ 件  〃    850千 円  

（ ３ ）  文 化 教 養 活 動 の奨 励 、助 成  ３ 件  〃  1,342千 円  

 合計  ７ 件  〃  2,592千 円  

  

令和８年度助成事業の選定 

（ １ ）  地 域 文 化 振 興 事 業 への助 成  ３ 件  助 成 決 定 額  1,500千 円  

（ ２ ）  芸術文化の創作、成果発表等への奨励、助成 ６ 件  〃  2,250千 円  

（ ３ ）  文 化 教 養 活 動 の奨 励 、助 成  ０ 件  〃  0千 円  

 合計  ９ 件  〃  3,750千 円  

 

理事会決議事項 

回 数 年 月 日 議   決   事   項  

第 １ 回  令 和 ７ 年 ５ 月 １ ４ 日  
１  令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 及 び決 算 に関 する件  

２  評 議 員 会 の招 集 及 び議 案 に関 する件  

第 ２ 回  

（ 書 面 ) 
令 和 ７ 年 ６ 月 ２ ４ 日  

１  専 務 理 事 の選 定 について  

 

第 ３ 回  令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ４ 日  
１  令 和 ８ 年 度 事 業 計 画 及 び収 支 予 算 の承 認 の件  

 

 

評議員会決議事項 

回 数 年 月 日 議   決   事   項  

第 １ 回  令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ９ 日  

１  令 和 ６ 年 度 決 算 に関 する件  

２  定 款 の変 更 に関 する件  

３  理 事 及 び監 事 の選 任 の件  

４  評 議 員 の選 任 の件  
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役員に関する事項 

           令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏  名 就任年月日 備 考 役職名 氏  名 就任年月日 備 考 

理 事 野口 英一 6. 5.23 理事長 理 事 野口 英一 6. 5.23 理事長 

  〃 落合 直樹 6. 5.23 専務理事   〃 小泉 嘉透 7. 5.29 専務理事 

  〃 八巻 信也 6. 5.23    〃 八巻 信也 6. 5.23  

  〃 浜本 紀子 6. 5.23    〃 石川 義彦 7. 5.29  

  〃 一瀬 富房 6. 5.23    〃 一瀬 富房 6. 5.23  

  〃 古屋 明子 6. 5.23    〃 三科吾諭子 7. 5.29  

監 事 奈良田伸司 6. 5.23  監 事 奈良田伸司 6. 5.23  

  〃 関  尚史 6. 5.23    〃 入倉由紀子 7. 5.29  

評議員に関する事項 

           令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在 

役職名 氏  名 就任年月日 備 考 役職名 氏  名 就任年月日 備 考 

評議員 西川  新 6. 5.23  評議員 西川  新 6. 5.23  

  〃 吉岡 俊昭 6. 5.23    〃 吉岡 俊昭 6. 5.23  

  〃 津野 治彦 6. 5.23    〃 津野 治彦 6. 5.23  

  〃 小池 幹彦 6. 5.23    〃 飯島 英紀 7. 5.29  

  〃 淡路 啓二 6. 5.23    〃 淡路 啓二 6. 5.23  

  〃 伴野 公亮 6. 5.23    〃 伴野 公亮 6. 5.23  

  〃 小澤奈々恵 6. 5.23    〃 小澤奈々恵 6. 5.23  

  〃 丸山 好彦 6. 5.23    〃 石原 進也 7. 5.29  

  〃 和光 達夫 6. 5.23    〃 和光 達夫 6. 5.23  
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（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

基本財産受取利息 2,940,000 2,883,446 56,554

特定資産受取利息 4,607 460 4,147

受取利息 4,092 873 3,219

雑収益 0 0 0

2,948,699 2,884,779 63,920

支払助成金 2,592,000 2,861,000 △ 269,000

振込手数料 6,490 10,230 △ 3,740

消耗品費 9,398 11,299 △ 1,901

旅費交通費 0 0 0

手数料 2,250 2,250 0

消耗品費 0 0 0

通信費 0 0 0

2,610,138 2,884,779 △ 274,641

338,561 0 338,561

指定正味財産からの振替額 0 0 0

0 0 0

過年度振替取消額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

338,561 0 338,561

2,082,717 2,082,717 0

2,421,278 2,082,717 338,561

基本財産受取利息 3,079,100 3,079,100 0

一般正味財産への振替額 △ 2,940,000 △ 2,883,446 △ 56,554

139,100 195,654 △ 56,554

302,505,878 302,310,224 195,654

302,644,978 302,505,878 139,100

305,066,256 304,588,595 477,661

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１） 経常収益

 正 味 財 産 増 減 計 算 書

　　　　① 基本財産運用益

　　　　③ 雑収益

　　　　　経常収益計

　　（２） 経常費用

　　　　① 事業費

　　　　② 管理費

　　　　② 特定資産運用益

　　　　　経常費用計

　　　当期経常増減額

　２．経常外増減の部

　　（１） 経常外収益

　　　　　経常外収益計

　　（２） 経常外費用

　　　　　経常外費用計

　　　当期経常外増減額

　 　当期一般正味財産増減額

　 　一般正味財産期首残高

　 　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　① 基本財産運用益

　　 当期指定正味財産増減額

　　 指定正味財産期首残高

　　 指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　　② 一般正味財産への振替額
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（単位：円）

公益目的事業会計

助成事業

基本財産受取利息 2,937,767 2,233 0 2,940,000

特定資産受取利息 4,598 9 0 4,607

受取利息 4,084 8 0 4,092

雑収益 0 0 0 0

2,946,449 2,250 0 2,948,699

支払助成金 2,592,000 0 0 2,592,000

振込手数料 6,490 0 0 6,490

消耗品費 9,398 0 0 9,398

旅費交通費 0 0 0

手数料 2,250 0 2,250

消耗品費 0 0 0

通信費 0 0 0

2,607,888 2,250 0 2,610,138

338,561 0 0 338,561

指定正味財産からの振替額 0

0

過年度振替取消額 0 0 0

0 0 0 0

338,561 0 0 338,561

338,561 0 0 338,561

2,063,711 19,006 2,082,717

2,402,272 19,006 0 2,421,278

基本財産受取利息 3,072,942 6,158 0 3,079,100

一般正味財産への振替額 △ 2,881,200 △ 58,800 △ 2,940,000

191,742 △ 52,642 0 139,100

301,895,972 609,906 0 302,505,878

302,087,714 557,264 0 302,644,978

304,489,986 576,270 0 305,066,256

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

法人会計 内部取引控除 合　　　計科　　　　　　　目

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１） 経常収益

　　　　① 基本財産運用益

　　　　② 特定資産運用益

　　　　　経常収益計

　　　　③ 雑収益

　　（２） 経常費用

　　　　① 事業費

　　　　② 管理費

　　　　　経常費用計

　　　当期経常増減額

　２．経常外増減の部

　　（１） 経常外収益

　　　　　経常外収益計

　　（２） 経常外費用

　　　　　経常外費用計

　　　当期経常外増減額

　　 当期一般正味財産増減額

Ⅲ　正味財産期末残高

　　 一般正味財産期首残高

　　 一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　 当期指定正味財産増減額

　　 指定正味財産期首残高

　　 指定正味財産期末残高

　　　　① 基本財産運用益

　　　　② 一般正味財産への振替額

-338-



（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

現金預金 1,822,856 701,870 1,120,986

1,822,856 701,870 1,120,986

投資有価証券 296,383,400 296,244,300 139,100

投資預金 0 0 0

296,383,400 296,244,300 139,100

事業安定化資産 6,860,000 6,860,000 0

地域文化振興事業助成資金 0 1,484,295 △ 1,484,295

6,860,000 8,344,295 △ 1,484,295

0 0 0

303,243,400 304,588,595 △ 1,345,195

305,066,256 305,290,465 △ 224,209

未払金 0 701,870 △ 701,870

0 701,870 △ 701,870

0 0 0

0 701,870 △ 701,870

県出資金 300,000,000 300,000,000 0

基本財産運用額 2,644,978 2,505,878 139,100

302,644,978 302,505,878 139,100

(296,383,400) (296,244,300) (139,100)

(6,261,578) (6,261,578) (0)

一般正味財産 2,421,278 2,082,717 338,561

2,421,278 2,082,717 338,561

(0) (0) (0)

(598,422) (2,082,717) (△ 1,484,295)

305,066,256 304,588,595 477,661

305,066,256 305,290,465 △ 224,209

令和８年３月３１日現在

科　　　　　　　目

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　流動資産合計

貸　　借　　対　　照　　表

　２．固定資産

　　（１） 基本財産

　　　　　基本財産合計

　　（２） 特定資産

　　　　　特定資産合計

　　（３） その他の固定資産

　　　　　その他の固定資産合計

　　　固定資産合計

　　 資産合計

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　２．固定負債

　　　流動負債合計

　　　固定負債合計

　　 負債合計

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　　　指定正味財産合計

　　　（うち基本財産への充当額）

　　 負債及び正味財産合計

　　　（うち特定資産への充当額）

　２．一般正味財産

　　　一般正味財産合計

　　　（うち基本財産への充当額）

　　　（うち特定資産への充当額）

　　 正味財産合計
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　　額

現金預金 普通預金 山梨中央銀行県庁
支店

公益目的事業及び法人事務
に使用

1,822,856

1,822,856

投資有価証券 投資有価証券
（第50回東京電力債：額面
１00,000,000円）

公益目的保有財産であり、運
用益を公益目的事業（99.8%）
及び法人事務（0.2%）に使用

100,000,000

投資有価証券 投資有価証券
（第７４回国債：額面
200,000,000円）

同上 196,383,400

296,383,400

事業安定化資産 定期預金 山梨中央銀行県庁
支店

基本財産運用収入を補完し、
事業の強化・安定化を図るた
めの資産であり、運用益を公
益目的事業（99.8%）及び法人
事務（0.2%）に使用

6,860,000

地域文化振興事業助成
資金

普通預金 山梨中央銀行県庁
支店

基本財産の運用益であり、指
定正味財産6号財産である。地
域文化振興事業の（公益）と
（管理費）にそれぞれ99.8%、
0.2%に使用

0

6,860,000

0

303,243,400

305,066,256

未払金 普通預金 山梨中央銀行県庁
支店

助成金及び振込手数料 0

0

0

0

0

305,066,256

貸借対照表科目

　　　流動資産合計

　　　　　基本財産合計

　　　　　特定資産合計

　　　　　その他の固定資産合計

　　（２） 特定資産

　　　固定資産合計

　　 資産合計

　　　流動負債合計

　　　固定負債合計

　１．流動負債

　２．固定負債

Ⅱ　負債の部

財　　産　　目　　録

　　 負債合計

　　 正味財産

令和８年３月３１日現在

　　（３） その他の固定資産

　１．流動資産

Ⅰ　資産の部

　２．固定資産

　　（１） 基本財産
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１　重要な会計方針

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法について

　満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。

（２）　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当期減少額 当 期 末 残 高

投資有価証券
（第50回東京電力パワーグリッド債：
額面１00,000,000円）

100,000,000 0 0 100,000,000

投資有価証券
（第74回国債：
額面200,000,000円）

196,244,300 139,100 0 196,383,400

296,244,300 139,100 0 296,383,400

事業安定化資産
（定期預金　山梨中央銀行県庁支店）

6,860,000 0 0 6,860,000

地域文化振興事業助成資金
（普通預金　山梨中央銀行県庁支店）

1,484,295 1,484,295 0

8,344,295 0 1,484,295 6,860,000

304,588,595 139,100 1,484,295 303,243,400

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

（うち指定正味財産 （うち一般正味財産 （うち負債に
からの充当額） からの充当額） 対応する額）

投資有価証券
（第50回東京電力パワーグリッド債：
額面１00,000,000円）

100,000,000 (100,000,000) (0) (0)

投資有価証券
（第74回国債：
額面200,000,000円）

196,383,400 (196,383,400) (0) (0)

296,383,400 (296,383,400) (0) (0)

事業安定化資産
（定期預金　山梨中央銀行県庁支店）

6,860,000 (6,261,578) (598,422) (0)

地域文化振興事業助成資金
（普通預金　山梨中央銀行県庁支店）

0 (0) (0) (0)

6,860,000 (6,261,578) (598,422) (0)

303,243,400 (302,644,978) (598,422) (0)

（基本財産）

小　　　　　計

（特定資産）

小　　　　　計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

合　　　　　計

科　　　　　　　目

（基本財産）

科　　　　　目

小　　　　　計

小　　　　　計

（特定資産）

合　　　　　計

当 期 末 残 高

-341-



４　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

投資有価証券
（第50回東京電力パワーグリッド債：
額面１00,000,000円）

100,000,000 90,880,000 △ 9,120,000

投資有価証券
（第74回国債：
額面200,000,000円）

196,383,400 111,860,000 △ 84,523,400

296,383,400 202,740,000 △ 93,643,400

５　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

2,940,000

2,940,000

１　重要な会計方針基本財産及び特定資産の明細

財務諸表の注記に記載のため省略

内　　　　　訳

経常収益への振替額

科　　　　　目

附 属 明 細 書

基本財産運用益（基本財産受取利息）計上による振替額

合　　　　　計

合　　　　　計
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令和８年度公益財団法人やまなみ文化基金事業計画書  

事  業  計  画  

 

事 業 方 針 

県民の文化活動が自主的かつ活発に推進されるよう、基金等の運用果実をもって、文

化団体等が行う活動に対して奨励、助成事業などを行う。  

 

事 業 実 施 計 画 

１  会議等の開催  

（ １ ）  理 事 会  ：  ３回（５月中旬、６月上旬、３月下旬）  

（ ２ ）  評 議 員 会  ：  １回（５月下旬）  

（ ３ ）  助成事業選考委員会  ：  １回（２月下旬）  

 

２  助成事業の実施  

（ １ ）  地域文化振興事業への助成  ３件  助成額  1,500千円  

（ ２ ）  芸術文化の創作、成果発表等への奨励、助成 ６件  〃  2,250千円  

（ ３ ）  文化教養活動の奨励、助成  ０件  〃  0千円  

 合計  ９件  〃  3,750千円  
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（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

基本財産受取利息（振替額） 2,940,000 3,997,675 △ 1,057,675

特定資産受取利息 4,598 180 4,418

受取利息 4,092 873 3,219

2,948,690 3,998,728 △ 1,050,038

支払助成金 3,750,000 3,950,000 △ 200,000

支払手数料 20,000 20,000 0

消耗品費 20,000 20,731 △ 731

旅費交通費 0

支払手数料 3,000 5,000 △ 2,000

消耗品費 500 500 0

通信費 2,397 2,497 △ 100

3,795,897 3,998,728 △ 202,831

△ 847,207 0 △ 847,207

指定正味財産からの振替額 0 0

0 0 0

過年度振替取消額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 847,207 0 △ 847,207

2,082,717 2,082,717 0

1,235,510 2,082,717 △ 847,207

基本財産受取利息 3,079,100 3,079,100 0

一般正味財産への振替額 △ 2,940,000 △ 3,997,675 1,057,675

139,100 △ 918,575 1,057,675

297,307,314 298,225,889 △ 918,575

297,446,414 297,307,314 139,100

298,681,924 299,390,031 △ 708,107

　　　　① 基本財産運用益

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１） 経常収益

令和８年度予算実施計画

　　　　　経常収益計

　　（２） 経常費用

　　　　① 事業費

　　　　② 管理費

　　　　② 特定資産運用益

　　　　　経常費用計

　　　　③ 雑収益

　　　当期経常増減額

　２．経常外増減の部

　　（１） 経常外収益

　　（２） 経常外費用

　　　　　経常外収益計

　　 指定正味財産期首残高

　　 当期指定正味財産増減額

　　　　① 基本財産運用益

　　　　② 一般正味財産への振替額

　　 指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　　　経常外費用計

　　　当期経常外増減額

　　 当期一般正味財産増減額

　 　一般正味財産期首残高

　 　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部
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（単位：円）

公益目的事業会計

助成事業

基本財産受取利息（振替額） 2,934,120 5,880 2,940,000

特定資産受取利息 4,589 9 4,598

受取利息 4,084 8 4,092

2,942,793 5,897 0 2,948,690

支払助成金 3,750,000 3,750,000

支払手数料 20,000 20,000

消耗品費 20,000 20,000

旅費交通費 0

支払手数料 3,000 3,000

消耗品費 500 500

通信費 2,397 2,397

3,790,000 5,897 0 3,795,897

△ 847,207 0 0 △ 847,207

指定正味財産からの振替額 0 0 0 0

0 0 0 0

過年度振替取消額 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

△ 847,207 0 0 △ 847,207

2,078,552 4,165 0 2,082,717

1,231,345 4,165 0 1,235,510

基本財産受取利息 3,072,942 6,158 3,079,100

一般正味財産への振替額 △ 2,934,120 △ 5,880 △ 2,940,000

138,822 278 0 139,100

296,712,699 594,615 0 297,307,314

296,851,521 594,893 0 297,446,414

298,082,866 599,058 0 298,681,924

　　 当期指定正味財産増減額

　　 指定正味財産期首残高

　　 指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　 　当期一般正味財産増減額

　　 一般正味財産期首残高

　　 一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　① 基本財産運用益

　　　　② 一般正味財産への振替額

　２．経常外増減の部

　　（１） 経常外収益

　　　　　経常外収益計

　　（２） 経常外費用

　　　　　経常外費用計

　　　当期経常外増減額

　　　　　経常収益計

　　（２） 経常費用

　　　　① 事業費

　　　　② 管理費

　　　　　経常費用計

　　　当期経常増減額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１） 経常収益

　　　　① 基本財産運用益

　　　　② 特定資産運用益

　　　　③ 雑収益

令和８年度予算実施計画内訳表

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　　目 法人会計 内部取引控除 合　　　計
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